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序章 研究の主題 
 
第 1 節 はじめに 
進展するグローバル化を軸にして多様に変動する現代社会が、今日の日本企業の直面
する経営環境である。本論文は、企業を取り巻く様々な経営環境の変化に対して、企業が
自社の組織能力を駆使しながら適応し持続的成長を遂げていく過程を、当該組織能力の
発現プロセスがチームの協働を起点としてどのように捉えられるのか、そして組織能力
の発現プロセスの各段階においてリーダーシップがいかに機能するのかに焦点を合わせ
た理論的研究と日本企業 2 社における 4 チームの分析によって、解明しようとするもの
である。 
具体的には、組織能力とリーダーシップに関する先行諸研究を理論的に整理し、また組
織でチームとして行われる具体的な協働から組織能力が発現していくプロセスを捉える
ための新たな分析枠組を構築した上で、日本企業の環境適応プロセスとして一つのモデ
ルを提示することを目指している。 
 企業の環境適応行動について、何ゆえ「組織能力」に着目するのか。また、「組織能力」
について、「チームの協働」と「リーダーシップ」の視点から分析することについては、
一見するとそれぞれに必然的なつながりは存在しないようにも思われる。そこで本章で
は、このようなテーマの下で研究を進めるに至った背景と問題意識から述べることにし
たい。 
 
第 2 節 問題意識 
第 1 項 企業の環境適応能力としての組織能力 
本研究の基本的な研究関心は、多様な経営環境の下、日本企業が自社の組織能力を働か
せることによって、かかる環境変化に対していかに適応し持続的成長をはかっていくの
かという点にある。 
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自動車産業をはじめとする日本企業の躍進がめざましかった 1980 年代から今日に至
るまでの 30 年に限っても、企業を取り巻く経営環境は大きく変動してきた。多くの日本
企業は、技術革新、情報技術の急進展やグローバル化に伴う企業間の競争激化、1991 年
のバブル経済崩壊以来続いた国内の経済不振といった厳しい環境にさらされ動揺しつつ
も、経営戦略の絶えざる革新や抜本的な組織再編を繰り返しながらこうした経営状況を
乗り越えてきた。 
企業と環境適応、戦略形成というテーマについては、常に経営学の中心的な論点として
研究が蓄積されてきた。1960 年代後半から 1980 年代にかけて我が国の組織論にも大き
な影響を及ぼしたコンティンジェンシー・アプローチは、企業を取り巻く環境・技術・規
模といった外部要因と各企業の組織構造・管理システムといった組織特性との「適合(fit)」
から高い経営成果がもたらされるとして、環境に適合した組織特性を実証的に追求しよ
うとした(e.g. Burns and Stalker, 1961; Woodward,1965; 野中、1974 )。このアプローチ
を理論構築の起点とした加護野(1980)によって、不確実性と複雑性という意思決定環境の
特徴に適合する情報プロセシングシステムの差が組織の有効性を決定するという「情報
プロセシングパラダイム」の下、日本企業を対象にその経験妥当性の検証が行われてきた。  
また、経営戦略論においても既に 1960 年代には、企業と環境との関係に関わる意思決
定(戦略的意思決定)と戦略策定のために、Ansoff(1965)によって能力プロファイルが示さ
れていた。1980 年代以降は、戦略が企業内外の諸要因と適合的であることによって競争
優位1が実現されるとされ、SWOT 分析、業界の構造分析とポジショニング(e.g. Porter, 
1980, 1985)、資源の属性分析(e.g. Barney, 1986, 1991)等の諸研究が展開されることとな
った。 
                                                   
1 競争優位とは、その企業の行動が業界や市場で経済的価値を創出し、かつ同様の行動をとっ
ている企業がほとんど存在しない場合に、その企業が置かれる位置である(Barney, 1997; 2011, 
p.15；邦訳 33 頁)。競争優位にある企業は、他社との競争を有利な立場で展開することによっ
て高収益を実現できる潜在的な可能性が高い。しかし、現実の企業収益は他の多種多様な要因
にも影響されるから、競争上の優位性を実現・維持しているからというだけで、その企業の利
益率が実際に高いとは限らない(伊丹、2006)。 
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確かに、組織論や経営戦略論で示されてきた企業を取り巻く外部環境要因と内部要因
のオペレーショナルな基準は、すでに実行された企業の環境適応行動を事後的に把握し
たり企業のパフォーマンスを振り返って総括したりする場合にも有効である。しかし、忘
れてならないことは、ポジション取りを上手く行う、経営資源を活用する、戦略を適切に
策定するといった企業の能力と行動こそが競争優位を根本的に規定しているという点で
ある。科学や技術の変化はイノベーションの機会を生じさせる。企業は新しい可能性を探
索し開発活動にも携わる。もし、それが成功すれば企業の相対的な成果に大きな影響を与
え、今度はそれが市場を決定する。一見すれば外生的な市場構造は、実際にはイノベーシ
ョンや学習の内生的な結果でもありうる(Teece, 2007a)。 
Ansoff(1965b)が「企業は環境の創造物である (The firm is a creature of its 
environment)」(p.163)といったように、企業の現在の経営は過去の環境適応の結果であ
り、現在の経営環境は、過去の企業行動と過去の環境によって形成される。絶えず変化す
る環境の中で、各企業はいかに環境に適応し、どのように企業内外の諸要因と戦略や組織
特性を達成しようと活動するのか。とりわけ、今日の複雑化した経営環境においては、企
業が環境を認識し適応する組織的協働のプロセスそのものを明らかにしていくことが極
めて重要になっている。 
このような企業と環境の相互形成を適切に捉え、かつ競争優位構築のために戦略論で
展開されてきた方法と実際に行われる組織活動との関係を考察するために、本研究では
組織能力という概念に着目する。この組織能力は、組織自体の模倣困難なケイパビリティ
である。特に環境適応との関係においては Teece, Pisano and Suen(1997)が提唱した「ダ
イナミック・ケイパビリティ」、すなわち企業が技術・市場変化といった急速な経営環境
の変化にうまく反応し適応するために、内部・外部のケイパビリティの統合・構築・配置・
再配置を実現していく動的な組織プロセスが強調される(p.516)。さらに、ダイナミック・
ケイパビリティは、企業特殊的な能力の生成や発掘という側面にとどまらず、環境変化に
対処するために進取的な適応を企てていく企業の能力にも関わる (Eisenhardt and 
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Martin, 2000; Teece, 2007a)。 
もっとも、組織能力は包括的な概念であるゆえに「持続的競争優位の源泉は組織能力で
ある」といっただけでは何かが解明されるわけではない。組織的協働によって戦略を実行
し環境を再認識しながら新たな戦略を創造していくという組織プロセスの内実を明らか
にすることこそが重要なのである。本研究では、このようなプロセス思考の組織能力概念
によって企業が環境に適応し持続的成長を遂げていく具体的なプロセスを考察したいと
考えている。 
 
第 2 項 日本企業の組織能力 
 日本企業の競争力との関係で捉えられる組織能力は、生産・開発現場での競争力に直結す
る「ものづくりの組織能力」、「業務執行能力」とその現場力を収益ポテンシャルに展開させ
る経営トップの「戦略構想能力」である。このうちの前者、すなわちグループレベルで実現
する技能や知識の連結、共有、継承とこれに基づく生産工程の革新や新製品の開発力が、日
本企業の競争優位の源泉とされてきた(藤本、1997)。多くの優良企業が「堂々と現場を鍛え、
熾烈な競争の場で辛くも勝ちを拾うことでさらに強くなってきた」(藤本、2006、5 頁)とさ
れ、1980 年代にはそれがいわゆる「日本的経営」として称賛された。 
しかし、1991 年からのいわゆる「バブル崩壊」以来、日本経済は 20 年近く停滞した。そ
れは、不良債権処理とリストラに追われた 1990 年代の「失われた 10 年」におさまらず、
2000 年代以降までの「失われた 20 年」に及ぶこととなった。この 20 年において、個々の
企業の経営力によって異なるにせよ、多くの日本企業が 1980 年代に誇った国際競争力の優
位性を失ったことは否定できない(林、2011 など) 2。 
武石・青島・軽部・元橋・伊地知(2010)は、1990 年代中盤以降から現在に至るまで、日
本の製造企業全体の売上高付加価値率がほぼ一貫して低下し続けていることを示しながら、
                                                   
2 日本企業の国際競争力を知る手立ての一例にすぎないが、IMD による世界競争力年鑑で
の日本の順位は、1990 年代初頭に首位であったが 2014 年度は第 21 位となっている。 
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日本企業の製品競争力が低下していることを指摘している。2000 年代になると、こうした
状況の背後にマネジメント上の問題として日本企業には戦略構想力が欠如しているという
ことが根本的な問題として指摘されるようになった(三品、2002a；延岡、2002 など)。特に
半導体や家電産業については、自動車産業とは対照的である。環境の不確実性の増大や事業
集積の複雑化の影響を多大に受ける産業領域であるために、「戦略的意思決定能力」(延岡、
2002)の必要性が強調されている。2000 年代の好況期に、日本の製造企業が営業利益率を増
大させた一方で家電系企業を中心に付加価値率の低下が止まらなかったことから、2000 年
代になっても製造業を中心に、日本企業がこの問題を引きずってきたことが窺われる。 
Teece(2009)によれば、日本企業の卓越した学習プロセスとオペレーションは「物事を適
切に実行する」ことに関連する一般的ケイパビリティの強さに基づいている。しかし、近年
の日本企業の競争力低下は、「適切な物事を実行する」ことに関連するダイナミック・ケイ
パビリティの弱さに起因しているのではないかという。具体的には、新市場の創造能力、市
場へのアウトソーシングの対象となった部品・サービスについての機会に対する反応力な
どである(日本語版への序文、邦訳 xli 頁)3。 
 このように多くの理論研究及び実証研究が、日本企業の組織能力を、「業務レベルでの組
織能力」と「戦略レベルでの組織能力」という異なる二側面から捉え、特に戦略レベルでの
組織能力の構築が喫緊の課題であると強調してきた。確かに、業務レベルでの戦略実行能力
と戦略レベルでの戦略構想能力とではある部分では異なった性質を持ち、環境変化や事業
の成長局面によっては一方が他方よりも重要であるというような場合もある。しかし、通常、
戦略の着実な実行なしに環境の微細な変化をも捉えた新たな戦略が構想されることはなく、
また、戦略が更新されるからこそ時宜にかなった実行がなされる。つまり、戦略の形成は戦
略の実行を内包している。実際には戦略の意図された実行とその過程で形成されてくる戦
                                                   
3 Teece(2009)の全訳である谷口・蜂巣・川西・チェン訳(2013)『ダイナミック・ケイパビ
リティ戦略：イノベーションを創発し、成長を加速させる力』には、2012 年になって新た
にティースによる「日本語版への序文」が収められている。 
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略という 2 つのプロセスが複雑に絡み合っているのである。 
新たな戦略の形成は戦略の実行プロセス抜きに考えることはできないという戦略形成プ
ロセスの複雑性に鑑みれば、今日の日本企業の組織能力を考察するにあたっても同様の視
点が必要であろう。すなわち、現場のグループレベルでの組織能力と、戦略構想レベルでの
組織能力とを完全に異なった性質をもつとして分離させてしまうのではなく、両者を取り
込む新たな分析枠組が必要になる。 
 
第 3 項 現場からなされる環境適応と戦略形成 
現場レベルの協働を通した戦略の着実な実行と環境の認識・適応が組織全体の環境適応
に寄与するという本論文の主張に大きな示唆を与えるのが、Barnard(1938)において論じら
れている組織階層の異なった意思決定の関係に関する議論である4。 
 Barnard(1938)によれば、組織の内的な再調整を通して環境適応を図るためには、環境認
識や戦略の構想に関わる経営者・管理者の意思決定が、「相対的重要性(relative importance)」
の観点からはまず注意を引くという(p.191)。しかし、「総体的重要性(aggregate importance)」
の見地からすれば、主要な関心を要するのは、管理者の意思決定ではなく、戦略実行を担う
非管理的な組織参加者(non-executive participants)の意思決定にある(pp.191-192)。ここに
管理的意思決定が必要となる理由がある。管理的意思決定は他の人々が行う適切な意思決
定とそれに伴う「正しい行為(correct action)」を促すものだからである(p.192)。ここで、「管
理者は第一義的に有効的ないし能率的な組織運営に則して (in the effect or efficient 
operation of the organization)、他の人々の意思決定を促し、あるいは阻止する意思決定に
携わっている」(p.211)ことから、「正しい行為」とは「有効的ないし能率的な組織運営」を
もたらす行為であり、組織目的の達成と誘因の創造・配分に向けての行為であることが推測
される。それは、組織の存続・発展に導く行為であり、組織の環境適応過程に具現する行為
である。 
                                                   
4以下に行われる議論は、庭本(2007、2012)が参照されている。 
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組織の環境適応過程においては、必ず「行為の調整(coordination of  action)」が伴われ
る。そして、その調整においては、効果的な組織行為が行われる「現場(on the spot)」で繰
り返し行われる組織的意思決定が必要なのである(p.192)。つまり、戦略につながる目的・手
段に関して、最終的で最も具体的な選択が現場の組織行為としてなされるという。 
 現場組織は、調整された活動を通して戦略を実行しながら修正し、新たな戦略形成の契機
となるにとどまらない。実行を通して環境変化を認識し、環境を識別することによって、組
織の環境適応に大きく貢献している。これをバーナードの言葉に確認しておく。 
 「管理職能(executive function)においては目的の規定が重要視され、他の諸職能の間では
環境の識別が強調される。したがって産業組織では、作業者、事務員、試験員、実験室助手、
販売員、専門技能員、技師などが、特に、全体としての組織に外的な環境の戦略的要因にた
ずさわっている。管理的意思決定(executive decision)の直接的環境は、第一義的に組織自体
の内部環境にある。管理的意思決定の戦略的要因は、主として、かつ第一義的に、組織運営
(organization operation)上の戦略的要因である。外部環境に働きかけるのは組織であって
管理者ではない」(p.210-211)。 
 この引用文が示しているように、管理者の意思決定(管理職能)の直接的対象は、非管理者
の意思決定行為である。「意思決定が組織の本質的過程」(p.187)とみなされ、「意思決定行為
が組織そのものの一部」(p.188)であるとすれば、管理的意思決定の対象は、総体的観点から
重要な非管理的組織メンバーの意思決定プロセスによって構成される組織の内的環境であ
る。そして、この組織活動を通して管理職能が機能する過程が、管理過程(executive process)
なのである(庭本、2006、2007)。ここから、組織を構成する非管理的諸職能(non executive 
functions)を遂行する現場の組織活動が、現場レベルにおける環境の識別と環境への働きか
けを通して、環境適応を果たしていることが導かれる。Barnard(1938)は、このような組織
の環境適応過程を、管理職能が働くエグゼクティブ・プロセスと区別して、マネジメント・
プロセスと名付けている(p.35, p.37)。この命名についても、環境の認識・識別に始まる「環
境適応」が直接的には現場の組織行為によって担われていることを暗に示しているように
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思われる5。エグゼクティブ・プロセス(①)及びマネジメント・プロセス(②)は、日本語に訳
すといずれも「管理過程」となるためか、ファヨールに始まる管理過程学派からは彼らの理
解するマネジメント・プロセス(③)の延長上に捉えられてきた。とりわけ、plan-do-see の
マネジメントサイクルで捉えられないエグゼクティブ・プロセスが批判された。しかし、②
と③はマネジメント・プロセスという同じ表現が用いられているものの、その意味するとこ
ろは必ずしも同じではない。戦略実行を担う現場の組織能力と戦略の構想・形成レベルの組
織能力を完全に分離するのではなく、ミドル・現場レベルの協働から戦略が形成されていく
という本論文の趣旨からすれば、①と②の違いが重要になってくる。 
これまでの議論では、Barnard(1938)のいう管理者及び非管理者の意思決定と組織の環境
適応メカニズムを検討してきた。以下では、この環境適応メカニズムに対してエグゼクティ
ブ・プロセス及びマネジメント・プロセスの果たす役割を概観しておく。Barnard(1938)は、
組織の内的調整プロセスについて次のようにいう。 
 
「公式組織の不安定や短命の基本的原因は、組織外の諸力のうちにある。‥‥略‥
‥組織の存続は、絶えず変化するなかで、複雑な性格の均衡をいかに維持するかにか
かっている。これが組織に内的な諸過程の再調整を要請する。私達は調整がなされね
ばならなくなる外的条件の性格にも触れるが、主たる関心は調整が達成される過程
である」(p.6) 
 
この記述は、組織の内的調整力に主たる関心を示すものであると同時に、組織の調整が変
化する環境への適応のために要請されることにも言及するものである。つまり、組織の存続
が環境適応に依拠し、それを実現するものが組織活動の再調整であるということが確認さ
                                                   
5 この点は、Taylor(1911)の The Principle of Scientific Management においても同様であ
ろう。邦訳では『科学的管理法』とされるが、その内容は「科学的な生産現場組織の
．．．．．．．
管
理」について述べられたものである。 
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れている。組織活動の再調整が行われるのはエグゼクティブ・プロセスにおいてであり、組
織活動の再調整に限定して、組織の環境適応にエグゼクティブ・プロセスが深くかかわって
いる。 
これに対して、戦略実行の観点からすれば環境適応プロセスと規定されるべきマネジメ
ント・プロセスについては、次のように説明される。 
 
「 環境の諸条件―たとえば天候―は、協働行為に関する環境の制約を絶えず変え続
ける。‥‥略‥‥協働システムの適応は、さまざまな組織活動を均衡させる適応であ
る。‥‥略‥‥環境における新しい制約を克服するように協働が適応し得ないと協
働は失敗するからである。このような適応過程がマネジメント・プロセスとなり、そ
してその専門機関が管理者と管理組織なのである」(p.35) 
「 変化する諸条件や新しい目的に対する協働システムの適応が専門的なマネジメ
ント・プロセスを意味し、複雑な協働においては、専門的な管理者ないし管理組織を
伴うのである」(p.37)。 
  
前者の記述は、管理者ないし管理組織が管理職能によって、環境適応に不可欠な全体組織
の内的調整及び再調整を図るプロセスである。他方、後者はその具体的な環境適応プロセス
である。管理職能または管理的意思決定の対象である作業者、事務員、試験員、実験室助手、
販売員、専門技能員、技師等と列挙された現場レベルのメンバーの組織行為が「全体として
の組織に外的な環境」を認識し、識別し、戦略的要因も決定する。実行行為を通して現場が
捉えた環境の感触は、コミュニケーションシステムを介して管理職能の組織の再調整に至
る契機となる。組織の再調整を効果あるものにするためには、反復的な組織行為がなされる
「現場」に回帰せねばならないのである。ここに、現場の自律的な組織活動と全体の組織活
動・戦略につながる連結性が Barnard(1938)から示唆される。 
以上に検討してきた Barnard(1938)の環境適応理論は、一見すると戦略実行と戦略構想
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の分離論であるかのような印象を与えるが、その実質は「戦略実行と修正を包括した戦略形
成のワンセット論」である。それは、組織の環境適応にあたって「現場のグループレベルで
の組織能力と、戦略構想レベルでの組織能力とを完全に異なった性質をもつとして分離さ
せてしまうのではなく、両者を取り込む新たな分析枠組の必要性」を強調する本論文を支え
る理論的基盤の一つになっている。 
 
第 4 項 チームの協働を起点とする組織能力 
企業の組織能力を強化するという場合、人事や経理の制度と一体化した管理機構の整備
によって企業戦略の策定能力を構築していくという方向性が示唆される(三品、2002a、
2002b)。また、トップ・マネジメントによる組織の抜本的変革により企業の組織能力を構築
していくという道もある。M&A による組織再編もその一つであろう。多くの場合に、戦略
と業務執行を分離し、特定事業と利害関係にないトップと戦略の専門家によってラディカ
ルな戦略が迅速に展開されている。 
しかし、本研究においては、戦略と日常の業務活動とを分離した上でなされるトップ主導
の戦略形成プロセスとは異なる可能性が探究される。それは、現場の協働レベルと戦略策定
レベルの両者を分離せず、チームにおける組織メンバーの日々の協働から環境を認識・解釈
し戦略を形成していくという方向性である。実際、Nonaka and Takeuchi(1995)らが示すよ
うに、ミドルや現場のグループレベルの協働から実現する技能や知識の連結、共有、継承と
これに基づく新製品の開発力は、1980 年代以降、日本企業の競争優位の源泉であった。日
常業務遂行プロセスで蓄積されていく知識や情報的資源を組み合わせ、新たな知識を創造
させていく主体は、ミドルなのである(Nonaka, 1988)。 
もっとも、前項で示してきたように、1990 年代以降に顕著になった日本企業の競争力の
現状に鑑みれば、今日の日本企業において従前から提唱されてきた「ミドル・アップ・ダウ
ンマネジメント」(Nonaka, 1988; Nonaka and Takeuchi, 1995, p.127)が即時に援用できる
かどうかは吟味を要する。それは以下に示す 2 つの理由による。 
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第一に、バブル崩壊以降に多くの企業で断行されたリストラや成果主義の導入による影
響が挙げられる。チームや「場」が与えられればその中で共通体験が作りだされ人と人の相
互作用が生み出されるという暗黙裡の前提が、現在の日本企業においては必ずしも当然の
ものではなくなっているのではないかという疑念が生じているのである。日本企業に広く
普及した終身雇用制は、企業に対する従業員の信頼を担保し組織の強い結集力を支えてい
た。しかし、バブル経済の崩壊による財務的苦境からの脱却に追われた「失われた 10 年」
の間、多くの企業で断行された厳しいリストラは、終身雇用制が支える経営共同体が崩壊し、
企業に対する従業員の信頼を失わせた。終身雇用制の揺らぎとともに、日本企業の強みとさ
れてきた現場のグループレベルでの協働プロセスにおいて、メンバーの相互作用がどのよ
うに行われているのかについて、改めて詳細に分析していく必要があるように思われる。 
第二に、「ミドル・アップ・ダウンマネジメント」の内容である知識創造理論の理論的根
拠は SECI モデルである(Nonaka and Takeuchi, 1995)。知識創造とは、個人の持つ主観的
な暗黙知を表出化し客観的な形式知にして共有することにより、さらに個人の暗黙知が豊
かにされていくというプロセスのことである。ここで、SECI モデルが例に挙げるのは製品
開発プロセスである。それは、チーム・メンバー間での暗黙知の共有化(Socialization：共同
化)、対話による製品コンセプトへの昇華(Externalization：表出化)、情報技術による体系
化(Combination:連結化)、技術や製品のノウハウ化(Internalization：内面化)という分節化
されたプロセスである。したがって、SECI モデルによれば、暗黙知から形式知への転換は、
ミドルや現場層で創造された知識とトップの戦略的承認として切り分けられて記述される
ことになる。つまり、「ミドル・アップ」という名称が付されているものの、ミドルや現場
レベルにおいて知識創造と新たな戦略の形成・構築とが連続したプロセスとして明示され
ているわけではない。 
これに対して、本研究は、チームの協働を通して戦略に新たなコンテクストを生じさせて
いくというチームの協働における主体的なプロセスに焦点をあてる。それは、組織メンバー
の日々の活動の中から組織能力が生じるプロセス(知識創造理論でいうところの知識が創造
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されていくプロセス)をメゾレベルにおいて明らかにするというものである。 
 
第 5 項 組織能力とリーダーシップ 
以上に述べてきたように、本研究は組織能力が生じているプロセスについて、チームの
協働を起点とした分析を行うものである。プロセス思考の組織能力においては、プロセス
を実際に促進させるものとしてリーダーシップが本質的機能を担う。もちろん、企業の組
織能力は、組織構造や組織制度・価値にも起源をもつ。しかし、組織能力が組織プロセス
として生じている場合には、組織構造や諸制度といった構造的要因に比べて、リーダーシ
ップをはじめとする過程的要因こそが日々の協働に直接的な影響を及ぼしているのであ
る。このリーダーシップは、一部のエリートや個人の資質に帰属されるものではなく、コ
ンテクストに応じて組織メンバーによって個人的あるいは集団的に担われる組織的機能
である。 
とりわけ、チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスにおいては、チームの協
働を促進させるとともに、チーム内外の結節点としてのリーダーシップ機能がより強調
される。それは、多種多様なチームでメンバーの相互作用を高め目標を着実に達成すべく
部分最適を図るリーダーシップであり、かつチームの外側への発信力によって戦略に働
きかけるリーダーシップである。 
本研究で定義される組織能力とは、「組織が環境を認識し、組織内外の資源を組み合わ
せ活用することによってうまく環境に適応していく能力」のことであり、自律的な形成・
再形成の組織的ダイナミクスをその性質として内包している。しかし、このような組織能
力の自律的ダイナミクスは、いわば理念型なのであって、組織能力が時として負の方向へ
の自己変容の連鎖に陥ることもありうる。加えて、チームレベルでの協働においては、協
働を通して蓄積されていく知識を戦略的コンテクストに関係づけていくプロセスの実現
には多くの困難が立ちはだかる。それゆえ、いかに自律的なチームであってもチームが作
動する必須の要件として、チーム・リーダーシップ機能が組み込まれているのである(cf. 
 13 
 
Hackman, 2009)。 
ここで、組織能力とリーダーシップの関係について付言しておこう。リーダーシップと
は、「集団目標の達成に向けて、成員の行動や態度を一定の水準に維持するという集団全
体の機能であり、集団において相互に作用する影響プロセス」である(Bass, 1990, p.20)。
つまり、リーダーシップは集団のメンバーとともに、かつメンバーを通して集団目標を達
成させるような「影響作用」のことである。他方、組織能力は、組織が環境に適応するた
めに必要な包括的な「能力」である。したがって、組織能力と同一線上で議論になるのは、
組織能力の一部として「リーダーシップを生じさせる能力」(例えば優れたリーダーの能
力等)ということになる。リーダーシップは、組織能力が組織プロセスとして生じている
(と同時に形成されている)場合に初めて問題となる。 
 
図序-1 組織能力と組織プロセス・リーダーシップの関係 
     (出所：筆者作成) 
 
組織メンバーがチームとしていかに協働し、企業組織を全体として競争優位に導くよう
な働きかけを行うのか。組織の活動プロセスで協働を促すとともに戦略的な役割を果たす
チーム・リーダーシップは組織能力の発現にいかに機能するのか。個々の組織メンバーの協
働とチーム・リーダーシップという側面から、改めて今日の日本企業における組織能力の発
現プロセスを問い直す必要があるように思われる。 
以上に挙げた問題意識から具体的な研究課題が設定される。 
 
 
組織能力 
プロセス 
リーダーシップ 
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第 3 節 研究目的と研究課題 
上述した研究の背景・問題意識から導出される本研究の目的は、チームレベルの協働と
チーム・リーダーシップとの相互作用が組織能力として現われ、新たな戦略の形成に影響
を与えうるか、与えるとすればその影響プロセスはいかに現われるかという点を明らか
にし、今日の日本企業の新たなマネジメントの一つの方向性として、実践的なモデルを示
すことである。 
 本研究の具体的な研究課題は、次のように集約される。 
 
 研究課題 
日本企業において、チームの協働を起点とした組織能力はどのようなプロセスで現
れるのか。(第 6 章、第 7 章、第 8 章、結章) 
 課題 1 組織能力はいかに生じ、また同時に形成されるのか。 
・ 組織能力研究において、何が論じられてきたのか。(第 1 章) 
・ 日本企業の組織能力は、いかに捉えられるのか。(第 2 章) 
・ リーダーシップは、組織能力の発現にどのように機能しているのか。(第 3 章) 
 課題 2 チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスは、どのように分析され
るのか。(第 4 章、第 5 章) 
 課題 3 チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスにおいて、チーム・リー
ダーシップはいかに機能するのか。(第 4 章、第 5 章) 
 
第 4 節 研究の分析視角 
 本研究において、「日本企業において、チームの協働を起点とした組織能力はどのような
プロセスで現れるのか」という研究課題を検討するための分析視角は、プロセス思考の組織
能力、チームの協働、リーダーシップである。以下では、この 3 つの分析視角について説明
を加える。 
 15 
 
 
第 1 項 プロセス思考の組織能力 
前節までに見てきたように、企業が環境にうまく適応していくことができるかどうかの
成否を基礎づけているのが当該企業の組織能力である。組織能力は企業の競争優位の源泉
であり、組織能力の自律的なダイナミクスによる再形成は、とりわけ企業の持続的成長にと
って重要なものである。 
もっとも、組織能力が直接的に競争優位を導くわけではない。組織能力が組織活動を通し
て発現されたときに初めて顕在的な組織能力として競争優位を導くのである。言い換えれ
ば、組織能力は企業が組織活動を通して上手く環境に適応するための能力であり、組織で行
われる諸活動、組織的アウトプットへの具現化を通して競争優位性が備えられる。 
本研究において、このような組織能力の捉え方をプロセス思考の組織能力という。プロセ
ス思考の組織能力では、組織能力が発揮されている状態を分析する。そして、組織能力が生
じている状態として、組織で行われる諸活動を通して新規事業や製品、戦略体系といったア
ウトプットを生み出していくプロセスを詳細に検討していく。 
 
第 2 項 チームの協働 
本研究では、ミドルまたは現場レベルで行われる組織メンバーの日々の協働から環境
を認識・解釈し戦略を形成していくという組織能力の発現プロセスを分析する。企業組織
の具体的な場における日常的な協働の多くは、組織メンバーが何らかのチームに所属し
ながらチームの目標に向かってタスクに取り組むという状態で現われる。 
チームの協働は、組織の協働の一部分である。したがって、組織活動で見られる共通目
的、協働意思、コミュニケーション(Barnard, 1938)は、チームの協働が成立している場
合においても基本的に必要な構成要素である。チームの協働とは、チーム・メンバーが割
り当てられたタスクを分業しつつ、お互いにコミュニケーションをとりながら活動を調
整し、チームの目標を達成するという意欲を出して活動している状態のことを指す。 
 16 
 
企業組織全体レベルで捉えられる協働とチームの協働の違いは、組織規模の違い故に
生じる協働の凝集性である(大橋、2003)。大規模な組織では、共通目的に対して大枠では
同方向の活動が行われているとしても、共通目的への理解と達成意欲が希薄になりうる。
これに対してチームでは、タスクそのものの結合という側面と、それを担うチーム・メン
バーの人的社会的結合という側面から結合レベルの高い協働が行われている。組織活動
プロセスの中でも、このようにタスクが強く結合されていて共通目標に向かった協働が
行われている状態をチームの協働という。 
また、前節第 3 項で述べたように、現場レベルのチームは、協働を通して戦略を着実に
実行し修正するだけにとどまらない。チームは、戦略の実行を通して環境変化をいち早く
認識し、環境を識別している。企業組織全体レベルで捉えられる協働とチームの協働のも
う一つの違いは、このような企業の環境適応の前提となる認識環境への時間的・空間的近
接性の程度において見出される。本研究では、このようなチームの協働において組織能力
が生じているプロセスを分析するものである。 
 
第 3 項 リーダーシップ 
 本研究では、組織能力の発現プロセスを分析するために、リーダーシップを分析視角とし
ている。それは、いかに自律的な組織でも、組織能力の発現には発現の触媒としてリーダー
シップ機能を組み込んでおくことが必須の要件だからである。ただ、チーム・メンバーがリ
ーダーシップの働きを常に認識しているとは限らないし、外部から観察できるとは限らな
い(図序-2：右図)。しかし、潜在的な働きも考慮すればリーダーシップは組織能力の発現プ
ロセスの起点になり、協働の局面ないし協働の成熟度を捉える分析視角たりうる。 
これを組織成立及び組織活動の 3 要素から簡単に説明しておく。組織能力の発現プロセ
スは、一面で組織が活性化してゆくプロセスであるとともに組織が活性化した状態である
「活性的な組織活動プロセス」ともいえるだろう。この組織状態の典型が「バーナードの公
式組織成立の必要十分条件を満たしている状態」(高橋、1997；2009) だとすれば、これを
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コミュニケーション、共通目的、協働意思(貢献意欲)がバランスよく結びついた状態だと言
い換えることができる。 
 
図序-2 組織活動とリーダーシップの関係 
 
(出所：筆者作成) 
 
 もっとも、組織は成立直後から上記 3 要素のバランスのよい結合を損ないやすく、絶え
ず解体や崩壊の危機にさらされている。組織が短期間にその活動を終えるのであれば、管理
やリーダーシップと騒ぎ立てる必要はないだろう。しかし、組織が長期的に存続しようとす
れば、組織目的は達成されねばならない。目的を達成できない組織は衰退し崩壊する。逆に、
目的を達成し終えた組織も解体する。役割を終えたプロジェクトチームの解散などがこの
例である。 
いずれにしても、組織の存続・成長・発展の観点から 3 要素が機能するように、コミュニ
ケーションシステムを提供・維持し、組織の構成要素である協働意思を確保し、目的を定式
化し規定(具体化)することが管理職能である(Barnard,1938, p.227)。そして、これらの職能
をうまく運び、協働の局面やコンテクストに応じたより効果的な組織機能が、潜在的・顕在
的な影響作用を問わず、「組織目標の達成に向けてメンバーの行動を望ましい水準に保ち、
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メンバー間で相互作用する影響プロセス」としてのリーダーシップである(図序-2：左図)。
リーダーシップが、組織目標や協働意思に働きかけてこれを動かす作動契機になるとすれ
ば、働きかける割合を微妙に変えるだけでも組織活動を差異化する(すなわち、組織能力の
発現プロセスを差異化する)。ここに、あらゆる組織活動に内在するリーダーシップを、本
研究で分析視角に据えた理由がある。 
 
第 5 節 本論文の構成 
 本研究は、先行研究のレビューを行う第Ⅰ部、分析方法について検討する第Ⅱ部、事例
研究の結果を提示し分析を加える第Ⅲ部の三部構成になっており、序章及び結章を含め、
合計 10 の章から構成されている(図序-3 を参照)。 
 
図序-3 本論文の構成 
(出所：筆者作成) 
 
 序 章 
結 章 
第 1章 経営戦略論におけ
る組織能力研究の展開 
第Ⅰ部 組織能力論および 
リーダーシップ研究の系譜 
第 2章 日本企業の 
組織能力 
第Ⅱ部 理論枠組と研究方法 
第 4 章 分析枠組の構築 
 
 
第 5章 調査デザイン 
ケース・スタディの概要 
―チーム・リーダーシップと 
組織能力の発現メカニズム― 
第Ⅲ部 事例分析研究 
 
第 6章 X社の事例 
技術開発、多角化、市場浸透 
第 7章 Y社の事例 
市場開拓 
第 8章 考察 
モデルの呈示 
第 3章 組織能力研究と 
リーダーシップ論 
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 まず、第Ⅰ部においては、本論文の主題である「日本企業における組織能力の発現メカ
ニズム」に関連する先行諸研究がレビューされる(図序-4 参照)。本研究のテーマは、企業
の組織能力の中でも、とりわけ日本企業の戦略の実行・形成プロセスを解明しようとする
ものであり、また、チームの協働とリーダーシップを分析視角に据えるものである。その
ため、先行諸研究が経営戦略論、日本企業の組織能力論、集団やチームのリーダーシップ
論と多岐にわたる。そこで、先行研究については、階層的に文献を整理・検討していくの
が適切であると考えている。 
第 1 章においては、主に経営戦略論領域における組織能力論について、企業の持続的
競争優位の源泉としての組織能力とは何かという問いに対して、それぞれのアプローチ
から解を与えてきた先行諸研究のレビューが行われる。 
第 2 章においては、第 1 章の帰結を踏まえた上で、藤本(1997、2003)によって提唱さ
れている「ものづくりの組織能力」を参照しながら、技術・製品開発力を中心とした日本
企業の組織能力の実態について検討が行われる。また、日本企業を取り巻く経営環境につ
いても考察され、組織能力として「戦略構想能力」が特に喫緊の課題とされていることが
確認される。その上で、伊丹(1980、1984)が示した戦略実行プロセスから戦略構想プロセ
スに統合されるダイナミックな相互適合過程が本研究においても重要な示唆を与えてい
ることが示される。 
 第 3 章においては、組織能力研究において組織能力とリーダーシップの関係がどのよ
うに捉えられてきたのかという点から、先行研究がレビューされる。組織能力の向上には、
あらゆる人々のリーダーシップが必要であるとされながらも、組織能力におけるリーダ
ーシップという影響作用に注目した組織能力研究は少ない。本研究が対象とする組織能
力プロセスとリーダーシップの枠組みについて、先行研究を批判的に検討しようとする
のが第 3 章である。 
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図序-4 第Ⅰ部(理論研究)の構造 
 
 
 
(出所：筆者作成) 
 
続く第Ⅱ部においては、本研究における組織能力の発現プロセスの分析方法について詳
述される。第 4 章では、第Ⅰ部の先行研究のレビューから得られた知見をもとに、本研究に
おけるチームの協働を起点とする組織能力の発現プロセス分析のために必要なフレームワ
ークが検討される。まず、組織能力が自己的に(再)形成される論理から組織能力概念を再定
位し、組織能力が知識を創造しながら発現するプロセスを検討した。このプロセスを実証的
に分析するには、とりわけ先行研究では検討が不十分であると考えられる組織能力の自己
変容プロセスについての判断が可能となるような分析枠組の構築が目指される。これに従
い、組織能力、チーム活動、チーム・リーダーシップを構成する諸概念の操作化と分析枠組、
基本的前提が導出される。 
第 5 章では、第 4 章を受けて、より具体的にどのような手法を用いて「日本企業におけ
る組織能力の発現プロセス」という研究テーマに対する実証的アプローチがなされるのか
について、データ収集と分析手法の具体的な詳細が議論される。まず、本研究の研究方法上
の特性と本研究で採用するケース・スタディの方法論的特質が検討される。次に、本研究で
行われるケース・スタディの概要として、4 つの調査対象事例について、選定理由、データ
の分析方法についての検討が加えられる。 
 第Ⅲ部では、日本企業において、チームの協働を起点とした組織能力はどのようなプロ
セスで現れるのかという研究課題に対する事例分析研究が行われる。その中で、得られた
実証研究結果について様々な角度からの分析が行われる。まず第 6 章においては、X 社
における 3 つのチームの事例が検討される。チーム活動の経緯を記述し、①現行の戦略
 
 
第 3章 
第 2章 
第 1章 
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に沿ってチーム活動が開始されたとき、②チーム活動においてタスクの効率性が上がっ
ていったとき、③チームの知識、メンバーの行動などが何らかの戦略的なアクションを起
こしているときという観点から、チームの活動プロセスと機能しているリーダーシップ
の態様について修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ(木下、2007)による分析が
行われる。その上で、概念やカテゴリーを抽出し、それぞれの暫定的なモデルが導き出さ
れる。第 7 章においても、第 6 章と同様の観点から、Y 社における一つのチームの事例
が検討されている。また、第 7 章でも、得られたデータから概念及びカテゴリーを抽出し
暫定的なモデルが導き出される。 
 第 8 章においては、第 6、7 章で得られた分析結果をもとに基本的前提についての考察
と各事例の具体的な特徴に焦点を当てた考察が行われる。その上で、4 つのチームの事例
分析から得られた暫定的なモデルと諸概念・カテゴリーの比較検討が行われる。その結果、
チームの活動プロセスの各ステージとして、「チームの協働開始」、「協働の拡大」、「環境
の再認識」、「協働の高度化」、「戦略へのフィードバック」という概念が抽出され、また、
各ステージに有効なリーダーシップとして「環境整備のリーダーシップ」、「タスク推進の
リーダーシップ」、「意味創造のリーダーシップ」、「意味発信のリーダーシップ」という概
念を抽出される。これらの概念を用いて、本研究の主題である「日本企業における組織能
力の発現メカニズム」について統合的なモデルが提示される。 
 結章においては、本研究で行われた分析の概要が要約され、本研究全体の結論が示され
る。また本研究の理論的含意と実践的含意が導出される。同時に、本研究の限界と残され
た課題についても展望される。
  
 
 
第Ⅰ部 組織能力論及びリーダーシップ研究の系譜
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第 1 章 経営戦略論における組織能力研究の展開 
 
第 1 節 はじめに 
Dierickx and Cool(1989)によれば、組織能力論は、組織能力(ケイパビリティ)、すなわち
模倣困難な資源・資産の占有、コーディネーションによって、企業が独自の競争優位性を獲
得ることを強調する。本章では、このような組織能力の概念が、RBV における諸研究の何
を前提としており、どのような議論を問題として生じてきたのか、組織能力研究の学史的系
譜から検討する。 
「組織能力」という言葉が初めて用いられたのは、Ansoff(1965)の能力プロファイル論に
おいてである。組織能力は、製造企業における各機能別分野に分類したスキルと資源を認識
する範疇の一つとして言及され、戦略策定時の重要な要素であるとされた6。 
しかし、一般的に組織能力概念が経営学で注目されるようになったのは、1970 年代後半
から 1980 年代以降に展開される経営戦略論の領域においてであった。企業の競争優位の源
泉は何かという競争戦略論である。とりわけ、持続的競争優位を可能にする企業の能力は何
によって説明されるのかという問いについて、資源ベース視角(Resouce-Based View: RBV)
を中心に議論されてきた。 
RBV は、企業固有の経営資源を重視する戦略論の学派の総称である。企業内部の特殊な
資源が競争優位に貢献する可能性を示した Wernerfelt(1984)7や Rumelt(1984)等の研究に
始まり、1980 年代後半から 1990 年代に広く浸透した。もっとも、その浸透過程では企業
の外部環境の分析に軸足を置いたポジショニング・アプローチ(e.g. Porter, 1980, 1985)へ
の論争的な学派形成がなされていったという側面もあり、組織の経営資源を重視するとい
                                                   
6 能力プロファイルは自社の強み・弱みを評価するための枠組みで、機能別分野と能力の
2 軸のうち、能力の軸に次元について「施設・設備」、「人的技能」、「管理能力」、「組織能
力」の 4 つが分けられている。 
7 RBV という言葉が初めて使われたのは、1984 年の B・ワーナーフェルトの論文「資源
に基づく企業観(A Resource-based View of the Firm)」においてである(Collis and 
Montgomery, 1998)。 
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う以外に学派としての共通特徴を把握することは難しい(沼上、2007)。その中でも、新古典
派経済学に批判的な Penrose(1959)や Nelson and Winter(1982)等の影響を受けているもの
が多く、企業の競争優位の源泉としてルーティン8としての側面を重視するもの(e.g. Collis 
and Montgomery, 1998)、進化論的枠組み9に依拠するもの(e.g. Langlois and Robertson, 
1995; Teece et al., 1997; Teece, 2007a)が挙げられる。また、組織の内部資源の形成や蓄積
に焦点を当てた研究の多くが、組織能力の進化に関わる学習プロセスを重視する(e.g. 
Praharad and Hamel, 1990; Kogut and Zander, 1992)。第 3、4 節では、このように多様
な RBV の諸研究を経営資源の属性研究(第 3 節)、能力の動態性に着目した組織能力研究(第
4 節)に大別した検討を行う。その上で、第 4 節では Penrose(1959)を起源とする組織能力
論の系譜を辿ることによって、組織能力研究においてどのように組織能力が捉えられてき
たのかを考察することにしたい。 
 
第 2 節 初期 RBV の形成 
完全競争市場の企業は、最適な生産量を選択し同質化して、ゼロ利潤に収斂する。このゼ
ロ利潤条件を回避するために、ポーターを中心とするポジショニング研究では、企業や戦略
的事業単位(SBU)が属するセグメントの収益性が当該企業や事業単位の利益率に及ぼす影
響と、セグメント内に置ける企業や事業単位のポジションがそれらの利益率に与える影響
が分析されてきた(Porter, 1980; McGahan and Porter, 1997) 。市場環境を分析し合理的な
                                                   
8 本章の第 4 節第 2 項で後述するが、「ルーティン」という概念は、公式の文書として制度
化された諸規則・手続き、組織構造の他、メンバー間に共有された組織文化や、個々人に
記憶されている知識等を包括する。企業の意思決定プロセスは、組織ルーティンによって
構造化されており、企業のパフォーマンスの差異が組織ルーティンによって説明されうる
という(Nelson and Winter, 1982)。 
9 組織能力の基礎がルーティンやケイパビリティであることから、組織は安定的で経路に
依存している。組織(能力)の変更が起こるとすれば、それはダーウィニズムのいう「進
化」、すなわち変異―遺伝―淘汰のプロセスを通して実現される。このような進化論的枠
組みは、Nelson and Winter(1982)の進化経済学を受け継いでいるものであり、とりわ
け、ダイナミック・ケイパビリティ論(Teece et al., 1997;Teece, 2007a)、企業境界の決定
に関するケイパビリティ論(Langlois and Robertson, 1995)に顕著である。 
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ポジショニングを行うために、いわゆるファイブ・フォース・フレームワーク(FFF)が示さ
れた(Porter, 1980, 1985)。それによれば、「新規参入の脅威」、「既存業者間の敵対関係の強
さ」、「代替品またはサービスの脅威」、「買い手の交渉力」、「売り手の交渉力」によって、当
該産業内での潜在的な収益性が規定されるという。そこから、魅力的な産業やニッチ市場を
選択し、その不完全競争産業への参入と生産量の増大を図り、さらに競合の動きを阻む防御
策を構築して独占的利潤を確保するという処方箋が示されている。 
他方、1980 年代半ばに入ると、経営戦略論領域で一大潮流となったポジショニング・ア
プローチへの反動もあって、企業の保有する内部資源とパフォーマンスとの関係に注目す
る RBV が展開されるようになった。ここで注意しなければならないのは、経営戦略論では
そもそも環境と自社の資源を関係づけ環境に適応していくことをテーマとしており、企業
の経営資源への関心は RBV の展開よりはるか以前から存在しているということである。つ
まり、経営戦略の決定にあたっては、自社の強みと弱みが環境の機会と脅威に関連付けて分
析されなければならないのである(SWOT 分析)。そのため、経営資源分析についても、自社
の強みと弱みの分析手法に関連するものとして開発されてきたのである。これに対して、
1980 年代以降に現れた初期の RBV は、Porter(1980)によって示された競争要因モデルに
対する自ら研究の位置づけを示しつつ、既存資源の蓄積とその活用に着目したフレームワ
ークを構築していくこととなる(e.g. Wernerfelt, 1984; Barney, 1986)10。 
                                                   
10 RBV が展開されるに至った理論的背景と問題状況を検討すれば、対立的に捉えられが
ちであるポジショニング・アプローチと RBV は、むしろ補完的であることがわかる。ポ
ジショニング・アプローチが説いてきた収益性に対するポジションの影響力は、確かに否
定できない。セグメントに属するということ自体が企業の収益性を高めるということはあ
るし、業界内での特別の位置から競争優位を説明できることもある。また、RBV が示すよ
うに、模倣困難で比較的安定的な資源、特殊なパテント、最先端の設備などは、それを保
有すること自体が企業の競争優位へ大きく貢献している。したがって、産業の特性より
個々の事業の特性の方が企業の長期的なパフォーマンスのばらつきを適切に説明している
こともある(Helfat, Finkelstein, Mitchell, Petraf, Singh, Teece and Winter, 2007)。とは
いえ、RBV の一角から展開された組織能力論の中で、能力の動態性を強調するようになっ
た Teece et al.(1997)、ダイナミック・ケイパビリティ論(Teece, 2007a；Augier and 
Teece, 2008)においては、Porter(1980, 1985)の示す 5 つの競争要因モデルを「静的な性
質」をもつとした上で、ネットワーク効果、経路依存性、技術と制度の共進化という点か
らモデルの有用性の限界を強調し、「ダイナミック・ケイパビリティ論は 5 つの競争要因
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すでに述べてきたように、RBV は企業の競争優位の源泉として経営資源に着目したアプ
ローチであるという特徴を有しているものの、全体として統一的な分析枠組や概念がある
わけではない。しかし、その中でも大別すると、Barney(1986, 1991, 2002)を中心に展開さ
れてきた経営資源の属性研究と、経営資源の活用プロセスに焦点を当てている
Wernerfelt(1984)に始まる諸研究の系譜が見られる(Schulze, 1994; 中橋、2003; 石川、2005
を参照)。例えば、石川(2005)は、前者を RBV の静的フレームワーク、後者を RBV の動的
フレームワークとした RBV の系譜の整理を行っている。本研究でもこれを参照しながら
RBV の 2 つの系譜を検討し、組織能力論の示す組織能力概念の特性を把握する前提として、
これら 2 つの系譜からなる RBV のインプリケーションと意義を明らかにしていく。 
 
第 3 節 経営資源の属性研究 
 RBV の中で初期に見られた経営資源の属性研究は、企業に経済的レント11を生み出す資
源がどのような属性を持つのかという点に焦点を当てたものである。それは、「経済的均衡
モデルに依拠した静的なフレームワーク」であり、独立変数として競争優位を生み出す条件
を持った資源が従属変数としての経済的レントを発生させるという理論構造として発展し
た(石川、2005、131 頁)。 
Barney(1986, 1991)は、不完全競争下の市場において企業が戦略的に行動するための資
源を獲得することを考えた場合、外部市場で資源を獲得するのではなく、他社よりも明らか
に情報優位性のある自社の内部資源分析を行うことによって利益を得ることができるとい
う。ここから、企業内部の特殊的資源が競争優位の源泉であるとの帰結が導かれる。ここか
ら、企業内部の資源でどのような属性をもつものが競争優位の源泉であるのかに焦点を当
                                                   
との決別を意味する」として、ポジショニング・アプローチと動的 RBV の対立的構図を
伺わせている。 
11 本論文でいう「レント」は、資源が企業固有のものであることと、その資源が移転困難
であることから導かれる超過利潤をいう(Petraf, 1993)。 
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てた分析が行われることになる。 
Barney(2002)によれば、資源は「企業に対して、能率性と有効性を改善する戦略を策定
し、実行することを可能にするすべての資産、ケイパビリティ、コンピタンス、組織プロセ
ス、企業属性、情報、知識」(Barney, 2002, p.156; 邦訳上 243 頁)など、戦略的に価値ある
ものである。また、競争優位の源泉となる資源属性として、競争優位獲得のための資源の「有
価値性(value)」と「希少性」、競争優位を持続させるために必要な「模倣困難性」、「代替不
可能性」を挙げる(p.125)。 
経営資源の属性研究においては、これらの資源属性の中でも特に模倣困難性に関する分
析が展開されている。模倣困難な資源とは、市場での獲得が困難な「希少性」、「移転困難性」
を有する資源である。「希少性」とは、当該資源の存在が少ないために、競合企業において
市場獲得・保持が困難または競争上不利になるほど高額である場合をいう(p.127)。「移転困
難性」とは、物理的に固定されている資源や、企業特殊的資源に見られる属性である(p.128)。
また、当該資源が過去からの歴史的条件の下で時間をかけて開発または蓄積されてきたも
のである場合には、競合企業がそれを模倣することは難しい(経路依存性)。さらに、多数の
資源が複雑に絡み合っていて、競合企業だけでなく自らも、それらの資源のうちどの要因に
よって競争優位がもたらされているのかわからない場合にも模倣困難な資源であるといえ
る(因果曖昧性)。ルーティンも模倣困難な資源である。経営資源としてのルーティンは、顧
客にとって価値をもつ財・サービスを生み出すが、それは他社には存在せず模倣が不可能で
あるから、長期的に競争優位が維持されるというのである。 
他方で、資源属性の中でも有価値性の判断は、外部市場状況に大きく依存することになる。
価値のある資源とは、機会や脅威により適切に対処するために有効な資源であって機会や
脅威の環境に依存して判断されるから資源そのものだけを見て有価値性を判断することは
できない。すなわち、有価値性の判断基準は市場条件を取り込んだ外生的なものになる。そ
れゆえ、この有価値性の判断はポジショニング・アプローチの知見を参照しながら行われる
ことになる。 
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このような RBV の中でも経営資源の属性を考察してきた研究は、企業の経済的レントを
生じさせる資源がどのような条件を持つのかということを明らかにしてきた。もっとも、フ
レームワークの前提上、これらの研究は経済的レントを生み出す諸資源がいかに蓄積され
．．．．．．．
発展していくのか
．．．．．．．．
という点に応えることはない。実際、Barney(2002)では、資源と能力(コ
ンピタンス、ケイパビリティ)について「これらさまざまな呼称の意味する内容は微妙に異
なるものの、実践的にこれら諸概念の持つ内容にほとんど差異はない」と両者が同一視され
ている(p.122; 邦訳 245 頁)。この点については、競争優位の源泉として経営資源に注目し
ながらも、諸資源の蓄積・活用プロセスを分析する能力ベース視角(RBV の動的フレームワ
ーク)によって、解明が図られることになる(Grant, 1991)。 
 
第 4 節 組織能力論の展開 
第 1 項 ケイパビリティの起源 
RBV のもう一つの研究の系譜は、既存資源の活用と新しい資源の開発に着目した
Wernerfelt(1984)を嚆矢とする。この資源の活用という視点は、1990 年代以降に RBV の一
角から発展してきた能力ベース視角によって強調されるようになる。 
もっとも、Wernerfelt(1984)で強調された既存資源の活用と資源の開発については、企業
の成長志向の理由を余剰資源の有効活用に求めた Penrose(1959)にまで遡ることができる。
むしろ、能力の動態性及び組織プロセスの重視という組織能力論の特徴は、Penrose(1959)
に明確に示されている。 
Penrose(1959)によれば内部資源とは、「企業にとって利用可能な独自の資源から生み出
される生産サービス、特に経験を有する企業内の経営陣から生み出される生産サービス」
(p.5)である。そして、企業は「生産資源の集合体であり、その生産資源は、経営的意思決定
によってさまざまな用途・時期に配分される。企業の物的資源は、有形物によって構成され
る。さらに、企業内で利用可能な人的資源もある。厳密に言えば生産プロセスで『投入物』
になるのは、資源そのものではなく、あくまで資源が生み出すサービスに限られる」(p.24)
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という。 
さらに、Penrose(1959)は、サービス(ケイパビリティ)について「生産サービスの多くは、
時間の経過とともに企業のオペレーションを通じた経験の結果として知識が増加すること
で創出されるが、企業がそれを拡張できなければ、未利用のまま残されてしまう」(p.54)と
いう。経験学習に基づいて作りだされた知識によって、多くの異質なサービスが同じ資源か
ら生まれうるというのである。サービスそれ自体は、活動を意味する。未利用となっている
資源(サービス)は「未利用能力」という目に見えない形をとるが、未利用サービスは学習に
よって効率的に利用できるようになる。結果として、経営・組織学習によって経営能力が新
たな用途に向けて解放されることになるから、現在良い収益状況にない企業であっても成
長できる可能性がある。資源の代替可能性を示したことで、その後企業のケイパビリティの
再形成が可能になるとの理論展開がもたらされる(Augier and Teece, 2007)。 
 Penrose(1959)は、環境変化、ケイパビリティの改善・更新、企業がどのように競争優位
を確立するかという問いには言及していない。しかし、創発的な機会を感知・捕捉しマネジ
メントを実行するという組織プロセスの重要性が早くも強調され、経営者の企業家的活動
や無形資産の役割が指摘されていたのである。 
 
第 2 項 組織ルーティン 
前項で考察した Penrose(1959)では、能力の動態性(組織プロセス)だけでなく、組織ルー
ティンの経路依存性、知識の継承についても明らかにされた。人的・物的な生産資源によっ
て生み出されたサービスは、企業が時間をかけて体化してきた知識・経験であるという意味
で、企業特殊性をもつ。このような組織プロセスと知識の継承を進化論的に枠組み内に取り
入れた Nelson and Winter(1982)では、企業行動を支えるものとして組織ルーティン(企業
の遺伝子)の重要な役割が強調される。 
Nelson and Winter(1982)は、組織ルーティンが組織に果たす重要な役割を強調し、企業
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の規則的で予測可能な行動パターンであるとする12。ルーティンという言葉からは繰り返さ
れるものごと、同じ手順などが想起されうるが、ルーティンは必ずしも単純な反復作用に限
られず実践者において多くの自由裁量の余地を残す。組織の行動を基礎づけかつ規定する
プログラム、ルール、慣習的知識は、ルーティンに従った活動も広く含めて組織ルーティン
なのである。 
企業組織間の経済的成果の差は、企業組織が行う意思決定をコントロールしている組織
ルーティンの違いによって説明できる(Nelson and Winter, 1982)。組織能力論によっては、
この組織ルーティンをもって組織能力とするものがある。Collis and Montgomery(1998)に
よれば、組織能力とは、「組織がインプットをアウトプットに変換するために用いる資産、
人材、プロセスの複雑な組み合わせ方、つまり組織ルーティン」である。 
また、組織能力論の中でも特に生産現場の実行能力に関する研究においても、組織能力を
端的に組織ルーティンの束と捉える傾向が強い。ここにいう組織ルーティンは、生産レベル
の活動を規定し、また生産現場における行動を調整・修正していくルーティンである。この
組織ルーティンのもとで各種の資源を結合し利用する転換プロセスの学習によって、実行
レベルでの組織能力が形成される。組織能力の具体的内実を個別的に明らかにしていくと
いう目的の下、藤本(1997、2003)が「トヨタ的ものづくりシステム」の内実を設計情報とし
てよどみなく顧客に向けて創造・転写するチームの現場力と捉えているのも、組織能力を主
にタスクの実行面や技術革新面から分析するものである。例えば、藤本(2003)では、ある企
業が他者に勝る安定的な競争力や業績を上げ続けているとき、当該企業には企業が持つ独
特の経営資源や知識の集積、あるいは従業員の行動を律する常軌的な規範や慣行、すなわち
組織ルーティンが存在するという。ここから、企業の組織能力を、「①ある経済主体が持つ
経営資源・知識・組織ルーティンなどの体系であり、②その企業独特のものであり、③他社
                                                   
12 Nelson and Winter(1982)は、「ルーティンとしての組織能力」という表現は用いるもの
の、組織ルーティンは組織能力そのものではないとする。しかし、一般的には組織ルーテ
ィンが組織能力と理解され、本社、事業所、現場のいずれのレベルにも適用できると受け
止められているという。 
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がそう簡単に真似できない(優位性が長もちする)ものであり、④結果としてその組織の競争
力・生存能力を高めるもの」と定義する(28 頁)。 
 
第 3 項 能力の動態性 
(1)資源と能力の区別 
能力ベース視角といわれる研究群は、個々の資源と資源を協同させ展開する能力とを明
確に区別することによって、戦略的に何が価値を有しているのかを示そうとした。つまり、
経営資源の属性にとどまらず、競争優位の源泉となる経営資源の特定が行われるようにな
ったのである。Grant(1991)は、インプットとしての資源と資源を組み合わせて一体化させ
た一群の資源とを区別し、後者のもつ価値創出力のことをケイパビリティとする。ケイパビ
リティは、一体化した資源の組み合わせが価値創出力をもつとき資源と区別される。資源は、
組織過程を通じて動員され組み合わされ活用されることによって(資源の協同)、それぞれの
力を十分に発揮することができる。ケイパビリティの本質は、組織プロセスを通じて調整さ
れた組織メンバーの行動であるという(Grant, 1991)。 
もっとも、ケイパビリティは、組織メンバーの行動を調整する管理者や経営者の能力その
ものではない。組織メンバーは、仕事を繰り返すうちに手順を学び組織的な行動パターンを
学んでいく。したがって、ケイパビリティとは、欲する成果を得るため企業の資源を展開し
特定の仕事を遂行する企業独自の能力であって、やはりルーティンがその大きな部分を占
める。 
また、Praharad and Hamel(1990)や Hamel and Praharad(1994)は、組織の資源活用能
力としてのコア・コンピタンス概念を提唱する。特に Hamel and Praharad(1994)は、「企
業が顧客に特定の利益をもたらすことを可能にする一連のスキルや技術」(p.199)をコア・
コンピタンスと定義し、当該企業独自の中核的な価値創出力であるという。 
資源と能力を区別したこれらの研究によって、資源と能力、個人的な能力と組織的な能力
が明確に区別されていく。さらに、これらの能力ベース視角は、ケイパビリティないしコア・
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コンピタンスにおける資源の活用・蓄積プロセス、調整作用といった組織的な活動プロセス
に焦点を当てた研究を展開していく。 
 
(2)学習と組織的プロセスへの注目 
Hamel and Praharad(1994)によれば、コア・コンピタンスは、ソニーの小型化やキャノ
ンのエレクトロニクス技術といった組織の技術・技能面を強調した独自の能力である。他方
で、このコンピタンスは組織の「集団的な学習」であるともいう(Praharad and Hamel, 
1990)。様々な知識をもった組織メンバーが、各知識を調整し統合することによって、新し
い知識を創造することによってコア・コンピタンスが形成される。また、Kogut and 
Zander(1992)も、組織のケイパビリティは、学習というメカニズムによって特徴づけられ
るという(p.384)。ここにおいて、企業が組織能力によって、どのように競争優位を築き持続
させるのかということが基本的な問いとなる(Teece et al., 1997)。 
学習とは、環境を探索してデータを集め、それを解釈し意味づけ、行為するという連鎖で
ある(Daft and Weick, 1984)。それは、実践の繰り返しと経験によって課題がより良くかつ
迅速に遂行されるようになるプロセスをいい13、そのプロセスを通して新たな製品の機会も
見出されうる(cf. Levitt and March, 1988)。 
組織能力論が組織能力概念に学習メカニズムを取り込むようになると、学習及び創造対
象として知識に着目した研究が展開された。Grant(1996)によれば、模倣困難で代替しにく
い経営資源の中でも、特に企業に競争優位をもたらすという特性が最も現われる資源が知
識である(p.110)。組織メンバーが組織における協働(集団的学習)を通して新しい知識を獲得
し創造していく。この知識の獲得、蓄積、統合、活用に関する学習プロセスを解明すること
こそが、企業の持続的競争優位を説明するために必要な課題となる(Kogut and Zander, 
                                                   
13 「学習」という概念は、行為の結果を表す場合もあるが、環境に適応するプロセスを説
明する一つの方法として用いられる場合もあり、両者は区別されるべきである。本論文で
は、「学習」という概念を経験や知識の蓄積・移転によって行為が変わっていくプロセス
を表すものとして用いる。 
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1992, p.387)。Kogut and Zander(1996)によれば、「企業とは調整と学習の社会的知識を表
現する組織である」 (p.502)。組織メンバーによって保有されている知識は、グループ、組
織といった社会的結合体において、各メンバーの協力する制度の中で表現される。組織(活
動)を通して個々のメンバーやグループの知識が共有され新しい知識が創造される。さらに、
既存の知識を踏まえた上で、企業内外での学習を行い、新しい知識を創造する。このような
知識を統合していく組織のケイパビリティについて、Kogut and Zander(1992)は「統合ケ
イパビリティ(Combinative Capability)」という。統合ケイパビリティは、このような組織
的プロセスを辿るので他社が模倣することは非常に困難である。この意味で、企業において
知識は競争優位の最も重要な源泉である (Foss, 2005)。 
他方で、コア・コンピタンスや企業独自の知識体系は、企業の特定の事業活動においては
競争優位を獲得しうるとしても、その他の活動に有効であるとは限らない。また、学習メカ
ニズムそれ自体に知識体系を形成・強化することでかえって優位性を喪失させる危険性を
伴っているという疑問を投じたのが Leonard-Barton(1992)である。つまり、現実の経営現
象として、組織メンバーが特定の活動に集中した学習を繰り返すと、特定の行動パターンに
固執するようになり、時間の経過や環境の変化とのズレを生じさせている(Leonard-Barton, 
1995)。コア・ケイパビリティを強化すればするほど、コア・ケイパビリティを強化した活
動によってコア・リジディティになっていくという、組織の慣性に関する重大な指摘であっ
た。実際、既存企業は、現在の技術を上手く取り扱うために発展させた経路依存的なルーテ
ィンや資産、戦略に依存していることが多い。このような場合には、ラディカルで非累積的
なイノベーションの創出は困難である(Nelson and Winter, 1982)。学習によってケイパビ
リティを高めるプロセスと同じプロセスで同時にコア・リジディティを引き起こすという
以上の指摘から、既存のケイパビリティ自体が硬直化しないように修正しケイパビリティ
を再形成していくという、よりダイナミックな視点への示唆が組織能力論に与えられたの
である。 
組織の慣性に関する同様の指摘は、既に組織学習論からもなされていた。あらゆる環境適
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応プロセスは、旧来からの確実な知識の活用 (exploitation)と新しい知識の探査
(exploration)を適切に保持していくことにより実現される(March, 1991)。しかし、組織に
は学習を阻害する慣性が生じうる。学習の阻害は、Argyris and Schön(1978)のいう「シン
グルループ学習」、「ダブルループ学習」のどちらのプロセスに関しても生じうるが、環境変
化に対する組織の慣性という点からは、後者のプロセスに関する学習阻害がより深刻であ
ると思われる。既存の知識の学習が完全に行われている場合、既存知識の改善と活用の方が
新しい知識の探索よりも魅力的である(Levitt and March, 1988)。また、確実性、時間・速
度・近接性・明晰さという点から、新たな代替案の探査よりも既存知識の活用を優先させて
しまい、既存知識の活用の前提である環境の変化への対応が遅れてしまう(March, 1991)。 
ここにおいて、業務遂行ルーティンを調整し新たに統合していくというケイパビリティ
にとって「組織学習」が本質的に重要となる。Teece et al. (1997)も、「おそらく学習は、統
合よりも重要ですらある」(p.520)という14。Cyert and March(1963)以来蓄積されてきた組
織学習に関する諸研究は膨大であり、また論点も多様である。したがって、ここでそれらを
包括的に吟味することはできないが15、組織能力論が学習プロセスを強調していることとの
関係で、本論文では次のことを確認しておくこととする。組織学習に関する多くの研究が、
学習を 2 つのプロセスからなるとして、①既存の認識枠組によって環境を捉えルーティン
を少しずつ改善し課題を解決していくという組織の短期的な適応プロセスと、②組織の持
つ既存のルーティンを基礎とした新たな変化が生じることによってルーティンが変容する
という組織の長期的な適応プロセスに分けている。例えば、Argyris and Schön(1978)は、
既存の価値規範に基づいて既存の知識を徐々に改善していく「シングルループ学習」と、シ
ングルループ学習の価値規範自体を問い変革していく「ダブルループ学習」とに組織学習を
                                                   
14 企業のコンテクストにおける「学習」について、Teece et al.. (1997)では、社会的で集
合的であること、コミュニケーションと調整された手順による共通の体系であること、組
織ルーティンの体系であることが特徴として挙げられている。したがって、Teece et al.. 
(1997)は「学習(Learning)」という言葉を、「組織学習」の意味で用いていると思われる。 
15 組織学習に関する包括的かつ精緻な議論については、Levitt and March(1988)、March 
and Olsen(1975)、Argyris and Schön(1978)、March(1991)等が参照される。 
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分類する。同様の基準から、「低次学習」と「高次学習」(Fiol and Lyles, 1985)、「利用」と
「探索」(March, 1991)といった組織学習の分類も示されている。 
組織能力研究においても、組織能力のダイナミズムによって学習阻害・組織の慣性という
諸問題を克服するという考え方は、とりわけダイナミック・ケイパビリティ・アプローチ
(Teece et al., 1997)として強調されていく。すなわち、ダイナミック・ケイパビリティは、
ケイパビリティの上位概念であって、「変化の激しい環境に適応していくために内外のコン
ピテンスを統合、構築、再形成する企業の能力」である(p.516)。まず、学習によって企業内
部の調整、統合を行い、ケイパビリティを高めていく(「管理的及び組織的なプロセス」)。
現行のケイパビリティの中核をなすルーティンは、学習によって繰り返し洗練させていく
ほど慣性力が高まり、硬直性を増す。そこで、製造・マーケティングなど業務遂行ルーティ
ンの変更・調整・統合を図る「ダイナミック・ケイパビリティ」16が導入される。しかし、
それ自体の硬直化はまた避けられないので、ダイナミック・ケイパビリティ自体の更新が必
要になる。これが Teece(2007a)による「進化的適合度」を満たすダイナミック・ケイパビリ
ティである。組織学習による業務遂行的ルーティンの変化によっても説明できないケイパ
ビリティ自体の更新は、Teece(2007a)のダイナミック・ケイパビリティ・フレームワークに
よって解決が図られることになる。 
以上に検討されたように、組織能力論と RBV の中でも、資源と能力を分け、競争優位の
源泉としてケイパビリティの特性を明らかにしようとした研究は、学習メカニズム、組織能
力の再形成プロセスに焦点を当てた組織能力論を展開するようになったのである。とりわ
けダイナミック・ケイパビリティ・アプローチは、それまで企業の内部資源に収集して研究
されてきた組織能力論について、組織学習論の知見をフレームワークに取り込みながら再
び外部環境の方向へ分析視点を変えるものであったということができる。 
  
                                                   
16 Teece et al.(1997)のダイナミック・ケイパビリティは、Teece(2007a)でいうそれより、
進化論的度合いや変化する環境との進化的適合度の視点は少ない。 
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第 4 項 ダイナミック・ケイパビリティ・フレームワーク 
 Teece et al. (1997)によって示されたダイナミック・ケイパビリティ・アプローチは、よ
り進化論的アプローチを重視した Teece(2007a)のダイナミック・ケイパビリティ・フレー
ムワーク(DCF)として展開された。DCF は、環境変化のコンテクストにおいて企業が持続
的競争優位を実現する方法17として、超過利潤を長期的に獲得するために資産を持続的に開
発し再配置していく戦略的なプロセスに焦点を当てる。 
 上述したように、ダイナミック・ケイパビリティとは、企業が技術・市場変化といった急
速な経営環境の変化にうまく反応し適応するために、内部・外部ケイパビリティの統合・構
築・配置・再配置を実現する組織プロセスであって、経営者のケイパビリティである(Teece 
et al., 1997)である。さらに、Eisenhardt and Martin(2000)は、「市場の変化に適合し、さ
らに市場を変革するために新しい資源構成を実現する組織的で戦略的なルーティンを遂行
する能力」(p.1107)であるとし、「環境を形づくる」ケイパビリティもダイナミック・ケイパ
ビリティであるという。そこには、意図性という重要な要素が関係している(Teece, 2007a)。
経路、ポジションを強調する進化経済学に根差しているが、感知・捕捉・転換によって、進
化に関連して働く諸力を克服できると考えられている18。ダイナミックな感知、補足、転換
は逐次的に必要とされ必ずしも同時的に必要とされるわけではなく、継続的な組織変化で
もないという。 
ダイナミック・ケイパビリティは、組織がある程度の熟練度でタスクを実現するための一
                                                   
17 DCF は、長期的な収益性の基礎を説明するための進化的な枠組みを提供する(Teece, 
2009)。一見すれば、企業が持続的競争優位を保っていると捉えられる場合であっても、
それはある時に形成された競争優位が長期にわたって持続しているということを必ずしも
意味しない。変化の激しい環境において持続する競争優位ということはあり得ず、当該企
業が変化する環境に合わせてアウトプットを創出し新たな競争優位の体系を繰り返し形成
しているのである。このように DCF は、長期的な収益性の基礎を説明したフレームワー
クである。 
18 経路依存性を完全に避けることができないとしても、強力な「ロックイン」効果を例外
とすれば、経営者はケイパビリティの再構築を確実に行うことができるという。DCF は進
化論と経営理論の要素を取り入れたハイブリッドのフレームワークであり、誘導型進化の
枠組みとして示される(Augier and Teece, 2008)。 
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般的ケイパビリティとは区別される。一般的ケイパビリティは特定のタスクのパフォーマ
ンス、既存の製品・サービスの生産に関わる。しかし、このケイパビリティだけでは短期的
に競争的な収益(「リカード・レント」、「準レント」)を獲得できたとしても、それは競争に
よって消失してしまう。革新性を保つ能力をもっていなければ、排他的行動による「シュン
ペンター・レント」を獲得できないばかりか、戦略的情報の操作と市場支配による「ポータ
ー・レント」(独占レント)も獲得できない。長期的な存続、優れたパフォーマンスの実現の
ための必定条件であるとしても、十分ではない。これに対して、ダイナミック・ケイパビリ
ティは、企業レベルのケイパビリティであり、持続的なパフォーマンスの差異に関係し、一
般的ケイパビリティの変化率を支配する(Collis, 1994; Winter, 2003)。オペレーショナル・
ケイパビリティ、経営ケイパビリティ、ガバナンス・ケイパビリティといった各ケイパビリ
ティを拡張し、有利な事業環境の形成を実現するという点に関わるのである。ここに、ダイ
ナミック・ケイパビリティは、「進化的適合度」を満たす。「進化的適合度」とは、持続的競
争優位性を測定するゼロから正の値をとる尺度であって、「当該ケイパビリティが企業の存
続にどの程度寄与しうるかを表す」ものである(Teece, 2007a, p.1321)。 
ダイナミック・ケイパビリティの優劣がはっきり現われる局面は、知識創造と戦略的意思
決定、新製品開発プロセスである(Eisenhardt and Martin, 2000, pp.1106-1107, 1112-1113)。
したがって、ダイナミック・ケイパビリティの本質は、暗黙知、組織プロセス、トップ・マ
ネジメントのリーダーシップ・スキルである(Teece et al., 1997; Helfat et al., 2007)。この
ダイナミック・ケイパビリティの作用によって創造されるのは、知識とこれを具現化した戦
略や新製品等の知的アウトプットである。 
 以上に考察するように、DCF は、動的 RBV のフレームワークが取り込んできた組織能
力の動態性、学習メカニズムを受け継いでいる。それは、機能をいかに有効に遂行している
かによって判断される一般的ケイパビリティである。また、ケイパビリティの硬直化を防ぎ、
機会の感知、活用、組織内外の資源の再構成からなるダイナミック・ケイパビリティをフレ
ームワークとして示したのである。 
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第 5 節 小括 
 本章では、組織能力概念について、経営戦略論とりわけ RBV から展開された組織能力研
究においてどのように説明されてきたのかについて、先行研究のレビューによって考察し
てきた。   
競争優位との関係で企業内部の経営資源を重視するという RBV の中にも、アプローチの
異なる 2 つのルーツが見られる(石川、2005)。第 2 節では、ある時点における企業の経済的
レントを生み出している経営資源の属性研究(Rumelt, 1984; Barney, 1986, 1991)と、
Penrose(1959)に起源を有し経営資源が蓄積・構築・発展していくプロセスを問う研究の流
れ(Wernerfelt, 1984; Praharad and Hamel, 1990; Kogut and Zander, 1992, 1996; Teece et 
al., 1997; Teece, 2007a)とを考察した。 
後者のフレームワークは、企業の持続的競争優位のためにケイパビリティの動態性と学
習メカニズムを重視する。とりわけ、競争優位の基礎として無形資産や、これを創出する活
動すなわちイノベーションの役割、企業のケイパビリティといったものに注目する(Teece et 
al., 1997)。この動的なケイパビリティによるアプローチを展開したのが、RBV から展開さ
れた組織能力研究の理論的到達点ともいうべき DCF であった。 
 以上の組織能力研究の考察から、組織能力論のエッセンスをまとめると、能力の動態性へ
の着目、組織ルーティンの重視、知識・学習プロセスのフレームワーク化、環境適応のため
の再形成能力の強調であるということができる。 
次章では、本章で得られた組織能力概念の諸要素が、日本企業の組織能力のコンテクスト
で具体的にどのように表されるのかについて検討を進める。
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第 2 章 日本企業の組織能力 
 
第 1 節 はじめに 
 前章では、RBV から展開された組織能力論について、先行研究のレビューを行ってきた。
そこで明らかにされたことは、組織能力という概念が資源の活用・蓄積プロセスに関わり、
また能力の形成プロセスとして学習メカニズムを内包しているということであった。また、
組織能力の中でも環境変化に対応するケイパビリティは、ダイナミック・ケイパビリティは、
内外のコンピテンスを統合、構築、再形成する企業の能力とされ、一般的なケイパビリティ
とは区別されるものであった。いずれにせよ、こうした組織能力は組織のあらゆる活動プロ
セスがミクロ的基礎となっている。 
本章では、第 1 章における先行研究のレビューを通して行われた議論を日本企業の組織
能力のコンテクストの下でより具体的に検討していく。第 2 節では、藤本(1997、2003)に
よって示されているものづくりの組織能力を参照しながら、技術・製品開発力を中心に日本
企業の組織能力の実態を検討する。第 3 節では、現在の日本企業の組織能力を考察する方
向性を探るべく、日本企業を取り巻く環境変化を 1970 年代から現在までマクロ的に概観す
る。その上で伊丹(1980；1984)を考察しながら、日本企業の組織能力として示されている
「戦略実行能力」と「戦略構想能力」について、日常業務活動から新たな戦略形成プロセス
が展開される論理を検討する。 
 
第 2 節 日本企業の組織能力―技術・製品開発力― 
 日本企業の製品開発力及び生産能力は、藤本(1997)によって「ものづくりの組織能力」概
念が提唱されてきた。1980 年代の自動車産業に関して、日本自動車メーカーのうちトヨタ
を中心とした一部が国際市場のシェアを伸ばしたことを受け、企業特殊的な資源・能力から
競争力の個別企業間格差を説明しようとしたものである。 
このオペレーショナルな製品開発・生産能力としての組織能力は、日本の製造企業の開
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発・生産システムの競争合理性と歴史的進化プロセスを分析する枠組みとして示されたも
のであり、三層構造に分類されている。具体的には、このような企業特殊的な競争能力は「静
態的能力」、「改善能力」、「進化能力」と階層的に分類される。「静態的能力」とは、一時点
における生産性や製造品質、またそれらに影響を与える生産パターンのことをいい、「改善
能力」とは静態的能力の上昇率に影響を与えるルーティン・活動パターンを指している。他
方、「進化能力」とはそれ自体非ルーティン的な能力であって、組織ルーティンないし組織
活動のパターンを変える、パターンに差異を生じさせる能力であるので、企業独自のシステ
ム進化の軌道を規定する。進化能力は、「能力構築能力」とも言い換えられ、能力構築の創
発的プロセスそのものにかかわる非ルーティン的なメタ能力であるという(12 頁)。 
企業のもつ組織能力から「深層の競争力」と「表層の競争力」が生まれる (藤本、2003)。
ここに、「深層の競争力」とは、企業の顧客には直接見えない競争力のことであり、生産性、
生産リードタイム、開発リードタイム、適合品質等をいう。「表層の競争力」とは、企業の
顧客が認知しうる指標のことであり、価格、納期、製品内容の訴求力等を指す。藤本(1997)
のいう進化能力ないし能力構築能力が、深層の競争力を生み出しているのである。 
 この枠組みによれば、トヨタ的開発・生産システムは、高い静態的能力と高い改善能力を
持つ。すなわち、静態的能力として、トヨタ的生産における組織ルーティンは、生産資源の
間で情報が間断なくやり取りされる、「高密度かつ高精度な情報受発信システム」にたとえ
ることができる。この結果、高い生産性、短い生産期間、高い製造品質が同時に達成される。
また、新製品開発においても、市場、製品コンセプト、製品設計の間を情報交換と知識共有
が緊密になされていることによって、将来の市場に適合した製品コンセプト設計への情報
の翻訳が行われる。さらに、改善能力として、現場参加型の問題解決、作業標準の定着と改
訂サイクルなど、迅速かつ継続的に問題解決を強いる仕掛けが挙げられている。 
 他方、トヨタ自動車の進化能力として挙げられているものは、意図せざるものを意図した
ものに転じる企業努力、偶然を必然に転化する事後能力、企業者的ビジョン等である。これ
らが企業間の競争力の差に長期的に影響を与えているという。むしろ環境制約の中でやり
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繰りした結果として競争能力が構築される、意図せざる知識移転が新しい組織能力をもた
らすケースがしばしば観察される。同時に、そのような意図せざる試行のもつ競争合理性を
感知し体系化していくという「システム創発」ともよばれる事後的な合理づけのプロセスが
見られる(藤本、1997、266-272 頁)。 
 「ものづくりの組織能力」は、端的に言うと、生産・製品開発・部品調達など現場のオペ
レーショナルな能力であった。それは、顧客を引きつけ満足させる設計情報について、いか
に上手に情報を創造し、いかに上手く情報転写して素材として実現するかに関する企業の
固有の能力である。企業は、技術開発、デザイン、生産、調達、販売・マーケティング、物
流、財務、法務、戦略構想等の分野ごとにオペレーショナルな組織能力を形成することがで
きる。したがって、設計情報を実現していく協働過程に複雑性がみとめられるほど、このよ
うな組織能力が生じやすいといえる。それは言うまでもなく自動車や精密機械の素材を扱
う分野であり、反対に、製品に求められる機能と部品のが一対一でかつ部品機能が自己完結
しているデスクトップ PC 製造、デジタル家電等については当てはまりにくい。 
 
第 3 節 環境変化と日本企業の組織能力 
前節で考察した日本企業の技術・新製品開発能力は、主に日本の自動車産業について説明
されてきたものである。現在に至るまで日本の自動車企業が世界市場をリードしてきたの
は、生産現場のこうした組織能力が大きかったからであるともいえる。もっとも、この組織
能力の論理が、他の産業にも直ちに適用できるわけではない。 
また、自動車産業においても、戦略構想能力とのアンバランスが顕在化してきている。実
際、藤本(2003)も、20 世紀後半の日本の自動車企業は、ものづくりの現場を主戦場とする
能力構築競争とそれらがもたらす組織能力に頼りすぎた結果、トップの戦略構想能力を高
めようとする誘因に欠けていたという。その結果、1990 年代に入ると企業の収益性にまで
行くと、日本企業の優位性が覆ってしまう、若しくはものづくりの組織能力の質の割には合
わない水準になってしまうという現象が見られるようになった。 
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本節では、企業の競争力を考慮しながら、現代の日本企業の組織能力の実態を探ることに
する。 
 
 第 1 項 日本企業を取り巻く環境変化 
本研究の基本的関心は、日本企業がどのように環境の変化に適応してきたのか、また今
後の日本企業が多様にかつ複雑化した環境の下、いかに持続的成長・発展をはかっていく
のかという点にある。それは、経営の力量、すなわちダイナミック・ケイパビリティを含
む組織能力がここに最もよく現れるからである。この点をより具体的に、日本企業をとり
まく環境変化として示すことにする。 
2 度のオイルショックに見舞われ、戦後初めて日本企業に減量経営を強いた 1970 代は、
また乗用車の排ガス規制をはじめ、1960 年代の高度経済成長の負の遺産＝公害対策に追
われた 10 年だった。これを乗り越えて日本企業が目覚ましく躍進した 1980 年代から今
日に至るまでの 30 年間に限っても、企業を取り巻く経営環境の変動は激しい。 
まず、1985 年の「プラザ合意」による 2 倍を越えるほどの円高が輸出比率の高かった
日本企業を直撃した19。これがいわゆる「円高不況」であり、生産部門の海外移転が本格
化する契機ともなった。しかし、それも 1986 年 11 月を底に反転し、低金利政策と円高
効果による金余り現象が、その後 4 年に及ぶ経済の隆盛(バブル経済)をもたらしたことは
周知の事実である。 
1991 年の「バブル崩壊」は、このような経営環境を一変させ、日本経済は 20 年近く停滞
した。それが財務状況の悪化を埋め合わせるためリストラに追われた 1990 年代の「失われ
た 10 年」におさまらず、「失われた 20 年」に及んだのは、日本経済の実質をなす「総体と
しての日本企業」の停滞の反映であった。時を合わせるかのように、ベルリンの壁崩壊(1989
年)、ソ連解体(1991 年)に中国の開放政策への転換(1987 年)なども相まって、世界は市場経
                                                   
19 1985 年初めに 1 ドル 252 円 40 銭であったのが、1988 年初めには 1 ドル 121 円にまで
下がった。 
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済体制へ一元化し、グローバル化が進んだ。これには革命と喧伝されるほどの情報技術革新
とインターネットに象徴される情報ネットの世界的普及が預かっているであろう。 
このグローバル化と情報化の進展は、経営環境を一変させ、企業に激しいグローバル競争
を余儀なくさせた。それに伴いビジネスの仕組みも大きく変わる。一つは情報技術を核にし
た技術融合がもたらした事業融合(新たなコンセプトの製品・サービス、提供商品のシステ
ム化)への対処のためであり、いま一つはグローバルな視野から部品の調達や生産拠点を展
開して競争優位を築くためである。これらのグローバル化と情報化が、日本企業を取り巻く
経営環境に大きく関わっている。特に、エレクトロニクス産業はこれらの影響を強く受け、
しかもそれに対応できなかったために、コモデティ化したデジタル家電で中韓企業に敗北
したといえる。自動車産業においても、しかもトップ企業であるトヨタでさえも、2008 年
のリーマン倒産に端を発した世界金融・経済危機の折は、環境適応に失敗し一時的にであれ
競争優位を失っている。 
 
第 2 項 日本企業の戦略形成プロセス 
(1)戦略実行能力を分離した戦略構想能力の強化の方向性 
バブルの崩壊した 1990 年代以降に多くの産業が直面している競争環境下においては、い
かに市場における価値創造の見取り図を描けるかという戦略的意思決定能力が鍵になる(延
岡、2002)。特に事業の不確実性及び技術の不確実性が高い場合には、戦略的意思決定能力
だけが企業業績を決定する要因であり、現場の実行能力はほとんど企業業績に影響しない
という。したがって、不確実性の高い電機や精密産業分野においては、戦略的意思決定能力
が特に要求されるのである。それにもかかわらず、多くの日本企業においては、トップの戦
略的意思決定能力はものづくりの組織能力に代表されるような現場の「戦略実行能力」に比
べて弱いという。現在の日本企業においては、戦略構想能力と現場の戦略実行能力のどちら
も重要であるが、あえて喫緊を要する能力はいずれかといえば、戦略構想能力の構築が重要
であることが強調されているのである。 
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ここから、現場レベルの活動とは分離した状態で戦略的意思決定能力を高めていくとい
う一つの方向性が示されうる(三品、2002)。また藤本(2003)も、戦略構想能力と戦略実行能
力を両方高めていくにあたって、現場のことは現場に任せ、戦略の策定はトップで行うとい
う、ある意味ではとても明確で素朴な分け方を示唆する。もっとも、このような考え方にお
いては現場の戦略実行能力をいかに戦略の構想に結び付け、全体として独自の戦略形成を
行っていくのかといった統合的な視点は必ずしも明確ではないように思われる。 
 
(2)戦略実行能力を包含した戦略構想能力の強化の方向性 
 企業が適切な戦略的意思決定を行うことにより環境に適応していく場合、戦略の実行能
力と戦略構想能力とを統合的に強化していくという方向性も考えられる(延岡、2002、35 頁)。
日本企業の現場の実行能力を生かし、それを更に新たな戦略形成能力へ吸い上げていくと
いうダイナミックなモデルは、日本企業の環境適応行動に関する実証研究・理論研究におい
ても示されてきた。例えば、伊丹(1980；1984)は、現場やグループレベルでの活動を通した
「実行による学習(learning by doing)」によって、「見えざる資産」を蓄積し、それらを既
存の資源と組み合わせて新たなシナジー効果を発生させていくという組織のダイナミズム
を強調する。それは、動的な RBV フレームワークの先駆けともいえるダイナミックな資源
と戦略の相互適合モデルである。 
 それによれば、経営資源は、ヒト・モノ・カネ・情報に分類され、それまで無形資産やス
キルや能力として論じられていたものについてもいずれも「情報的資源」として理解するの
が良いという。情報的資源は、使用による損耗がなく、情報の本来的性質である同時並行的
な多重利用可能性をもつことによってシナジー効果をもたらす。シナジーは将来の活動に
おいて情報を利用できる点でダイナミックである。また、時間をかけて自ら作っていく固定
性の高い企業特殊的な資源である。したがって、情報的資源こそ企業に独自の競争優位の源
泉になるのである。 
 現存の経営資源ストックと積極的な経営資源の補強戦略とを考慮して適合的な製品・市
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場、ロジスティック活動分野が決められる。その基本戦略の下、実行戦略が実施される。実
行プロセスの日常的業務活動を通じて新たな経営資源が生み出されていく。このストック
に基づいて新規事業分野等への進出を図った場合、既存の情報的資源では不十分であるた
めに当初は苦しい競争を強いられたとしても、その競争で鍛えられ情報的資源も徐々に蓄
積されていく。この業務活動を通じた副次的蓄積に加えて、積極的な経営資源の蓄積戦略を
もつ。これら 2 種類の蓄積が現存の経営資源のストックに蓄積され、次期戦略展開の基盤
となる。次期基本戦略は、前期には不可能であった戦略展開が可能になっていることが多い
(伊丹、1980、228-233 頁)。これが、戦略と組織(資源の集合)の不均衡を作りだす「オーバ
ーエクステンション」であった(伊丹、1984)。この論理によれば、資源と戦略は相互的に規
定し合う関係にある。このダイナミックな相互適合をもつ戦略展開の様相が見られる例と
して、日本の自動車産業20、カシオの計算機、リコーのカメラ戦略、日本電気の先進国への
進出が挙げられている。 
 日常的業務遂行プロセスで蓄積されていく新しい情報的資源と既存の資源を組み合わせ
て、新たなシナジー効果を生じさせていき、次期の戦略展開の基盤とするというダイナミズ
ムをミドル層に担わせるマネジメントを提唱したのがNonaka (1988)であった。日本企業に
おいて、ミドル・マネジメントが上からの抽象的なビジョンを具体的に展開し、さらに現場
の体験に根ざした業務コンセプトを集約するというミドル・アップ・ダウンマネジメントが
なされているという。 
 もっとも、このような資源先行の戦略形成対しては、資源に合わせた現場主義的な漸進的
な活動方針がとられやすく、また現場の利益や資源に引きずられた不合理な戦略形成がな
される危険性があるという指摘(三品、2002)。確かに、収益性も低くかつ事業の将来性への
見通しもあまりないような資源・事業を、いつか花が咲くかもしれないと保有し続けるとい
った現象にもつながりやすいだろう。しかし、伊丹(1980)が示したダイナミックな相互適合
の戦略形成は、理念型であるにしてもそれを上手くマネジメントとして取り入れるための
                                                   
20 藤本(1997)でいわれる「事後的な合理化能力」がこの例にあたる。 
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示唆を与えているように思われる。また、事例で挙げられている日本企業が「オーバーエク
ステンション」によって競争を克服してきたことも確かである。そもそも、「戦略構想能力」
と「戦略実行能力」は相互に関連しており、分離することはできないであろう。複雑化し急
速に変わる今日の環境下において、日本企業が国内市場あるいは国際市場で厳しい競争を
強いられている状況にあるとしても、戦略の実行プロセスで得た(情報的)資源をいかに新
たな戦略形成へ展開させていくのかという視点から組織能力を分析することは、今日にお
いても重要であると考えられる。 
 
第 4 節 小括 
 本章では、第 1 章で行われた組織能力論における先行研究のレビューを踏まえ、具体的
に日本企業の組織能力の実態を検討してきた。藤本(1997、2003)によって示されている日本
の自動車企業における「ものづくりの組織能力」は、生産・製品開発・部品調達など現場の
オペレーショナルな能力である。日本企業は、現場の「戦略実行能力」を高めることで競争
優位を実現してきた。次に検討したのは、現在の日本企業の組織能力をいかに捉えていくか
に関する議論である。グローバル化、情報化が進んだ経営環境の下で、特に家電産業を中心
とする日本企業において、「戦略構想能力」の構築が緊喫の課題であるということが強調さ
れるようになっている。その際、どちらかというと戦略実行レベルと戦略的意思決定レベル
とを分離した上で、それぞれの能力構築の必要性が説かれていたように思われる。これに対
して、伊丹(1980；1984)では、情報的資源、見えざる資産、オーバーエクステンションとい
った概念を用いて、日常的業務活動としての戦略実行プロセスから新たな戦略を構想して
いくという資源と戦略のダイナミックな相互適合の論理が示される。 
 前章で検討されたように、組織能力は、学習プロセス、ダイナミックに環境に適応するプ
ロセスとして現われる。それに加えて本章における日本企業の組織能力に関する考察から、
日本企業の組織能力を分析するにあたっては、現場若しくはミドルレベルの協働からダイ
ナミックな戦略展開が生まれるという組織能力の形成プロセスを分析する必要性が示され
 47 
 
た。現場の協働を通して戦略が実行され、適応すべき環境が認識される。トップ・マネジメ
ントによる最終的な戦略が構想されるには、現場若しくはミドルレベルにおいて戦略実行
と再形成が適切に行われていなければならないのである。 
次章では、グループレベルの協働から組織能力の形成されるプロセスとその過程で大き
な影響を与えるリーダーシップがいかに関係づけられているのかについて先行研究のレビ
ューによって検討を加えることとする。
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第 3 章 組織能力研究とリーダーシップ論 
 
第 1 節 はじめに 
 前章では、第 1 章で考察された組織能力概念の本質的な特徴を踏まえて、日本企業の組
織能力に関するより具体的な考察を行った。日本企業の組織能力は、主に現場の技術・新製
品開発能力の視点から分析されてきた。もっとも、製造業を中心に多くの日本企業において、
現場の戦略実行能力とトップレベルの戦略形成能力を高めることが強調されるようになっ
ている。その際、両能力を区別するのではなく、現場若しくはミドルレベルの協働からダイ
ナミックな戦略展開が生まれるという組織能力の発現プロセスを分析する必要性が示され
た。また、第 1 章では、組織能力が資源の活用・蓄積プロセスに関わり、能力の形成プロセ
スとして学習メカニズムを内包していることも明らかにされている。本章では、第 1、2 章
の議論を踏まえて、組織能力の形成プロセスとリーダーシップがどのように関係づけられ
議論されてきたのかについての先行研究のレビューを行う。 
まず、第 2 節では、組織能力研究でリーダーシップがどのように論じられてきたのかに
ついて、ダイナミック・ケイパビリティ・フレームワークと知識創造理論におけるリーダー
シップ論を検討する。DCF では、企業レベルのダイナミック・ケイパビリティとそのミク
ロ的基礎となるプロセスやルーティン、諸制度を分けた分析が行われている。その中で、ミ
ドル・現場レベルのリーダーシップは機会を活用するプロセスの一部で参照されているに
過ぎず、多くの機能をトップの経営者に担わせる。これに対して、組織的知識の創造プロセ
スから競争優位の源泉を説明する知識創造理論は、知識創造プロセスに埋め込まれたリー
ダーシップを強調する。これらの先行研究から、ミドル・現場レベルの「場」におけるリー
ダーシップとトップのリーダーシップを共存させる「状況的リーダーシップ」について以下
では論じられる。 
 DCF において、ダイナミック・ケイパビリティのミクロ的基礎となる組織プロセスは未
だ十分に解明されているとはいえず、それゆえ組織プロセスに重大な影響作用をもつリー
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ダーシップがどのように組織能力概念に関係づけられているのかについても先行研究では
ほとんど明らかにされていない。しかし、組織能力の形成は組織の協働プロセスを通してな
される以上、組織論におけるリーダーシップ研究からグループレベルの協働プロセスに機
能するリーダーシップに関する知見を組織能力論においても援用していくことは充分にあ
り得る。そこで、第 3 節では、集団活動におけるリーダーシップに関する先行研究から、グ
ループレベルの協働に機能するリーダーシップについて検討を加えることとする。 
 
第 2 節 組織能力研究におけるリーダーシップ論 
第 1 項 動的 RBV のフレームワークにおける経営者論・リーダーシップ論 
(1)経営者職能の重視 
Penrose(1959)が既に的確に示していたように、組織能力は、資源を代替的に活用するた
めに調整したり，配置し直したりするプロセスである。その本質的な要素は、「認識」、「学
習」、「調整」である(Foss, 2002)。「認識」とは、企業はそれぞれ別に事業機会に対応するこ
とで成長するということである。「学習」とは、生産サービスや他の資源について活用・蓄
積するプロセスである。「調整」とは、管理的調整が行き届く範囲までを企業と定めて、そ
の中でリソースの最適な活用を促していくマネジメントである。 
これらの企業の諸活動は、「経営者によってコーディネートされる」(Penrose, 1959)。企
業は、「生産的な知識の貯蔵庫」であるが、知識を開発し管理する制度でもある。知識を管
理するのは経営者であり、資源の価値を把握・開発し調整する。企業トップの主眼によって
事業機会の認識は変わり、どの事業機会を掴み対応するのかが決まってくる。このように、
事業機会を認識した上で経営資源を活用・蓄積し、調整を行っていく経営者・企業家の役割
が重視されている。 
その後に展開されたPenrose(1959)を起源とするRBVのフレームワークは、明示しないに
しても、経営者または管理者が企業組織の資源を活用し、調整を行うということを暗黙裡に
前提としていたと思われる。 
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(2)ダイナミック・ケイパビリティ・フレームワークにおける経営者論・
リーダーシップ論 
Teece(2007a)は、ダイナミック・ケイパビリティが企業の進化的適合と企業家的適合の維
持のために、経営者にとって
．．．．．．．
最も重要なケイパビリティであるという。ダイナミック・ケイ
パビリティは、「機会、脅威の感知及び形成」、「機会の活用」、「脅威と再構成」からなるが、
どのケイパビリティも経営者の能力を強調する。 
「機会、脅威の感知及び形成」においては、企業家や経営者が新しい出来事や展開をどの
ように解釈し、どの技術を追求し、どの市場セグメントをターゲットとするのかを理解しな
ければならない。そして、不確実性の中で将来の経路を推測しなければならない。この認知
するスキルは、企業自体に精査、解釈、創造のプロセスに内部化されることが望ましいとい
う。組織的プロセスによって得られた情報は、トップ・マネジメントによって解釈・統合さ
れ、再びミドル・マネジメントのデザインしたビジネス・プロセスに更新して埋め込む。 
「機会の活用」においては、経営者が開発と商業化の活動への投資、自社の商業化戦略を定
義するためのビジネスモデルを選択・創造しなければならない。ここで問われるのは、既存
の投資の意思決定ルールや資源配分プロセスの逆機能的な特徴をくつがえせるような経営
者能力である。市場、技術、ビジネスモデルを検討し、それらを「違った角度」から解釈す
るような企業家的なケイパビリティである。 
この「機会の活用」のケイパビリティのミクロ的基礎として、製品アーキテクチャとビジ
ネスモデルの選択、企業境界の選択、補完財とのプラットフォームのマネジメント、バイア
スや思い込みの回避と意思決定、ロイヤルティとコミットメントの構築が挙げられている。
この中で、リーダーシップは、ロイヤルティとコミットメントの構築プロセスに関わるとい
う。すなわち、リーダーシップは、従業員やその他のメンバーに目標・価値・期待を伝授し
動機づけるという明らかな役割を担うという。 
「脅威と再構成」において、資産や組織構造を再結合・再構成するために、また望ましく
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ない経路依存性を避けるために重要な経営者機能は、ルーティンの再デザインを含む、資産
の準継続的なオーケストレーションと企業のリニューアルの実現である。このために必要
なミクロ的基礎は、組織ユニットの分権化と準分解可能性、共特化(co-specialization)、学
習、ナレッジマネジメント、コーポレートガバナンスであるという。 
以上、検討してきたように、Teece(2007a)においては、調整や統合、学習、再構成という
組織的プロセスについて経営者のケイパビリティに焦点を当てたフレームワークが示され
ている。もっとも、Teece(2007b)は、現代企業においては、競争優位の源泉としての知識の
重要性を指摘する。そして、知識ベースの組織においては、あらゆるメンバーがリーダーシ
ップを発揮すべきであって、経営者の役割とそれ以外の組織メンバーの役割とを区別する
線引きが曖昧になりつつあるという。知識ベース企業間の熾烈な競争においては知識のモ
ニタリングやマネジメントが重要となるので、「文系人材」のスキルの活用が求められる。
Teece(2007b)では、「文系人材」と限定した記述を行っているが、専門的知識を持った組織
メンバー(ナレッジ・ワーカー)と広げて解釈できるだろう。経営者は、そういった組織メン
バーのリーダーシップを促すメンターとなることが求められる。 
また、有能な人材を組織に繋ぎ止め、能力を活用するには分散型リーダーシップ、自己組
織化チームを具備したフラットな組織構造が望ましいとされる。Teece(2007b)は、Fischer 
and Boynton(2005)を引用しながら、組織メンバーが生産的な機能を担うには、プロジェク
トごとの非伝統的なチームで協働し、組織に分散したメンバーのリーダーシップを機能さ
せるという方向性を示している。リーダーシップ・スキルには、行動の着手、計画化、問題
解決、同僚・経営者との必要なコミュニケーションといった一連の活動に関わるスキルが含
まれる。 
 
第 2 項 知識創造理論におけるリーダーシップ論 
(1)知識創造プロセスと「場」 
競争優位の源泉の一つとなる組織的知識の創造が促進される条件として、「場」が存在し、
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そこで即興的な相互作用、自己組織性、参加者の心理的コミットメント、境界の浸透性等が
挙げられる(遠山・野中、2000；野中、2002)。知識創造プロセスにおいて暗黙知と形式知の
循環的な知識変換の契機となり、知識変換が実践されるのが「場」である。「場」とは、相
互作用を通じて他者とコンテクストを共有し、コンテクストに沿った意味を生じさせる時
空間である。「場」は、物理的な場所だけに限られず、関係性そのものを意味する。例えば、
オフィスや会議室という実際にある物理的空間だけでなく、ウェブでのコミュニケーショ
ン、共通体験や想いといった時空間も含まれる。「場」では、そこに参加しているメンバー
によって様々な文脈が持ち込まれる。「場」において共有される文脈は、相互作用的コミュ
ニケーションによって変化し参加者個人の文脈も変化していく。「場」での対話と実践から
生じる知識は知識資産として集積される。 
また、伊丹(2000)も、より具体的に、知識創造が営まれる空間としての「場」を説明する。
それによれば、「場」とは人々が参加し、意識・無意識のうちに相互に働きかけあい、共通
の経験をするその状況の枠組みのことである(4 頁)。メンバーの相互作用を考えるにあたっ
ては、「場」という枠組みのもと関係性が強化されており、そのような共有空間があってこ
そメンバー間の対話や相互作用が生じ、新しい知識が生まれるというプロセスが生じるの
である。 
 
(2)知識創造プロセスと状況的リーダーシップ 
Bryant(2003)らによれば、知識に関する共有、創造、獲得といった知識創造プロセスを加
速させるためには、「場」を起点としたコミュニティの形成とこれらの持続的成長を促進す
るための各コミュニティのリーダーシップが重要である。重層的な「場」の形成によってダ
イナミックで多様な戦略コンテクストが共有され、グループダイナミックスを通じたイノ
ベーションに向けて新たな知識が創造されていく。具体的には、個々人のスキルやノウハウ
等の知識資産が、集団内に蓄積される。リーダーシップとして、このようなプロセスを促進
させる組織環境の整備、知識創造活動の実践のための動機づけ、支援、コーチング、メンタ
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リングが重要になる(e.g. Marquardt, 2000)。 
知識創造プロセスを促進させるリーダーシップにおいては、2 つの点が強調される。まず、
知識創造プロセスを促進させるリーダーシップは「状況的リーダーシップ」を前提とすると
いう点である、。次に、知識創造プロセスには、日常業務を着実に遂行させるリーダーシッ
プと自律的な知識創造活動を支えるリーダーシップという異質な 2 つのリーダーシップが
共存しうるという点である。 
特定状況に適合したリーダーシップという考え方は、状況に応じて具体的に有効なリー
ダーシップが異なることを前提としている。その基礎となっているのは、リーダーシップ論
の中でも、状況、フォロワー、リーダーの関係で生じる相互作用がリーダーシップの有効性
に影響を与えていることを明らかにしたリーダーシップの条件適合モデル(Fiedler, 1967)
であろう。条件適合モデルによれば、リーダーのパーソナリティ、状況統制力が業績に影響
を与える。その中でも、状況統制力はリーダーとフォロワーの関係、課題、リーダーの地位
の組み合わせによって規定される。さらに、Hersey and Blanchard(1977)によれば、状況
的リーダーシップに最も影響を与える状況要因は、フォロワーの動機と能力からなる「成熟
度」である。フォロワーとの関係、課題指示、フォロワーの成熟度によって影響される状況
要因の組み合わせによって、権限委譲的リーダーシップ、参加的リーダーシップ、説得的リ
ーダーシップ、教示的リーダーシップといった有効なリーダーシップが導出される。 
このような「状況的リーダーシップ(Situational leadership)」が、知識創造プロセスを促
進させるリーダーシップに関する議論に通底する特徴となっている。例えば、Gratton, 
Voigt and Erickson(2007)も、多くの争点を抱えるチームにおいて知識の共有を促進させる
には、活動の進捗につれて生じる課題に応じてリーダーシップ・スタイルを変化させていか
なければならないという。もっとも、従来の「状況的リーダーシップ」論は、トップや上司
のリーダーからフォロワーに対する一方的な影響関係に焦点を当てる傾向にあった。これ
に対して知識創造プロセスにおけるリーダーシップ論では、上司と部下の一方的な指示関
係で捉えられる集中的リーダーシップだけでなく、分散型リーダーシップをもリーダーシ
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ップ機能として状況的に適用できるフレームワークの構築が試みられている。 
知識創造プロセスを促進させるリーダーシップに関しては、表 3-1 に示すように、大別す
るとトップ・マネジメントが果たすべき「集中型リーダーシップ(Centralized leadership」
と各コミュニティで果たされる「分散型リーダーシップ(Distributed leadership」に分けら
れている(von Krough, Nonaka and Rechsteiner, 2012)。コラボレーションは、誰と何をコ
ラボレーションするかといった仕事の進め方のことである。信条は、リーダーシップに関し
て得た過去の経験を通じて形成されているものである。プロセスは、定式化、適応化される
組織メンバーの活動である。意思決定の権限については、集中型リーダーシップではフォー
マルな階層的地位に依存するが、分散型リーダーシップではチーム・メンバーの知識に依存
する。リーダーのスキルについては、集中型リーダーシップの場合、上司と部下のスキルは
区別されるが、分散型リーダーシップではリーダーはメンバーの一員でもありリーダーで
もあることから、どちらのスキルをも統合したスキルが必要になる。リーダーの育成は、知
識創造プロセスに効果的なリーダーシップのために何が必要かという予め設定された基準
によって選定されるが、分散型リーダーシップではコラボレーション活動から育成される。 
 
表 3-1「集中型リーダーシップ」と「分散型リーダーシップ」 
 集中型リーダーシップ 分散型リーダーシップ 
コラボレーション 計画的、指示的 自発的、直観的 
信条 独裁的 参加的 
プロセス 形式に則った実践 実践による形成 
意思決定の権限 安定的、固定的 流動的 
リーダーのスキル 分離的スキル：上司、部下 統合的スキル 
：リーダーとメンバー 
リーダーの育成 スキルの選定 スキルの拡散・伝播 
(von Krough, Nonaka and Rechsteiner, 2012, p.254) 
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「集中型リーダーシップ」は、日常業務活動を着実に行わせるためにトップ・マネジメン
トが集中化した調整を行うものである。他方、Nonaka(1994)のいうミドル・アップ・ダウ
ンリーダーシップをコンセプトとする「分散型リーダーシップ」は、組織全体にわたって見
られ、場における自律的な知識創造活動を支える。各チームのメンバー2 名以上が、リーダ
ーシップの役割、責任、機能を共有している(Wood, 2005)。この「集中型リーダーシップ」
と、「分散型リーダーシップ」とは知識創造プロセスにおいて共存しうる (Robertson and 
Swan, 2003; Robertson, Scarbrough and Swan, 2003)。もっともそれがいかに共存可能か
という点については必ずしも明快に明らかにされているわけではない。 
これについて、von Krough, et al.(2012)は、知識創造は、その創造プロセスの文脈に依
存して実現されるものであるにもかかわらず、これまでのリーダーシップ研究がトップに
よる優れたリーダーとしての義務(「集中型リーダーシップ」)に焦点をあてて展開されてき
たと指摘する。しかし、知識創造は現場レベルにおいて実践されるのであるから、そのグル
ープが果たさなければならない役割に焦点をあてたリーダーシップについても検討しなけ
ればならない。その上で、「集中型リーダーシップ」」と「分散型リーダーシップ」を組織活
動プロセスに共存させ、いかにそれらを状況に適合させていくのかを分析していかなけれ
ばならないという。そして、知識創造プロセス内に「集中型リーダーシップ」と「分散型リ
ーダーシップ」を共存させ、現場のリーダーとメンバー体を組織内の SECI プロセスに関与
させる方法として「状況的リーダーシップ」を提示する。リーダーシップを、リーダーの役
割や特性としてではなく、ある状況下における一連の知識創造活動を 3 層で捉える構造的
フレームワークである。それによれば、「構造層」としての公式組織においては集中型リー
ダーシップが強くなるが、「コア活動層」としての非公式組織(ミクロコミュニティ)では分
散型リーダーシップが行われている。そして、この両者が交錯する中間部分、すなわち非公
式組織で見られるような行動が公式組織構造で行われる「条件層」を導入する。この各層に
応じて、リーダーシップを形成する参加者、プロセス、人為構造、コンテクストの相互作用
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を把握する。この 3 層構造の状況的リーダーシップが示唆しているのは、状況に応じて異
なるタイプのリーダーシップが存在し、複数のリーダーシップ階層が同時に組織内に存在
するということである。この状況的リーダーシップは、トップが担う集中型リーダーシップ
と「場」で見られる現場メンバーの「分散型リーダーシップ」と影響主体を分け、コンティ
ンジェントに各層での適合的なリーダーシップを考察する。 
しかし、von Krough, et al.(2012)によれば、集中型リーダーシップと分散型リーダーシ
ップが共存するという組織構造上の「条件層」とは、非公式組織と公式組織が交錯した部分
であるとするものの、その実態を明らかにすることには必ずしも成功していない。それは、
以下の 2 点の理由によると考えられる。まず、様々なコミュニケーションが同時多発的に
行われている組織活動プロセスにおいて、組織全体に広がっている自発的なコミュニティ
である「コア活動層」、公式的で構造化されたプロセスである「構造層」、両者の中間にある
「条件層」に分けることはできない。次に、そもそも、非公式組織は公式組織の存在を前提
とし、公式組織に付随する。したがって、公式組織と非公式組織の間に何らかの中間層を想
定することはできない。 
von Krough, et al.(2012)の「集中型リーダーシップ」と「分散型リーダーシップ」によっ
て示されているのは、組織構造によって切り分けたトップと現場のリーダーシップのフレ
ームワークである。しかし、グループレベルの協働プロセスに「場」の活動プロセスに有効
な「グループレベルのリーダーシップ」では、実践性という点からミドルや現場におけるリ
ーダーシップの視点から一貫した分析を行う方が望ましい。 
 以上の第 2 節における議論から三点をまとめておきたい。第一に、組織能力研究におい
て、組織能力は企業レベルで捉えられてきたこともあって、トップ・マネジメントの能力、
トップのリーダーシップが強調されている。第二に、組織能力研究の中でも、知識創造理論
は、「場」から知識が創造されるプロセスとリーダーシップの関係を分析してきた(Nonaka 
and Takeuchi, 1995)。それはグループレベルのイノベーションに焦点を当てたもので、組
織能力が生じる具体的な場とトップ・マネジメントにおける有効なリーダーシップ機能を
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明らかにするものであった。第三に、知識創造理論における「状況的リーダーシップ」論は、
トップとミドル、現場での活動を層として構造化し、トップで行われる「集中型リーダーシ
ップ」とコミュニティで行われる「分散型リーダーシップ」を状況的に使い分ける。そして、
公式組織と非公式組織をつなぐ「条件層」において両リーダーシップが交錯するという。そ
の構造化の適切性に疑問は残るものの、組織能力を形成するプロセスにおいてはトップ・マ
ネジメントによる「集中型リーダーシップ」と「場」レベルにおける「分散型リーダーシッ
プ」が緊張関係にありつつも共存しており、状況に応じて異なったリーダーシップが発揮さ
れることが示されている。 
 続く第 3 節では、本研究の目的ないし問題意識に沿って考察の射程をグループレベルの
協働プロセスに置き、集団活動(「場」)においてどのようなリーダーシップが機能している
のか、集団活動におけるリーダーシップ論の先行研究からレビューを行うこととする。 
 
第 3 節 集団活動におけるリーダーシップ 
第 1 項 集団活動の方向性 
グループレベルにおけるリーダーシップは、「分散型リーダーシップ」に限られない。つ
まり、「分散型リーダーシップ」による相互作用的コミュニケーションの促進の前提として、
集団活動の方向付けのためのリーダーシップが必要である。なぜなら、集団活動における知
識獲得のプロセスは、メンバー間でテーマやミッションが自覚され共有されていなければ、
企業全体として自己革新ではなく自己破壊をもたらしかねないからである。集団における
「場」のエネルギー(Lewin, 1935, 1943)は、目標や使命が意識されていなければ散逸的な
ものとなるし、相互作用も方向づけられない。また、一定の方向に相互作用が収斂し、新し
い知識が獲得されたとしても、企業にとってはマイナスの努力でしかないということにな
りかねない。それぞれの集団がこのような協働を繰り返していれば、たとえ知識創造自体は
活発になされていても企業経営としては失敗する。グループレベルでの協働に大幅な権限
移譲をすればするほど、目標やミッションへの方向付けが協働プロセスの中でより重要に
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なっていくのである。グループが自律的かつ合目的的に協働しているとき企業にとっても
プラスになる知識が獲得される。 
グループ内では、第一に、対内的な側面として、目標に向かって活動が方向づけられてい
ることを前提として、いかに相互作用的なコミュニケーションをとおした創造プロセスを
形成していくかということが問題になる。第二に、対外的な側面として、集団活動を通して
獲得された知識を、いかに戦略的に方向づけていくのかということが問題になる21。このよ
うな視点から、以下では、集団活動プロセスにおけるリーダーシップに関する先行研究を検
討する。 
 
第 2 項 集団における業務遂行のリーダーシップ 
序章においても言及したが、リーダーシップとは、「集団目標の達成に向けて、成員の行
動や態度を一定の水準に維持するという集団全体の機能であり、集団において相互に作用
する影響プロセス」(Bass, 1990, p.20)である。この定義から、集団のメンバーとともにかつ
メンバーを通して集団目標を達成させていくことがリーダーシップなのであり、集団活動
における影響プロセスとして特徴づけられることがわかる。それは、集団目標へメンバーの
協働を方向付け、活動の効率性を高めていくというリーダーシップである。 
1950年代以降、リーダーの行動パターンという観点からリーダーシップ・スタイルにつ
いての様々な研究がすすめられてきた。このうち、多くの研究においては一人のリーダー対
一人のフォロワーという観点からリーダーの行動対象が規定されている。 
他方、集団マネジメントとしてのリーダーシップ論22を展開させたのがLikert(1961)であ
                                                   
21 von Krough, et al.(2012)のいう「条件層」での「集中型リーダーシップ」と「分散型リ
ーダーシップ」の交錯は、グループレベルの視点から位置づけるとグループのリーダーに
よる対外的な働きかけに関係している問題だと考えられる。 
22 Likert(1961, 1967,1976)は、作業集団における参加型リーダーシップを提唱している
が、その内容は、リーダーシップというよりはマネジメント、すなわち集団的管理方式の
範疇に入る。作業集団のリーダーも、「集団中心の監督者」として示されている(Likert, 
1961, p.171)。 
 59 
 
った。それは、Lewin(1943)以降のグループ・ダイナミクスによる一連の集団研究の成果と
ミシガン大学の社会調査研究所のリーダーシップ研究をもとにした、集団参加型のマネジ
メントである23。Likert(1961)は、対個人として作業メンバーを監督するよりも、効果的に
機能する作業集団のメンバーとして活用する方が、よりメンバーの能力を活用できるとい
う。そのために、メンバーから見て個人の価値と重要性が支持されていると意識できるよう
な関係を最大限維持しなければならないという「支持的原則」という一般的原則を立てる。
支持的関係のある集団においては、メンバーの目から見て自己の目標や欲求の実現が助成・
促進され、集団の中での信頼関係が築かれることによって、組織構成員の中に組織目標達成
のための協調的な行動を起こす動機が生じるようになる。この個人的価値を維持したいと
いう個人の願望は、所属する集団から得られる反応によってもっともよく満たされる。この
支持的関係の原則が機能している「高度に効率的な集団」では、相互作用―影響システムが
発達しており、その集団機能は、その時々の状況や必要によってリーダーもしくはメンバー
が遂行する。集団内のコンフリクトを解決するには、民主的集団構造と集団決定に関する民
主型リーダーシップが必要であることは、Lewin(1939)、Lippit and White(1968)において
も既に示されていたが、Likert(1961)のいう集団参加型のマネジメントにおいては、組織メ
ンバーの参加による集団的意思決定により、メンバーが得意としている役割や各種の専門
的知識を意思決定プロセスに反映できるようになることがより強調されるようになる。リ
ーダーは、集団的意思決定や集団的相互作用という面から組織メンバーが自ら設定した高
度かつ実現可能な目標の達成に向けて努力するように部下に対して援助を与えるとともに、
集団内での効率的なコミュニケーションと影響過程を促進させる役割を担うのである。 
 もっとも金井(1991)によれば、構造づくりと配慮という基本的リーダー行動に加えて、戦
略的課題の提示による達成圧力と信頼の蓄積から、ミドルの管理者行動を考察する。つまり、
比較的単純な職務を遂行する現場レベルの集団においては、Likert(1961)の示す「支持的関
係の原則」が有効かもしれないが、社内企業になりうるような集団活動においてもあてはま
                                                   
23 庭本(2012)を参照。 
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るわけではない。むしろ、集団目標が集団内に浸透する規範として受容されるためには、リ
ーダーの日常的な信頼蓄積が鍵になるという。 
 
第 3 項 集団活動を戦略的に形成するリーダーシップ 
Likert(1961)においてより強調されるリーダーの本来的責任は、その作業集団を組織の他
の部門に結び付けること、すなわちコミュニケーションとその影響が双方向に行われるよ
うに連結を与える「連結ピン」の役割である。各作業集団は、複数の集団に属している「連
結ピン」を通して他の作業集団と密接に連結されており、縦横のコミュニケーションを通じ
て、情報が伝達され意思決定がなされる。リッカート理論の眼目は、参加型リーダーシップ
を基盤とした上での、「連結ピン」機能と集団過程を意識したリーダーシップであった24。
集団活動におけるリーダーシップは、集団の対内的な影響作用に限られるものではない。
Likert(1961, 1976)の示す「連結ピン」は、各作業集団間に情報の流れを与え、双方向的な
影響過程を作り上げることで、各作業集団を組織に統合する役割を果たす。もっとも、リッ
カート理論における「連結ピン」概念は、作業集団を念頭に置いたものであって、組織の重
複的集団形式や集団の創造的コンフリクトの解決等の説明に用いるにとどまる。  
この点について、金井(1991)は、集団活動におけるリーダーシップのうち対外的な影響作
用について、変革型ミドルが担う上方影響力という点から、単なる日常業務の遂行にとどま
らないミドルの戦略的・革新的な機能を明らかにしている。また、複雑で大規模な企業組織
では、革新的な試行を部下に行わせるためには、ミドルにおいて上司やトップ・マネジメン
トを説得していくという上方影響力が要求される。この上方影響力のためにミドルは様々
                                                   
24 この点が後のリーダーシップ・スタイルの研究でさほど言及されることはなく、人への
配慮と構造への配慮という 2 次元においてリーダーとフォロワー個々人との間のリーダー
シップへと関心が移されることになる。1960 年代以降の多くのリーダーシップ研究で採用
されてきたのは、オハイオ州立研究(Halpin and Winner, 1957)によって編み出された、課
題達成に向けて働きかける「構造」、メンバーに対して良好な人間関係を構築する「配
慮」の 2 軸の行動次元によってリーダーシップ・スタイルが規定されるというものであっ
た。リーダーはこの 2 軸から設定される行動をとるが、「構造」「配慮」の双方が高い行動
の両立(Hi-Hi 型)が有効とされる。 
 61 
 
なネットワークづくりを行わなければならない。さらに、金井(1991)では、対外的働きかけ
として、タスク依存性・不確実性が高いほど情報を収集したり、政治的パワーのギャップを
埋めるために他部門や社外との連動性を創出していることが明らかにされている。 
 
第 4 項 業務遂行と戦略志向の重層的関係 
グループレベルの活動では、集団内の協働の効率性を高めていくためのリーダーシップ
と協働内容を戦略的に形成していくリーダーシップという性質の異なった 2 つのリーダー
シップが重層的に機能しているように思われる。 
まず、Likert(1961)に見られるような集団内での参加的意思決定を基礎に集団の作業効率
性に働きかけるリーダーシップがある。これに加えて、リーダーが集団目標に沿って高い業
績を上げ続けたり、日常的に信頼関係を構築したりしている場合に、グループ内に責任感と
信頼感が蓄積され集団活動が円滑に行われていく(金井、1991)。このリーダーシップは、メ
ンバーを集団目標に沿って方向付け、協働の素地をつくり業務活動を円滑に行わせるリー
ダーシップである。メンバーとうまくやっていくスキルであるが、メンバーからの敬意と信
頼の獲得を必要とする点で、単に集団内の快適な関係を構築するプロセスではない。 
次に、集団を他部門やトップに結び付けるリーダーシップを形成するリーダーシップが
ある。これは、チーム活動を全体戦略に結び付けていくもので、ミドルや現場レベルにおけ
る日常的影響プロセスの中から変革や戦略の方向性を引き出す機能を有している。 
集団活動の局面によって濃淡はあれど、集団活動におけるリーダーシップはこの 2 つの
リーダーシップを内包し両者の均衡を維持しながら集団活動の触媒として機能する。この
異質な 2 つのリーダーシップは、理論的には同じ次元で捉えられるものではなく、集団活
動を円滑に行わせるリーダーシップの上に変革作用を持つ戦略的リーダーシップが重なる
が、実践的には同時に進むことが多いと思われる。 
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第 4 節 小括 
 本章では、組織能力が生じるプロセスにおいてリーダーシップがどのように関係づけ
られているのかという点に関して、組織能力研究における経営者論・リーダーシップ論を検
討した。 
最初に検討したのは、DCF における経営者の能力またトップレベルのリーダーシップで
ある。DCF では、企業レベルの環境適応能力が研究対象となっており、ダイナミック・ケ
イパビリティのミクロ的基礎となる様々なプロセスにおいても、マクロ的視点からの分析
が行われている。具体的には、ミドルや現場レベルでのリーダーシップは、組織のロイヤル
ティとコミットメントの構築プロセスの中で言及されるに過ぎない。また、機会を感知する
能力についても、そのプロセスを組織の中に埋め込まれることが望ましいというものの、基
本的にはトップ・マネジメント主体の組織プロセスが想定されていると思われる。具体的に
は、環境を認識し探索的に得られた情報を解釈するのはトップ・マネジメントであり、トッ
プによって統合された情報がミドル・マネジメントのビジネス・プロセスのアップデートに
反映されるという。 
次に検討した組織的知識の創造プロセスから競争優位の源泉を説明する知識創造理論は、
知識創造プロセスに有効なリーダーシップを強調する。そこでは、グループレベルでの「分
散型リーダーシップ」とトップの「集中型リーダーシップ」を共存させる「状況的リーダー
シップ」が導かれる。しかし、グループレベルでのリーダーシップは「分散型リーダーシッ
プ」に限られないし、グループレベルのリーダーシップとして、グループ活動プロセスの中
でいつどのように機能しているのかという点については、知識創造理論においても明らか
にされていない。  
これらの組織能力研究におけるリーダーシップ論を考察した上で、第 3 節では、グルー
プレベルの活動プロセスにおけるリーダーシップ論を検討した。本研究は、ミドルや現場レ
ベルのグループ活動の視点から企業の組織能力が形成されるプロセスを分析しようとする
からである。集団活動におけるリーダーシップについては、集団目標に沿って業務を円滑に
 63 
 
進めていくためのリーダーシップと、グループレベルでの活動の成果や知識を戦略的に形
成するために対外的に働きかけていくリーダーシップ機能をもつことが先行研究から明ら
かにされた。 
次章では、第Ⅰ部における先行研究のレビューから、既存研究の到達点と限界を踏まえ、
チームの協働を起点とする日本企業の組織能力の発現プロセスに関して本研究独自の分析
枠組が構築される。
  
 
第Ⅱ部 理論枠組みと研究方法
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第 4 章 分析枠組みの構築 
 
第 1 節 はじめに 
 第Ⅰ部の先行研究のレビューを通じて明らかになった重要な点は、組織能力概念は組織
の学習プロセスによって明らかにされるということ、組織能力のミクロ的基礎(プロセス)形
成の促進には、リーダーシップ機能が本質的な役割を果たしているということであった。そ
れにもかかわらず、組織能力が働いていると同時に形成されているプロセス、そのプロセス
にどのように異なる有効なリーダーシップが機能するのかという点については、先行研究
によってこれまで先行研究については十分に明らかにされていない。 
日本企業の組織能力はこれまで現場の生産能力に焦点をおいた組織能力論が展開されて
きているが、現在のグローバル化した環境の下、現場の実行能力をいかに環境変化に対応し
た戦略構想能力に結実させていくのかということが新たな課題となっている。それゆえ、組
織能力論において、組織能力の生じているプロセスにリーダーシップ機能を組み込んだ新
たなフレームワークが必要となっているということが導かれる。本章の目的は、以上の先行
研究の検討結果を踏まえながら、本研究で実証的にアプローチしようとするチームの協働
を起点とする組織能力の発現メカニズムに関する分析枠組を構築することである。 
 第 2 節において、組織能力論における既存研究の到達点と問題点を今一度整理し、既存
研究で混乱を招いている部分について指摘した上で、先行研究に対する本研究における分
析の位置づけを示す。これを受けて、第 3，4 節で分析枠組が構築される。まず、第 3 節で
は、組織能力の自己変容は、どのような仕組みによって説明されるのか、組織能力概念の再
定位によって検討する。その上で、組織能力が個人的知識と組織的知識を介して発現するプ
ロセスを考察する。次に、第 4 節において、チームの協働を起点としたチーム・リーダーシ
ップ機能を組み込んだ場合、第 3 節で考察した組織能力の発現プロセスがどのように解明
されるのかについて詳述する。そこから、実証研究にむけてフレームワークと基本的前提が
示される。 
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第 2 節 既存研究の到達点と問題点 
第 1 項 RBV から展開された組織能力論の到達点 
 動的な RBV のフレームワークから展開された組織能力論は、組織能力概念における能力
の動態性、学習メカニズムの内在化、そして組織能力の再形成性という 3 つの組織能力の
特性を明らかにしてきた。 
 組織能力概念は、競争優位の実現には企業が何を持っているかではなく、経営資源を利用
して何を行いうるのかが重要であるというテーマの下で強調されてきた。第 2 章でも明ら
かにされたように、組織能力概念の本質的要素は、「認識」、「学習」、「調整」である。第一
に、知識やサービスが学習と管理的調整の組織プロセスによって獲得されるということで
ある。第二に、急激な環境変化に適応するための調整・再形成プロセスを内在しているとい
うことである。 
 このように、動的 RBV から展開されてきた組織能力論は、組織能力が学習プロセスによ
って高められていき、また、組織能力自体がダイナミックに更新されるという、組織能力概
念の二側面を明らかにした。これによって、企業の持続的競争優位を支える組織能力とは何
かという問いに、一定の解を示し得たといえる。しかし、こうした組織能力研究の一連の系
譜においても限界や解明されていない論点が残されている。 
 
第 2 項 RBV から展開された組織能力論の問題点 
先行研究の検討から導かれる、DCF を含む従来の組織能力論が抱えるフレームワークの
限界は次の二点にあると考える。第一に、従来の組織能力論においてはあまり意識されてこ
なかった「能力の主体性」という点である。組織能力論では、資源と能力が明確に区別され、
能力の動態性が強調されてきた。それにもかかわらず、「組織能力」(すなわち動態的なプロ
セス)と組織能力によって獲得された「知識や技術」とを同一に扱う先行研究が少なからず
見られる。例えば、Praharad and Hamel(1990)は、コア・コンピタンスをそれが形成され
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る集団的な学習、組織メンバーの参加活動から定義づける。しかし、Hamel and 
Praharad(1994)では、同じコア・コンピタンスを一連のスキルや技術と定義づけ、あたか
も客体的な資源であるかのように扱っている。 
また、中橋(2005)は、組織能力について「組織が様々な資源を組み合わせて調整、統合し
た全体の能力である」として、「一群の資源を組み合わせて能力に転換するのはこのような
(バーナードの活動的組織概念にいうような；筆者注)意味での組織である(160 頁)」という。
中橋(2005)における前後の文脈をあえて捨象してこの記述だけ図示すると、図 4-1 のように
なる。これによれば、中橋(2005)のいう「組織能力」が資源を統合し転換する組織の調整プ
ロセスのことであるのか、資源が何らかの組織活動によって変換された「能力」なのかは不
明確である。つまり、インプットである資源と、能力は異なる性質をもっているということ
は明らかにされているが、「組織(能力)」と「能力」がどのような関係にあるのか、またどち
らが組織能力なのかは明らかでない。 
 
図 4-1 従来の組織能力論における「資源」、「能力」、「組織」の関係 
(出所：筆者作成) 
 
組織能力は、資源を活用し蓄積していく統合力(主体)なのであるが、従来の組織能力論(e.g. 
Grant, 1991; Hamel and Praharad, 1994)は、組織能力によって変換された知識やスキル
という結果も組織能力概念に包括させているために、組織能力概念の把握に一定の分かり
にくさを与えているように思われる。組織能力はあくまで資源や知識を活用していく主体
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的作用である。従来の組織能力論は、組織能力の動態性を強調しながらも、この主体的な調
整作用を分析のフレームワークに取り込みきれていないように思われる。 
第二に、組織能力の構築されるプロセスを明示していないという点である。組織能力の動
態性は、つまり組織能力の学習ないし協働プロセスによって裏付けられているから、組織能
力の内実を明らかにするためには組織の活動プロセスを詳細に分析していくことが必要に
なる。 
 藤本(2003)の指摘するように、組織能力概念は、それが生じているプロセスを具体的に分
析するのでなければ、トートロジーに陥る危険性を有する。つまり、ある企業の組織能力が
高いか低いかについて議論するときに、最終的な競争力を示すと思われる財務パフォーマ
ンスや、数値に現れる生産性、製造品質等の指標をもって、組織能力の高低または良し悪し
を直ちに結論付けてもあまり意味がない。高い数値の財務的成果を出しているから組織能
力が高いといったところで、「組織能力が高いから高かった」と言うに過ぎないからである。
Teece(2007a)の示した DCF では、機会を感知・形成する能力、機会を活用する能力、企業
の有形・無形資産を向上させ、結合・保護し、必要時には再構成することで競争力を維持す
る能力の 3 つのケイパビリティとそれぞれを形成するミクロ的基礎を組み込んだ全般的な
フレームワークを示している。しかし、ティース自身が認めているように、「ダイナミック・
ケイパビリティのミクロ的基礎の特定化は不完全で、未熟で、やや不透明なもの」である。
現在の組織能力論においては、組織能力概念が未だコンセプト先行であるとの印象を抱か
せてしまう。DCF にしても、提示しているフレームワークによって示されている概念や条
件に関するさらに綿密な論考が待たれ、また検証のための努力を積み重ねていかなければ
いけない状況にある。 
能力は目に見えず、能力が発揮されている状態でしか把握できない。また、組織能力は、
それが生じているプロセスを通してしか良し悪しを判断されない。本研究の分析にあたっ
ては、組織能力論が明らかにしてきた「能力の動態性」すなわち学習メカニズムを内包した
組織活動プロセスを詳細に分析していくことが必要であると考える。具体的には、①組織メ
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ンバーのコミュニケーションの相互作用を提供する「場」としてのチーム、②学習ないし集
団的学習、③環境を認識することによって再形成される活動プロセス、④再形成の過程に影
響を与えるリーダーシップの四点に注目した分析を行っていく。これらは、Teece(2007a)流
にいうと、組織能力のミクロ的基礎に内容を与えていくものである。 
 
第 3 節 組織能力概念の再定位 
第 1 項 協働と調整による自己変容性 
 本研究では、前節で検討した既存研究の到達点と限界を踏まえて、組織能力概念を再定位
し、組織能力が生じている状態を捉えるためのフレームワークを設定する。 
 組織能力とは、組織能力自体を再形成する能力であった。そこには組織能力の本質的な特
性として、自己組織性が挙げられる。しかし、組織能力が自己変容するとはどのような意味
か。なぜ、組織能力は自己変容・自己形成できるのであろうか。組織能力がそれ自体再形成
していくというためには、まず、この問いに応える必要がある。 
 組織能力が生み出されている「状態」を捉えたものとして、本研究でも何度か言及してい
る Praharad and Hamel(1990) のコア・コンピタンス概念が挙げられる。これによれば、
第一に、組織能力は「組織における集団的学習、特に多様な生産スキルをいかに調整し、多
様な技術の連続的流れをいかに統合するかについての学習」(p.82)として捉えられる。ここ
にいう集団的学習とは協働の現場で実践を通して学び合うことを指す。それは、組織メンバ
ーのもつ多様なスキルや知識が集団的学習によって調整・統合され、新たな実践を生み出し
ていくプロセスである。すなわち、協働と学習から技術やスキルそのものだけではなく、調
整・統合基準をも変革していく組織能力の自己組織性を表している。 
そして、第二にそのような集団的学習が繰り返されている場においては、メンバーが「コ
ミュニケーションを通して組織活動に参加して」おり、「組織的境界を超えた仕事に対して
深くコミットしている」のである。この組織能力の定義は、組織能力の実体が、コミュニケ
ーションを通して相互に調整された「協働」に発現する主体的作用であることを示している。 
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以上に見られる組織能力の自己組織性は、組織の調整基準によって協働の質が決まり、他
方で協働を通して調整基準がつくりかえられていくという関係として考察される(図 4-2 参
照)。自らの能力を進化ないし再構成たらしめるのは、このような組織能力の自己組織性な
のである。すなわち、組織能力の本質は、組織の調整作用と協働によって自己変容している
状態ないしプロセスである25。続く第 2 項でその具体的なプロセスを考察する。 
 
図 4-2 調整と協働による自己組織性 
 
(出所：筆者作成) 
 
第 2 項 組織能力と知識 
組織能力の性質の一つに、コミュニケーションを通して相互に調整されている状態で生
じる全体としての組織シナジーが挙げられる。多様な個人が組織メンバーとして協働する
ときメンバーが個々に存在していた場合の能力の総和を超えたシナジーが生じうる。有機
的な体系としての組織においては、個々人の能力の他に何らかのゲシュタルト的な力が存
在する。組織能力には、組織の調整作用によって各個人の能力の総和を超える全体のシナジ
ーがあるといえるが、このような組織能力のシナジーは、集団として知識を創造し活用する
ところに生じる(Ulrich and Smallwood, 2004)。  
ここでも注意しなければならないのが能力の主体的な特性であり、能力が持っている知
識や資源を使うという主客関係が挙げられる。能力は、現時点で自らが有している知識を取
                                                   
25「調整」と「協働」自体は、組織が通常機能する条件として Barnard(1938)が示す活動
的組織概念からも導かれるが、本稿のいう自己組織性は、これに加えて調整基準となる価
値の創出まで包括した概念を意味している。 
 
 
調 整 協 働 
調整基準を変える 
協働の基準を決める 
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捨選択し、あるいは問題解決に必要な知識を探し組み合わせ目的を達成する主体である(洞
口、2009)。能力は主体的であるがゆえに、それが発揮されるためには能力を活用する行為
が必要となる。この意味で、能力の発揮は実践や意思決定の連続として捉えられる。その結
果として獲得するものが知識である。この点をもう少し述べてみよう。 
庭本(2006)が指摘するように、目的達成や問題解決に必要な知識を集めても、知識と問題
解決行為との間には些かのギャップがあるのが普通である。そのギャップは日常業務の実
行の場合には小さく、新たな戦略展開では大きいと思われる。課題とそれを解決するための
知識のギャップが大きい場合には、必要な知識が何であるのかさえ掴めないことも多い。激
しい競争環境では、知識の状態がどうであれ、瞬時の決断行為を必要とする。この知識と行
為のギャップを埋めるものが、知の適用としての「判断」にほかならない。 
把握した問題に対し、既存の客観的知識を駆使しつつ、それを知の適用のコツともいうべ
き「個人的知識」、その多くが個人的知識のうちに身体知化されている「行動知」、さらに「想
像力」と結びつけて動態化し、知を組み換えて、ギャップを越えようと「知の跳躍」を試み
るのである。僅かな足場(知識)を頼りに対岸(問題)を見据え、自己を賭けて知の飛躍を行う
からこそ、行動知や想像力がフルに働き、新たな知の高みを掴みとることができる。跳躍自
体が失敗したとしても、それが個人的知識に積み重なって、次の飛躍を助けるのである。こ
のように、優れた知の適用としての判断は、知識と行為の間のギャップの大小にかかわらず、
創造性を伴うのである。 
能力と異なり、獲得された知識は個人間、集団間に波及する。チームで問題を共有し、あ
るいは問題解決にむけた共通体験が、知識を意味づけるコンテクストとして機能するから
である。この波及によって、組織的知識が実現されるのである。このような能力と資源・知
識の主客関係の下で、協働と調整によって自己変容していく組織能力は、組織のシナジーを
実現するのである。 
ところで、本研究にいう「知識」は、感覚的に経験される現実界のものでありコンテクス
トに依存している。組織プロセスを通してやりとりされる知識を前提とすれば、理性のみが
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捉えうる完全な真理や永遠不変の科学的な「知識」に限定するのはおよそ現実的ではない。
つまり、組織メンバーは仕事をするのに必要なスキルや知識を有しているが、そのほとんど
について科学的に真理であるかどうかは重要なことではない。また、知識は情報とも異なる。
人間は、情報を受け取っただけでは何らかの行為を起こすわけではない。知識は、人間と人
間の間で交換される用法の解釈の結果として生まれる。意思決定や判断にあたっては、情報
や経験、ノウハウ、スキルなどあらゆるものを動員する。そして、意思決定や判断、実践の
瞬間に活用されるのが知識である。したがって、知識は情報の受け手の理解・解釈・活用力
に依存する。知識は、知的アウトプットに重要な役割を果たす知見であり、組織内にストッ
クされていく。知的ベクトルが多様であるとき、知識間の相互作用を通じてある方向に知識
が発展し、その伸長が新規事業の創出や組織変革を起こすことがある。組織内の知識に関す
る「ゆらぎ」が往々にして組織変革をもたらす。 
 
第 3 項 組織能力の発現プロセス 
 前項では、組織能力と知識の関係について考察した。これをもとに組織能力がいかに生じ、
同時に形成されるのかについて、検討していきたい。繰り返すが、組織能力自体は目に見え
ず、組織活動プロセスを通してのみ、その実態が把握される。 
組織能力の向上は、組織メンバーがその時々に直面する問題状況を解決していくプロセ
ス(協働)であって、さらに問題状況を認識する枠組み自体をつくりかえていくプロセスであ
る(調整基準のつくりかえ)。個々の能力を持ったメンバーの協働が相互に調整される中で、
個々人の能力の総和を超えた組織能力へと結実する。 
ある時点での組織目的を達成するために各人の行為の中から築かれた行動知が「個人的
知識」として定着する。個人ごとの情報処理能力の限界があるために個人的知識は質的に異
なっているが、組織メンバー同士でコミュニケーションをとり相互作用する中で調整され
る。もっとも、個人的知識といっても、全く一人で得た知識という意味ではない。知識は、
複数人の間で交換される情報を解釈する行為の結果として生まれるものであり、人と人の
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関係のもとでしか存在しえないからである。そこに他者の個人的知識を受け止める基盤と
してのコンテクストがあり、メンバー同士のコミュニケーションの中で学習が進み相互交
流する中で組織的知識が創造される。 
このような組織能力の発現プロセスは、現場の実行レベルにおいては組織ルーティンと
改善能力として捉えられる。実行は知の適用(＝行為)のプロセスであるが、単に反復練習に
よる習慣行為ではなく、絶えざる学習の過程であり、判断が介在する訓練によって形成され
る理知的行為である(Rile, 1949)。そこでは、確実な実行のための訓練も繰り返し教え込み
による知識の固定化ではなく、微妙な付加的知識を獲得するものであり、新しい知識を付け
加える動的な過程と理解されている。これが実行能力の強化の源泉であり、実行面での戦略
形成プロセスである。 
他方、組織能力の発現プロセスは実行レベルのみならず戦略的意思決定レベルにも見ら
れる。スピードが速いグローバルな環境下では、消費者のニーズや技術的機会、競合他社の
活動は絶え間なく変化している。ただし、そのような変化する環境を認識するのは、トップ・
マネジメントにおいて直接なされるわけではない。そのような環境を認識し、事業機会を感
知あるいは創造するのは、組織の蓄積してきた知識に依存する。戦略の実行プロセスの中で
蓄積されてきた知識を活用し、あるいは組織プロセスのいたるところで認識される環境に
知識を意味づけていくことによって、新たな機会を感知・創造できるのである。つまり、
Teece(2007a)が示唆するように、「企業自体の内部に精査、解釈、創造のプロセス」が埋め
込まれている。 
  
第 4 節 本研究のフレームワーク 
第 1 項 協働の場としてのチーム―分析レベル― 
第 3 節では、組織能力の発現プロセスを理論的な考察によって明らかにしてきた。もっ
とも、本研究における分析対象レベルはチーム活動である。本研究におけるチームとは、基
本的に、伊丹(2000)において示される「場」と重なる。すなわち、人々が参加し、意識・無
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意識のうちに相互に働きかけあい、共通の経験をするその状況を提供する枠組みのことで
ある。もっとも、そういった枠組みがある程度持続しているプロセスを分析するため、何ら
かの形で組織化されたチームを想定する。 
Katzenbach and Smith(1993)によれば、チームとは、「連帯責任を負う共通目的、一連の
達成目標、そしてアプローチを委ねられた補完的スキルを持つ少人数の集団である」と定義
される(p.112)。このように定義づけられたチームでは、第一に、通常の組織活動で行われて
いる協働よりも作業的側面及び人的社会的側面において結合度合いの強い協働が行われて
いる。第二に、高いコラボレーションの成果が求められる。チーム・メンバーは、タスクの
上での結合を基本としている。チームのタスクはチームによって多種多様であり、そのため
チームの編成方法などもチーム目的によって異なる。しかし、共通していることは、チーム
全体としてなすべき協働内容や到達目標がチーム・メンバーに明確になっており、複数メン
バーの協働によってしかなし得ない何らかの効果を前提としているということである。そ
れを担保するものが個人成果に加えてチームの成果としての「集合的成果」、チームが組織
単位として機能する「適正規模」とメンバーの持つ「専門的スキルの組み合わせ」である。
さらに重要であるのが、高い自律性と表裏一体の関係にあるチームの連帯的説明責任であ
る。チームの目標やアプローチがチームに任され、それをチーム・メンバーが決定し受け入
れるので責任意識が生じるのである。 
このように定義づけられるチームは、「学習する組織」(Senge, 1990, 2006)に深く関係し
ている。「学習する組織」とは、日々の業務の中で発生する問題の解決策をメンバー全員が
積極的に考え、全員が主体性をもって業務改善につながる知識を取得する組織である。学習
する組織で重要な要素は、分権化である。自分が置かれている状況を思い通りにできないと
いう無力感を抱いていたり、誰かに指図されていると思ったりするとき学習意欲はそがれ
る。現場に大幅な権限移譲を行うことで、各人は学習に動機づけられ個々のメンバーによる
知識取得が刺激されるという。そこで、現場に意思決定権限を与えて結果に責任を持たせる
ことで学習意欲を引き出す(Senge, 2006, p.288)。 
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本研究においても、Katzenbach and Smith(1993)の定義を援用したチーム定義による。
具体的に本研究でチームにあたるのは、「自ら受容した共通目標の達成のために、協働し、
その協働を通して学習と実行を担い、集合的成果に対する協働責任を分かち合う人々から
構成された自律的な組織単位」である。チームは作業内容や与えられた自律性の程度によっ
て様々な形態がある。具体的には、管理的意思決定チーム、プロジェクトチーム、日常的な
業務活動単位(単位組織)が挙げられる。 
 
第 2 項 チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセス 
本項では、第 3 節第 3 項で検討した組織能力の発現プロセスを、チームの協働を起点と
して捉えなおすことにする。 
チームが発足すると、チームの目的を達成するための活動が行われる。チーム活動とはチ
ームにおける学習プロセスであり、実践を通して得たメンバーの知識が蓄積されていく。ま
た、チーム・メンバー同士でコミュニケーションをとり相互作用する中でチームに組織的知
識が創造される。この創造された知識によってチーム内で調整基準がつくりかえられチー
ムレベルで協働が自己形成されていく。いわゆるルーティンが確立され知識が蓄積されて
いく。このプロセスは、ともすればコア・リジディティに陥る危険がある。 
チーム活動が行われる現場では、顧客や取引先、出荷先等の具体的な動き等に関する環境
変化が認識される場合がある。チームで行っている協働内容と認識された環境から情報解
釈が行われる。その情報解釈もメンバー同士の相互的なコミュニケーションからなされる
ものである。このコミュニケーションを通しても、チームでさらに知識が蓄積されていく。
チームの蓄積した知識それ自体が組織全体に波及することはないが、メンバーが対外的な
コミュニケーションネットワークを持っている場合や、リーダーシップ次第では、チーム外
に波及し企業組織全体の環境認識枠組、戦略形成基盤を大きく変えることがある。もっとも、
チームの蓄積した知識や情報を、どのように組織全体として解釈・精査するかについては、
トップ・マネジメントの判断・意思決定によるということになる。 
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第 3 項 チーム・リーダーシップ機能 
(1)チーム・リーダーによるチームの効率性を高めるリーダーシップ 
チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスにおいて、チーム・リーダーシップは、
どのように機能しているのか。この点、第 3 章第 3 節で考察した集団活動におけるリーダ
ーシップ機能は、当然にチーム・リーダーシップにおいてもあてはまる。すなわち、集団目
標に沿って業務を円滑に進めていくためのリーダーシップと、グループレベルでの活動の
成果や知識を戦略的に形成するために対外的に働きかけていくリーダーシップという両機
能である。前者は、チームの方向性を設定しチーム作業の管理を行い、チーム自体のリーダ
ーシップ能力を醸成するというチーム・リーダーが果たすべき役割として示されている
(Zaccaro, Heinen, and Shuffler, 2009)。 
Yukl,(2012)によれば、具体的には、次のような働きかけを行うことが重要であるとされ
ている。 
 メンバーをチームの集合的な任務に向けて巻き込み、ゴール、タスク、フィードバ
ックがチーム活動に適しているように目を配る。    
 現在のチーム課題と責任を明確にし、その実行を推進する。 
 チームの構造と自己裁量の範囲を明確にする。 
 メンバーのスキルを磨き仕事に対する権限を維持させる。 
 チームのゴール設定、報酬・評価制度・チーム学習プロセスを促進させる。 
 タスクのために必要と思われる情報を提供する。 
 
これらのチーム・リーダーの果たすべき役割は、チーム活動においてどのような状況にお
いてもあてはまるというわけではない。チーム活動が初期段階から発展段階に展開される
に伴って、重視されるチーム・リーダーシップ機能も異なる(Manz and Sims, 1993)。また、
Kozlowski and Ilgen(2006)によれば、チーム活動の発足時におけるチーム・リーダーは、
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コミットメントを高める指導者、初期段階にはタスクにおけるチームワーク力を高める推
進者、チームの成長段階にはコーチ、チームの発展段階にはチームの適応力を高めるファシ
リテーターの役割を果たす。チーム活動が展開されるにつれチームの目的はその都度変わ
っていくが、メンバーにとって共感でき意味と関連性を持つものでなければならない。すな
わち、リーダーは何をすべきか承知している意思決定者ではなく、ファシリテーターとして
メンバーの探究への勢いが削がれないように目的への興味を維持させることが必要なので
ある。 
 
(2)リーダーシップの共有 
 チーム・リーダーシップに見られる特徴的な要素の一つとして、集合的リーダーシップ
(collective leadership)であることが挙げられる。これは、リーダーの地位にある者がいかに
チームの有効性を高めていくかというリーダー中心のリーダーシップではなく、チーム・メ
ンバー間での集合的な努力の方向付けに関する分散型リーダーシップ (distributed 
leadership または共有型リーダーシップ(shared leadership)である。状況によって、リーダ
ーに代わって、専門的知識を持ちふさわしい活動を行っているメンバーがリーダーシップ
機能を担うことがある。もっとも、集合的なリーダーシップとはいえ、タスクレベルでは、
個人によるリーダーシップの影響プロセスと捉えられる。  
この分散型リーダーシップは、メンバーの参加的意思決定という点から重要であるとさ
れてきたが(Yukl, 2012)、集団活動を戦略的に形成するリーダーシップとの関連でより本質
的な機能を持つと思われる。日常業務活動の高度化・効率化に焦点を当てたリーダーシップ
の発揮に基本的責任を負っているミドルや現場レベルのリーダーにとって、チーム活動を
戦略的に意味づけることは容易ではない。これを架橋する手立ての一つが社内メンバーの
力の活用である(Ancona, Malone, Orlikowski and Senge, 2007)。高度な専門的知識、ビジ
ョン、新しいアイデア、真剣な取り組みが見られる場では、集団現象としてのリーダーシッ
プが発揮されている。それゆえ、チーム・リーダーシップとして新しい行為へのヒントを探
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し、公式・非公式ネットワークにアンテナを張っていれば、当該チーム活動の効率性を高め
るヒントにとどまらず戦略的意味づけのもとになるアイデアをチームに生じさせる。その
ネットワークが社外にまで広がっているチーム・リーダーであればなおさらである。目的達
成に向けてチーム学習を通じてチーム活動の効率性を高めつつ、新たな環境を認識し公式・
非公式なコミュニケーションによって情報解釈や意味確定が行われるという協働プロセス
を通じて創造性も高められる。このように分散型リーダーシップは、集団目標に沿って業務
を円滑に進めていくためのリーダーシップと、グループレベルでの活動の成果や知識を戦
略的に形成するために対外的に働きかけていくリーダーシップとを架橋する機能を担って
いるのである。 
 
(3)対外的に働きかけるチーム・リーダーの役割 
チーム・リーダーシップとして述べているわけではないが、Burgelman(1983a, 1983b)に
よれば、グループ・リーダーやプロダクトチャンピオンと呼ばれる人たちは、グループ活動
が揺籃状態にあるときから企業内で指示を得る働きかけを行い(製品やアイデアの擁護化)、
その支持を維持するために説得するといった対外的働きかけを連続的に弾み続ける。言い
換えれば、暗示される機会と脅威を考慮した上で戦略的重要性を評価してもらうためにチ
ームの擁護化活動が行われる。さらに、これを支援することをトップ・マネジメントに納得
させようと働きかける (Burgelman, 1983a, 1983b)。あるアイデアをプロジェクト化し、更
にプロジェクトをニュービジネスに広げていくには、ベンチャーさらには開発部の管轄に
格上げするためにトップへの「売り込み」が行われる。更に、チーム・リーダーより上位の
責任者(マネージャー)も含めてチームの擁護化活動が行われ、企業の「戦略的脈絡の決定」
プロセスに組み込んでいくことができる。このように、チーム・リーダーシップの対外的な
側面としては、チームとして蓄積した知識を戦略的に意味づけ、チームの知識を戦略的脈絡
に関係づけるために対外的に働きかける機能がある。 
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第 4 項 分析枠組と基本的前提 
 本研究における分析枠組を示すと図 4-3 のようになる。これまでの考察より、組織能力は
組織活動プロセスとして発現すると同時に形成される。本研究では、これをチームの協働を
起点とした組織能力の発現プロセスとして分析する。具体的には、チームの協働プロセスを
分析対象とする。 
 組織能力は、学習メカニズムを内包している。「学習」とは、「反復や経験によって、諸タ
スクをより早く行えるようになるプロセス」である(Teece et al., 1997, p.520) 。学習によ
って、チームの協働はより適切にタスクを行えるようになる。しかし、単なる学習メカニズ
ムだけでは、コア・リジディティを生じさせる危険性を伴う。ここに、「環境認識」メカニ
ズムも組み込まれる。環境とはチームが置かれた状況のことで、チームが協働しながら現場
で認識するものである。「集団的学習」とは、「チーム・メンバーの共有ビジョンが形成され
るプロセス」である(Senge, 1990)。チームが環境を認識し情報を解釈・共有すると、今まで
行ってきた協働とのズレを感じた場合には、チームの変わるべき方向性に共有ビジョンが
形成されていく。以上より、チームの協働を、「学習」、「環境認識」、「集団的学習」プロセ
スから分析する。 
 もっとも、チームの協働が実際に「学習」、「環境認識」、「集団的学習」というプロセスを
辿るかどうかはわからない。このプロセスでは①チーム・リーダーによるチームの効率性を
高めるリーダーシップ、②共有型リーダーシップ、③対外的に働きかけるリーダーシップが
様々に働いていると考えられる。「環境認識」、「集団的学習」といったプロセスをチームが
辿るとすれば、分散的あるいは共有型のチーム・リーダーシップが大きく機能していると思
われる。 
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図 4-3 本研究の分析枠組 
 
(出所：筆者作成) 
 
また、本分析枠組からは、以下のように 3 つの基本的前提が導かれる。チームの協働を、
「学習」、「環境の認識」、「集団的学習」から分析する場合、チームの協働内容が変わってい
くいくつかのステージが見られるはずである。また、先行研究が示唆するように、チーム・
リーダーシップはチーム活動を進める上で活動プロセスを促進するものであり、また、チー
ム活動には時系列に従って、チームの発足時からチームの目的達成に近くなるにつれて、異
なる有効なリーダーシップが見られる。第 3 節で検討したように、チーム・リーダーシップ
として①チーム・リーダーによるチームの効率性を高めるリーダーシップ、②共有型リーダ
ーシップ、③対外的に働きかけるチーム・リーダーシップ機能が観察されると予測されるが、
チームの協働を起点とする具体的な組織能力の発現プロセスとチーム・リーダーシップ機
能については、第 6 章からの事例分析によって明らかにされる。 
 
 基本的前提１  
「チームの活動プロセスには、協働内容の点からいくつかのステージが見られる。」 
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 基本的前提 2 
「チーム・リーダーシップがチームの協働を起点とする組織能力の発現を促進させる」 
 基本的前提 3 
「チームの活動プロセスの各ステージにおいて有効なリーダーシップは異なる」 
 
第 6 節 小括 
 本章の目的は、第Ⅰ部で検討された先行研究の検討結果を踏まえながら、本研究の第Ⅲ部
で実証的にアプローチしようとする、日本企業のチームの協働を起点とする組織能力の発
現プロセスの解明とその活動プロセスにおけるチーム・リーダーシップ機能の分析のため
のフレームワークを構築することであった。 
 そのために、まず前提として組織能力がどのような論理で自己変容するのかについて、
「協働」と「調整」から組織能力概念の再定位を行った。この再定位によって、組織能力が
生じるプロセスとして、ある調整基準の下で行われる協働プロセスと、協働(学習)を通した
環境の認識及び調整基準の組換えという 2 つのプロセスが導き出されるのである。次に、
組織能力と知識の関係について検討した上で、組織活動プロセスが、組織メンバーの個人的
知識から相互的なコミュニケーションによって組織的知識が創造されるプロセスとして分
析できることを示してきた。 
 本研究における分析レベルは、チームの協働プロセスである。チームを「協働」と「学習」
の視点から定義づけ、チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスについても考察
を行っている。さらに、チーム活動プロセスを促進させるチーム・リーダーシップ機能につ
いて、チーム活動の初期から成熟した段階まで少しずつリーダーシップが役割を変えいく
こと、チーム・リーダーシップに特徴的な集合的なリーダーシップについても検討が加えら
れた。 
 以上の手順により、チームの協働プロセスに、学習メカニズム、環境認識機能、チーム・
リーダーシップの諸機能を考慮に入れた分析枠組が導出された。続く次章では、本章で構築
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された分析枠組にのっとって、チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスを分析
する場合における具体的な調査デザインを検討することにしたい。
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第 5 章 調査デザイン 
 
第 1 節 はじめに  
 第 4 章では、第 3 章までに得られた理論的発見事項をもとに、本研究におけるチームの
協働を起点とする組織能力発現プロセスを探究するための分析方法についての検討が行わ
れた。これに従い、組織能力、チーム活動、リーダーシップを構成する諸概念の操作化と分
析枠組、基本的前提を導出した。 
 本章では、より具体的にどのような手法を用いて、「日本企業における組織能力の発現プ
ロセス」という研究テーマに対する実証的アプローチがなされるのか、データ収集と分析手
法の具体的な詳細を議論する。 
 第 2 節では、まず、本研究の研究方法上の特性を検討する。次に、本研究で採用するケー
ス・スタディの方法論的特質について、サーベイ・アプローチとの比較による検討を踏まえ
ながら、ケース・スタディによることの必要性及び適切性について考察する。 
 第 3 節では、本研究で行われたケース・スタディについて、4 つの調査対象事例の選定が
理論的サンプリングによって行われていることを確認する。本ケース・スタディでは、グラ
ウンデッド・セオリー・アプローチ(Grounded Theory Approach：GTA)及び修正版グラウ
ンデッド・セオリー・アプローチ(Modified Grounded Theory Approach：M-GTA)によるデ
ータの分析手法を採用している。さらに、インタビュー調査を中心とするデータの収集方法
と具体的な調査課題について検討することにしたい。 
 
第 2 節 本研究の研究方法 
第 1 項 本研究の研究アプローチ上の特性 
 本研究は、日本企業における組織能力の発現プロセスについて、チームの協働とリーダー
シップの視点から分析しようとするものである。そのため、チームの活動経緯を踏まえた上
で、チーム活動とリーダーシップとの関係を整理していくことが必要となる。本研究の研究
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対象の特性は、以下の二点にまとめられる。 
第一に、組織能力の発現としてのチームの活動プロセスは、動態的であり、学習によるフ
ィードバックループが繰り返される。チーム活動の動態性とは、組織的に行われたチーム活
動が更なる次の協働を生じさせるという組織の自己変容的な性質をいう。また、組織の活動
プロセスの中に学習メカニズムを内包しているために、環境とチームが直面している課題
から、自らが行っている活動を新たに意味づけることができるのである。チーム活動を分析
するにあたっては、このような自己組織性と学習を通した円環的なプロセスを考慮に入れ
なければならない。 
第二に、チーム活動のプロセスを促進させるためのリーダーシップ機能との関係を分析
する際に、留意しなければならないのは両者の関係の複雑性である。一般的に適切なリーダ
ーシップ・スタイルは何かを分析する場合には、定量的研究が多く蓄積されてきた。これに
対して、本研究では、一定期間あるチーム活動プロセスの中でリーダーシップがいかに機能
しているのかを検討する。したがって、本研究は、チーム活動プロセスとリーダーシップに
よる影響プロセスという 2 つのプロセスの連関を探究するという研究対象上の特徴を有し
ている。 
 
第 2 項 本研究におけるケース・スタディの適切性 
第 1 項で示した研究対象上の特性を踏まえると、チーム活動のプロセス、チーム活動と
リーダーシップの複雑な連関を適切に把握できることが、調査方法選択に際して必要不可
欠な条件となる。本研究では、このような条件を満たす調査方法として定性的方法により、
また、ケース・スタディを選択している。 
 この点、従来から経営学研究で多く用いられてきている定量的・分析的サーベイと比較す
ることによって、本研究がケース・スタディによることの適切性を検討したい。サーベイ・
アプローチは、データを収集するための経験的な調査手法の一つであり、ある現象の概観を
把握するために用いられることが多い。具体的には、分析対象の一時点における実践が質問
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票や構造化インタビューを通して把握するという調査手法をとっているため、多くの変数
から得られる情報によって一時点の現象を多面的な角度から分析することができるのであ
る。したがって、分析対象における相関関係から一般的な命題の導出が説得的に行われうる。 
 もっとも、サーベイ・アプローチでは説明変数と非説明変数間の相関関係を示すことはで
きても、両変数の背後にある因果関係やの変数の非説明変数への影響を明らかにすること
はできない。さらに、分析対象になっている現象が生じているのかという因果関係にかかわ
る情報をデータから導出することはできない(Yin, 1994)。 
 また、サーベイ・アプローチの調査方法上の特性は、一時点における現象について一般的
な命題を導くことにある。したがって、時間的区切りを置きながら数回に分けて調査を行う
としても、サーベイ・アプローチの性質上、その現象がどのようにして生じたのかを詳細に
見ることは非常に困難であると言わざるを得ない。 
 これに対して、定性的方法は、現象の原因と結果が「なぜ」「どのように」連関している
のかを分析する研究方法である。この定性的方法の中でも、主要な研究方法として挙げられ
ているのが、ケース・スタディである。ケース・スタディは、個別状況下におけるダイナミ
クスを理解するために、一つまたは少数の調査対象に対して定性・定量の両方を含む種々の
データを集中的に収集し分析を行うという調査方法である(Eisenhardt, 1989; Yin, 1994)。
他の調査方法に比べて、調査対象をより詳細に調べ上げ、全体像を捉えることができるとい
うメリットを持つ(Yin, 1994)。 
以上から、本研究では、分析に最も適切なリサーチ・メソッドとしてケース・スタディを
採用することが妥当かつ適切であると判断できる。 
 
第 3 節 ケース・スタディの概要 
第 1 項 調査対象の適切性 
 ケース・スタディは、調査対象となる現象について得た非常に詳細かつ深遠な情報によっ
て現象を把握し、その構造やプロセスを深く分析することを目的としている。そのため、比
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較的少数の調査単位が選択され、質的データを中心とした情報が分析視点と現実のコンテ
クストに即して収集される。このため、ケース・スタディの調査方法については、選定され
たケースが、母集団を代表する特性のものといえるのかというケースの代表性や一般性の
問題を生じさせる。とりわけ、単一のケース・スタディにおいてはそれがいかに多くの現象
を対象としていたとしても、因果関係の説明をすることはできない。 
 このような問題を回避するために、本研究では、複数ケースを相互比較することで現象の
原因を特定し因果関係を説明する(説明的ケース・スタディ、Yin, 1994)。具体的には、チー
ムの協働から組織能力が発現されるプロセスを解明するという目的に沿って理論的サンプ
リングを行っている。理論的サンプリングとは，理論を構築したり解釈を行ったりするため
に、標本抽出やデータ収集を行なう、非確率的サンプリングである。理論的サンプリングに
おいては、以下のような手順がとられる。まず、最初の情報提供者を選択し，データを集め
て概念化し分析，試行的に解釈をしながら、そのデータから得られる理論的飽和状態に達す
れば、次のデータをどの対象から収集するかを決める。次に、新たなデータを分析した上で
それまでの解釈を見直し、その後の標本抽出やデータの収集を検討していく。このようにし
て、標本抽出と解釈が互いに理論的につながりながら繰り返し行なわれるのである(戈木、
2006)。 
本研究では、このような理論的サンプリングにしたがい、4 つのケース(X 社から異なる
業態に属する 3 つのチーム活動と、Y 社から一つのチーム活動)を抽出している26。X 社は
年間売上高が約 8500 億円、従業員が約 1 万人の総合化学系企業であり、Y 社は年間売上高
が 1500 億円、従業員約 400 名の食品卸売企業である。X 社、Y 社を調査企業として選定し
た理由は、第一に、それぞれが属している業界において大きなシェアを占めていることが挙
げられる。X 社、Y 社の産業特性からして一貫性がないようにも思われるが、理論サンプリ
                                                   
26 事例分析研究が行われる第Ⅲ部で、X 社概要(第 6 章第 2 節)、Y 社概要(第 7 章第 2 節)
が記述される。そのため、本章では X 社が総合化学品企業、Y 社が食品卸売企業とするに
留める。 
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ングによってある程度の分析的一般化を行っていることから、この点はさほど問題にはな
らないと考える。 
また、第二に選定したケースは、Ansoff(1965)によって示されている企業の成長ベクトル
の 4 象限にそれぞれ位置づけられるからである。チーム活動プロセスとリーダーシップの
連関に他の説明変数が影響を与えるという可能性を減少させるとともに、ケース・スタディ
の分析的一般化を補強している27。 
まず、最初に取り上げるのは、X 社28のアルミニウム高純度化技術開発チームにおける新
しい製造技術開発にむけた活動プロセスである。このケースでは、高純度にしたアルミニウ
ム箔を顧客企業メーカーに販売していた X 社において、チームが高純度化アルミニウムの
コストダウンを可能にする新たな技術を開発していくという活動が見られる。つまり、固定
顧客が存在している既存市場の下で、新技術を開発していくという「製品・技術開発型」の
事例である。 
次に取り上げるのは、X 社のハードディスクメディア技術開発チームにおけるメディア
製造技術開発・革新の活動プロセスである。このケースでも技術開発が行われているが、特
徴的なのは、新しく取り入れた製法を使いこなす技術開発と革新により、競合他社との記録
の高容量化競争に勝ち抜き持続的競争優位を構築していることである。X 社がこのハード
ディスク業界に参入したのは競合他社よりも後であり、X 社にとっては新しい市場であっ
た。また、採用した製法についての製造技術の蓄積はなく、新技術の開発であったといえる。
したがって、「多角化」の一種であると位置づけられる。 
なお、表 5-1 に示すとおり、HD メディアの薄膜形成技術開発チームについては、1992
年時点でメンバー数が 100 名を超えており、またチーム内に複数のグループが形成されて
いる。そのため、これをチームと捉えることが適切であるのか、複数グループの方をチーム
                                                   
27 ケース・スタディにおける因果関係の一般性は、分析的一般化のことであり、同じ分析
枠組の下ではいつでも再現できるという意味での一般化である。 
28 次章第 3 節で後述するが、正確には、アルミニウム高純度化技術開発活動が行われた
1970 年代末期から 1980 年代初期においては X 社と合併する前の Xs’社である。 
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とすべきではないのかという点が問題となりうる。この点、通常の現場作業チームにおいて
はが 10 名ほどのメンバー数が適正規模とされているが(Katzenbach and Smith, 1993)、技
術開発活動のようにプロジェクトが進むにつれてメンバー数が増加する場合には、メンバ
ー数によってチームであるかどうかの判断を形式的に行うことは現実的ではない。むしろ、
協働の目的やコミュニケーション態様から見て、実質的にチーム活動といえるかどうかを
個別具体的に検討していくことが必要であろう。2013 年 11 月 5 日に行われた予備的ヒア
リング調査によれば、技術開発活動については、プロジェクトの目的からみて模索研究から
量産化段階に至るまでのプロセスを通した一つのチーム活動と捉えることが適切であると
いう。本事例においても、HD メディアの事業化と薄膜形成技術の開発・革新という目的の
下、メンバーの協働が進められていったのであるから、プロジェクトに関わる協働全体をチ
ームの協働とすることが妥当であると思われる。 
 三番目に取り上げるのは、X 社海外拠点の営業チームにおける弾力ゴム営業活動のプロ
セスである。このケースでは、X 社のグループ会社であるドイツの現地法人 Xe 社が X 社国
内拠点で開発・生産されている弾力ゴムを、ヨーロッパを中心とした顧客企業に販売する活
動が見られる。つまり、固定顧客が存在している既存市場の下で、既存の X 社製品を販売
するという「市場・浸透型」の事例である。 
 最後に取り上げるのは、Y 社の海外拠点開拓チームにおける海外輸出事業、海外営業の開
拓活動のプロセスである。このケースでは、Y 社が国内卸売から海外に顧客を開拓するため
に、チームが拠点を開拓し販路を拡大していく取り組みが見られる。つまり、X 社の製品や
ビジネスモデルをもって新しい市場を開拓していくという「市場開発型」の事例である。 
 4 つの事例の事業特性をまとめたものが表 5-1 である。 
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表 5-1 分析対象チームと事業特性 
 X 社：アルミニウ
ム高純度化技術
開発チーム 
X 社：HD メディ
アの薄膜形成技
術開発チーム 
X 社：エラストマ
ーグループ 
Y 社：海外拠点
開拓チーム 
メンバー数 12 名ほど 100名以上 3 名 8 名 
事業特性 アルミニウム圧延 HDメディア CRゴム コメ 
成長ベクト
ル(Ansoff, 
1965) 
製品 製品・
技術 
開発 
新技術 多
角
化 
新技術 市場 
浸透 
既存 
製品 
市 場
開拓 
既存 
製品 
市場 既存の
顧客 
後発参入 既存・後
発参入 
新規 
開拓 
競合 2 社 
(現在は 6社) 
多数 
(2005年には 3社) 
7 社 2 社 
顧客 固定顧客 顧客不特定 固定顧客と顧客開拓 固定顧客 
分析対象期間 1979～1982年頃 1987～2005年頃 2007～2014年 2010～2014年 
分析対象活動 技術開発 技術開発 営業 新規事業開拓 
(出所：筆者作成) 
 
第 2 項 分析手法 
 本研究では、第 1 項であげた 4 つのチーム活動についてそれぞれチーム活動を起点とす
る組織能力がどのように発現していったのか、また、その過程で有効に機能しているリーダ
ーシップを観察できるか、観察できるとしてどのような態様であるのかという観点からケ
ース・スタディが行われる。 
 ここで、質的研究一般について、当該データや情報から何ゆえに結論を導き出せるのかが
わからない、データの取り出し方や解釈に分析者のバイアスがかかっているといった指摘
がなされることがある(e.g. Gibbert, Ruigrok and Wicki, 2008)。具体的には、結論の導出のた
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めに典型的な事例が使われているのではないか、分析結果と相いれないデータや例外とな
る部分が捨象されているのではないか、データから都合のよい部分が恣意的に選び出され
ているのではないかという批判である。 
 質的研究でこのような問題が生じやすいというのはもっともな指摘である。しかし、極力
こうした問題は避けられねばならない。これらの方法的問題を回避するために、本研究では
収集したデータの分析手法として GTA を用いる(Glaser and Strauss, 1967; Strauss and 
Corbin, 1990)。 
GTA とは、継続的に比較分析を行い、データに密着した経験的分析(grounded on data)
と深い解釈から意味づけ独自の概念を作り出し、それらによって統合的に構成された説明
を分析結果(グラウンデッド・セオリー)として示す分析技法である。GTA は、人間行動につ
いての予測と説明に関して用いられるもので、実践者が主体的にそれを応用していく余地
を残すレベルの理論命題を導出する。この分析手法は、とりわけ理論的研究によって重要な
意義を持つとされている研究課題についての説明力に優れている(木下、2007)。 
データに基づいた分析結果としてのセオリーは、収集された現場と同じような社会集団
に返され試されることによって、セオリーの良し悪しが判断される。セオリーが実践者によ
って応用されるということは、実践者が提示されたセオリーを当てはめるだけではなく、具
体的場で状況特性を考慮に入れながら目的に応じて必要な調整を行うことである(Glaser 
and Strauss, 1967)。 
GTA の特徴は、データの深い解釈と意味づけ、そこからアイデアを発想させることであ
る。もちろん、データから概念やアイデアが即座に出てくるわけではなく、データを解釈し
て概念やカテゴリーに置き換えていき(概念化と同時に概念から元のデータが辿られる)、生
成した概念及び概念間の相互関係から最終的に分析結果がまとめられるのである。本研究
においては、「日本企業における組織能力の発現プロセスの解明」という研究テーマと、チ
ーム活動のプロセス、リーダーシップ機能という分析視点にしたがいデータが読み込まれ
ていくことになる。 
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もっとも、本研究は、GTA の分析手法(Strauss and Corbin, 1990)を参照しながらも、デ
ータを文脈から切り取った分析は行わない。その理由は次の通りである。戈木(2006)が示す
ように、GTA 分析では、データを切片化しデータ内容を表現するラベルを付し、属性(プロ
パティ)と範囲(ディメンション)を付記していくという手法がとられる(オープン・コーデ
ィング)。確かに、データの切片化を行うことによって、コンテクストを離れた解釈とアイ
デアの創造が可能になり、数量的方法と同様の分析の厳密性が担保されているともいえる。
しかし、データの切片化は最小単位で一語ごとの細分化となる。これをチーム活動のプロセ
スとリーダーシップ機能の連関という複雑な組織現象そのものを分析する本研究に採用す
れば、収拾がつかなくなる虞がある。 
そこで、チーム活動のプロセスについては、分析者の問題意識と第 4章までに行ってきた
理論的考察を踏まえたデータ分析を行った。つまり、「チーム活動プロセスには、チーム活
動の初期から、チームが目的を達成しさらに新たに目的を作りだしていくという時系列に
沿った組織的な流れが見られるものであり、また、チームの効率性及び戦略性の観点からい
くつかの変革ステージがある」ということを理論的前提とする。したがって、凡そ①現行の
戦略に沿ってチーム活動が開始されたとき、②チーム活動においてタスクの効率性が上が
っていったとき、③チームの知識、メンバーの行動などが何らかの戦略的なアクションを起
こしているときという経時的なプロセスに関わるデータについては切片化を行っていない。
この前提の下で、データをコンテクストの中で検討し、そこに析出した人間の認識や行為、
それに関わる要因を考察していくという方法をとる(M-GTA、木下、2007)。 
 
第 3 項 ケース・スタディにおけるデータの収集手法 
(1)調査方法 
本研究では、定性的方法を研究方法として採用しその中でもケース・スタディを選択して
いるが、一口にケース・スタディといっても、そのデータ収集手法は多様である。ケース・
スタディの場合、研究目的・項目によって、具体的にどのようなデータ収集方法を用いるの
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が適切かについて判断される。ケース・スタディは定性的方法に限られず、定量調査が用い
られることもある。しかし、一連の組織の変容プロセスを辿るという本分析目的の性質上、
質問票の配布等のサーベイ調査方式は採用していない。 
 ケース・スタディの具体的なデータの収集方法は、筆者自身の企業訪問によるヒアリング
調査である。 ヒアリング調査は、2013 年 2 月から 2014 年 10 月にかけて行われた。な
お、本ケース・スタディにおいては、ヒアリング調査から得られたデータを補足するものと
して、社内資料や企業ホームページ、新聞記事等の二次資料を用いている。 
 実施したインタビュー調査の概要は、次頁の表 5-2 に示すとおりである。 
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表 5-2 インタビュー調査の概要 
概要(インタビュー時点) 実施日 場所 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダーO へのインタビュー 2013 年 2 月 9 日(本)  Y 社内 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダーO へのインタビュー 2013 年 8 月 10 日(本)  Y 社内 
X 社 Xa 研究所：研究所長 A、グループ・リーダーB,C,D へのイン
タビュー 
2013 年 11 月 5 日(予) Xa 研究所内 
X 社アルミ S 事業部：事業部長 E、営業統括部長 F へのインタビ
ュー 
X 社広報室：広報室長 G、社内広報担当 H,I へのインタビュー 
2013 年 11 月 28 日(予) X 社内 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダーO へのインタビュー 2013 年 12 月 14 日(本) Y 社所在県内 
HD メディア薄膜形成技術開発チーム：研究開発部スタッフ・マネ
ージャーK へのインタビュー 
2014 年 12 月 18 日(本) X 社内 
海外営業チーム：Xe 社 President, L、Group Leader, M、Sales 
Manager, N へのインタビュー 
2014 年 2 月 27 日(本) Xe 社内 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダーO、メンバーP へのインタ
ビュー 
2014 年 5 月 23 日(本) Y 社所在市内 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダー、メンバー1 名、チーム活
動への参加者 Q, R, S へのインタビュー 
2014 年 6 月 13 日(本) Y 社所在市内 
アルミニウム高純度化技術開発チーム：Xa 研究所グループ・リー
ダーB、Xs 事業所生産技術統括・製造部長 J へのインタビュー 
2014 年 10 月 23 日(本) Xs 事業所内 
(出所：筆者作成) 
 
2013 年 11 月 5 日、28 日と、2014 年 5 月 23 日、6 月 13 日、10 月 23 日に行われたイ
ンタビューでは、グループインタビュー形式を採用している。これは、インタビュアーがイ
ンタビュー調査経験において未熟であり、インタビュイーからの回答を適切な形で引き出
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せないことが危惧されたからである。また、行為者はそれと意識せずに行動していたり、意
識していても言葉として表しにくい場合がある。そのため、グループインタビューを行うこ
とによって、参加者の間で気づきや回答が触発されることを期待したという事情もある。実
際、行われたインタビューの中でも、参加者によってなされた発言に他の参加者が反応して
新たな発言や回答が引き出されるということがあった。 
各回のインタビューは、1 時間半程度であった。インタビューは、対象者の了解のもと、
すべて IC レコーダーに録音され、後日テキスト化された。また、インタビューで確認しえ
なかった点や、権利事項に関わる事実を記述した部分については、事後的に電話もしくはメ
ールにより確認の回答を頂いた。 
 本ケース・スタディでは、本調査に入る前に、X 社における技術開発活動、製品販売活動、
グループ会社の情報共有手段についての予備的ヒアリング調査を行っている。これらは、X
社からご厚意を頂き、調査課題を明らかにするため探索的に行われたものである29。 
 
(2)X 社における技術開発活動 
 アルミニウム高純度化技術開発チーム活動、ハードディスクメディア薄膜形成技術開発
チーム活動の 2 つの事例については、技術及び技術開発活動に関わる極めて高度かつ専門
的な知識がなければ、チーム活動の経緯を深く掘り下げられないことが予想された。そこで、
2013 年 11 月 5 日に、調査課題を明確にするために、技術開発に関わる研究活動について、
探索的なインタビューを行った。 
X 社における研究開発拠点には研究開発部と複数の研究所があり、それぞれ現在事業化
されている製品の技術開発、将来の事業化に向けた技術開発が行われている。X 社で研究に
携わっているのは約 750 名である。X 社研究所の主要拠点である Xa 研究所は、1951 年に
                                                   
29 表 5-2 に示す実施日に「(予)」と付されているものは、本調査の前に調査課題を明確に
するために行われた予備的ヒアリング調査である。また、「(本)」と付されている実施日
は、本調査が行われたことを意味している。 
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設立されて以降、5 年から 10 年という中長期間で成果を出すべく研究開発が行われている、
それは、「今後の X 社戦略との関係でどのような技術開発を行っていくのかという企業戦略
の視点からの技術研究」(Xa 研究所長、A)である。Xa 研究所で活動中の研究グループの中
から、グループ・リーダーB,C,D の 3 名に、通常行われる技術開発活動のプロセスについて
伺った。また、研究所長 A から、X 社の主力事業の一つとなっているハードディスクメデ
ィア事業における研究開発の経緯を伺った。 
 研究所では研究の効率性と創造性を確保するためにフレックス制が採用されており、総
労働時間枠内における各日の始業及び終業の時刻は研究所メンバーの自己裁量に属する。
職場単位ごとに、職場のリーダーを中心に安全確認や一日のスケジュール調整がなされて
いるが、活動時間や内容の設定におけるメンバーの自己裁量は大きい。そのため、安全に関
する職場単位でのグループに所属している研究所員であっても、それぞれ別のプロジェク
トや目的をもったチーム活動に従事していることが多い。本研究で対象とするチーム活動
は、安全に関する職場単位ごとのグループによるものではなく、あるテーマに向けたチーム
の技術開発活動を対象としていることに注意が必要である。 
チームの技術開発活動は、大きく分けると模索、基礎研究、開発、量産化という 4 つの段
階からなるという。まず、技術の研究開発は、1~3 名でテーマを探索するという模索研究か
ら始められる。テーマの模索は、顧客ニーズとトップからの指示を契機とする場合と、社会
の将来を予測して研究所内で始められる場合とがある。後者の場合には、研究所と研究開発
部の連携により将来のマーケットと X 社の保有する技術を検討し、次世代の事業が想定さ
れる。いずれにしても、この模索段階では、テーマや技術開発の方向性は確立されておらず、
研究メンバーが個々に模索活動を行っている。そして、メンバー同士のブレインストーミン
グによって技術の候補や活動の方向性が探られるのである。この点、本調査対象チームのう
ち、アルミニウムの高純度化技術開発活動は、顧客ニーズを契機としてテーマの模索が始め
られた。これに対してハードディスクメディア技術開発活動は、情報化と記録密度の高容量
化という将来の市場を見通し、研究所内での模索・基礎研究を起点としている。 
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次に、模索段階で開発する技術の候補がある程度定められると、必要な人員や予算をつけ
ながら新技術について、5~6 名による基礎的な実験研究が繰り返されるようになる。基礎的
な研究を通して、技術の特許が取得され収益の見通しが示されたテーマについては、さらに
人員と予算を付けるかどうかが判断される。これをステージゲートといい、事業として展開
できるかどうかを見極める期間が設定される。凡そ 2～3 年の間に、予算獲得時に示された
実用化目標や成果を達成することが必要になる。 
ステージゲートのクリアに成功すると、技術開発活動は開発段階に入る。そのときの経営
環境や市場ニーズに照らして事業化を見据えたプロジェクト活動に入っていく。Xa 研究所
で行われている中長期及び次世代の技術開発の場合、ステージゲートの判断は難しいとい
う。開発段階においては、顧客の獲得や既存顧客との擦り合わせが頻繁になされるようにな
る。製造担当メンバーや品質担当メンバーも参加するようになり、多い場合には 50 名ほど
がチーム活動に参加することもある。さらに、事業化に向けて資金が投入され、製造との連
携によってプロジェクトが拡大され、最終的な量産ラインが建設されていく。この量産化に
向けた取り組みが技術開発活動の最終段階となっている。 
 以上の探索的な調査において明らかになった技術開発活動の段階を踏まえて、アルミニ
ウム高純度化技術開発におけるチーム活動(2014 年 10 月 23 日)と HD メディアの薄膜形成
技術開発におけるチーム活動(2013 年 12 月 18 日)について、ヒアリング調査を行った。 
 
(3)X 社における製品販売活動 
2013 年 11 月 28 日に行われたインタビューでは、X 社アルミニウム事業の一角を担う X
社アルミ S 事業部の事業部長 E と営業統括部長 F から、X 社アルミ S 事業部で行われてい
る製品販売活動について、X 社アルミニウム製品の特徴、営業スキルの観点から伺った。 
第一に、X 社は素材メーカーであるが、出荷する素材製品が川上の材料に近いところと、
川下の商品に近いところとでは大きな違いがある。前者では、不特定の顧客企業に安定的に
出荷することが求められるが、後者においては激しい受注競争となる。後者の例として、自
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動車の冷却器が挙げられる。自動車のモデルチェンジが行われる度に受注をとらなくては
ならない。もっとも、この競争構造自体は、部品メーカーにおいて一般的に見られるもので
ある。アルミニウム加工品において、より特徴的なのは、新市場の創出可能性が低いことと、
製品の付加価値が高くないこと、大量生産型ではないことである。そのため、アルミニウム
製品においては、いかにコストダウンしていくのかということが特に重要な経営課題とな
るのである。 
第二に、メンバーの営業スキルとして重要なのは、X 社の製品を技術的に(その場で)説明
できること、当該マーケットのことをよく把握し顧客からのニーズを X 社の製品に落とし
込み適切な製品の提案ができることである。F は、営業スキルについて次のように言う。 
 
「自動車のエンジンや難易度の高い装置との関係もありますので、技術系知識をた
くさん持った人間が営業活動する方が良いですよね。今までですと、営業が出先でテ
ーマをもらってきて工場の技術担当と一緒にまた伺います、みたいなことが、時間軸
としてもマンパワーとしても余裕のある時代だった。今はすごくサイクルが早くて
会社に余裕もないから、その場である程度のことが掌握でき回答できて、工場も自分
で動かしていくっていうのが必要になってきています。」(アルミ S 事業部、F) 
 
以上にご説明を頂いた営業活動内容を踏まえて、海外営業拠点におけるチーム活動(2014
年 2 月 27 日)、アルミニウム高純度化技術開発におけるチーム活動(2014 年 10 月 23 日)に
ついて、ヒアリング調査を行った。 
 
(4) X 社グループにおける情報共有 
 後述するように、X 社は化学品に関わる多様な事業を展開し、また X 社と 150 以上のグ
ループ会社によるグループ経営が行われている。この点が、単一事業に集中した経営を行っ
ている Y 社と大きく異なっている。この相違点を理解しておかなければ、4 つのチーム活
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動を比較分析する際、情報共有や意思決定、コミュニケーションシステムの差異がチームの
特性によるものなのか、それとも企業や事業の特徴からくるものなのかについて考察する
ことは難しい。そこで、2013 年 11 月 28 日に、広報室長 G、社内報制作を担当している H,I
から、社内報を通してX社グループの情報共有がいかに行われているのかについて伺った。 
G は、社内報の役割として経営理念や経営方針の浸透化、各事業部・事業所間の情報共有
化という二点を挙げた上で、X 社グループにおける情報共有の難しさを次のように言う。 
 
「当社の場合には会社規模の割には業態が幅広いので工場が別だと他の所が何やっ
ているのかわからない、別会社みたいな感じなんですよね。だから、グループ会社も
含めてみんなで情報を見る機会というのがあんまりないんです。…そういう意味で
は、(広報が)部署間の壁を無くしていく役割を担っていると思います。特に社内広報
については、そのようなことを意識してやっております」(広報室長、G)  
 
X 社グループにおける情報浸透や情報共有システムの一つに広報室が毎月発行する社内
報やイントラネットが挙げられる。X 社の社内報は、1958 年に創刊されて以降、毎月 10 日
前後に 11,000 部発行され、社員、グループ社員、OB、内定者等に配布されている。この紙
媒体による情報発信が長らく社内広報活動の中心であったが、2013 年 4 月からはイントラ
ネットによって記事を随時更新し情報共有を促進する試みも始められている。 
イントラネットでは、トップメッセージが毎月 1 回更新され、グループトゥデイという
ニュースコーナーでは、新聞記事等にある X 社と競合他社の情報が週に 8 件ほど更新され
る。さらに、各事業所とグループ会社の総務から送られる情報やニュース、現場の取材で得
た情報がブログ形式で掲載されている。夕方に新しい記事を掲載し、翌朝の出社時に社員が
見られるようにしておくという方法がとられているという。このように、各事業所や事業部
からも情報が発信され、情報・コミュニケーションの相互作用が促進されている。 
また、経営理念や経営方針についても、グループ報によって情報の浸透化が図られている
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という。つまり、トップが行う会社方針、年頭挨拶・年頭方針の説明はテレビ中継される。
しかし、実際の仕事との関連では、直接の上司が年頭方針を当該部署にブレイクダウンした
上で、日常業務活動に落とし込まれていく。したがって、具体的な組織活動の個別最適は図
られるが、企業の方針や企業戦略における位置づけを組織メンバーが把握することは難し
い。そこで、企業方針、トップのメッセージを組織全体に浸透させるために、トップのエッ
セイや経営施策の特集が定期的に組まれている。もちろん、各事業部・事業所の情報共有化
については、社内広報活動が各事業部・事業所の日常の業務活動自体を変える直接の契機と
なるわけではない。しかし、事業所やグループ会社のモチベーションの向上には、社内報や
イントラネットが一定の役割を担っている。 
 
第 4 項 本調査における調査課題 
X 社における技術開発活動、製品販売活動、グループ会社の情報共有についての探索的な
ヒアリング調査を経て、具体的な調査課題を設定した。4 つの具体的なチーム活動において、
チーム発足後、チームはどのようにタスクを遂行していったのか。チーム活動が変わったと
感じた局面はあるか。どのような時にリーダーシップが発揮され、そのリーダーシップによ
ってどのようにチーム活動が影響を受けたのか。この点を明らかにするためにインタビュ
ーを行った。 
インタビューは、事前に準備したスクリプトに基づいて行われた。具体的には、凡そ次頁
の表 5-3 に示すような質問を行っている。もっとも、実際のインタビューでは、このような
質問リストをもとにしながらも、その都度探索的に話を伺うという半構造化インタビュー
の形式をとっている。 
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表 5-3 半構造化インタビューの内容 
①「チームが活動を開始してから解散するまで(海外拠点開拓チーム、海外営業チームに
ついては、現在に至るまで)の経緯はどのようなものか」 
質問 「何を契機としてチームが発足したのか」 
「チームの目的、具体的な課題は何か」 
「チームのメンバーは何名か、何を担当していたのか」 
「メンバーのスキルはどのようなものだったか」 
②「設定されていた課題は、チーム活動のどこかの局面で変わったか。変わったとすれ
ば、なぜ変わったのか、どのように変わったのか」 
質問 「メンバーのコミュニケーションはどのように行われているのか」 
③「チーム活動のどのような場面で、リーダーシップが発揮されていたと回顧できるか」 
質問 「チームに、リーダーとして任命されていた人はいたか。その他にリーダー的な
存在の人はいたか」 
「自分のタスクはリーダーの言動からの影響を受けていたか」 
(出所：筆者作成) 
 
第 4 節 小括 
 本章では、前章までで議論された「チーム活動には段階があり、そこでは異なる有効なリ
ーダーシップ態様が見られる」という基本的前提に立ちつつ、具体的にチーム活動プロセス
とリーダーシップの連関について実証分析する上で採用すべき研究方法上の議論を行って
きた。 
 まず、第 2 節において、本研究が組織的プロセスの分析を行うものであるという研究方
法上の特性を示したうえで、本研究が採用しようとするケース・スタディの適切性について
検討が行われた。特に、経営学の実証研究で行われることの多いサーベイ・アプローチと研
 101 
 
究方法上の比較を行うことによって、ケース・スタディが現象の原因と結果について「なぜ」
「どのように」連関しているのかを詳細に分析するのに適していることから、本研究ではケ
ース・スタディによることが示された。 
 続く第 3 節では、本研究におけるケース・スタディの概要を検討した。本研究では、単一
のケース・スタディによるのではなく 4 つのケースによる比較分析を行っている。また、そ
の選定が、チームの協働から組織能力が発現されるプロセスを解明するという目的に沿っ
て理論的サンプリングによっていることが示されている。 
 事例から得られたデータの分析手法については、継続的に比較分析を行い、データに密着
した経験的分析と解釈から独自の概念をつくりだし、それらによって統合的に構成された
説明を分析結果(グラウンデッド・セオリー)として示す GTA によることが示されている。
また、M-GTA(木下、2007)によってデータの切片化は行わず、凡そ①現行の戦略に沿って
チーム活動が開始されたとき、②チーム活動においてタスクの効率性が上がっていったと
き、③チームの知識、メンバーの行動などが何らかの戦略的なアクションを起こしていると
き、という経時的なプロセスに関わるデータについてはコンテクストの中で検討し、そこに
析出した人間の認識や行為、それに関わる要因を考察していくという方法をとるものであ
る。 
 さらに、調査におけるデータの収集方法についても検討が加えられている。具体的な調査
課題を明らかにするため、本調査に入る前に X 社における技術開発活動、製品販売活動、
グループ会社の情報共有手段についての予備的ヒアリング調査が行われている。この探索
的ヒアリング調査を踏まえて、本調査の調査課題が設定された。 
 以下に続く第Ⅲ部(第 6～8 章)においては、第 4 章及び本章で明らかにされた研究デザイ
ンに依拠しながら収集されたデータを具体的に提示する。また、これらのデータを解釈し概
念化していく道筋を詳細に示しながら分析を加えていくことにする。
  
 
第Ⅲ部 事例分析研究
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第 6 章 X 社の事例 
 
第 1 節 はじめに 
本章では、企業の組織能力が具体的なチーム活動を起点とした場合、どのような組織プロ
セスを通して発現しているのかという問いについて、X 社における 3 つのチームの事例に
よって検討していく。 
まず、第 2 節では X 社の概要として、X 社プロフィールと会社の沿革から辿ることにし
たい。本研究の直接の調査対象となっているのは企業の一組織単位であるチームの活動で
あり、分析の対象はチーム活動が戦略形成に何らかのアクションを起こすまでの組織的な
プロセスである。しかし、言うまでもなくチーム活動は企業組織活動のコンテクストを離れ
て成り立つものではない。したがって、企業の組織能力の淵源を適切に理解するには、まず
個別の企業の沿革に焦点を当てた検討が必要である。 
続く第 3 節から第 5 節までの各節において、X 社における 3 つのチーム活動の事例を検
討している。第 3 節はアルミニウムの高純度化技術開発におけるチーム活動、第 4 節はハ
ードディスクメディアの薄膜形成技術開発におけるチーム活動、第 5 節は海外営業拠点に
おけるチーム活動の事例分析である。それぞれのチーム活動は異なる業界に関わっており、
各業界の動向及び X 社の各事業特性を把握することなく、具体的なチーム活動のプロセス
を適切に分析することは難しい。そこで各節の第 1 項では、業界の動向と X 社の各事業に
ついて概観している。また、第 3 節及び第 4 節で検討するチーム活動については、当該技
術開発にどのような技術を開発する活動であったのか、なぜ必要であったのかという点を
凡そ把握しておく必要があったため、これらの点について第 2 項において記述している。
その上で、チーム活動の経緯を記述し、①現行の戦略に沿ってチーム活動が開始されたとき、
②チーム活動においてタスクの効率性が上がっていったとき、③チームの知識、メンバーの
行動などが何らかの戦略的なアクションを起こしているとき、という観点から、チームの活
動プロセスと機能しているリーダーシップの態様について M-GTA による分析を行ってい
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る。また、M-GTA の分析から、それぞれ概念を生成するとともにカテゴリー化を図り、各
概念やカテゴリー間の関係を考察する。その上で、それぞれのチーム活動プロセスから抽出
された各概念、カテゴリーを暫定的なモデルとして示す。 
これらの暫定的なモデルは、第 7章での事例分析で得られる暫定的なモデルと合わせて、
第 8 章で更に比較的に検討されることになる。 
 
第 2 節 X 社の概要 
第 1 項 プロフィール 
X 社は、東京に本社を有する 1939 年に創業された総合化学系企業である。従業員は、連
結で 10,458 人、単体で 3,839 人(2014 年 6 月 30 日)、資本金は 140,564 百万円(2014 年 6
月 30 日)であり、東京証券取引所に一部上場する公開会社である。 
X 社グループは、X 社及び関係会社 159 社からなり、石油化学、有機・無機の機能性化学
品及びその加工品、アルミニウム材料及び加工品、エレクトロニクスなどの多様な事業を展
開している。2013 年度の売上高は、848,071 百万円(連結、12 月期)であった。 
 現在 X 社は、エネルギーコストの上昇、競争の激化といった経営環境に鑑みて、中期成
長戦略を展開中である。具体的には、ハードディスク、黒鉛電極を基盤成長事業として、無
機各種機能材、基礎化学品産業ガス、レアアース、LED 等の各種事業を安定事業に位置づ
け、高純度アルミ箔、半導体高純度ガス、アルミニウム缶、機能性化学品を成長事業と
した経営戦略である。さらに、パワー半導体や燃料電池触媒、電池材料を次世代の新規育成
事業として位置づけ、多様な事業群においてグローバルな経営戦略を展開している。  
 
第 2 項 X 社の沿革 
(1)X 社成立前史 
X 社の創業は、創業者の T によって X1'社(X1 社の改称前)が設立された 1926 年に遡る。
我が国のヨード工業は 1890 年前後に始まった。ヨードは、化学薬品、火薬の原料であった
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ため、日清戦争(1894～1895 年)・日露戦争(1904～1905 年)による軍需拡大を背景に急速に
発展していった。T も、1901 年には本格的にヨード事業に乗り出し、5，6 年のうちに房総
半島における大半のヨード製造事業を手に収めた。第一次世界大戦勃発とともに一大ブー
ムとなったヨード業界は、大戦の終結とともに需要の減少と価格の下落によって打撃を受
けることとなる。T の手がけていたヨード事業についても電気会社への吸収合併等がありな
がらも、1926 年には X1'社を設立し各種ヨード製品の製造を再開した。1931 年には、わが
国最初の国産法硫安の製造に成功した。その後、X1'社は、ヨード事業、塩素酸カリ、金属
ケイ素、アルミニウム工業等への事業拡大に合わせて X1 社へと改称された。 
他方、T は、国内の豊富な水力電気を利用した新しい工業として、合成硫安とアルミニウ
ム精錬の事業化を構想していた。1928 年には、石灰窒素と硫安の生産を中心として X2 社
を設立し、化学肥料工業に進出した。X2 社の経営が軌道に乗ると、T はアルミニウム工業
の産業開拓活動に取り組んでいく。1934 年には、我が国で初めてアルミニウム精錬の工業
化・国産化を成功させ、我が国アルミニウム工業の勃興を導いた。 
化学肥料工業とアルミニウム工業への進出は、垂直統合とりわけ前方統合による拡大戦
略として展開された。1937 年上期には 20 社の企業群となり、コンツェルンを形成する。し
かし、1938 年頃には T が標榜してきた国産原料・技術は、コスト高のために輸入原料・製
法へと変更を余儀なくされる。さらに、コンツェルンの事業展開と T のリーダーシップは、
第二次世界大戦の拡大に伴う外部環境によっても制約されざるを得なくなった。こうした
中で事業強化を図るべく、1939 年に X1 社と X2 社の合併により X 社が設立された。 
 
(2)X 社成立後の沿革 
石灰窒素と硫安の製造を支える技術は、電炉技術と電気分解という電気化学技術である。
戦後の X 社は、この電気化学技術を起点として、無機化学、有機化学、金属材料へと技術
を発展させ、情報通信産業、自動車産業に用いられる素材・部品や製品を提供する総合化学
系メーカーへの発展を遂げることになる。 
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1957 年には、X 社は石油化学事業に参入し、1960 年代末から石油化学コンビナートを増
設しながらプラスチック原料や合成ゴム原料等をプラントへ供給してきた。また、2001 年
には、Xs’社30を合併し、アルミニウム事業の強化が図られた。さらに、2000 年代以降、生
産体制の強化31と競合他社の買収を含むハードディスクの事業拡大が進められ、現在ハード
ディスクメディア外販の市場占有率が世界最大となっている。 
 
第 3 節 アルミニウムの高純度化技術開発におけるチーム活動 
第 1 項 アルミニウム業界と X 社アルミニウム事業 
 (1)業界の動向 
アルミニウムは、鉄の約3分の1の軽さであり、錆びに強く熱伝導性・電気伝導性や加工性
等において優れた特性を有する。もっとも、純粋なアルミニウムは非常に柔らかく強度に問
題があるため、合金化が必要となる。アルミニウム合金では、銅やマグネシウム、満願やシ
リコンが加えられて強度が高められている。第二世界大戦時の軍用機に用いられるなど、強
度化技術は早くから一定の水準に達していた。したがって、戦後は、加工性やコストパフォ
ーマンスをいかに上げるかということに向けて技術開発が進められることになり、低価格
で多様なアルミニウム加工製品が産出されてきた。 
1990年代以降、総じてアルミニウムの需要は横ばいで推移しているが、板や押出し製品
等のアルミ加工製品は、自動車を主とした輸送分野、建設分野、電気機械器具、食品包装等
の広範な分野で利用されており、様々な製品に必要不可欠な中間素材として、需要の拡大、
用途の多様化が進んでいる。特に近年、地球環境保全の観点から鉄道車両や自動車の軽量化
を推進するために、アルミニウム部材の適用が拡大している。また、アルミニウムはリサイ
クル性に非常に優れていることから、製品スクラップの価値も高く、飲料用アルミ缶をはじ
                                                   
30 Xs’社は、1935 年に設立されたアルミニウム製品メーカーで、アルミニウム製品の製
造・販売を行っていた。X 社による合併後は、X グループのアルミニウム圧延品の生
産・開発・営業拠点となっている(Xs 事業所)。 
31 2011 年 7 月には、全拠点で毎月 2700 万枚を生産するに至った。 
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めとして、活発なリサイクル活動が展開されている。 
日本のアルミニウム産業において、アルミ新地金の精錬は、2回にわたるオイルショック
によって電力料金が高騰し1977年をピークに生産量が減少していった。ほとんどの企業が
1980年代前半で国内の精錬から撤退し、現在では原料となる新地金のほぼ全量を輸入した
上で圧延や鋳造、鍛造、ダイカストなどが行われている。 
アルミニウム産業の中でも、アルミ地金をアルミ板やアルミホイル、箔製品などに加工す
る業種を圧延製造業という。この圧延事業が日本のアルミニウム産業全体の約6割を占めて
いる。アルミ圧延品は最終製品化される前の中間素材であり、板は飲料品の缶、押出はサッ
シやドアなどに加工されるなど、その用途は多岐にわたる。 
世界市場から検討すると、製錬等の川上工程を持つ企業2社、圧延専業1社の欧米３大メジ
ャーによる寡占体制が引かれている。これと比較して日本のアルミニウム圧延企業の規模
は小さく、また、日本企業の事業形態は、主としてユーザーにより調達・支給された地金を
加工する賃加工(ロールマージン)方式がとられている。このため、鉱山開発から製錬、加工
までを1社で手掛ける垂直統合型の海外企業と比べると、日本企業は原材料調達価格の変動
リスクを抱えている点や賃加工方式を取っている点、及び国内で過当競争状態となってい
る。さらに、円高による高コストの影響を受けており、全体として収益性が低い傾向にある。 
顧客企業の海外生産移転で国内では減少傾向であること、東アジア地域では海外アルミ
ニウム圧延メジャーの攻勢や中国など新興勢力の台頭で競争が激化している。こうした中、
経営統合新規成長分野・成長市場への積極的なグローバル展開、研究開発・設備投資等への
積極的投資、技術集約・結集等を目指して日本企業各社の経営統合も行われている状況であ
る。 
アルミ圧延事業を行っている日本企業は、2014年9月時点で49社32であり、1995年時点に
おける70社から逓減している、また、生産量は、上から12社が8割以上(2004年)を占めてお
り、特にX社を含む上位6社の比率が高い。 
                                                   
32 アルミニウム統計月報、2014 年 9 月。 
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(2)X 社のアルミ圧延品事業 
X 社の売上高約 8,500 億円のうち、アルミニウムのセグメントは売上高約 903 億円、営
業利益は 5,845 百万円である。アルミニウムセグメントでは、純度 99.9%～99.99%
のアルミニウム製品を生産しており、アルミニウム精製から板・箔などの各種製
品まで一貫した工程で製造を行っている。また、圧延品・押出品・鍛造品などの
アルミニウム材料、熱交換器・飲料用アルミニウム缶などの高付加価値加工品を
顧客企業に提供している。特に高純度アルミニウム箔に関しては、業界首位の生
産量である。  
X 社は、アルミ圧延品事業を含む 3 つのアルミニウム事業を展開している。2013 年以降、
それまでの製販一体体制から、開発・製造部署と営業部署を分け、生産・開発責任体制と営
業・事業運営における責任とを明確に分離した組織構造をとっている。 
本節で取り上げるアルミニウム高純度化技術開発チーム活動は、アルミ圧延
品に関わる技術開発である。アルミ圧延品事業部における主要生産・開発拠点の
一つである Xs 事業所では、高純度アルミニウム箔 (電解箔 )及びアルミ板 (板 )が
生産されている。高純度アルミ箔は、家電製品、 IT 機器、電気自動車やハイブ
リッド車などの自動車関連機器、さらに風力や太陽光といった新エネルギー分
野にも利用される電解コンデンサーにおいて使用される。アルミ板は、屋根や壁
などの外装として使用される建材や飲料用容器の蓋材 (キャップ材 )に広く用い
られている。また、近年では、プリント基板用のアルミニウム支持体 (基板材 )や
PC やカーナビの放熱シート、スマートフォンや携帯電話のケース・ボタンなど
にも使用されている。  
高純度アルミニウム箔、アルミ板の技術及び製造に関する特徴は大きく分け
ると二点挙げられる。第一に、アルミニウムの高純度化の製造過程では、純度の
きめ細かな制御が求められる。これは、品質の要求水準が高く、新市場に直結しやす
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い電子材料に比べて、アルミニウム圧延業は、各顧客企業と連携し、良品質・少量多品種の
製品を生産・供給していくことが大きな特性であることによる。第二に、X社は素材メーカ
ーであるが、取り扱っている素材には、材料系部品と最終製品市場に近く受注競争が激しい
部品とがある。高純度アルミニウム箔は、材料系に近い素材であり、品質を保ちながら低コ
ストで安定的に製造販売することが重要となっている。本論文で検討するアルミ高純度化
技術開発の事例でも、このような顧客とのきめ細やかな協力体制がチーム活動に大きく影
響している。 
 
図 6-1 高純度アルミニウム箔 
 
 
 
 
 
  
 
 (出所：X 社 HP) 
 
これまで概観してきた現在のアルミニウム圧延業界と X 社アルミニウム圧延事業の特性
を踏まえた上で、以下では、まず第 2 項で、アルミニウムの高純度化技術がどのようなもの
なのかについて概観し、次に第 3 項で、1970 年代末期から 1980 年代初期にかけて Xs 事業
所(技術開発当時は Xs’社)で行われたアルミニウムの高純度化技術の開発に関するチーム活
動の経緯を辿ることにする。 
 
（素子の基本構造）
陽極アルミ箔
陰極アルミ箔
電解紙
アルミリード
リード線（端子）
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第 2 項 アルミニウムの高純度化技術33 
Xs事業所では、アルミ地金(原料)から高純度アルミニウム箔とアルミ板を生産している。
現在、X 社では、多くの他社と同様に、アルミの電解精錬は行っていない。以下では、輸入
したアルミニウムの原料から電解箔を製造する工程について概観しておく。 
まず、①アルミニウム原料の溶解、スラブ鋳造という 2 段階の鋳造プロセスを経て出て
くるスラブの切断と面削が行われ、これを熱間・冷間圧延する。溶解工程とは、アルミ塊を
溶解炉で溶かし、多様な元素を加えて用途に沿った合金をつくる技術である。スラブ鋳造と
は、溶解後に出てきたアルミニウム合金溶湯を厚い直方体状の半製品(スラブ)にする技術で
ある。このスラブを、2 つの回転ロールで挟み薄く伸ばしていく(圧延)。 
圧延したアルミニウムを更に薄く箔にするには、さらに、②箔圧延と洗浄、スリッターの
順に工程が行われる。そして仕上焼純を行い、高純度のアルミニウム箔が生産される。アル
ミ板にするには、テンションレベラー、シャーリングという工程が行われる。さらに仕上焼
純を行いアルミ板が生産される。 
とりわけ、箔においてはアルミニウムの純度がアルミニウム製品の高機能化に直結する
ため、アルミニウムの高純度化が必要となる。本論文のヒアリング調査の対象となったアル
ミニウムの高純度化技術開発は、以上のようなアルミ地金から溶融・凝固によって高純度の
アルミニウムを精製するプロセスに関わるものであった。 
 
第 3 項 チーム活動の経緯 
(1)高純度化技術の模索活動 
Xs’社は、1950 年代から、アルミニウムの溶解・圧延設備を有し、アルミ圧延・製箔につ
いて一貫した生産を行っていた。1970 年代のアルミニウム圧延業界はニッチな業界で、Xs’
                                                   
33 本項に記述しているアルミニウムの高純度化技術の概要は、Xs 事業所内で B 及び J に
対して行われた、2014 年 10 月 23 日のインタビュー調査から得られたデータによるもの
である。 
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社ともう 1 社の 2 社でシェアを分け合っている状態であり、Xs’社の顧客企業は 6 社ほどあ
った。Xs’社は、アルミニウムの製造・販売を主な生業としており、高純度アルミニウムを
使用した箔を主にした圧延、押出し、熱交換器、アルミ缶等の製品で事業部を分けていた。
そのため、複数事業を展開する企業で頻繁に見られるような社内での事業間の負荷はそれ
ほどなかった。むしろ、原料(川上)から加工品(川下)への上下ラインが特徴で、原料アルミ
ニウムを仕入れる商社、アルミニウムを精製してアルミニウム素材を製造する Xs’社、そし
て素材アルミニウムを加工して製品にする加工品メーカーという 3 つの連携が非常に強か
ったのである。 
1970 年代末、加工品メーカーである顧客企業のうちの 1 社から、当時の研究室長のもと
に、高純度アルミニウムのコストを下げられないかという打診がなされた。もちろん Xs’社
にとっても、アルミニウム圧延工程のコストダウンは、大きな経営上の問題であった。 
この当時 Xs’社では、三層電解法によって精製された高純度アルミニウムが用いられてい
た。この方法は、電力を大量に使用するため、時間とコストが非常にかかり、それが高純度
アルミニウム箔の価格に反映されていた。例えば、三層電解法によって高純度化されたイン
ゴットは元の原料の 2～3 倍にコストが跳ね上がっていた。したがって、三層電解の工程で
はなく何か別の方法でアルミニウムの高純度化ができないかということが大きな課題であ
った。 
 高純度アルミニウムのコストダウンの要請を契機として、1979 年の夏にチームが発足し
た。高純度化過程でのコストを抑えるために新精製法を開発するという明確な目的のもと
に、チームによる模索が開始された。多方面から集まったアルミの専門家によるブレインス
トーミングにより出されたアイデアを検証する活動が行われた。当初、活動は 2 名の研究
メンバー34によって始められたが、途中から 1 名が加わり、アイデアの検証実験によりもっ
とも実現性のある方法が 1 つに絞られた。 
                                                   
34 Xa 研究所、グループ・リーダーB は、アルミニウム高純度化技術開発の研究メンバー
のうちの一人である。以下では、当時の職務に従い「研究担当、B」とする。 
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 メンバーの活動は、コストダウンを実現させるためにどのような技術、プロセスが一番適
切であるかということについての模索研究・実験から始められた。具体的には、PQCDS―
Product(生産), Quality(品質), Cost(コスト), Delivery(流通), Safety(安全)―の各観点から、
課題が整理されていく。 
 当時、模索研究の最終責任は、研究室のトップである研究室長にあった。研究室長の言動
とチーム活動への影響について、B は次のように言う。 
 
「室長が、お客さんの要望を、やりましょうと言って持ち帰ってきて。まぁ、模索実
験の時は研究メンバー2，3 人だし、リーダーシップって程の事じゃないけれど。こ
の時にメンバーでやってたのは、持ち寄ったアイデアでどうするのかってことです
よね。」(研究担当、B) 
 
1980 年の春35になると、アルミ溶湯中で回転体を浸漬し、凝固させていく偏析法の原理
を使った方法36に候補を絞った実験研究が繰り返されるようになる。この実験研究活動は、
プラント設計に向けて小規模の実験装置でデータをとるというものであった。メンバーは
初期の模索活動と同じ 3 名のメンバーであったが、この研究段階になるとチーム・メンバ
ーは専任として新精製法の開発活動に従事するようになった。 
 
(2)高純度化技術の開発活動 
1980 年末期から 1981 年初期にかけて、チーム・メンバーは、ラボレベルでの実験の規
模を拡大し、大きめの実験装置での実験を繰り返していく。技術とプロセスが一つの候補に
                                                   
35 1980 年 3 月に、チームから実験レポートが提出されている。 
36 チームが開発した方法は、偏析法の一種である。偏析法とは、液体が冷却されて個体に
なる時に、不純物を排出しながら固まる性質を利用したものである。海水からつくられる
流氷にほとんど塩味がなかったり、飲料を凍らせると味が一部に凝縮されてしまったりす
るのがその例である。この性質を応用し、アルミニウムを溶解して再度固まる直前に引き
上げるプロセスを工業的に洗練させたのが偏析法である。 
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絞られ、より具体化された技術的目標に向かって実験が繰り返されていく。いわゆる開発段
階の前期であり、アルミニウム地金から高純度化過程を経てアルミニウム箔までをつくる
一連の工程についての実験がなされていく。ここから半年ほど、出来上がったアルミニウム
箔について、求められるコストと品質についての擦り合わせが顧客との間で繰り返された。
このメンバーによる技術開発活動と顧客との擦り合わせを通して高純度化の工程に必要な
課題が確定されていく。 
 この新精製法によるアルミニウム精製では、大幅なコストダウンが可能になるのではあ
るが、それまでの製法である電解法による製法に比べてアルミニウムの純度は僅かに低下
するという。そこで、顧客企業側での取り扱いが可能なのはどの程度の純度までなのか、と
いう点が問題となった。Xs’社がつくるアルミニウム箔を顧客の加工品メーカーが表面加工
の一種であるエッチングを施していくのであるが、顧客企業も使い難い箔を「使いこなす」
ように研究がなされていった。つまり、チームで開発する技術とプロセスによって精製され
るアルミニウムについて、顧客側においても「使いこなす」技術が友好的、協力的に高めら
れていった。メンバーは、顧客企業との間で技術についてのコミュニケーションを繰り返し
ながら、アルミニウム精製技術開発の活動を進めていく。チームと顧客企業との間で、新精
製技術開発についての「共同開発」が行われていったのである。 
 メンバーによる基礎研究、技術開発が進んでいるとみた研究室長は、プロジェクト化に向
けた行動を行うようになる。例えば、研究室長によって、パイロットプラントの設計を視野
にいれ、設備担当メンバーを参加させるかどうか、参加させるとして時期はどうするか等に
ついて検討が行われた。そして、毎月 1 回ほど実験研究の進捗具合について、設備担当とし
て参加予定のメンバーも加えた議論が行われるようになった。この時の研究室長の働きか
けについては、B は次のように言う。 
 
「室長は(新精製法によるアルミニウムの高純度化を)事業化したいという思いが強
かったから。最終的に事業にしようとすると、生産設備がどうしても必要になってき
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ます。研究でそこそこうまくいってそうだとなれば、設備屋さんを呼んで進捗を毎月
1 回議論しながら生産ラインを頭に描いてもらいます。設備屋さんをそろそろ入れよ
うというタイミングは室長が判断していました。」(研究担当、B) 
 
 パイロットプラントの設計を行うようになると、それまでに確立した各方法を用いてど
のように高純度アルミニウム生産するのかという生産プロセスやシステム開発がチーム活
動の焦点となった。そこで、メンバー間で、パイロットプラントの設立に向けて生産方式の
検討がなされていく。この時点から、メンバーに設備担当(工務課)が 2 名ほど加わり、生産
技術担当、製造担当のメンバーもチームに参加するようになる。これは、実験が製造現場で
も行われるようになり製造部門の協力が必要になってきたこと、製造現場に合致した生産
ラインに設計していく必要があることによる。 
 新たなメンバーが参加するようになったチーム活動において、研究担当メンバーと設備
担当のメンバーの役割に関して、B は次のように言う。 
 
「開発になると、設備的な要素が大分入ってくるから…。どういう生産プロセスやシ
ステムでやるかという話になってきたら、研究の人たちはあまり頭が回らないです
よ。」 
「同じような技術分野の人が集まっていたら弱いところはいつまでたっても解決で
きないけれど、お互いに補完し合ってできたと思います。」(研究担当、B) 
 
 また、技術開発活動における研究担当メンバーと生産技術担当メンバーの一般的な役割
の違いについて、生産・技術統括部、製造部部長 J は次のように言う。 
 
「我々(生産技術の人たち)は現象面を追うけれど、それを研究の人たちは理屈からカ
バーする、理論面からアドバイスしてくれます。そこがわからないんだったら、こう
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いう実験してみようかとか、理屈としてはこうなるから、やり方そのものを変えてみ
ようとか…」(生産技術、製造担当、J) 
 
この頃からは、資金が獲得され、設備等のメンバーが加わったことで、プロジェクトチー
ムとなっていく。この時、新精製法の技術開発活動以外に、Xs’社の中で大きなプロジェク
トとなっているものはなかった。 
 新たに設備担当、生産技術担当、製造担当のメンバーがチームに加わるようになり、全員
が大部屋に集まってコミュニケーションがとられるようになった。チーム活動の内容がパ
イロットプラントの設計に関わるようになると、テーマの推進上、とりわけ設備担当メンバ
ーが大きな役割を果たすようになったという。パイロットプラントでの開発がうまくいけ
ば、生産ラインの設計に入るというチーム活動の大きな方向性があり、パイロットプラント
をつくるときには、既に量産ラインを念頭に置いたプラントを設計するからである。この時
の設備担当の行動とチーム・メンバーに対する影響を B は次のように言う。 
 
「うちの一番上は研究室長だけれども、実務上では設備屋さんがリーダー的な存在
になっていました。原理的な証明よりプロセスをどうするかとか、生産ラインをどう
するかという話が中心になるから。(設備担当メンバーが)プロジェクトのリーダーで
すよね。」 
「資金をとって、人も確保しなければならない。リーダーの上の人、その上の人、社
長とかになるけれど、そういう人たちにコミットしていかなければならない。いつま
でに設備をつくって、こういう品質のものをこれくらいのコストで仕上げていくっ
ていうことを言って、実現していかなければならない。コミットして責任を持つ、後
は根回し。上の人に働きかけて、トップまで話を通してもらう。それで、我々がスム
ーズに動けるような環境を作ってくれましたよね。」(研究担当、B) 
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質問者：「そういう上の人にコミットしていくっていうのはどの段階から必要なんで
しょうか？」 
 
B：「パイロットプラントをつくるっていう話が出た時からやらなければならないよ
ね。」 
 
質問者：「チームの外への働きかけが強く行われていたということですね。チームの
中ではどうだったんでしょうか？」 
 
B：「うーん…チーム内をまとめるって方が大きかったと思いますよ。お客さんも付
いているし、コストダウンの成果も出そうっていうことが見えているから、上の方の
人もあんまり反対の方向では言わなかったですよ。リーダーは設備屋さんだったか
ら設備に詳しいし自信を持っていた。その面から自分でどんどん解決策のアイデア
を出してきた。我々だけだったら挫折していたでしょうね。」 
 
質問者：他のメンバーのアイデアはどのように出されていたのですか？ 
 
B:「リーダーが引っ張っていく、自分のアイデアにみんなの(筆者注：提案)を組み込
んでいくっていう感じです。他の設備担当の人が色々言ってきてもバババっと返し
てくれるような…僕らだとなかなか答えが出ないんですが、リーダーは、設備作る上
では自分で判断して解決できた。逆に技術面や研究面になると、もちろん、これどう
するんだって厳しい要求はしてくるけど、色々話や提案は聞いてくれる。で、我々が
出してきた答えについて、あの人(筆者注：リーダー)は良いか悪いか判断できる能力
を持っていたんですね。」 
「今までにない、未経験の精製プロセスの開発だったから、勿論不安でした。未知の
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分野の開発をする時って、やっぱりチームに対する信頼がないとできないですよ。」 
 
質問者：メンバーとして、その信頼はどこから生じていたんでしょうか？ 
 
B:「うーん…前に進んでいるってことですよ。設備にしたって、どんどん設備ができ
ていくから。問題はありつつも、こうしようああしようって判断してくれる。人間っ
ていうのは、上手くいかなかったり停滞してたらモチベーション上がってこないで
すよ。(リーダーは)パイロットの時から上手くいきそうっていう予感みたいなものを、
みんなに実感させていたと思う」 
「未知のプロセス開発だったから、…未経験の開発だったから、進んでいくステップ
が必要ですよね。今、振り返ってみたらそういうステップが上手く踏まれていってた
んだと思いますね。」 
 
 パイロットプラントの設計段階で、チーム活動上、問題となったのは生産ラインを
連続ライン方式にするか、バッチ生産方式にするかということであった。研究メンバ
ー、設備メンバー、生産技術メンバーの議論が繰り返され、最終的には連続ラインの
パイロットラインを引くという結論が出されたのである。この時のチーム内のコミ
ュニケーションについて B は次のように言う。 
 
「連続にするっていうのは、色々と(技術面で)難しい面があったんですよ、実際には。
できた時にはいいだろうけれど、やり遂げるまでのハードルを考えると、やっぱり難
しいと思って、バッチ方式の方が良いんじゃないかと言ってたけれど…。最終的には
設備屋さんがやれる、やるんだって強く言って、連続のパイロットプラントをつくっ
たんです。」(研究担当、B) 
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質問者：「強く仰ったのはなぜでしょうか？」 
 
B：「当時のリーダーの思いがあったんでしょうね。リーダーは、設備は勿論だけれ
ども生産革新にも熱意を持っていた。生産はこうあるべき、みたいな…。やっぱり、
あんまり現実だけ見てプロセス改善となると今よりちょっと上にしか行けない。理
想ってこうあるべきだと、そのためには生産ラインはこうあるべきなんだと発想し
ていたと思う。僕ら(そのための技術を研究開発する人たち)は、少しでも確実で楽な
方法に流れやすいからバッチでいこうじゃないかって言ってしまう。やっぱりね、そ
こは偉かったと思いますよ。」 
 
大部屋でのチーム活動では、連続生産ラインのミニチュアとなるパイロットプラントを
つくって製品工程を観察し、ライン上の問題の洗い出しが行われた。パイロットプラントを
4 連続ラインとして、連続生産方式による生産工程を繰り返していったのである。 
アルミの溶湯を流すという工程は、メンバーにとっては未経験のものであったため、やは
り問題が多く生じたという。それでも 1981 年の夏までには、品質についても顧客企業が満
足できる条件をクリアすることができ、量産に向けた見通しが立った。 
 
(3)量産に向けた活動 
 1981 年の後半からは、量産体制の確立に向けたチーム活動が行われていく。この時メン
バーの顔ぶれは開発段階とほぼ同じであったが、新しいメンバーが増えており、凡そ研究メ
ンバーに加えて生産メンバー2 名、溶解課の製造メンバー2 名、工務課の設備メンバー3 名、
電気メンバー1、2 名となっていた。 
 1982 年の後半には、量産ラインができあがった。この期間、メンバーによって、連続ラ
インの流れ、回転数やるつぼのサイズ等の設備設計についてのデータ収集が行われていた。 
 この量産に向けた活動において、メンバーはトラブルの連続と向き合わなければならな
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かった。実際の量産ラインでは、それまでにパイロットプラントで収集・分析していたデー
タからは想定できないような問題が生じるからである。このときのチーム活動について、B
は、次のように言う。 
 
「生産ラインをつくってちゃんと動かせるようにするまでが本当に大変でした。苦
労の連続でした。」(研究担当、B) 
 
質問者：「計算通りに動かなかったということでしょうか？」 
 
B：「(計算していた部分)というより、(計算に入れていないような)予測がつかないよ
うなことがいっぱい出てきました。パイロットは４つに並べているだけだから…量
産になると数も多く並べるし、それを 2 ライン併行して動かすことになるから。高
温で出てきたものを上から落とすと、柔らかいから変形して、搬送するコンベヤーに
食い込んでしまったりするんですよ。トラブルが続出です。」 
 
 このような量産に向けた試行錯誤の中、研究や生産技術のメンバーによって、スペックの
データのとり直しや、ラインを流したときの問題の観察、生じた問題の分析が行われた。ま
た、設備や電気担当メンバーによって、設備設計や工事の発注などが行われていた。研究と
生産技術、設備担当のメンバー6 名と現場のオペレーターが、毎日オペレーターの就業時間
である午前 8 時〜午後 5 時前までラインを回し続け、それが終わるとラインを流している
間に生じた問題をメンバー同士で持ちよって解決策を話し合う。そして、夜の間に課題を改
善し、翌朝からまたラインを流すという活動が日々行われていた。 
 メンバーによって昼夜を問わない活動が続けられた理由は、量産ラインを完成させる期
日が決まっていたからである。量産ラインのための予算獲得時には、稼働時期や生産の見通
しも示されていた。この期間も、設備担当メンバーが現場に出て動いていたという。 
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「日々の改善、また新たな問題の繰り返し。社長によるテープカットの日が迫ってい
ましたが、スムーズに動かないし、リーダーが一番大変だったと思いますよ。」(研究
担当、B) 
 
 テープカットから 1 ヶ月後、製品の品質やコストチェックをクリアして全ラインが完成
した。この新精製炉 1 号機によって、低コストで高純度のアルミニウムの量産が開始され
ることになった。チームは、1 号機の完成と量産の開始をもって解散とされ、メンバーは所
属部署に戻っていった。B は、Xs’社のアルミニウムの生産能力に対するチームの成果とし
て次のように言う。 
 
「顧客企業との関係でも品質をクリアしたアルミが量産できるようになりました。
この新しい製法で、当時は、かなりのコストダウンが実現されたっていうことは確か
ですよ。現在の高純度アルミニウムの製造も、基本的には 1980 年代に開発したこの
製法でやっていますから。」(研究担当、B) 
 
(４)量産開始後の経緯 
 本論文での分析は、チームの発足時から、新精製炉 1 号機の完成と量産への道筋がつけ
られチームが解散するまでの期間が対象となる。もっとも、チーム解散後の新精製炉の製造
経緯についても検討しておくことは、チーム活動の成果がその後の Xs’社(現在の Xs 事業所)
の戦略にどのような影響を与えているのかという点を考察する上で、大きな意味を持つと
思われる。したがって、1980 年代後半から現在に至るまで、どのように新精製法を用いた
アルミニウムの高純度化が行われているのかについて概観しておくことにする。 
 1987 年、新精製炉 2 号機が新設され、1 号機は廃却された。高純度アルミニウムの生産
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規模は倍増した。この間も、新精製法の技術枠組は変わっていないが、生産技術と研究のメ
ンバーによって設備は大きく改造されていく。この理由として、1983 年頃から生産技術に
携わってきた J は次のように言う。 
 
「溶湯を流す、そして溶湯が固まるか溶けているかくらいの温度でキープしながら取り出
すっていう…ある意味矛盾している、溶けたアルミを取り出すみたいな状態なのでとても
難しいです。特に形を一定に保って運ぶなど、搬送関係が難しいので、その部分での改造に
は力を入れてやってきました。」(生産技術・製造担当、J) 
 
回転冷却体の大型化や冷却体の形状改善などを経て生産技術は向上し、2 号機は 1 号機よ
りも生産能力を向上させたものとなった。また、完成口から出てくる高温の精製塊について、
毎日数千個が作られるため、機械関係や電気関係の劣化が問題となっていたが、精製塊搬送
装置の改善が進められ、停止時間が大幅に縮小された。 
 2008 年には新精製炉 3 号機が増設され、2014 年現在は新精製炉 4 号機が増設され、生
産能力が順調に増強されている状況である。 
 
第 4 項 M-GTA による分析 
(1)概念の生成 
 第 3 項で記述したチームの活動経緯について、この第 4 項では M-GTA による分析を行
う。分析テーマであるチームの活動段階とリーダーシップとの関係に焦点を当ててデータ
を取り上げ、概念を生成していく。他の場合も説明できる程度に抽象的な概念を考え、その
定義を検討し、解釈の密度を保つようにしている。 
 以下の表 6-1 は、データの解釈と概念生成に至る流れを表形式にまとめたものである。 
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表 6-1 アルミニウム高純度化技術開発チーム活動の M-GTA 分析 
概念 1 実行戦略 
定義 企業の行動指針を実行に移すための戦略 
具体例 ・ 顧客企業(加工品メーカー)との連携を重視する。 
・ 高純度アルミニウムのコストダウンは顧客との関係で大きな経営上の課題
である。 
理論的メモ ・ 従来の方法でのアルミニウムの精製には、莫大な時間と電力量を必要とす
る。 
概念 2 チームの目的 
定義 チームを発足させる契機であり、チームが目指すべき最終ゴール 
具体例 ・ 今よりもコストの低いアルミニウム箔を顧客に提供する。 
・ 研究室長のもとに、三層電解法による高純度アルミニウムの生産について
コストダウンの要望が持ち込まれた。 
・ 「室長が、お客さんの要望を、やりましょうと言って持ち帰ってきて」 
理論的メモ ・ チームに期待されている役割、チームの意義 
・ 顧客が付いているため、コストダウンとアルミニウム箔の一定程度の品質
を達成できれば、即時にビジネスになる。 
・ 本件では、顧客のニーズとチームの目的が明確である。 
概念 3 チームの目標 
定義 チームの目的に照らしてチームが達成すべき事柄 
具体例 ・ 現在よりもコストダウンできるような高純度化技術の技術方法を開発する
こと 
・ 高純度化技術を用いてアルミニウム箔を生産すること 
理論的メモ ・ 高純度化技術の技術方法についてはどの企業も未開拓である。そのため、
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どのような方法が良いのかということもわからない。 
・ チーム活動に入る前に新製法の「模索」が必要になる。 
概念 4 模索活動 
定義 チームの目標を達成するための方策を探索し、目標を明確にすること 
具体例 ・ コストを抑えたアルミニウムの高純度化にはどのような技術方法があるの
かについての模索実験が開始された。 
・ 「多数のメンバーが集まってブレインストーミングでアイデア出しを行
い、実現の可能性からアイデアの絞り込みを行う。」 
理論的メモ ・ 1979 年、研究メンバー2 名によって活動が始められ、しばらくして研究メ
ンバー3 名になる。 
・ 全員が研究室のメンバーである。 
概念 5 チーム活動の責任者 
定義 チーム活動について最終責任を持ち、指揮・監督を行う人 
具体例 ・ 当時の研究室長 
・ 「リーダーシップって程の事じゃないけれど」 
理論的メモ ・ 3 名ほどなので、メンバーとして室長のリーダーシップを感じたことはな
い。 
・ メンバーが個々に模索しているという状況だったということも考えられ
る。 
・ 他の事例で出てくる R&D マネージャーと同じカテゴリーにまとめられる
かもしれない。 
概念 6 チームの協働開始 
定義 明確になったチーム目標に向かってチーム活動が開始されるとき 
具体例 ・ メンバーが専任としてチーム活動に従事するようになるとき 
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・ 偏析法の原理を使い有力な方法で候補を絞った実験研究が繰り返されるよ
うになる。 
・ 偏析法のプラント設計に向けて小規模の実験装置でデータをとる。この時
に PQCDS の観点で課題を整理していく。 
理論的メモ ・ 1980 年春のことである。 
・ メンバーは同じ研究室の 3 名である。 
・ 技術開発の段階としては、「基礎研究段階」という。 
概念 7 協働開始後のチーム課題 
定義 チーム目標の下で、チームが取り組まなければいけないタスクを決定するもの 
具体例 ・ 新精製法の下での、各工程に必要な技術を明らかにすること 
・ 各技術の開発を行い、一連の生産工程に見通しをつけること 
理論的メモ ・ 最初のチームの課題はしばらくすると達成され、次の課題へと移ると考え
られる。 
概念 8 メンバーのスキル 
定義 タスクをやり遂げるために必要な知識、能力 
具体例 ・ 研究メンバーの原理的な知識 
・ アルミニウムの製造技術に関する知識 
理論的メモ ・ 技術的な知識に加えて、実験のコツ等の身体的な知識も含む。 
概念 9 チームの協働 
定義 メンバーがチームのタスクに取り組むこと 
具体例 ・ 実験をスケールアップし、大きめの実験装置で実験を繰り返していく。 
・ アルミニウム地金から高純度化過程を経てアルミニウム箔までをつくる一
連の工程についての実験が行われる。 
・ 顧客企業との協同開発が行われる。 
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・ 顧客企業の方でも、新精製法によって純度の少し落ちたアルミニウムを「使
いこなす」ように研究がなされていく。 
理論的メモ ・ 1981 年夏まで 
・ 技術開発の段階としては、開発(前期)段階である。 
・ メンバーの協働、顧客企業との協働が行われている。 
・ 電解法と偏析法 コスト：電＞＞偏、純度：電＞偏である。 
概念 10 学習 
定義 実践の中で問題を発見し解決していくプロセス 
具体例 ・ 研究メンバーによる実験の「繰り返し」 
理論的メモ  あるテーマの下、同質のスキルを持ったメンバー同士の相互コミュニケー
ションが行われ、協働当初のチーム課題を解決していく過程のことであ
る。 
概念 11 間接的なリーダーシップ 
定義 プロジェクト化に向けたチーム環境の整備 
具体例 ・ パイロットプラントの設計を視野にいれ、設備担当メンバーを参加させる
かどうか、参加させるとして時期はどうするか等について検討 
・ 「設備屋さんをそろそろ入れようというタイミングは室長が判断していま
した。」 
・ 反対の具体例として「直接的なリーダーシップ」：チーム活動に直接の影響
を与える、タスクに直接の影響作用がある。 
理論的メモ ・ 「室長は(新精製法によるアルミニウムの高純度化を)事業化したいという
思いが強かったから。」 
・ 事業化のためには、生産設備を視野に入れた議論が必要になる。 
・ 概念は、「間接的な」という部分について再検討が必要である。 
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・ プロジェクト化されない日常業務活動もチームとして考えるので、定義は
再考が必要である。 
概念 12 協働の拡大 
定義 タスクが実行されるにしたがい、課題に向けて当初よりチームとしてできる範
囲が広がること 
具体例 ・ 毎月 1 回ほど実験研究の進捗具合について、設備担当として参加予定のメ
ンバーも加えた議論が行われる。 
・ 新たに設備、生産、製造担当のメンバーが入る。 
・ 各方法を用いてどのように高純度アルミニウム生産するのかという生産プ
ロセスやシステム開発を行う。 
・ 量産ラインを念頭に置いて、パイロットプラントの設計がなされる。 
・ チームがプロジェクト化される。 
理論的メモ ・ チーム活動に取り入れることのできる量が増えるということ。 
・ 研究メンバー、設備担当メンバー、生産技術メンバーの協働が行われてい
る。 
・ 一連の生産工程への見通しをつけるというチームの課題に見通しがつくこ
と。 
概念 13 チーム・リーダー 
定義 チーム活動に自らも参加し、技術の方向性を決断し、かつマネジメントも行う
という役割・権限を与えられた人 
具体例 ・ 設備担当メンバーのうちの一人 
・ プロジェクトのリーダー 
理論的メモ ・ チームの中にいくつかグループがある場合には、グループ・リーダーの中
からプロジェクトのリーダーに選ばれることもある。 
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・ 技術開発の場合には、技術をエンジニアリング、生産分野に連結させてい
く役割を担う。 
概念 14 スキルの補完 
定義 いくつかのスキルが組み合わせられて初めて、全体としてチームのタスクが成
し遂げられるような関係 
具体例 ・ 研究担当、設備担当(工務課)2 名、生産技術担当、製造担当というメンバー
構成である。 
・ 製造現場での実験では製造部門の協力が必要になる。 
・ パイロットプラントでの「開発になると、設備的な要素が大分入ってくる
から…。どういう生産プロセス、システムでやるかという話になってきた
ら、研究の人たちはあんまり頭が回らないですよ。」 
・ 「同じような技術分野の人が集まっていたら弱いところはいつまでたって
も解決できないけれど、お互いに補完し合ってできたと思います。」 
・ 生産技術担当は現象面、研究担当は理屈を考える。 
理論的メモ ・ 異質なスキルを持った人たちのチームである。 
概念 15 集団的な学習 
定義 チームの共有ビジョンを描き、それに向かって現在の状態から変わっていくこ
と 
具体例 ・ 大部屋に集まってのコミュニケーション 
・ 連続ラインかバッチ生産方式かという生産方式の議論 
・ 研究メンバーは、より確実なバッチ生産方式を推していたが、リーダーの
強い主張により連続ライン方式が採用された。 
・ 「やっぱり、あまり現実だけ見てプロセス改善となると今よりちょっと上
にしか行けない。」 
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理論的メモ ・ 学習は実践の中で絶えず行われているが、ここで抽出した集団的な学習は、
特に異質なスキルを持ったメンバーとのコミュニケーションによって、メ
ンバーが持っている知識の相互作用が生まれている状態に焦点を当てたも
のである。 
概念 16 環境の再認識 
定義 チームを取り巻く状況とこれまでの協働の結果とを関係づけることによって、
チーム活動を捉えなおすこと 
具体例  連続ラインのミニチュアとなるバイロットプラントで製品工程の観察と
ライン上の問題の洗い出しが行われた。 
 アルミニウムの溶湯を 4連続ラインで流していくという生産工程が繰り返
されるようになった。 
理論的メモ  環境を新たに認識・発見するというより、むしろ協働が進むにつれて協働
についての判断基準が変わってきた状態を指す。 
概念 17 上に働きかけるリーダーシップ 
定義 チーム活動を進めるために、トップ・マネジメントを説得する。 
具体例 ・ プロジェクトのリーダーは設備担当メンバーである。 
・ 「資金をとって、人も確保」していく働きかけ。 
・ リーダーの上の人、その上の人、社長にコミットしていく。 
・ 「いつまでに設備をつくって、こういう品質のものをこれくらいのコスト
で仕上げていくっていうことを言って、(言ったことを)実現していかなけれ
ばならない。」 
・ 「コミットして責任を持つ、後は根回し。上の人に働きかけて、トップま
で話を通してもらう。」 
・ 「我々がスムーズに動けるような環境を作ってくれましたよね。」 
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理論的メモ ・ パイロットプラントの設計段階から行われていた。 
・ 他の事例で抽出している「チームへの支援活動」という概念と同じカテゴ
リーにした方が良いかもしれない。 
・ メンバーのタスクに直接の影響があるわけではない、「間接的な」働きかけ
という意味では、概念 10「間接的なリーダーシップ」と同じであるが、働
きかける方向性としてはトップへの上方向である。 
概念 18 意味を組み込むリーダーシップ 
定義 メンバーのアイデアを自分のビジョンやコンテクストに埋め込んでいくリーダ
ーシップ 
具体例 ・ 「リーダーは設備屋さんだったから設備に詳しいし自信を持っていた。そ
の面から自分でどんどんアイデアを出してきた。」 
・ 「リーダーが引っ張っていく、自分のアイデアにみんなのを組み込んでい
くっていう感じです。」 
・ 技術面や研究面では、厳しい要求はあるが、メンバーの提案を聞き採用す
るかどうかを判断する。 
理論的メモ ・ 本件では、上に働きかけるよりチーム活動の中でのリーダーシップが大き
かった。 
概念 19 ビジョナリー・リーダーシップ 
定義 リーダー自身のビジョンを持ってチーム活動を方向付けるリーダーシップ 
具体例 ・ 「リーダーは、設備は勿論だけれども生産革新にも熱意を持っていた。生
産はこうあるべき、みたいな…。」 
・ 「理想ってこうあるべきだと、そのためには生産ラインはこうあるべきな
んだと発想していたと思う。」 
理論的メモ  
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概念 20 率先垂範のリーダーシップ 
定義 自らがチーム活動の先頭に立ち判断する姿勢を一貫し、チームに信頼感を醸成
させるリーダーシップ 
具体例 ・ 未知分野の開発においてメンバーの信頼を築く。 
・ 「他の設備担当の人が文句言ってきてもバババっと返してくれるような…
僕らだとなかなか答えが出ないんですが、リーダーは、設備作る上では自
分で判断して解決できる能力をもっていた。」 
・ 前に進んでいる、上手くいきそうであるという実感をメンバーに抱かせ、
モチベーションを上げる。 
・ チーム活動がステップを踏んで前進しているという感覚をメンバーに持た
せる。 
・ この期間(量産化に向けた活動期間)も、設備担当メンバーが現場に出て動い
ていた。 
・ 「リーダーが一番大変だったと思いますよ。」 
理論的メモ ・ スピーディーに一貫した判断することで、不安なメンバーに安心感を与え
ている。 
概念 21 協働の高度化 
定義 チームの共有ビジョンに向かってチーム活動したことで、チーム活動の意味づ
けが変わってきたこと 
具体例 ・ 連続ラインのパイロットプラントでの生産工程を繰り返す。 
・ 1981 年夏に、品質、コストを確認し量産に向けた見通しをつける。 
・ 連続ラインの流れ、回転数やるつぼのサイズ等の設備設計についてのデー
タ収集、量産ラインの設備設計、工事の発注が行われる。 
・ 量産ラインの稼働までの期日が迫っていたため、日中はラインを流し続け、
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その後問題の解決策を話し合う。 
・ 顧客企業の要求水準を満たす品質の高純度アルミニウムの量産に成功し
た。 
・ 従来の製法より大幅なコストダウンを実現させた。 
理論的メモ ・ チーム発足当初の協働から内容が質的に変わっている。 
・ チームの成果は実行戦略を強化するものであった。 
・ 実行戦略のコンテクストに組み入れられる方向性で、チームの協働が質的
に変容しているという意味で、単なる協働の変容ではなく「協働の(戦略的)
高度化」と概念づけられる。 
概念 22 新たな課題 
定義 協働の内容が当初と変わったために発生した問題 
具体例 ・ 生産ラインを流したときに生じた予測のつかない問題が発生した。 
・ パイロットプラントで収集・分析していたデータからは想定できないよう
な問題の発生。 
・ 「日々の改善、また新たな問題の繰り返し」 
理論的メモ  チーム活動を通して新たな課題の発見と解決が繰り返されている。 
(出所：筆者作成) 
 
 (2)カテゴリー化と分析結果 
 データから、「実行戦略」、「チームの目的」「チームの目標」、「模索活動」、「チーム活動の
責任者」、「メンバーのスキル」、「チームの協働」、「学習」、「間接的なリーダーシップ」「協
働の拡大」、「チーム・リーダー」、「スキルの補完」、「集団的な学習」、「環境の再認識」、「上
に働きかけるリーダーシップ」、「意味を組み込むリーダーシップ」、「ビジョナリー・リーダ
ーシップ」、「率先垂範型のリーダーシップ」、「協働の高度化」、「新たな課題」の 22 個の概
念を生成した。 
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それぞれの概念は相互に関連付けられており、カテゴリー化されるものがある。まず、時
系列に沿った概念は、「実行戦略」、「チームの目的」「チームの目標」、「模索活動」、「チーム
の協働開始」、「協働開始後のチーム課題」、「チームの協働」、「協働の拡大」、「協働の高度化」
37である。 
次に、「メンバーのスキル」「学習」「スキルの補完」という 3 つの概念は、「チームの協
働」がなされているときに見られ、「協働の拡大」を可能にしているという関係にある。ま
た、「集団的な学習」、「環境の再認識」、「新たな課題」という 3 つの概念についても、これ
ら 3 つがチーム活動において観察されるときに、チームの協働内容が質的に変化する「協
働の高度化」を生じさせているという関係にある。 
さらに、「チーム活動の責任者」と「間接的なリーダーシップ」、「チーム・リーダー」と
「上に働きかけるリーダーシップ」、「意味を組み込むリーダーシップ」、「ビジョナリー・リ
ーダーシップ」、「率先垂範型のリーダーシップ」は、それぞれチーム活動への影響主体とそ
の影響内容という関係にある。 
その中でも、「間接的なリーダーシップ」はチーム活動に直接的な影響を与えていたわけ
ではなく、「チームの協働」が始められたころに機能していた。また、「上に働きかけるリー
ダーシップ」もその後のチーム活動が継続されるための対外的な働きかけとしてチーム活
動の早い段階で観察され、チーム活動への直接的な影響作用ではないにせよ間接的にチー
ムのタスクを円滑に進める機能を果たしている。「ビジョナリー・リーダーシップ」、「率先
垂範型のリーダーシップ」は、チーム活動のどの時期においても機能していた38。これに対
                                                   
37 「協働の高度化」は、多分に主観的・価値的判断を含んだ概念のようにも思われる。そ
こで、データから「協働の質的変容」を導き出せたとしても、なぜそれが「良い変容」を
想起させる「高度化」といい得るのかという点についての疑問が生じうる。確かに、協働
は、どちらの方向にも変容しうるのであるが、本データからは協働内容の変質が Xs’社の
実行戦略をより強化する方向に変容したことが読み取れる。チームの協働が戦略的コンテ
クストに組み入れられるようになったという意味で、「協働の高度化」という概念を用い
た。したがって、「協働の質的変容」が「協働の高度化」に該当するかどうかについて
は、恣意的主観的に判断されるわけではなく、当該協働の変容と企業の戦略ないし実行戦
略のコンテクストの関係から判断されることになる。 
38「ビジョナリー・リーダーシップ」、「率先垂範のリーダーシップ」は、チーム活動全体
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して、「意味を組み込むリーダーシップ」は、特に「集団的な学習」が行われているときに
働いていた。以上の概念から、アルミニウムの高純度化技術開発におけるチーム活動のプロ
セスを記述すると次のようになる。 
X’s 社はアルミ圧延品を製造する企業で、顧客企業メーカーとの連携を図りながら、多様
なアルミニウム製品を製造・販売していくという経営が行われていた。その「実行戦略」の
一つが、「高純度アルミニウム製品をコストダウンすることによって、顧客ニーズに応えて
いく」ことであった。アルミニウム高純度化技術開発チームは「従来よりもコストの低いア
ルミニウム箔を製造する」という「チームの目的」の下、発足した。「チームの目標」は、
「従来の三層電解法を用いた工程部分について、よりコストダウンを可能にするような新
しい技術方法を開発すること」であった。当初、研究室のメンバー2 名によりどのような技
術方法が適切であるのかことを探るべく「模索活動」が行われた。模索的な実験により新し
い技術方法の候補が絞られると、専任となった研究メンバー3 名により、その候補について
の実験研究が繰り返されるようになった(「チームの協働開始」)。「協働開始後のチーム課
題」は、新精製法の技術を明らかにし、一連の生産工程に見通しをつけることであった。メ
ンバーは、「チームの協働」において、アルミニウムの地金から高純度化精製を経て出荷す
るアルミニウム箔までをつくる一連の工程についての実験と、顧客企業との品質の擦り合
わせを行う「学習」を繰り返す。このとき、メンバーはリーダーシップを意識したことはな
かったが、「チーム活動の責任者」によって、プロジェクト化に向けて新たなメンバーを加
わらせチーム環境を整備していく「間接的なリーダーシップ」が働いていた。 
チームに設備担当のメンバーや生産技術担当のメンバーが参加し、生産ラインを視野に
入れたパイロットプラントを設計が行われるようになると、チーム活動の内容は技術開発
から生産プロセス開発に広がっていく(「協働の拡大」)。大部屋でのコミュニケーションを
                                                   
を通して機能していた。そのため、これらのリーダーシップについて、特定の活動プロセ
スには影響しているわけではなくチーム活動全体に影響しているということを示すため
に、図 6-2 で示す分析結果図では、黒色ブロック矢印を用いている。 
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通して、原理的な技術知識を有した研究メンバーの「スキル」、生産設備に関する知識を有
した生産技術メンバーの「スキル」、生産プロセスに関する知識を有した設備担当メンバー
の「スキル」が組み合わされている。チームの協働は、連続生産ラインによる技術開発に方
向づけられた。設備担当メンバーがプロジェクトのリーダーとして、生産ラインについての
ビジョンをもって「ビジョナリー・リーダーシップ」を発揮していたからである。メンバー
は未知の技術開発に不安を抱いていたが、「率先垂範のリーダーシップ」によってリーダー
の一貫した強い姿勢が示されたため、チームに信頼感が醸成された。 
高純度アルミニウムを連続生産ラインで生産するための開発活動において、チームでは
「集団的学習」が行われていた。ここにおいてメンバーは、高純度化技術について、どのよ
うに生産ラインに位置づけ機能させていくかという視点から捉えるようになり、チームを
取り巻く状況に応じて自らの活動を捉え直すようになっている(「環境の再認識」)。また、
メンバー同士でコミュニケーションが繰り返され、設備に関するリーダーのアイデアに、他
のメンバーの提案を組み込んでいくという「意味を組み込むリーダーシップ」が機能してい
た。 
チーム活動は、アルミニウム精製の高純度化技術開発という協働から、連続生産方式によ
るアルミニウム箔の量産化を行うための協働へと変化している(「協働の高度化」)。そして、
実践の中で想定してなかった「新たな課題」を発見し改善していくという取り組みが繰り返
されていく。 
概念間の関係をカテゴリー化し、概念とカテゴリーを暫定的なモデルによって図式化し
たのが、図 6-2 である。 
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図 6-2 「アルミニウムの高純度化技術開発におけるチーム活動」の分析結果図  
 
(出所：筆者作成) 
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第 4 節 ハードディスクメディアの薄膜形成技術開発におけるチーム活動 
第 1 項 ハードディスク業界と X 社ハードディスク事業 
(1)業界の動向 
ハードディスクドライブは (以下、HDD という )、これまでノートパソコン、
デスクトップやサーバ用記憶装置として用いられてきた。黎明期は、エンタープ
ライズシステムの高速補助記憶に供されていたが、1985 年頃から PC 用途への
需要が高まってきたのである。PC への搭載により急拡大した市場は、DVD レ
コーダなどのコンシューマーエレクトロニクス (CE)分野への展開によりさらに
伸長してきた。また、今日の HDD 市場はコンピューター分野、CE 分野に加え
て、クラウド化の進展により拡大が期待されるエンタープライズ分野等に需要
が拡大されている。  
HDD の出荷は PC に大きく依存しており、PC の出荷低迷に影響されて 2011
年以降は出荷台数を減少させている。このような PC 需要による変動はあるもの
の、業界再編はほぼ終了しており (表 6-2 参照 )、概ね市場が安定した成熟産業と
いえる。  
後述するように HDD は、大きく分けてドライブ、メディア(以下、HD メディアとい
う )、ヘッドの部品からなり、すべて内製している企業もあるものの多くが水平分業を行っ
ている。表 6-2 は、1980 年代後半から現在に至るまでの HDD 業界への参入企業の変遷を
表したものである。2014 年現在、ドライブメーカーは 3 社、HD メディアメーカーは X 社
を含む 4 社(国内は X 社ともう 1 社)、ヘッドメーカーは 3 社である。メディアにおける X
社のシェアは 25％を超えており最大手の外販メーカーとなっている。 
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表 6-2  HD 業界における企業の変遷 
                   ()内は国内 
HDD 主要部品分野 ～90 年 1990 年 1995 年 2005 年 現在 
ドライブ(HDD)  
100 社 
以上 
41 社(14) 21 社(5) 9 社(3) 3 社(1) 
メディア 
(HD) 
専業 16 社(5) 11 社(6) 4 社(3) 2 社(2) 
内製 2 社(0) 
ヘッド 
(HEAD) 
専業 8 社(4) 5 社(3) 3 社(2) 1 社(1) 
内製 2 社(0) 
(出所：X 社内資料を参考に筆者作成) 
 
 (2)X 社のハードディスクメディア事業 
X 社の売上高約 8,500 億円のうち、エレクトロニクスのセグメントは売上高約 1,300 億
円である。また、営業利益は 220 億円であり、X 社の中では主要な高収益セグメントの一
つである。 
X 社は、HDD の部品となる HD メディアを生産している。HD メディアは、サーバ、
デスクトップ PC、モバイル PC 用のハードディスクの他、AV 用途やデジタル
家電向け HDD へ採用されている。X 社は、この HDD に組み込まれる HD メデ
ィアと、その主要な原材料の一つである HD 用基板の研究開発、製造、販売を行
っている。現在、X 社は、国内に 2 つの営業拠点を有しており、海外拠点を含む 6
つの拠点で生産・開発活動が行われている。さらに、国内では研究開発・マーケ
ティング部門が Xi 工場に集約されており、製販一体となった体制がとられてい
る。  
HD メディア事業の特徴として、技術革新のスピードが速く国際的競争の激しい事
業領域であることが挙げられる。したがって、市場ニーズに合致した製品を即時に提供すべ
く、グローバルな生産・販売体制が求められるのである。とりわけ要求される技術力は、高
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記録密度メディアを可能にする最先端の技術力と、スピィーディーかつ高品質な製品の量
産技術力である。2013 年 12 月には、X 社によって垂直磁気記録方式で 2.5 インチ 1 枚当
たり 670 ギガバイト、3.5 インチ 1 枚当たり 1 テラバイトの記録容量が実現されている。 
このように、今日の X 社 HD メディア事業は、X 社における主力収益事業の一つであり、
また、最大の市場占有率という点からも高い競争力を有している。もっとも、X 社が HDD
事業への参入を目指し始めた 1987 年時点においては、すでに 100 社以上の HDD メーカー
がひしめいていた。参入が最後発であった X 社は、ヘッドメーカー、ドライブメーカーと
水平分業し、HD メディア製造に集中した技術革新競争を展開した。1980 年代後半からア
メリカで生じていた小型化と高容量化の流れをキャッチアップし、当時日本では使用され
ていなかったスパッタリング法(後述する)による HD メディアの製造に挑戦し、事業化に成
功したのである。 
 
図 6-3 HDD と HD メディア 
  (出所：X 社内資料) 
 
以下では、ハードディスクの構造を概観した上で、X 社における HD メディア製造に関
する技術開発と、記録の高容量化に向けた技術革新のためのチーム活動プロセスを分析し
ていく。 
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第 2 項 ハードディスクの構造 
ハードディスクは、回転ディスク記録媒体を使用する磁気記録装置であり、信号が記録さ
れる磁気ディスク、それを高速回転するスピンドルモータ、磁気ディスクに信号を記録・再
生するための磁気ヘッド、それを高精度に保持しつつ移動させるためのスイングアーム及
びアクチュエータ、これらの駆動制御回路及び信号処理回路が主要構成部品となっている
(図6-4参照)。他の磁気記録装置である磁気テープ装置、フレキシブル磁気ディスク装置で
は磁気記録媒体と磁気ヘッドとが記録再生時に接触しているのに対し、HDD では磁気ヘッ
ドは磁気ディスクの表面からミクロン以下の極微小距離で浮上している。そのために高速
のランダムアクセスや超高トラック密度が可能となっている。 
第 1 項で述べたようにハードディスクは、PC 領域や CE 分野に用いられる情報の記憶装
置である。そのため、高密度化・大容量化、高速化、小型化が必然的な流れとなっている。
また、電磁気工学、機械工学、材料工学が絡んだ複合的な技術を必要とすることがわかる。
その中でも、高容量化においては、磁気ディスク磁性層の微細化と平滑性、飛行ヘッドの浮
揚高の最小化、シグナルノイズの信号処理制度とスピードの 3 点が重要な課題であった。 
 
図 6-4 HDD の構造 
 
(出所：岡村・服部、2010、21 頁) 
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第 3 項  チーム活動の経緯 
X 社が HD 業界への参入を決断したのは、1987 年のことである。既に他社は市場に乗り
出しており、技術も一定の水準にあった。X 社では、こうした市場、他社の技術を把握しつ
つ、X 社独自の高機能を発揮する技術の開発を行うことになったのである。さらに、他社が
先行している領域に参入するため、量産体制に入ってから、とりわけ 2000 年代以降は買収
を含む大規模な資金投入が行われた。現在においても、X 社の技術革新は続いているが、本
研究では、研究開発が始められた 1987 年頃から、技術革新を重ね持続的競争優位を実現し
ていく 2005 年頃までのチーム活動を分析対象とする。 
 
(1)チーム発足の契機 
1980 年代、各企業の HD メディアの製法には、メッキ液に材料を浸して薄膜をつけ新し
い表面機能性を持たせるというメッキ法が用いられていた。このメッキ法は、材料全体を一
気に成膜するため、膜厚のコントロールが難しい。しかし、当時の HD メディアは大型の円
盤であったため、薄膜をつけるために大型のメッキ浴が用いられていたのである。その頃 X
社は HD メディア製造を行っていなかったが、2013 年 11 月 5 日、12 月 8 日行われたヒア
リングからは、X 社研究所では社内の技術をリサーチした上でメッキ法による HD メディ
ア製造のための研究も行われていたことが窺える。 
研究所では他にも複数の技術の模索研究が行われていたが、研究所の研究企画に携わる
ことになった S が、その中から HD メディアの技術開発に注目したのである。F によれば、
その理由として S は、二点を挙げていたという。第一に、HD メディアが非常に多岐にわた
る複合材であった。これに加えて、HD メディアの機能には、衝撃に強いこと、磁気記録が
できること、磁気ヘッドが擦れた時に表面が削れない強さをもっていることが要求されて
いた。したがって、単一の技術ではなく複数の技術のすり合わせが不可欠となり、技術開発
の競争が展開されるということが予測されたのである。第二に、S は、市場において情報を
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記録する媒体の重要性が今後は一層大きくなること、データ転送速度への要求も高まって
いくだろうということを推測したという。S が HD メディアの技術開発に注目した経緯に
ついて、研究開発部スタッフ・マネージャーの K39は次のように言う。 
 
「アルミの基板の上に、メッキで薄膜を何層も乗せていく。さらに、一番上にはカー
ボンを成膜するという方法でした。単一の技術ではなくていろいろなところに仕掛
けがあるので、技術がいろんな方向に伸びていくのではないかという勘が(筆者注：
S さんに)働いたそうです」(研究開発担当、K) 
 
質問者：「カーボンやアルミニウムといった、自社の内部資源と兼ね合わせてという
ことでしょうか？」 
 
K：「社内向けの提案資料には当然そのように書きますよね。ところが、実は社内に
は、当時、HD メディア成膜技術に適用できるプロパーの技術はなかったと仰ってい
ました。じゃあ、なぜ踏み切ったのかというと、技術が伸びていくっていう面白味と、
市場が明らかに伸びていくと思ったと。」 
「(筆者注：HD を選択したというのは S の)直観ですけれども、いろいろと調べては
いた。当時、HD はフロッピーと光磁気ディスク(筆者注：MO ディスク)とのつなぎ
で終わると思われていて、記録密度もそれほど伸びないだろうし、装置としてもヘッ
ドとクラッシュして壊れやすいのではないかと業界では言われていました。ところ
が実際には、データの転送レートっていう問題があって。フロッピーとか MO とか
でデータ転送に待つ時間がみんな絶対ストレスに感じるはずだから、HD は伸びるん
じゃないかという HD ドライブのお客様からの言葉もあり、HD にかけようと思っ
                                                   
39 K は、2010 年頃まで、HD 事業の研究開発担当のチーム・メンバーとして HD の技術
開発活動を行ってきた。以下では、「研究開発担当、K」とする。 
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たそうです。」 
 
しばらくして、S は渡航先のアメリカから一台の機械(スパッタ機)を購入してくる。そし
て、1987 年頃に十数名の研究メンバーが集められた。X 社にある研究所でこの機械を用い
て、HD を新製法で製造するための模索研究が開始されたのである。また、研究所には HD
メディアの薄膜形成技術を有した人材が採用され、メンバーに加えられていった。 
こうして始められた新しい機械による製法をスパッタ法という。スパッタ法とは、薄膜形
成技術の一つであり、真空中でプラズマ化した原子核をターゲットに当てて、はね返った原
子や分子を基盤に付着させ膜を形成させる方法である。大きな基板全体を均一に成膜する
ことができる。しかし、メッキ法とは異なり真空装置が必要であり、薄膜形成にも時間がか
かることから、ほとんどの企業においてスパッタ法は採用されていなかったのである。当時
主流であったメッキ法ではなく、スパッタ法による技術開発をSが決断した理由について、
K は次のように言う。 
 
「大型のディスクであればメッキが適切でしたが、アメリカではだんだん小型化の
流れが出てきていた。小型化ということを考えれば、1 枚 1 枚を丹念に作っていく必
要がある。また、メッキ法では何十枚も一気につくるので、メッキ浴の電気化学反応
で浴の中が汚れていってしまいます。飛行ヘッドが下がるのでごみが当たらないよ
うにしてほしいというお客様の要望に応えるには、1 枚 1 枚真空管の中で材料を蒸着
させていくというスパッタ法によらなければ、ということでした。」(研究開発担当、
K) 
 
(2)量産化までのチーム活動 
 スパッタ法による HD メディアの技術開発研究は、模索研究や基礎研究という一般的な
技術開発のステップには乗らず、研究所内で一気に進められた。つまり、スパッタ法で HD
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メディアを製造していくという方向性の下でチームが発足した 1987 年以降、チーム・メン
バーによってスパッタリング技術の模索が行われると同時に実験が繰り返されるようにな
る。 
さらに、HDD メーカーと品質の擦り合わせなどが急速に進められていった。スパッタ法
で製造したサンプルは各 HDD メーカーの所に持ち込まれ、品質が検討される。その中で
も、チームのつくったサンプルは、シリコンバレーのベンチャー企業によって高く評価され
たという。 
チームはすぐに新事業開発部の中でプロジェクト化され、HD プロジェクトマネージャー
がこのチーム活動の最終的な責任者となっていた。HD プロジェクトマネージャー40による
チーム活動の意義のアピールと顧客企業からの高評価を背景にして、1989 年頃の経営会議
では、量産化への道筋と生産性、収益可能性が認められ、量産ラインの建設が決定された。
この頃までには、30 名くらいのメンバーがチーム活動に参加していた。 
1990 年、量産 2 つのライン建設が始まった。研究開発を担当する 20 名弱の技術系のメ
ンバーに加えて、生産技術、製造担当の作業員が量産化に向けた活動に加わり、50 名ほど
の体制になり、さらに 1992 年頃には 100 名ほどに増えていたという。試製品をつくってク
リーンルームから真空パックにして箱詰めにするという一連の梱包作業は、現地採用の作
業員によって行われていた。スパッタ装置については、装置メーカーから購入していたが、
他社からの模倣を防ぐために、装置内部の仕組みやデザインを変えた上で、HD メディア製
造が行われていく。 
 
(3)量産化以降のチーム活動 
1991 年に、HD メディア量産のためのラインが引かれ、本格的な量産活動が開始される
とともに、HD メディアのスパッタリングについてもチーム・メンバーによる技術開発活動
                                                   
40 HD プロジェクトマネージャーは、1988 年当時に新事業開発部に所属するマネージャ
ーであったが、1991 年には HD 部長、1995 年には HD 事業部長となっている。 
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が展開されていく。また、X 社としても、HD メディアの技術開発・量産に大幅な資金を投
入していくこととなった。 
HD プロジェクトの責任者であるマネージャーは、HD メディアに関わる技術開発のスピ
ードと専門性、投資のタイミングという点から HD メディアの技術開発チームの特殊性を
重視していた。そのため、X 本社機能からの HD 部門の独立性の確保に注意が払われてい
たのである。このような X 本社に対する HD 部門の独立性について、F は次のように言う。 
 
「うちの HD ビジネスは他のビジネスに比べて歴史としてもユニークなところがあ
って、意思決定と研究に関して、会社が独立性をかなり尊重して下さっていました。」 
「事業責任者の方(HD 事業部長)も、本社機能からなるべく独立するという方針は一
貫されていました。要するに、本社の投資ということに関してリスクの判断が、HD
の方に返ってくるまでにビジネスの成否が決まってしまうということです。一つの
プログラムのサイクルがあまりにも短いので、もう HD のトップで決断するという
スタンスを守り続けておられました。」(研究開発担当、K) 
 
また、現在 Xa 研究所で技術とマーケティングの関係を分析しているグループのリーダー
C も、HD 事業の独特な雰囲気について次のように言う。 
 
「(HD 部門は)X 社本体とマインドが違っていて。いわゆる安全に対する捉え方も違
う。そこにこだわっていたら、スピードに完全に遅れてしまうんです。カルチャーを
つくりかえてしまったんですね。」(Xa 研究所、グループ・リーダー、C) 
 
HD メディアの量産開始後、技術メンバーによってスパッタリングの技術革新活動が展開
される中でメンバーに共有されていたのは、「個々の能力や技術は競合他社と変わらないの
だから、競争をやめるとすぐに落ちこぼれていく」(研究開発担当、K)という危機感であっ
 145 
 
た。この危機感は、リーダーS によって常に強調され、メンバーにも共有されていく。 
 
「在庫を抱えてしまったら、食堂に在庫を置くんですよ。そうしたら、在庫が増えた
らご飯食べるところなくなっていくでしょ。で、この会社やばいなぁっていう意識を
持たせていく。リーダーとしては、そういうやり方でメッセージを出していたんだ
よ。」(Xa 研究所、グループ・リーダー、C) 
 
「仕事は山あり谷ありだけど谷の方が多いですよね。従業員にそれをいかに周知し
ていくか。口で言ってもわからないですよね。S さんは、危機感を共有させて知恵を
絞らせていく。」(Xa 研究所、グループ・リーダー、B) 
 
 もっともこのような競合との技術開発競争に落ちこぼれるかもしれないという危機感は、
リーダーS 自身が現場での実験や顧客企業との打ち合わせに徹底して取り組むことでも、メ
ンバーに強調されていた。それは次の K の言葉に現われている。 
 
「でも、S さんが一番ハードワーカーでしたよ。自分で実験して。メンバーが日報を
出すんですけれど、何時になってその日のうちに指示を出して。言うだけじゃ誰もつ
いてこないけれど、(S さんは)いつも現場に立って自分でお客さんのところ行って、
ですからね。」(研究開発担当、K) 
 
1990 年代から 2000 年代にかけて、メンバーに共有された危機感のもと、顧客企業の要
求に応えていくためにチームでの技術開発活動が進められていく。 
具体的な技術開発活動として、記録密度を上げていくための材料開発、生産技術であり、
例えばスパッタリングターゲットの作り方、ターゲット内部のマグネットの技術革新等が
なされていった。また、この技術開発活動でメンバーが取り組んでいたのは「評価技術」を
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つくること、すなわち閾値をつくり、それをクリアするような HD メディアを開発してい
くことである。顧客である HD ヘッドメーカーや HD ドライブメーカーとの擦り合わせに
より HD メディアの材料、技術と他の部品との相関がとれているかどうかが検討される。
相関がとれていないことがわかれば、限界値を探し特定し、特定された値を超える製品をつ
くりあげていくのである。   
これらのチーム活動は、対象としている技術の性質上、イノベーションを迅速に起こし記
録密度を上げていかなければならない。HD メディア技術開発チームは、半年から 1 年に 1
回のサイクルで製品を出さなければならなかったので、短期のチーム目標と具体的な戦略
が立てられた。この目標は、年度としては記録容量の数値とコスト目標であるが、月次や週
次としては「顧客企業の認定を取得すること」、「歩留まりを何％上げること」といった短期
的目標が繰り返されていくのである。顧客第一であり、顧客から出された要望や問題をすぐ
に解決するための目標である。短期的なチーム目標は、チームの中で自律的に決まっていく。
このようなチームの動きについて、K は次のように言う。 
 
「危機感があったから、やるべきことは自ずから絞られてくる。ただその目標に向か
って何をやるのかってことを提案しているだけなんです。今はこれをやるべきです
って。その提案に対して、いやこっちからやろうっていうような議論はありますけれ
ども。何か…その瞬間は全体が阿吽の呼吸で動いていたと思いますよ。」(研究開発担
当、K) 
 
チーム内はグループ・リーダーを置いたいくつかの小グループに分けられていた41。チー
                                                   
41 第 5 章第 3 節でも述べたが、R＆D、技術開発活動は模索、基礎研究、開発、量産化と
いう 4 つの段階からなる。基礎研究からステージゲートをクリアしたチーム活動が開発段
階に至ると、品質や生産・製造との連携によってプロジェクトが拡大していく。そのた
め、チーム活動が展開されるにしたがいメンバー数も増加していくという点が、製品・技
術開発に関するチーム活動の特徴である。チームの規模が拡大すれば、HD メディアの薄
膜形成技術開発チームのように、一つのチーム内に複数のグループが形成される場合もあ
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ム目標は、各グループ目標に落とし込まれ具体的な日常的協働はグループ単位で行われて
いく。もっとも、メンバーの活動は自分の所属するグループのタスクに限られていたわけで
はない。むしろ、他のグループのタスクであっても問題が生じれば、チーム全体として取り
組むという行動がたびたび見られたという。 
チーム活動は、全てのグループが集まれる大部屋で行われていた。中央に大きな通路が引
かれ大部屋の中心にはテーブルが置かれており、仕切りはすべて取り払われていた。タスク
を越えた共通のチーム課題については、メンバーが中央の机に集まって取り組まれていた。
また、会議室もすべてガラス張りにされており、どのメンバーが会議を行っているのかにつ
いてすべて可視化されていた。チーム内で行われていたコミュニケーションについて、K は
次のように言う。 
 
「自分はこのグループの人間なので、こういう機能しかやりませんっていうような
ことは許されなかったです。他のグループで困っていることがあって、こちらに助け
られる知識があったのに知らん顔しているっていうのはあり得ない。みんな、新しく
出す製品で競合に勝てなかったら明日はないって思っていたから。グループのタス
クで困っていることがあっても、グループ・リーダーに何とかして下さいって頼りき
ることもないですね。問題に関われるスキルを持った人間は、関わるのが当たり前、
首を突っ込んでいくのが当たり前という雰囲気でした。」 
「私が若手だった頃、グループ・リーダーだった頃を含めて、グループ・リーダーの
メンツなんてほとんどなかったです。リーダーを越えて S さんと若手で情報がやり
取りされたり、このグループとかメンバーのフォローに回れとかということもよく
ありました。」(研究開発担当、K) 
 
 もっとも、このようなチーム・メンバー間のコミュニケーションは、X 社内で広く見られ
                                                   
る。 
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たわけではなく、HD メディアの薄膜形成技術開発チームに特有のコミュニケーションスタ
イルであった。この点は、K の以下の言葉からも窺える。 
 
「私も、ずっと(筆者注：HD 部門の)中にいてこれが当たり前だと思っていたんです
が。メンバーの発言の自由にも反映してくるわけです。例えば、入って 2 年目のとき
に、ガラスのメディア基盤を新しく開発するということがありました。今までに先輩
方が作ったガラスの特性を見た時にアルミの従来の特性より明らかに低いというの
が随所に表れていたんです。これはちょっとおかしいんじゃないですかって。入って
2、3 年目の人が、チームの中でいえる雰囲気があるんです。それに対して、わかっ
た、いっしょにやろうと言える雰囲気もあるってことです。」(研究開発担当、K) 
 
開発目標は、各チーム・メンバーにブレイクダウンされ、MBO(Management By 
Objective)が徹底されていた。この MBO は、リーダーS によって運用が徹底され、毎月 1
回 S がグループを集めて成果をチェックしていた。自己申告や調整はなく、目標は必達で
あった。リーダーによる MBO の徹底について、K は次のように言う。 
 
「今月はどうだったって聞かれて、ここまでしかいってないとなると…ここまで精
一杯やりましたがこのような結果しか出ませんでしただったらいいですよ、ダメだ
ったという結果が出て違う方法を選ぼうという答えが出るから。でも、逡巡してやら
なかったことがわかれば、どうしてって糾弾される。しかも、大部屋なのでみんなに
聞こえる。いやぁ、厳しかったですよ。」 
「結果を求めるっていうのは、とにかく良い悪いをスクリーニングする技術をつく
ってそれができれば、後はその評価技術を超えるものをどんどん開発していけばい
いんだと。問題を無くすにはどうすればいいんだろうって頭の中で考えていろんな
ものをつくりにいっちゃってわからなくなるっていうのがよくやりがちなんです。」
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(研究開発担当、K) 
 
 2005 年、チームは、従来製品の記録密度の 2 倍を可能にする垂直磁気記録の技術開発に
成功する。垂直磁気記録の原理自体は以前より提唱されていたが、下地層を重ねることが必
要であり媒体の製造は難しいとされていた。それまでの記録方式であった面内磁気記録方
式では、ディスク面に対して水平(横方向)に磁気を記録していたのに対し、垂直磁気記録方
式は垂直(縦方向)に記録する。このため記録情報一つあたりの表面積が少なく済み、記録密
度を大幅に高めることが可能となったのである。 
  
図 6-5 記録方式の違い 
(出所：X 社 2005 年○月○日ニュースリリース) 
  
前述したように、化学企業であった X 社が HD メディアの薄膜形成に関するチーム活動
を開始させた 1987 年には、すでに 100 社以上の HDD 主要部品メーカーによる市場競争が
HD 業界で行われていた。チーム活動を通して量産化への道筋がつけられ、1990 年に量産
ラインの建設がはじめられた。この時点において、HD メディアメーカーに限っても、競合
他社は 16 社であった。 
HD メディアが量産体制に入ると、X 社による HD 部門への大幅な資金投入が行われた。
それとともに、記録密度競争に焦点を絞ってチームの技術開発活動が推進されていく。各社
による市場競争が行われ、X 社の HD メディアの薄膜形成技術開発チームがつい直磁気記
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録方式を成功させた 2005 年には、HD メディアメーカー数は 4 社に淘汰されていた。さら
に現在に至るまでに X 社は、HD メディアの外販メーカーとして最大のシェアを有するこ
とに成功し、HD 業界における競争上の優位を獲得していくこととなったのである。 
 
第 4 項 M-GTA による分析 
(1)概念の生成 
第 3 項で記述したチームの活動経緯について、本項では M-GTA による分析を行う。分析
テーマであるチームの活動段階とリーダーシップとの関係に焦点を当ててデータを取り上
げ、概念を生成していく。概念は他の場合も説明できる程度に抽象的なものを考え、その定
義を検討し、解釈の密度を保つようにしている。 
 以下は、データの解釈と概念生成に至る流れを表形式にまとめたものである。 
 
表 6-3 HD メディア薄膜形成技術開発チーム活動の M-GTA 分析 
概念 1 現行戦略 
定義 現在の企業の行動指針 
具体例  アルミニウム、カーボン等の既存の化学品事業領域で競争優位に立つ。 
 関連事業領域での新規事業開拓・拡大を目指す。 
理論的メモ  当時の X 社は、石油化学、有機・無機機能性化学品、アルミニウム材料等
を事業展開する総合化学品企業であった。 
 社内向けの提案資料は、既存資源と戦略に合わせて書かれたが、実は社内
に当時 HD メディア成膜技術に適用できるプロパーの技術は存在しかっ
た。 
概念 2 チームの目的 
定義 チームを発足させる契機であり、チームが目指すべき最終ゴール 
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具体例  HD メディアに関する技術開発 
 HD の事業化 
理論的メモ  S は、HD メディアに関して技術開発に集中した競争が展開されることを
見通し、市場の広がりも予測していた。 
概念 3 チームの目標 
定義 チームの目的に照らしてチームが達成すべき事柄 
具体例  スパッタ法による HD メディア製造の技術開発 
理論的メモ  アルミニウム高純度化技術開発の場合と異なり、スパッタ法によるという
ことは決まっており、その方向性で目標、課題が決められている。 
概念 4 プロジェクトマネージャー 
定義 研究開発で進行中の複数の研究テーマに責任を持ち、チームの研究プログラム
の大枠を設定、監督する人 
具体例  チーム・リーダーの上におかれている「事業責任者」で、1988 年からは
「HD プロジェクトマネージャー」である。 
理論的メモ  アルミニウム高純度化技術開発の事例の「チーム活動の責任者」と同じカ
テゴリーにまとめられるかもしれない。 
 R&D マネージャーは、研究プログラムに外枠を限定するが具体的内容に
は関知しない。 
概念 5 チームへの支援活動 
定義  上位のマネージャーと適切に接触し、研究プログラムを売り込み予定通り
に遂行されるために必要な条件、資金、人を獲得する活動 
具体例  プロジェクト化に際しては、チーム活動の意義をアピール 
 HD の技術や事業の性格を考慮して、意思決定のスピードを重視していた。 
 本社機能からの独立の方針を一貫した。 
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 チームに決済の大幅な自由裁量が与えられるようにしていた。 
 「一つのプログラムのサイクルがあまりにも短いので、もう HD のトップ
で決断するというスタンスを守り続けておられました。」 
理論的メモ  技術的能力、市場ニーズ、企業の利益から見て、トップがチームの意義を
理解しやすいかどうか。 
 ニューベンチャーを事業の性質を考慮して既存の部門に取り入れないと
いう姿勢をとっていた。 
概念 6 チーム・リーダー 
定義 チーム活動に自らも参加し、かつマネジメントも行うという役割・権限を与え
られた人 
具体例  プロジェクトのリーダーS 
 当時は主流でなかったスパッタ法に注目する。 
理論的メモ  権限関係としては、R&D マネージャーと研究メンバーとの中間に位置す
る。 
 技術情勢はどうか、新しい有望なものは何かということを評価するために
広い接触網と上方の源泉を必要とする。 
概念 7 チームの協働開始 
定義 明確になったチーム目標に向かってチーム活動が開始されるとき 
具体例  1987 年頃、スパッタ機による薄膜形成技術の模索研究が開始される。 
 10 数名の技術系メンバー 
理論的メモ  技術開発段階でいわれる「模索」「基礎研究」「開発初期」段階はとられて
いない。オーバーラップで同時に行われている状態である。 
概念 8 チームの課題 
定義 チーム目標を達成するために取り組まなければならないタスクを決定するもの 
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具体例  スパッタリングの各技術的課題 
 各工程に必要な技術の開発 
理論的メモ  チームの課題はしばらくすると達成され、次の課題へと移る。 
 前事例の「協働開始後のチーム課題」との概念の吸収を検討しなければな
らない。 
概念 9 ビジョナリー・リーダーシップ 
定義 リーダー自身のビジョンを持ってチーム活動を方向付けるリーダーシップ 
具体例  S は、アメリカで情報を収集しスパッタ機を購入してきた。 
 HD メディアの小型化と精緻化の流れを捉えた上で、スパッタ法を選択し
た。 
 メンバーに対して、絶えざる技術革新がなければすぐに競合から落ちこぼ
れていくという危機感を強調・演出する。 
理論的メモ  S のビジョナリー・リーダーシップは、チーム活動を常に方向づけていた。 
 もっとも、スパッタ機の購入やアメリカの顧客企業の情報収集といったチ
ーム活動の初期にとられたリーダー行動は、チーム活動を円滑に進めるた
めの環境整備であったともいえる。 
概念 10 チームの協働 
定義 メンバーがチームのタスクに取り組むこと 
具体例  スパッタリング技術の模索と実験の繰り返し 
 薄膜形成技術の習得と革新 
理論的メモ  技術開発の段階としては、模索、基礎研究段階である。 
概念 11 メンバーのスキル 
定義 タスクをやり遂げるために必要な知識、能力 
具体例  HD メディア製造についてプロパーの技術を持っている人は社内にはいな
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かったが、近い技術分野の人材はいた。 
 見たことのないような材料ではなかった。 
 HD 薄膜形成技術を有した人材、新しいことにチャレンジする気持ちを持
った人間の登用 
理論的メモ  スパッタリング技術をもったメンバーはいなかったが、薄膜形成に必要な
関連技術を有していた。 
概念 12 学習 
定義 実践の中で問題を克服するプロセス 
具体例  サンプルワークによる顧客企業との品質の擦り合わせ 
 顧客企業の求めるクライテリアの把握 
理論的メモ  あるテーマの下、同質のスキルを持ったメンバー同士の相互コミュニケー
ションが行われ、協働当初のチーム課題を解決していく過程のことであ
る。 
概念 13 協働の拡大 
定義 タスクが実行されるにしたがい、課題に向けて当初よりチームとしてできる範
囲が広がること 
具体例  HDD メーカーからサンプルの高評価を受ける。 
 技術系メンバー、品質担当メンバー、生産技術メンバーによる協働が行わ
れている。 
 1990 年から、量産ラインが増設されていく。 
 1990 年代から 2000 年代にかけて量産ラインを稼働させながら、同時並行
で行われた技術革新のためのチーム活動 
理論的メモ  スパッタリング技術を開発し、HD メディアを製造するというチームの目
標に見通しがつくことである。 
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概念 14 事業化への働きかけ 
定義 上位のマネジメントに対して、チーム活動を通して蓄積された知識が実行可能
であり、経済的にも魅力であるという説得的な働きかけ 
具体例  サンプル品について顧客企業から高評価を得る。 
 1989 年頃、経営会議で量産化と生産ラインの建設決定がなされる。 
 1989 年、事業所内で生産活動が始められる。 
理論的メモ  既存市場への後発参入であるので、顧客となる企業に評価されることが重
要である。 
 大きな潜在市場(PC,CE 分野での HD の需要)の存在と、そのアピール 
概念 15 実行戦略 
定義 企業の行動指針を実行に移すための戦略 
具体例  HD メディアの生産能力を上げる。 
理論的メモ  新しく形成された HD 戦略の下での、HD メディア製造と技術開発に関わ
る実行戦略のことである。 
概念 16 環境の再認識 
定義 チームを取り巻く状況とこれまでの協働の結果とを関係づけることによって、
チーム活動を捉えなおすこと 
具体例  「お客様の言うことをとことんつかむ」 
 一つの技術の中でも記録密度は上がる→材料開発の必要性 
 さらに磁性体技術自体が変わると記録密度は上がっていく 
 顧客から出された要望や問題をすぐに解決する 
理論的メモ  環境の新たな発見というわけではなく、記録密度競争が続くということ、
顧客企業への真摯な対応の重要性が再確認されたという意味合いである。 
概念 17 新たな課題 
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定義 協働の内容が当初と変わったために発生する問題 
具体例  半年から 1 年に 1 回のサイクルで製品を出さなければならなかったので、
短期のチーム目標と具体的な戦略が立てられた。 
 「顧客企業の認定を取得すること」、「歩留まりを何％上げること」といっ
た短期的目標が繰り返されていく。 
 顧客から出された要望や問題をすぐに解決する。 
理論的メモ  数値化しやすいチーム活動であったので、日々の課題も明確である。 
概念 18 協働の高度化 
定義 当初のチーム活動から活動内容の質や意味づけが変わること 
具体例  1990 年代から 2000 年代にかけて技術革新のためのチーム活動 
 具体的な日常的協働はグループ単位で行われている。 
 スパッタリングターゲットに関する技術革新 
 材料開発、評価技術の作成 
 2005 年、垂直磁気記録の技術開発と競争上の優位の獲得 
 X 社としても、HD 部門に大幅な資金投入を行っている。 
理論的メモ  技術革新の内容は変わっているが、技術の意味づけが質的にガラッと変化
したというよりも、高記録密度を可能にする技術がより強調されるように
なったという意味での変化である。 
概念 19 スキルの補完 
定義 いくつかのスキルが組み合わせられて初めて、全体としてチームのタスクが成
し遂げられるような関係 
具体例  技術系メンバー、生産技術、製造担当の作業員による量産化に向けた活動
が行われる。 
 顧客企業(HDD メーカー)のスキルと要求に応えていく。 
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理論的メモ  チームの協働を通して全体的に観察される(協働の拡大においても、協働の
高度化においても見られる)。 
概念 20 集団的学習 
定義  チームの共有ビジョンを描き、それに向かって現在の状態から変わってい
くこと 
具体例  チーム内で危機感の共有が徹底されていた。 
 全てのグループが集まれる大部屋でのコミュニケーション 
 メンバーの活動は自分の所属するグループのタスクに限られていたわけ
ではない。むしろ、他のグループのタスクであっても、問題が生じればチ
ーム全体として取り組むという行動がたびたび見られた。 
理論的メモ  技術系のメンバー、顧客企業とのコミュニケーション 
 グループを越えた話し合いと問題解決 
概念 21 チームの自律的行動 
定義 チームが自律的に目標を設定し課題を解決していく行動 
具体例  「危機感があったから、やるべきことは自ずから絞られてくる。ただその
目標に向かって何をやるのかってことを提案しているだけ」 
 「何か…その瞬間は全体が阿吽の呼吸で動いていたと思いますよ。」 
理論的メモ  チームの目的に向かってメンバーが自律的に活動していく前提として、チ
ームの自己裁量が大きいことが必要である。 
概念 22 率先垂範のリーダーシップ 
定義 自らがチーム活動の先頭に立ち判断する姿勢を一貫し、メンバーの気持ちを引
っ張るリーダーシップ 
具体例  自らが現場に立って実験を繰り返す。 
 「自分でお客さんのところ行って」 
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 日報には、その日のうちに指示を出す。迅速な行動 
理論的メモ  HD の技術開発活動を通して一貫してみられる S の姿勢である。 
 ヒアリング調査の中で「信頼」という言葉はでなかったが、一貫した姿勢
がチームに信頼感を醸成させているのではないかと思われる。 
概念 23 タスク推進のリーダーシップ 
定義 メンバーのタスクと責任を明確にし、タスクに何らかの影響を及ぼすリーダー
シップ 
具体例  MBO は、S によって運用が徹底され、毎月 1 回 S がグループを集めて成
果をチェックしていた 
 「…でも、逡巡してやらなかったことがわかれば、どうしてって糾弾され
る。しかも、大部屋なのでみんなに聞こえる。いやぁ、厳しかったですよ。」 
理論的メモ  タスクそのものに強いプレッシャーが与えられている。 
 与えられたタスクに対して、次のタスクにつながる結果を求められてい
る。 
概念 24 意味を引き出すリーダーシップ 
定義 チームで知識の意味づけやアイデアの交換を活発に行わせるリーダーシップ 
具体例  チームに生じた問題は、担当に関わらずメンバー全員で取り組む。 
 「入って 2、3 年目の人が、チームの中でいえる雰囲気がある」「それに対
して、わかった、いっしょにやろうと言える雰囲気もある」 
 「グループ・リーダーのメンツなんてほとんどなかったです。リーダーを
越えて S さんと若手で情報がやり取りされたり、このグループとかメンバ
ーのフォローに回れとかということもよくありました。」 
理論的メモ  集団的学習の中で機能している。 
 アルミニウム高純度化技術開発の事例における「意味を組み込むリーダー
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シップ」とは、ニュアンスを異にする。 
(出所：筆者作成) 
 
(2) カテゴリー化と分析結果 
 データから、「現行戦略」、「チームの目的」、「チームの目標」、「プロジェクトマネージャ
ー」、「チームへの支援活動」、「チーム・リーダー」、「チームの協働開始」、「チームの課題」、
「ビジョナリー・リーダーシップ」、「チームの協働メンバーのスキル」、「学習」、「協働の拡
大」、「事業化への働きかけ」、「実行戦略」、「環境の再認識」、「新たな課題」、「協働の高度化」、
「スキルの補完」、「集団的学習」、「チームの自律的行動」、「率先垂範のリーダーシップ」、
「タスク推進のリーダーシップ」、「意味を引き出すリーダーシップ」という 24 個の概念を
生成した。 
それぞれの概念は相互に関連付けられており、カテゴリー化されるものがある。まず、時
系列に沿った概念は HD メディアの薄膜形成技術開発におけるチーム活動が X 社の新たな
戦略へ働きかけるプロセスと、新たな戦略から導き出される実行戦略の下でチームの協働
を高度化させ実行戦略を強化するプロセスの 2 つからなっている。前者の時系列は、「現行
戦略」、「チームの目的」、「チームの目標」、「チームの協働開始」、「チームの課題」、「チーム
の協働」、「協働の拡大」、「事業化への働きかけ」である。後者の時系列は、「現行戦略」、「チ
ームの目的」、「チームの目標」、「チームの協働開始」、「チームの課題」、「チームの協働」、
「協働の拡大」、「協働の高度化」である。 
次に、「メンバーのスキル」、「学習」という 2 つの概念は、「チームの協働」が行われてい
るときに見られ、「協働の拡大」を可能にしているという関係にある。また、「集団的な学習」、
「チームの自律的行動」、「環境の再認識」、「新たな課題」という 4 つの概念についても、こ
れら 4 つがチーム活動において観察されるときに、チームの協働内容が質的に高められて
いる「協働の高度化」を生じさせているという関係にある。 
また、「プロジェクトマネージャー」と「チームへの支援活動」は影響主体とチーム活動
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への影響内容という関係にある。「チームへの支援活動」は、チームがプロジェクト化する
ときにはチーム活動の意義をアピールする対外的働きかけとして、またチーム活動が新た
な実行戦略上にのっているときには事業の独立性を確保する対外的働きかけとして機能し
ている。「事業への働きかけ」は、プロジェクトマネジャーの上位マネージャーに対する働
きかけとチームのアクションとの両方を包含しているため、プロジェクトマネージャーの
行っている活動のカテゴリーに入れている。「チーム・リーダー」と「ビジョナリー・リー
ダーシップ」、「率先垂範のリーダーシップ」、「タスク推進のリーダーシップ」、「意味を引き
出すリーダーシップ」も、同様にチーム活動の影響主体と影響内容という関係にある。「ビ
ジョナリー・リーダーシップ」、「率先垂範のリーダーシップ」は、チーム活動のどの時期に
おいても機能していた42。これに対して「タスク推進のリーダーシップ」は、特にチームの
協働の結果に対して強く働くものであった。また、「意味を引き出すリーダーシップ」は、
特に「集団的な学習」が行われているときに働いていた。以上の概念と、カテゴリーから、
HD メディアの薄膜形成技術開発におけるチーム活動のプロセスを記述すると次のように
なる。 
X 社は石油化学、有機・無機機能性化学品、アルミニウム材料等を事業展開する総合化学
系企業であり、アルミニウム、カーボン等の既存の化学品事業領域で競争優位に立つべく、
各事業活動が展開されていた(分析結果図①の流れを参照)。他方、HD メディアの薄膜形成
技術の複合性と市場の潜在的広がりを予測した S は、既存の化学品事業領域における「現
行戦略」のコンテクストにのせつつ、HD メディアの薄膜形成技術開発を「チームの目的」
とした技術開発チームを発足させた。「チームの目標」は、スパッタリングによる HD メデ
ィアの成膜の実現であった。S によりスパッタ機が購入され、1987 年に技術系のメンバー
                                                   
42 本章第 3 節で記述したアルミニウム高純度化技術開発のチーム活動の事例と同様に、
「ビジョナリー・リーダーシップ」、「率先垂範のリーダーシップ」は、チーム活動全体を
通して機能していた。そのため、これらのリーダーシップについて、特定の活動プロセス
には影響しているわけではなくチーム活動全体に影響しているということを示すために、
図 6-6 で示す分析結果図では、黒色ブロック矢印を用いている。 
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が集められて技術開発活動が開始された(「チームの協働開始」)。「チームの課題」は、スパ
ッタリングの各技術的課題であり、「チームの協働」として「スパッタリング技術の模索と
実験の繰り返しが繰り返されていく。これ以降、チーム活動は、スパッタリングの技術開発
へ方向づけられていく。S が HD メディアの小型化や精密化の流れが加速化することを予
測し、スパッタ法への強い意志を示していたからである(「ビジョナリ ・ーリーダーシップ」)。
各技術的課題に取り組んだメンバーは、薄膜形成技術に近接した技術を持っており(「メン
バーのスキル」)、サンプルワークによる顧客企業との品質の擦り合わせを行うことを通し
て「学習」を繰り返す。そして、技術系メンバー、品質担当メンバー、生産技術メンバーに
よる協働が行われており、スパッタリングによる HD メディア成膜に見通しがつくように
なった(「協働の拡大」)。さらに、HDD メーカーから受けたサンプルの高評価と「プロジ
ェクトマネージャー」によるチームの意義の説得(「チームの支援活動」)が大きな「事業化
への働きかけ」となる。 
 1990 年代以降、HD メディアの生産能力を上げていくことが X 社の「実行戦略」となる
(分析結果図②の流れを参照)。HD メディアの製造・販売が X 社の実行戦略の一つを形成す
るようになると、「プロジェクトマネージャー」は、HD 部門の本社からの意思決定の独立
性を確保するという姿勢を一貫していく(「チームへの支援活動」)。このような権限移譲に
よって、チーム活動は機動的で迅速な意思決定メカニズムを保つことができたのである。 
ここにおいても、「チームの目的」は HD メディアの薄膜形成技術開発・革新であり、ス
パッタリングによるHDメディアの成膜技術の高度化である。技術革新のスピードが速い、
一つのプログラム期間が非常に短いという HDD に関わる技術の特性による。「チームの課
題」は、顧客から出された要望や問題に全力で応えていくための技術的課題である。「チー
ムの協働」では、技術系メンバーが薄膜形成技術の革新とその技術を用いた HD メディア
の高記録密度化に向けた取り組みを続けている。そこでは、各顧客企業の求める多様なクラ
イテリアを満たすべく試行錯誤が繰り返された(「学習」)。1990 年代から 2000 年代にかけ
て、チームは、量産ラインを稼働させながら、同時並行で技術革新を展開していく (「協働
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の拡大」)。 
 チームは、競合他社、顧客企業、市場の流れと自らの協働との関わりを捉え、記録密度競
争の進展とそれに伴う他社との競争の激化を再認識するようになる(「環境の再認識」)。プ
ログラムを成功させ顧客を確保しなければ直ちに落ちこぼれていくという危機感は、チー
ム活動の当初から、リーダーS の様々な言動によって強調され(「率先垂範型のリーダーシ
ップ」)、メンバー間にも共有されていたものである。この共有された危機感の下に、「集団
学習」によるチーム全体としての問題解決にむけたコミュニケーションが繰り返され、日常
の短期的な目標が自律的に設定されるという「チームの自律的行動」が見られた。「顧客企
業の認定を取得すること」、「歩留まりを何％上げること」といった「新たな課題」を次々に
設定し解決していくという活動サイクルを通して、チーム活動は材料開発や記録方式等の
様々な技術革新を行い、HD メディアの高記録密度化を実現させていく(「協働の高度化」)。 
日々のタスクには、S の「タスク推進のリーダーシップ」によって MBO の徹底的な運用
と結果に対する強いプレッシャーが与えられており、評価技術や材料開発に関するタスク
が推し進められていった。また、集団学習を通して見られたのは、グループを越えた問題解
決への取り組みの促進や、若いメンバーからの積極的な提案を引き出させるような「意味を
引き出すリーダーシップ」であった。 
概念間の関係をカテゴリー化し、概念とカテゴリーを暫定的なモデルによって図式化し
たのが図 6-6 である。 
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図 6-6 「HD メディアの薄膜形成技術開発におけるチーム活動」の分析結果図 
 
 
(出所：筆者作成) 
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第 5 節 海外営業拠点におけるチーム活動 
第 1 項 合成ゴム業界と X 社 CR 事業 
(1)業界の動向 
合成ゴムは石油化学工業で生産されるゴムである。精製された原油から石油化学用ナフ
サが産出され、ナフサを熱分解して生じた基礎製品から各種誘導品が生産される。さらにこ
れらの誘導品を主原料として合成ゴムが生産されるのである。 
合成ゴムは、自動車を中心に電機、建築・土木資材、日用品、医療器具などあらゆる製品
分野で用いられている。合成ゴムの価格変動は、石油価格や為替、自動車生産台数に影響さ
れやすく、リーマンショックに端を発した世界的な不況により2009年にかけて需要が大幅
に減退した。しかし、新興国での需要に加えて、日本や欧米でも景気刺激策や前年の反動に
より自動車や電機製品を中心に回復し、2010年には2008年の需要水準を上回った。 
合成ゴムの一つであるクロロプレンゴム(以下、CRという)は，1932 年，デュポン社によ
って開発され、世界市場を独占的に支配していたが，その後は各社においても技術開発、生
産が進められてきた。固形状CRの用途は、自動車のファンベルトやコンベヤーベルト、ガ
ソリンのホース、油圧ホース、屋根を防水するシール材、道路の補強材などである。また、
液状CR(ゴムラテックス)は、接着剤の他、外科手術用のグローブ、タイヤやゴムベルトのコ
ード用のほか塗工紙用、繊維処理用、プラスチック用、建築資材用など多様な分野に使われ
ている。 
現在、CR事業を展開している日本企業は主に3社であり、海外企業を合わせると米国企業
1社、ドイツ企業1社、中国企業2社を含む7社によってシェアを分け合っている状態である。 
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図 6-7 CR の応用例 
 (出所：Xe社内資料) 
 
(2)X 社の CR 事業 
X 社は、1960 年から 40 年余りにわたって Z 社との合弁でエラストマー43事業を行
ってきた。しかし、2002 年 11 月に Z 社との合弁を解消してからは、単独でのエラストマ
ー事業を展開し国内外での販売活動を行ってきた。現在は、グレード構成での差別化によっ
てよりグローバルな事業展開を行いながら、合弁時代から培ってきた高付加価値グレード
の展開を目指している。 
2008年以降、海外供給メーカーの事業撤退による生産中止や工場集約による需給の逼迫
に対応するとともに、顧客からの安定供給の要請を受け、国内製造所の生産能力を23,000t
に引き上げている。もっとも、競合他社との関係では、X社のシェアは国内最小である。 
2009 年から 2010 年にかけては、リーマンショックによる落ち込みもあったが 2010 年
以降は回復している。また、為替円安で競争力が回復したこと、欧州・米国向けの輸出を増
加させたことにより、出荷は堅調推移している状態である。 
CR の総出荷は、輸出が７割を占めており、さらにそのうちの６割が東南アジア、３割が
欧米向けとなっている。 
                                                   
43 エラストマーは、原料ゴムを硬化させ分子間を連結させるように弾性変形し、常温での
弾力性を持たせたゴムの総称である(2014 年 2 月 27 日のインタビュー調査、Xe 社内資
料)。 
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第 2 項 チーム活動の経緯 
本項で対象としているエラストマーグループは、Xe 社に所属している 4 つのグループの
うちの一つ(Xe1 グループ)であり、ヨーロッパ向けに出荷された X 社 CR 製品の販売活動を
行っている。   
Xe 社はドイツのミュンヘンにあり、ヨーロッパとロシア・中東地域での営業を担当する
X 社の営業拠点である。President は日本人 L が務めており、従業員数は 20 名(2014 年)で
ある。Xe 社のグループ構造は、図 6－9 のように組織化されている。さらに、取扱製品に応
じて Xe1～Xe4 まで 4 つのグループからなっている。 
エラストマーグループは、CR の用途に合わせた各グレードを取り扱っており、2014 年
においては固形状 CR を約 20 グレード、「ラテックス」ともいわれる液状 CR を約 5 グレ
ードを提供している。 
 
図 6-8 Xe 社の組織構造 
 
(出所：Xe 社内資料をもとに筆者作成) 
 
President L
Xe1(Elastomer) 
Group
Xe2 Group Xe3 Group Xe4 Group
Administration
 167 
 
(1)チーム発足から内部体制が確立されるまで 
2007 年に、ヨーロッパでのエラストマーの販路を拡大すべく、Xe 社でエラストマーグル
ープが発足した。それから 2012 年頃までは、従前からエラストマー事業に携わってきた日
本人の X 社社員が駐在員(グループ・リーダー)となり、5 名のメンバーでの営業活動が行わ
れてきた。この間、グループ内部の体制やコミュニケーションシステムを構築しつつ販路の
拡大が図られたのである。 
 4 名のメンバーは Sales Manager3 名と Sales Assistant であり、顧客企業の属する国に
よって営業担当が分かれていた。これに対して、リーダーは、重要顧客管理(Key Account 
Management)を中心にチーム活動の中心的役割を担っていた。リーダーはチーム・メンバ
ーの一員として重要得意先をカバーしながら、他のメンバーとともにチームの CR 販売に
おけるスキルの向上や、顧客とのネットワークを構築していった。重要顧客を中心にした販
売活動を展開しつつ、新規顧客を獲得するための活動が行われていたのである。 
2011 年からは、情報システム SAP Business ByDesign(以下、SAP という)を導入するこ
とによってチームの効率化が図られてきた。SAP とはクラウドを基盤としたサービス
(ERP : Enterprise Resource Planning)であり、財務、人事、販売、調達、顧客サービスに
関する情報の一元管理を目的として企業に導入されてきた。エラストマーグループにおい
ても、このような資源の有効活用と販売の効率化を目的として、顧客とのコンタクト、オー
ダープロセシング、会計まで一貫した SAP による IT コミュニケーションシステムを構築
していくことになった。 
エラストマーグループは、SAP 導入コストを考慮して中小企業向けの SAP を取り入れ
た。チームの販売活動の特性に応じたカスタマイズを行わなかったことで、チーム・メンバ
ーは SAP の中に取り込めない業務が残ってしまうといった問題に直面することになる。グ
ループ・リーダーM によると、最も重大な問題は CR のストックオペレーション(在庫管理、
出荷調整)であったという。Xe 社では、X 社から海上輸送された CR を X 社の資産としてス
トックしあらゆる管理責任を負っている。したがって、エラストマーグループにとって、CR
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の在庫調整は重要なテーマであった。CR の属性として、低温に弱くまた時間の経過ととも
に劣化するため、グレードに応じて使用期限が決められている。この使用期限を踏まえて顧
客企業への販売を行わなければならず、顧客企業とのコミュニケーションが綿密になされ
る必要がある。ところが、SAP ではこのようなストックオペレーションと顧客との連携を
カバーすることはできないのである。SAP を導入した当初、メンバーは、SAP による管理
に加えてそれ以外のツールでの管理をしなければいけないという二度手間に混乱してしま
うが、SAP と他ツールの棲み分け、ストックオペレーションの改善を経て、チームの情報
システム、コミュニケーションシステムが少しずつルーティン化されていった。 
 
(2)チームのローカル化 
チーム内の情報システム、コミュニケーションシステムに見通しがつけられた2012年に、
グループ・リーダーが帰任し M がグループ・リーダーとなった。それから現在に至るまで、
リーダーを含めてローカル・スタッフのみでメンバーを構成している(図 6-10)。ローカル・
スタッフだけのチームにした理由を Y は次のように述べ、地域特性への理解とローカルな
言語によるコミュニケーションの重要性を強調する。 
 
「現地の顧客に対するのは、日本人がいたらダメですよ。それは、言葉と文化の問題
で、ローカルな人がお客さんと話をするっていうのでなければ。ドイツではドイツ語、
フランスやイタリアでは英語を用いたコミュニケーションになりますが、英語でも
日本人の英語よりドイツのローカル・スタッフの英語の方が、良く対応できますから
ね。」(President, L) 
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図 6-9 エラストマーグループの組織図 
  
(出所：Xe 社内資料をもとに筆者作成) 
 
現在のチーム・メンバーは 3 名である。M は、チーム・メンバーとして割り当てられた
営業を担当するとともに、リーダーとしてエラストマーグループ全体を指揮統率している。
主に、イギリス、フランス、イタリア、ロシア、イスラエルの顧客を担当している。N は、
ドイツ、オーストリア、スイス、東欧等のヨーロッパ諸国の顧客の他、トルコや中東、アフ
リカの顧客もカバーする。また、Sales Assistant は受注、各種書類手続きを担当している。
メンバーは、顧客の担当によってタスクを分けているがロジスティクスについてはタスク
を分けずチーム全体で取り組んでいる。 
また、チーム・リーダーはメンバーとしてのタスクを持っているが、リーダーとしてチー
ムが担当している顧客全体に目を配っているので、「タスクを分担している意識はそれほど
ない」(Group Leader, M)という。 
エラストマーグループの日常的営業活動では、チーム・メンバー間、チームと顧客、チー
ムと本社 X サイド、でのコミュニケーションが見られる。これら 3 つのコミュニケーショ
ンの中では、「本社サイドとのコミュニケーションがカギになっている」(President, L)とい
う。 
第一に、メンバー同士のコミュニケーションである。M と N は職場において隣の席であ
group 
leader: M
General 
Manager: M
Sales 
Manager: N
Sales 
Assistant
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り、また Sales Assistant もメンバーの隣室でタスクを行っているため、日常の生じる問題
については、その場で話し合われている。顧客の担当によってタスクは明確に分かれている
ものの、M はグループ・リーダーとしてメンバーのタスクをカバーすることもあるため、
仕事を分担しているという意識はあまりないという。M はメンバーでもありグループ・リ
ーダーでもあるために、メンバー同士のコミュニケーションとリーダーとメンバーとの間
のコミュニケーションが区別しにくいからである。 
第二に、顧客とのコミュニケーションについて、M、N 共に顧客との会話は、ほとんど英
語で行っている。それに加えて N はフランス語、スペイン語、日本語を話せるため、顧客
とのコミュニケーションのアイスブレークには顧客の母国語で話すこともある。顧客との
コミュニケーションでは、顧客ニーズに合わせたグレードの CR を提供するべく、用途と価
格帯、納期等についての綿密なやり取りが交わされている。顧客とのやり取りを通して得た
情報を解釈し、Xe 社が保有する CR の中で適切なグレードを提供していく。そのために、
メンバーは日本の製造拠点でプラント見学、製造工程、製品への応用例を学習することによ
って CR の一般的な技術的知識を習得している。それ以上の技術的知識については知らな
いことが多いものの、営業活動を円滑に進める上で影響はないという。それは、CR の技術
自体が安定しており、技術開発の歴史上長い蓄積があるので、顧客側でもどのような用途に
使うかということを凡そ把握しているからである。 
このような顧客ニーズの把握ということ自体は、営業活動を進める上ではいわば当然に
不可欠である。しかし、エラストマーグループにおいてより特徴的な点は、多様な国の顧客
のニーズを掴み、実際に CR を販売していくという営業過程にある。チームが抱えている顧
客は、20 ヶ国近くに及び、しかも国によって取引慣習が様々に異なっているからである。
その中でも、J によればイギリスとドイツの顧客は「顧客が持つ知識に比例して要求水準も
高く」(Group Leader, M)、CR のグレードについての打ち合わせは特に詳細に行われる。
また、N によれば、トルコの顧客への営業活動においては、「ビジネス慣習上、特定の窓口
とのやり取りだけでは決まらず、多くの人に接触しなければならない」(Sales Manager, N)
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という。 
第三に、チームと本社 X サイドとのコミュニケーションについてであるが、前述したよ
うに、メンバーは日本国内の製造・販売拠点とのコミュニケーションを頻繁に行っている。
具体的には、メンバーから日本国内の営業グループに顧客ニーズが伝えられ、日本の拠点か
らの製品のプロモーションの依頼を受けて、新しい製品情報が積極的に顧客に紹介される。
小ロット(1t)の取引の場合には、大よその価格は決まっているのでエラストマーグループの
自己裁量で行われるが、新規顧客の場合や大口取引の場合には、顧客や条件について日本の
営業拠点との話し合いが重要になる。また、顧客から低価格要望や取引量の拡大要請がある
場合にも、メンバーの自己裁量では決められない。 
時差は約 7 時間あるが、それほど問題にはならない。通常、エラストマーグループから夕
方にメールを送ると日本では朝にそのメールが確認・返信されるので、メンバーは次の日に
出社してすぐ返信された対応策を検討することができるからである。また、文面で正確に伝
えることが困難な案件の場合には、朝(日本時間では夕方)のうちに電話やウェブ上での会議
が行われている。 
日本の拠点とのコミュニケーションも英語で行われている。X 社の CR 事業では、CR 出
荷の約 8 割が輸出されることから、英語でのコミュニケーションが事業のプラットフォー
ムになっているのである。したがって、J によれば、エラストマーグループのメンバーと日
本の営業メンバーのコミュニケーションにおいては、「語学上の問題はほとんど生じず、日
本の研究、製造、営業メンバーを良く知っているかどうかという人的な問題の方が大きい」
(Group Leader, M)。 
他方、アメリカ、中国、シンガポールといった他の海外拠点との連携はとられていない。
そのため、他の現地拠点の情報は日本の本拠点を経由してから間接的に把握することにな
る。また、日本と現地法人間のコミュニケーションは電話やメール、ウェブ会議によってお
り、システムとして情報が一元管理されているわけではない。それでも現在のところは、他
の海外拠点との情報ネットワークが構築されていないことで深刻な問題は生じていないと
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いう。しかし、J や W は顧客とのコミュニケーションから、今後は情報のスピードが重要
になってくると言う。 
 
「アメリカやシンガポールとのコミュニケーションはあまりありません。今は、実務
上の問題は生じていませんが、今後顕在化する可能性があると思っています。ヨーロ
ッパの顧客企業がアメリカやアジアに関連企業を持っている場合だと、情報につい
ていけなくなるかもしれません。顧客がグローバル化している状況ですので、十分に
あり得る問題だと思います。」(Group Leader, M) 
 
「IT システムにも関係してくる問題だと思っています。顧客が統一的なシステムを
持っている場合、事業をワールドワイドに展開していても情報は早いでしょう。我々
の場合には、日本と各現地法人との間は IT システムによってつながっているわけで
はありません。ですので、電話やメールをするしかありません。そうなると、ビジネ
スチャンスを逃してしまうかもしれない。」(Sales Manager, N) 
  
第 3 項 M-GTA による分析 
(1)概念の生成 
 第 2 項で記述したチームの活動経緯について、本項では M-GTA による分析を行う。分析
テーマであるチームの活動段階とリーダーシップとの関係に焦点を当ててデータを取り上
げ、概念を生成していった。概念は他の場合も説明できる程度に抽象的なものを考え、その
定義を検討し、解釈の密度を保つようにしている。 
 以下は、データの解釈と概念生成に至る流れを表形式にまとめたものである。 
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表 6-4 海外営業拠点チーム活動の M-GTA 分析 
概念 1 実行戦略 
定義 企業の行動指針を実行に移すための戦略 
具体例  エラストマー事業の海外展開を進める。 
理論的メモ  X 社出荷の約 7 割は海外輸出である。 
概念 2 チームの目的 
定義 チームを発足させる契機となるもの、チームが目指すべき最終ゴール 
具体例  ヨーロッパにおける CR の販路を拡大する。 
 ヨーロッパで高付加価値グレードを展開する。 
理論的メモ  2002 年まで他社との合弁であったため、X 社として独自に事業展開する
ようになったのは、2002 年 11 月からである。 
 2002 年から、Xe 社としてヨーロッパにおける CR 販売を開始したが、
より販路を強化していく目的の下、チームが発足した。 
概念 3 チームの目標 
定義 チームの目的に沿って、チームが達成すべき事柄 
具体例  Key Account(重要得意先)へのアクセスを強化する。 
 重要顧客を中心にして新規顧客を獲得する。 
概念 4 チーム・リーダー 
定義 チーム運営における役割、権限を与えられている人 
具体例  日本人の駐在員、Group Leader 
 もともと CR を手掛けてきた 
 重要得意先管理に責任を持つ 
 2012 年～ローカル・スタッフが Group Leader 
理論的メモ  チーム・メンバー数が少なく、リーダーがメンバーとしても活動してい
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る。 
概念 5 チームの協働開始 
定義 明確になったチーム目標に向かってチーム活動が開始されるとき 
具体例  2007 年にチームが発足した。 
 メンバー5 人による営業活動開始 
理論的メモ  キーパーソンを見つけて情報のネットワークを構築していく。 
概念 6 間接的なリーダーシップ 
定義 チーム活動の前提となるチーム体制や職場環境を整えるリーダーシップ 
具体例  チーム内部の体制、コミュニケーションシステムを構築する。 
理論的メモ  チームの発足からチーム活動の初期に観察された。 
概念 7 指導型リーダーシップ 
定義 チーム・メンバーに知識を教えながら、タスクと責任を明確にする。 
具体例  メンバーに CR とタスクについての専門的知識を教える。 
理論的メモ  指示と支援の中間である。 
 チーム活動において重要なところ(重要顧客管理)は自分が受け持ちつつ、
一部を任せる。 
概念 8 チームの協働 
定義 メンバーがチームのタスクに取り組むこと 
具体例  メンバーの受けもつ国が決まっている。6 ヶ国担当のメンバー、3 ヶ国担
当のメンバー、2 ヶ国担当のメンバー 
 顧客とのコミュニケーションをとる。 
 本社とのコミュニケーションをとる。 
 チーム・リーダーが Key Account を受け持つ。 
 情報システムを構築すべく SAP を導入した。 
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理論的メモ  タスクが明確に分かれている。 
 ロジスティクスは共通問題として、チーム全体で取り組んでいる。 
 リーダーは、メンバーとしてのタスクをもっているがリーダーとして全
体を見るので、タスクが分担されているという意識は持っていない。 
概念 9 メンバーのスキル 
定義 タスクをやり遂げるために必要な知識、能力 
具体例  J、W 共に顧客との会話は、ほとんど英語で行っている。W はフランス
語、スペイン語、日本語を話せるため、顧客とのコミュニケーションの
アイスブレークには顧客の母国語で話すこともある。 
 CR の一般的な技術的知識 
 顧客とのやり取りを通して得た情報を解釈し、Xe 社が保有する CR の中
で適切なグレードを提供する。 
 国の特性に合わせた顧客の特徴やビジネスモデルについての知識 
理論的メモ  CR の技術的知識は教科書的な知識で足りる。 
 顧客ニーズをつかみ自社のCRグレードに落とし込んでいくというのは、
営業スキルとして一般的に必要とされるが、本事例で特徴的なのは、顧
客の属する国によってビジネス形態がかなり異なってくるということで
ある。そのために、顧客とのコミュニケーションスキルは特に重要なス
キルであるという。 
概念 10 協働の効率化 
定義 メンバーのタスクのルーティン化が図られること 
具体例  顧客とのコンタクト、オーダープロセシング、会計まで一貫した SAP に
よる IT コミュニケーションシステムが導入された。 
 チームの情報システム、コミュニケーションシステムが少しずつルーテ
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ィン化されていった。 
 2012 年よりメンバー数を 3 名に減らす。 
 リーダーも含めて全員がローカル・スタッフとなる。 
理論的メモ  チームの内部体制、顧客管理のノウハウの確立による効率化 
 言葉と文化の問題の解決による効率化 
概念 11 学習 
定義 実践の中で問題を発見し解決していくプロセス 
具体例  SAP で取り込めない業務が生じて、混乱してしまう。 
 SAP と他ツールの棲み分け、ストックオペレーションの改善 
理論的メモ あるテーマの下、同質のスキルを持ったメンバー同士の相互コミュニケーシ
ョンが行われ、問題を解決していく過程のことである。 
概念 12 協働の拡大 
定義 タスク量が増えること 
具体例  新規顧客の獲得 
 ヨーロッパを中心に、北欧、中東、アフリカにも販路を広げる。 
理論的メモ  チーム活動に取り入れることのできる量が増えるということ。 
概念 13 環境の再認識 
定義 チームを取り巻く状況とこれまでの協働の結果とを関係づけることによっ
て、チーム活動を捉えなおすこと 
具体例  情報のスピードの重要性 
 他の海外拠点との連携がとられていないことについて 
 日本と現地法人間のコミュニケーションシステムとして情報が一元管理
されているわけではない 
理論的メモ  本事例では環境を再認識したことによって、チームの協働の内容が変わ
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ったということではない。 
(出所：筆者作成) 
 
(2) カテゴリー化と分析結果 
 データから、「実行戦略」、「チームの目的」、「チームの目標」、「チーム・リーダー」、「チ
ームの協働開始」、「間接的なリーダーシップ」、「指導型リーダーシップ」、「チームの協働」、
「メンバーのスキル」、「学習」、「協働の効率化」、「協働の拡大」、「環境の再認識」の 13 個
の概念を生成した。 
 それぞれの概念は相互に関連付けられており、カテゴリー化される。まず、時系列に沿っ
た概念は、「実行戦略」、「チームの目的」、「チームの目標」、「チームの協働開始」、「チーム
の協働」、「協働の効率化」、「協働の拡大」である。 
 次に、「メンバーのスキル」と「学習」の 2 つの概念は、「チームの協働」の中で見られ、
「協働の効率化」と「協働の拡大」を可能にしているという関係にある。また、「環境の再
認識」という概念も、「チームの協働」、「協働の効率化」「協働の拡大」がなされているとき
に見られるが、これによって「チームの協働」や「挙動の効率化、「協働の拡大」に影響を
与えているわけではない。 
 「チーム・リーダー」と「間接的なリーダーシップ」、「指導型リーダーシップ」は、チー
ム活動への影響主体と影響内容という関係にある。「間接的なリーダーシップ」は、チーム
活動を進める前提として初期段階にチームを編成する働きかけであり、チーム活動に直接
的な影響を与えていたわけではない。「指導型リーダーシップ」は、メンバーのタスクを明
確にし、「メンバーのスキル」を高めていくものとして機能していた。以上の概念から、海
外拠点におけるチーム活動のプロセスを記述すると次のようになる。 
 X 社は、CR 製品の製造・販売を中心とするエラストマー事業の「実行戦略」の一つとし
て、2002 年から、よりグローバル規模でのエラストマー事業の展開を目指していた。この
実行戦略の下、ヨーロッパにおける CR 販売を強化・拡大することを「チームの目的」とし
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て、2007 年にエラストマーグループが発足した。「チームの目標」は、ヨーロッパにおける
重要顧客へのアクセスを強化するとともに販路を拡大することであった。 
 「チーム・リーダー」を中心に、メンバー5 名によってチーム活動が始められた(「チーム
の協働開始」)。チームの初期段階においては、チームが活動していくための体制が整えら
れていった(「間接的なリーダーシップ」)。メンバーは、顧客の属する国によってタスクを
分けながらチーム活動を行っていくが(「チームの協働」)、2012 年頃まではリーダーが、営
業活動の要となる重要顧客管理をカバーしつつ一部を任せて、顧客や X 本社とのコミュニ
ケーションに関する「メンバーのスキル」を上げていくといった「指導型リーダーシップ」
が見られた。 
 2011 年より導入した情報システムの改善の「学習」プロセスを経て、顧客とのコンタク
トから受注、会計までのルーティン化が進んだ。2012 年からは、メンバーを 3 名に減らし、
ローカル・スタッフによる販売活動が行われるようになった(「協働の効率化」)。また、チ
ームは、ヨーロッパを中心に、北欧、中東、アフリカにも販路を拡大している(「協働の拡
大」)。さらに、メンバーは、顧客とのコミュニケーションや本社とのコミュニケーション
といったチームの協働を通して、情報スピードの重要性を認識するようになっている(「環
境の再認識」)。 
 概念間の関係をカテゴリー化し、概念とカテゴリーを暫定的なモデルによって図式化し
たのが、図 6-10 である。 
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図 6-10 「海外営業拠点におけるチーム活動」の分析結果図 
 
(出所：筆者作成) 
 
第 6 節 小括 
 本章では、企業の組織能力が具体的なチーム活動を起点とした場合、どのような組織プ
ロセスを通して発現しているのかという問いについて、X 社における 3 つのチームの事例
によって検討してきた。 
 第一に、アルミニウム高純度化技術開発におけるチーム活動では、企業の実行戦略に沿っ
てコストの低い高純度化アルミニウムを精製するためにチーム活動が展開され、チームが
技術開発から生産プロセス開発へと協働の質を変化させながら、着実に実行戦略を強化・形
 
 実行戦略 
チームの協働 
チームの協働開始 
チーム・リーダー 
チームの目標 
チームの目的 
環境の 
再認識 
メンバー 
のスキル 
協働の効率化 
間接的な 
リーダーシップ 
協働の拡大 
学 習 
指導型 
リーダーシップ 
 180 
 
成していくという活動プロセスが見られた。それは、端的に言えば、組織の実行能力であり、
戦略をいかに実行するのかに関する組織プロセスであった。協働開始後、協働の拡大、協働
の高度化といった段階を経て協働の内容が変わりながら、戦略が着実に実行されていった
のである。 
より特徴的なのは、チーム活動が方向づけられかつ協働内容も大きく変わっていく契機
には、リーダーの強いビジョンと一貫した迅速な行動が働いていることであった。こうした
ビジョナリー・リーダーシップや率先垂範のリーダーシップは、チーム活動の方向性を大き
く左右する。他方で、初期のチームの協働段階、協働が進み集団的な学習が行われている段
階ではそれぞれ、チーム活動を継続していくための環境を整える間接的なリーダーシップ
や、メンバーの知識を自分のアイデアに組み込んでいくといった異なる有効なリーダーシ
ップ態様が働いていることも観察された。 
 次に分析したのは、HD メディアの薄膜形成技術開発におけるチーム活動である。企業の
現行戦略とは、あまり関わらないところで始められたチーム活動のプロセスを検討してき
た。この事例では、チーム・リーダーの上位にいるマネージャーも含めて、チーム活動の擁
護に関する働きかけが行われていた。本研究では企業トップがチーム活動の成果をどのよ
うに取り込んでいくのかというプロセスについては分析の対象外である。しかし結果とし
て、事例ではチーム活動の成果を受けて企業が新たな戦略を形成し、その実行戦略のもとで
チームが技術開発を更に進めていくという 2 つが観察された。それは、新たな戦略形成に
関わるチームの発信力及び組織の実行能力であり、言い換えると創発的な戦略形成と新し
く意図された戦略の実行プロセスである。 
 このチーム活動でも、リーダーの強いビジョンと率先垂範の一貫した行動パターンが観
察された。また、チームのタスクを推進させるための直接的なリーダーシップが機能してい
た。しかし、これらの強力なリーダーシップとともに、集団的な学習の局面においては、メ
ンバー同士のコミュニケーションを促進させることで、メンバーの知識の相互作用を促し
アイデアや知識の意味を引き出していくリーダーシップが見られた。チーム活動を通して
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強力なリーダーシップが続いていたが、コミュニケーションの相互作用から新たな知識を
生じさせていくリーダーシップをチーム活動の局面によって上手く機能させていることが
分析の結果明らかになった。 
 最後に分析したのは、海外営業拠点におけるチーム活動である。前 2 つのチーム活動で
見られた技術開発活動に比べると定型的要素の強い業務活動において、どのようなチーム
の協働が見られるのか、そこで機能している有効なリーダーシップはあるのかということ
が検討された。チーム・メンバー数が少ないことから、チーム活動の中でリーダーシップが
それほど機能しているわけではなかった。しかし、定型的要素の強い業務活動であっても、
チームとして協働している場合には協働が効率化していくプロセス、協働範囲が拡大され
ていくプロセスが観察された。さらに、「意味を組み込むリーダーシップ」や「意味を引き
出すリーダーシップ」といった前 2 つのチーム活動で見られたリーダーシップ機能が必ず
しも働いていないとしても、顧客企業や本社、メンバーそれぞれのコミュニケーションを通
してチーム活動を取り巻く環境の再認識がなされていることが明らかになった。 
 次章では、Y 社における海外拠点開拓チームの活動に関して、本章と同一の手法を用いな
がら分析していく。
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第 7 章 Y 社の事例 
 
第 1 節 はじめに 
本章では、前章に引き続き、企業の組織能力が具体的なチーム活動を起点とした場合、ど
のような組織プロセスを通して発現しているのか、また、チーム活動プロセスにおいてどの
ようにリーダーシップが機能しているのかという問いについて、Y 社における海外拠点開
拓チームの事例によって検討していく。 
まず、第 2 節では Y 社概要として、Y 社プロフィールと会社の沿革から辿ることにした
い。前章でも述べたように、本研究の直接の調査対象となっているのは企業の一組織単位で
あるチームの活動であり、分析の対象はチーム活動が戦略形成に何らかのアクションを起
こすまでの組織的なプロセスである。しかし、どのような企業の戦略においてチームが活動
しているのかを深く考察するためには、まず個別の企業の沿革に焦点を当てた検討が必要
なのである。また、Y 社の属する食品卸売業界の動向及び Y 社の事業特性を把握すること
なく、具体的なチーム活動のプロセスを適切に分析することは難しい。そこで第 3 項では、
業界の動向について概観している。 
続く第 3 節において、Y 社の海外拠点開拓におけるチーム活動の事例を検討している。
チーム活動の経緯を記述し、①現行の戦略に沿ってチーム活動が開始されたとき、②チーム
活動においてタスクの効率性が上がっていったとき、③チームの知識、メンバーの行動など
が何らかの戦略的なアクションを起こしているときという観点から、チームの活動プロセ
スと機能しているリーダーシップの態様について M-GTA による分析を行っている。また、
M-GTA の分析から、それぞれ概念を生成するとともにカテゴリー化を図り、各概念やカテ
ゴリー間の関係を考察する。その上で、それぞれのチーム活動プロセスから抽出された各概
念、カテゴリーを暫定的なモデルとして示す。これらの暫定的なモデルは、前章での事例分
析で得られた 3 つの暫定的なモデルと合わせて、第 8 章で更に比較分析した上で一つの理
論モデルとして提示されることになる。 
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第 2 節 Y 社の概要 
第 1 項 プロフィール 
Y 社は、兵庫県神戸市に本社を有する 1950 年に設立されたファミリービジネスの食品専
門商社である。従業員は連結で 411 人(2013 年)、資本金は 589,952,500 円(2013 年)である。
2013 年 3 月期の売上高は 1489 億円であった。 
Y 社グループは、Y 社と子会社 8 社、関連会社数社からなり、自社グループ内に仕入・販
売のほか製造・加工・物流・機能を揃えている。米穀の国内流通を主な生業としてこの業界
では国内最大手である。現在は、米卸売業にとどまらず農業や外食事業との連携を強化しな
がら、一次産業である農業、二次産業の製造、三次産業の販売を Y 社グループで行ってお
り、いわゆる六次産業44にも取り組んでいる。 
 
第 2 項 Y 社の沿革 
Y 社は会社設立後、主要食糧卸売販売業者として登録され、阪神間を中心に販路を強化し
ていたが、1995 年になされた規制緩和以降は、短期間に販路を拡大しつつ、組織の管理機
能や情報システムの整備を積極的に推進し、全国展開に成功した。その後は、M&A による
グループの拡大に対応するため、組織の管理機能と情報システムを構築し、人事制度の刷新
がはかられた。 
2009 年以降、Y 社は業界の経営環境とグループ経営の状況に鑑み、次世代の経営戦略と
して本格的に海外進出をはかるようになった45。日本産米の輸出を手始めにアメリカ、中国、
                                                   
44 六次産業化とは、農業を一次産業としてだけではなく、加工などの二次産業、さらには
サービスや販売などの三次産業まで含め、一次から三次まで一体化した産業として農業の
可能性を広げようとするものである(農林水産省、2014)。農林漁業者の所得の向上や農山
漁村地域の活性化を図っていくために、農林漁業者が主体となって、二次・三次産業の事
業者と連携しながら農林水産物等の地域資源の付加価値向上を図ることが、六次産業化推
進の趣旨となっている。 
45 Y 社が初めて国産米を輸出したのは 2008 年である。2008 年産米は 40t、2009 年産米
は 310t 輸出している。 
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香港に現地法人の拠点を置き海外展開を図ってきた。現在、Y 社は 20 カ国・地域に国産米
を輸出しており、その内訳は香港・台湾に約 500t、オーストラリアに約 300t、米国に 20t
となっている。また、2011 年に中国(北京)に設立された生産販売拠点、アメリカに設立され
た販売拠点、2012 年に中国(成都)に設立された販売拠点、2013 年に香港に設立された販売
拠点を有し、外食産業との提携事業も推進している。現在は、日本の精米大手としては初め
て海外工場をカリフォルニアに建設しており、コメを冷凍させたパテを売り出す。 
 
第 3 項 米穀卸売業界の動向 
米穀業界は、規制緩和の中で生き残りをかけた競争が行われてきた。1982 年の改正食糧
管理法の下では、流通業者や流通ルートが指定され、隣接都道府県以外での営業は認められ
ていなかった。ところが、1995 年に新食糧法が施行されると米穀の流通規制は大幅に緩和
された。卸売業者の登録要件や営業区域規制が緩められ、複数の都道府県にわたる営業活動
が可能とされたのである。さらに 2004 年の改正食糧法による計画流通制度の廃止を経て、
米穀の流通はほぼ自由化された。それまで米を販売できなかったスーパーやディスカント
ストアなども米の小売りに進出し、多くの卸売業者との間で生き残りをかけた競争が行わ
れた。現在の米穀卸市場においては、最大手である Y 社が主食出荷及び加工用ベースで約
8％、2 番手の企業が主食出荷及び加工用ベースで約 4.7～5.0％のシェアを占めている状況
である。 
 現在の米穀業界は、TPP の農業交渉の行方、放射能汚染による国内の農作への不安とい
った不確実な経営環境の中にあり、マーケットとしても米消費量の減退によってパイが縮
小している状況である。そのため、加工食品業界や卸売業界ではグローバル化戦略の下、海
外進出を本格化させている。 
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第 3 節 海外拠点開拓におけるチーム活動 
第 1 項 チーム活動の経緯 
海外拠点開拓におけるチーム活動の経緯は、時系列に沿って (1)海外拠点開拓チームの発
足、(2) 中国・アメリカの現地法人設立に関わるチームの活動、(3) 香港の現地法人設立に
関わるチームの活動、(4) チームの解散に大きく分けられる。 
 
(1)海外拠点開拓チームの発足 
Y 社では、2008 年頃より 2 名程度による海外に向けた探索的な活動が開始されたが、当
初はほとんどが輸入活動にとどまっていた。2010 年 5 月には、単独社で海外事業を進める
リスクに考慮して、米穀生産者も含めた複数企業からなる Z 輸出促進協議会 (以下、Z 協議
会)を立ち上げ補助金獲得を目指したが失敗に終わった。 
2010 年 9 月、Y 社は、海外事業化の方向性を探ること、また Z 協議会の実質を強化する
ことを目的として、8 名からなる海外拠点開拓チームを発足させた。メンバーは、本社役員、
チーム・リーダーO、P を含む海外担当メンバー4 名、外食担当 1 名、商品開発担当 1 名で
ある。このチーム・メンバーに加えて、営業部から Q を含む 8~10 名がチーム活動に参加し
ており、現地法人設立後は駐在員及びローカル・スタッフも参加することになる。図 7-1 は、
海外拠点開拓チームのメンバー構成を図式化したものである。 
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図 7-1 海外拠点開拓チームの構成 
 
(出所：筆者作成) 
  
このチーム活動においては、Y 本社役員が責任者となっていたが、実際の業務活動を指揮
統率していたのは、チーム・リーダーO であった。本社役員は、Y 社ファミリーの一人であ
り、海外でコメを広めたいという思いを抱いていた。メンバーのタスクは、海外担当、外食
担当、商品開発担当と分かれていたが、海外拠点の模索についての議論はチーム全体として
行われていたという。メンバーは全員が英語によるコミュニケーションをとることができ
る。また、個別のタスクとしては、海外担当は Y 社からの輸出や Z 協議会で行われる事業
をタスクとている。海外担当のうちの P を含む 2 名は、特に直接貿易を担当しており、通
関手続等の専門的知識を有している。外食担当は、海外外食を展開し、フランチャイザーや
海外に日本食を伝えるアンテナショップ等についての業務を行っている。 
特筆すべきは、海外拠点開拓チームに、営業部メンバーからの参加があったという点であ
る。これは、海外拠点開拓チームとして仕入販売活動を行っていないためであり、海外活動
での売上は営業部メンバーが所属している部署につけられることになる。営業担当してい
た国内企業が海外出店する場合や、海外での営業活動に関心を有しているメンバーが 8〜10
名程度参加していた。 
 
営業部からの 
参加者 8~10名 
現地法人 
メンバー 
本社役員 
チーム・リーダー 
商品開発担当 海外担当 
O 
P 
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チーム活動が行われていたのは、Y 本社オフィスのフロアの一角であった。各メンバーの
デスク間にあったパーテーションはチーム・リーダーO によってすべて取り払われ、メンバ
ーがお互いに何をしているのかが常に見られる状態にレイアウトされた。また、海外拠点開
拓チームと他部署を分けていたパーテーションについてもかなり低く設定され、チームと
して何をやっているのかが他部署から見てもわかりやすくされていた。これは、リーダーO
によれば「タスクに閉じこもるのはよくない」ということと、「営業部のメンバーが入って
こられやすくする」ためにレイアウトされたのである。 
 海外拠点開拓チームに課せられていたのは、輸出用に生産される米を全量契約しそれを
必ず全量輸出しきるという大きな枠のノルマであった。Y 社が輸出しなければならない量
は、約年間 1,000t であるという46。また、Z 協議会の活動をまとめ上げ、毎年 1 回事業を受
託し補助金を獲得しなければならない。このような 2 つの大きな枠としてのノルマはある
ものの、チームとして個別具体的な目標が逐一決められている訳ではなかった。この頃のチ
ーム活動について、O や P は次のように言う。 
 
「とってきた案件を淡々とこなしつつ、次の活動を目標から創り上げていくという
感じですよ。一丸となってみんなで頑張るとかはないです。メンバーの背景も経歴も
バラバラですし。」(チーム・リーダー、O) 
 
「私は、チームの発足以前から輸入関係の仕事をしていました。海外に興味がありま
したから、チームのメンバーとしてというよりは、希望通り海外関係の仕事ができて
良かったという感じです。ただ、最初の手探り状態のときでも、分からないことはす
ぐに聞きやすい雰囲気ではありましたよ。」(海外担当、P) 
                                                   
46 毎年 6 月までに申請した場合、主食以外の米として作られた米は通常より安く仕入れる
ことができる。そのため、国内で既に流通している米ではなく、主食用以外のものと申請
して作られた米は、主食用に混ざらないように輸出しきらなければならないのである。 
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(2) 中国・アメリカの現地法人設立に関わるチームの活動 
海外拠点開拓チーム発足後、チームはコメの輸出事業化に向けて模索し、また、海外展開
の足掛かりとして中国とアメリカでの現地拠点における現地生産販売活動が開始された。
しかし、チーム・メンバーの中で誰も輸出事業に携わった人はおらず、チーム活動は当初、
「手探り状態」(海外担当、P)であったという。米穀業界でも本格的な海外事業を展開して
いる企業はほとんどなく、輸出事業化に向けたチーム活動は、「お手本がない」(チーム・リ
ーダーO)中で進められていった。メンバーは、輸出手続き上の不備による失敗を繰り返しな
がら、取引上のルールやノウハウについての学習を重ねていった。 
現地拠点での活動については、まず、中国の北京において、チーム発足以前に他企業から
譲り受けていた現地法人と工場を利用し、本格的に資金と人手の投入が行われた。この現地
法人は、ある商社と米穀卸売企業の二社の共同出資により設立されていたものである。2008
年頃に Y 社が、米穀卸売企業の有していた工場の方を譲り受けたため、現地法人は、商社
と Y 社との共同出資会社となった。海外拠点開拓チームは、この現地法人を海外進出の足
掛かりにしようとしたのである。2011 年に、現地法人は商社が撤退したことにより Y 社の
完全子会社となった。北京の現地法人47では、工場での精米と販売活動が行われることにな
った。この頃、北京で Y 社のコメを取り扱っている小売業 W 社が中国・成都に出店するこ
ととなった。このため Y 社としても、成都に品質と情報管理の必要性から販売拠点を置く
こととなり、2012 年に現地法人が設立された。 
次に、アメリカの現地法人については、2010 年以前から輸入活動が行われていたが、経
済産業省が掲げる外食事業のプロジェクトの受託をきっかけに現地法人の設立が計画され
                                                   
47 現在、北京の現地法人は総経理 1 名(Y 社の課長級)、現地採用スタッフ 1 名、現地採用
の工場スタッフ 20 名程度による活動が行われている。成都の現地法人は総経理 1 名(北京
の総経理が兼任)、現地採用副総経理 1 名、現地採用スタッフ 2 名による活動が行われてい
る。もっとも、後述するように、北京の現地法人については工場での精米とその販売とい
う活動スタイルがあまり機能していないため、製造部分の売却等の再編が進められてい
る。 
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ることとなった。すでにプロジェクトの展開先は、ロサンゼルスと決められていた。Y 社の
輸出米を取り扱っていた現地の商社の一つのバックアップを得てチーム・メンバーが事務
所を設営し、2012 年に Y 社によって現地法人が設立された48。 
このように、北京、成都、アメリカの現地法人は、いずれも他社が展開している地域や事
業の受託先といった、展開先がすでに決められている中での設立であった。そのため、設立
動機自体は Y 社による積極的なものではなかった。 
この間、チーム目標を達成するために輸出の進捗度合いが毎月 2 回行われていたが、会
議はほとんど行われずデスク全体が日常的な話し合いの場とされていた。デスクの離れて
いる営業や現地へ赴いているメンバーとは、電子メールやスカイプで頻繁にコミュニケー
ションがとられていた。チーム・リーダーO によれば、期日やタスクの担当を厳格に示して
はいたものの、具体的内容については特別に指示するということはなかったという。また、
仕事を割り当てる際には、その意義や可能性をメンバーと話し合うようにしていたという。 
 
「部下は私が選べませんよね。若い人も多かったし経験も乏しいメンバーで、いかに
やりくりしていくかということです。この時までに結果を残さないともうあなたに
先はないよ、と相当なプレッシャーはかけました。でも、やる気あるメンバーに対し
ては内容面での縛りをかけませんでした。メンバーのリサーチから学ぶことも多い
ですからね。」(チーム・リーダーO) 
 
 このような O の働きかけについて、海外担当メンバーの P や営業部からの参加者 Q は、
次のように言う。 
 
「頑張らなきゃいけないという空気はありましたが、海外展開先のエリアは限定せ
                                                   
48 現在、アメリカの現地法人では Y 社からの役員 1 名、課長級 1 名、リーダー級 1 名、
ローカル・スタッフ数名による活動が行われている(外食事業は除く)。 
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ずに、提案した地域を一応やってみろと認めてくれましたね。」(海外担当、P) 
 
「例えば伝票の打ち方一つでも、この項目にはこういう意味があってきちんと仕上
げることで、現地のこのお客さんとかお店とかのためになっているんだよ、と逐一教
えてくれるとやる気出ますよね」(営業部メンバー、Q) 
 
海外担当メンバーは、通関手続等の専門的知識を習得しつつ、特に直接貿易を担当するよ
うになった。また、三国間貿易や海外拠点についても情報のハブの役割を担うようになった。 
 
(3) 香港の現地法人設立に関わるチームの活動 
北京の現地法人にある工場では、X 社が国内で展開してきたビジネスモデルをもとに、コ
メ・食品の製造販売活動を行っていた。それは、生産地から玄米のまま運搬し、消費地近く
の工場で精米後すぐに販売するというモデルである。ところが、自社工場による精米したて
のコメの売上はほとんど伸びなかったという。 
 
「例えば、日本では新米と旧米って全く価値が違いますよね。だけど、中国ではそう
いう感覚がない。…食文化とコメの品質に対する価値観の違いを把握しきれなかっ
たのが原因です。後は、ビジネス慣習の違いが予想以上に障壁となって、現地での価
格競争に残れませんでした。結局、食とサービスに関して、グローバル化は世間で言
われるほど進んでいないということを痛感しました。」(チーム・リーダー、O) 
 
海外拠点開拓チームは、日本からの輸出が多いアジア地域への進出に向けたリサーチを
行うようになった。メンバーは、Y 社の業務提携先の動向に加えて、アジアの地元有力企業、
北京や成都の現地法人との業務上のシナジー効果、地価、倉庫を置いた場合のコスト等につ
いての検討を行っていく。こうしたメンバーによるリサーチは、もちろんオフィスでの話し
 191 
 
合いによるものもあったが、メンバー自身が現地に赴き、ローカルの企業とネットワークを
構築していくことによって進められた。その中で、候補に挙がったのが香港やシンガポール
等である。 
このような活動が行われていたのはチーム活動が 2 年目に入った頃であった。チーム・
リーダーO は、専門的なことはメンバーから教わることが多くなったという。O 自身は、コ
ミュニケーションを通してメンバーの個人的な関心や思いを捉え、それらが可能な範囲で
仕事に反映されるようにチーム内で調整を行っていた。この調整について O は次のように
言う。 
 
「企画書を形にして仕上げてきても、その人の個人的な思惑はやっぱり見えるんで
す。だけど、そういうのをわかりつつ上手く修正させながら企画を通すことはよくあ
ります。やっぱり個人的な欲求と仕事とがうまく重なり合うと、仕事も本当に頑張っ
てやってくれますから。」(チーム・リーダーO) 
 
メンバーの個人的な関心や思いを捉え、仕事に反映させるような調整は、O による対外的
な働きかけとしても行われていた。 
 
「うちのチームは売上をつけられないですから、展開先を開拓した後は営業部署が
実質的に采配をふるうことになります。ただ、開拓までにメンバーがすごく動いて努
力している姿を見てきているので、開拓後もそのメンバーが中心となって事業に参
加できるように、かけ合うことはよくあります。」 (チーム・リーダー、O) 
 
「シンガポールでの拠点をつくるのに半年くらいかかりましたけど、契約にこぎつ
けるまで現地で駆けずり回ったんです。自分の思い入れもありますから、開拓を終え
た今も自分のテリトリーにできているのは嬉しいですよ」(海外担当、P) 
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現地法人の設立や販売拠点の拡大が図られる中で、O は、それらの海外拠点と本社との関
係や海外拠点同士での貿易関係について様々な意味づけを試みるようになった。その上で、
海外チームの活動が Y 社のビジョンと密接に関連していることをメンバーにも全社的にも
繰り返し強調した。O は積極的にマスコミの取材を設定し、例えば「農産品、海を渡る」「日
本の食文化の伝わり方がこれでいいのか」という見出しにより、Y 社が海外に進出すること
がトップの「思い」として伝えられた49。海外チームは Y 社のニュービジネスを担っている
チームとして注目されるような対外的働きかけを行っていたのである。さらに、A はメンバ
ーを Y 輸出促進会にも積極的に参加させていた。また、Z 協議会総会に中央官庁からの参
加を企画する等により、チーム活動が国の農業政策ともタイアップしていることを強調し、
チーム活動を支援することをトップに働きかけた。トップへの働きかけの一つとして、O は
次のように言う。 
 
「海外への輸出量 1000t って、X 社の売上の数字にすると国内に比べればまだまだ
なんです。だから、日本からの総輸出量の半分以上にもなるとか、1000t という数字
の持つ意味を色々な側面から訴えましたね。」(チーム・リーダー、O) 
 
 このような O の対外的働きかけについて、営業メンバーである Q は次のように言う。 
 
「A さんの場合は、とにかく重要案件だと思ったら短時間でトップに話をつけるん
です。いい話ばかりではなくて、例えば海外のある地域で不良在庫を抱えてしまった
とか売上がいまいちだとかいうのもはっきり言ってきた人だから、納得しますよね。」
(営業部からの参加者、Q) 
 
                                                   
49 日本経済新聞朝刊(2013 年 1 月 1 日) 
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2012 年以降、海外拠点開拓チームは、シンガポールにおいて業務提携先やローカル企業
とのネットワークを強化していく。また、メンバーは、輸出取引をルーティンとして日常業
務化し、迅速円滑に行えるようになってきた。Z 協議会でも、受託販売や市場開拓事業、PR
活動等に参加し、海外展開のための資金獲得が着実に行われるようになった。 
北京の現地法人での製造・販売活動における失敗から、地域の文化に溶け込むことの重要
性がチームの共通認識となっていた。海外市場の動向や既に設立した北京、成都、アメリカ
の現地法人の関係、業務提携先との関係等に関してメンバー間で綿密なリサーチが繰り返
され、国ごとの輸出入形態や地域の有力企業についても現地での情報収集が進められた。こ
れらの活動を通して、チーム活動海外展開のあり方が見直され、香港に現地法人を設立する
が外食事業の運営は地元の有力企業に任せることがチームとして提案された。つまり、現地
企業に Y 社のコメを供給して営業させるというフランチャイズ方式をとることが提案され
たのである。 
 
(4)チームの解散 
2013 年 5 月、海外拠点開拓チームにおいて、チーム・メンバーの移動が行われた。チー
ム・リーダーが入れ替わり、海外担当メンバーのうちの 2 人が他部署へ異動となり、新たな
メンバー1 名がチームに加わった。チーム内での役割が見直される中、外食、商品開発の担
当は消滅し、担当メンバーも他部署へ異動となった。 
さらに、2014 年 4 月以降、グループの持株会社化に伴い、海外拠点開拓チームは海外部
に昇格した。現在は、海外総務部広報の中央官庁への対応支援や子会社の営業支援も行って
いる。 
海外事業の内容も見直されている。Y 社戦略として国内流通と部分的な輸入活動から、輸
出事業への見通しがつけられた。すなわち、新たな海外拠点の模索のほか、直接貿易や三国
間貿易を視野に入れた本格的な海外展開がY社の主要な戦略に組み込まれることとなった。
北京の現地法人については工場での精米とその販売という活動スタイルがあまり機能して
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いないため、製造部分の売却等の整理・再編が進められることとなった。 
 
第 2 項 M-GTA による分析 
(1)概念の生成 
第 1 項で記述したチームの活動経緯について、本項では M-GTA による分析を行う。X 社
の 3 チームの事例と同様に、分析テーマであるチームの活動段階とリーダーシップとの関
係に焦点を当ててデータを取り上げ、概念を生成していく。概念は他の場合も説明できる程
度に抽象的なものを考え、その定義を検討し、解釈の密度を保つようにしている。 
 以下は、データの解釈と概念生成に至る流れを表形式にまとめたものである。 
 
表 7-1 海外拠点開拓チーム活動の M-GTA 分析 
概念 1 企業戦略 
定義 企業の行動指針 
具体例  業界の経営環境とグループ経営の状況に鑑み、次世代の経営戦略として
輸出事業における海外進出を図る。 
 外食産業との業務提携を拡大する。 
理論的メモ  国内の市場を固めていること、米穀卸売の国内市場自体が縮小している
ことが影響している。 
概念 2 実行戦略 
定義 企業の行動指針を実行に移すための戦略 
具体例  輸出事業の確立にあたって、補助金を獲得するために他企業と協力しな
がら Z 協議会を立ち上げる。(失敗) 
 2008 年、オーストラリア向けにコメの輸出を始めた。 
理論的メモ  X 社で検討された 3 つのチームと異なり、海外展開を見通した綿密な実
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行戦略があったわけではない。 
概念 3 チームの目的 
定義 チームを発足させる契機であり、チームが目指すべき最終ゴール 
具体例  海外事業化の方向性を探ること 
 Z 協議会の実質を強化すること 
概念 4 チームの目標 
定義 チームの目的に照らしてチームが達成すべき事柄 
具体例  輸出事業への道筋をつける。 
 輸出用に生産される米を全量契約しそれを必ず全量輸出しきる。 
 Z 協議会の活動をまとめ上げ、毎年 1 回事業を受託し全額補助金・半額
補助金を獲得する。 
 「次の活動を目標から創り上げていくという感じ」 
理論的メモ  2 つの大きな枠としてのノルマはあるものの、チームとして個別具体的
な目標が逐一決められている訳ではなかった 
概念 5 チーム活動の責任者 
定義 チーム活動について最終責任を持ち、指揮・監督を行う人 
具体例  本社役員 
 コメを海外に広めたいという思いを抱いていた。 
理論的メモ  チーム活動の責任者は、ファミリー3 兄弟の一人である。 
概念 6 チーム・リーダー 
定義 チーム活動に自らも参加し、かつマネジメントも行うという役割・権限を与
えられた人 
具体例  チーム・リーダーO 
 実際の業務活動を指揮統率 
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理論的メモ  チーム・リーダーは、海外拠点開拓チームに関わるまで Y 社の人事、IT
システムを手掛けてきた。 
概念 7 環境整備のリーダーシップ 
定義 チーム環境の整備によって間接的にメンバーの協働を促すリーダーシップ 
具体例  職場のレイアウト 
 営業部メンバーが入ってきやすい雰囲気づくり 
 「分からないことはすぐに聞きやすい雰囲気ではありましたよ」 
理論的メモ  チーム活動が始まると同時に観察された。 
概念 8 チームの協働開始 
定義 明確になったチーム目標に向かってチーム活動が開始されるとき 
具体例  2010 年 5 月に、8 名からなるチームが発足した。 
理論的メモ  プロジェクトではなく、メンバーの日常業務としてチームの協働が開始
された。 
概念 9 チーム課題 
定義 チーム目標の下で、チームが取り組まなければいけないタスクを決定するも
の 
具体例  輸出手続きに関する知識の習得 
 中国の現地法人での製造・販売活動のビジネススタイルの確立 
理論的メモ  最初は、チーム活動の方向性も「手探り」状態であったため、課題も漠
然としている。 
概念 10 メンバーのスキル 
定義 タスクをやり遂げるために必要な知識、能力 
具体例  英語でのコミュニケーション 
理論的メモ  チーム・メンバーの中で誰も輸出事業に携わった人は誰もいなかった。 
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概念 11 チームの協働 
定義 メンバーがチームのタスクに取り組むこと 
具体例  海外拠点の模索 
 「一丸となってみんなで頑張るとかはないです。メンバーの背景も経歴
もバラバラですし」 
 「チームのメンバーとしてというよりは、希望通り海外関係の仕事がで
きて良かったという感じ」 
 北京、成都、アメリカの現地拠点での製造・販売活動 
理論的メモ  北京、成都、アメリカの現地法人の経営は当初の想定通りにはすすめら
れていない。(特に北京) 
 設立動機自体は Y 社による積極的なものではなかった。 
概念 12 学習 
定義 実践の中で問題を発見し解決していくプロセス 
具体例  メンバーは、輸出手続き上の不備による失敗を繰り返しながら、取引上
のルールやノウハウについての学習を重ねていった。 
理論的メモ  組織学習ではなくルーティンを確立するための試行錯誤であり、個人に
よる学習の傾向が強い。 
概念 13 協働の拡大 
定義 タスクが実行されるにしたがい、課題に向けて当初よりチームとしてできる
範囲が広がること 
具体例  輸出に必要な通関手続等の専門的知識の習得によって、輸出業務が円滑
に進められるようになる。 
 海外担当メンバーは直接貿易を担当するようになった。また、三国間貿
易や海外拠点についても情報のハブの役割を担う。 
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 Z 協議会でも、受託販売や市場開拓事業、PR 活動等に参加し、海外展
開のための資金獲得が着実に行われるようになった。 
概念 14 タスク推進のリーダーシップ 
定義 メンバーのタスクと責任を明確にし、タスクに何らかの影響を及ぼすリーダ
ーシップ 
具体例  期日やタスクの責任を厳格に示しつつ、具体的内容については特別に指
示するということはなかった。 
 「この時までに結果を残さないともうあなたに先はないよ、と相当なプ
レッシャーはかけました。」 
 仕事を割り当てるときには、その意義や可能性をメンバーと話し合うよ
うにしていた。 
 「伝票の打ち方一つでも、この項目にはこういう意味があってきちんと
仕上げることで、現地のこのお客さんとかお店とかのためになっている
んだよ、と逐一教えてくれるとやる気出ますよね」 
理論的メモ  HD メディア技術開発の事例と同様の概念を用いているが、具体例は異
なる。 
概念 15 スキルの補完 
定義 いくつかのスキルが組み合わせられて初めて、全体としてチームのタスクが
成し遂げられるような関係 
具体例  リーダーは、専門的なことはメンバーから教えてもらうことが多くなっ
ていた。 
概念 16 集団的な学習 
定義 チームの共有ビジョンを描き、それに向かって現在の状態から変わっていく
こと 
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具体例  オフィスでの話し合いによるものもあったが、メンバー自身が現地に赴
き、ローカルの企業とネットワークを構築しながらリサーチを進める。 
 国ごとの輸出入形態や地域の有力企業についても現地での情報収集を
繰り返す。 
理論的メモ  リーダーの強いビジョンによるというわけではなく、メンバーが環境を
再認識することでビジョンを作りだしている。 
概念 17 環境の再認識 
定義 チームを取り巻く状況とこれまでの協働の結果とを関係づけることによっ
て、チーム活動を捉えなおすこと 
具体例  北京、成都、アメリカの現地拠点での活動においては「食文化とコメの
品質に対する価値観の違いを把握しきれなかった」 
 「食とサービスに関して、グローバル化は世間で言われるほど進んでい
ない」 
 北京の現地法人での製造・販売活動における失敗から、地域の文化に溶
け込むことの重要性がチームの共通認識となった。 
理論的メモ  チームは新たな環境を認識したのではなく、チームの協働と環境との関
係を改めて認識するようになった。 
概念 18 意味を付与するリーダーシップ 
定義 相手のコンテクストの中で自己のアイデアを提示し、新たな意味を与えてい
くリーダーシップ 
具体例  コミュニケーションを通してメンバーの個人的な関心や思いを捉え、そ
れらが可能な範囲で仕事に反映されるようにチーム内で調整を行って
いた。 
理論的メモ  前の事例では「意味を組み込むリーダーシップ」「意味を引き出すリー
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ダーシップ」が見られたが、ここではそれらとはニュアンスを異にする。
相手のコンテクストという土俵上で、それに積極的な意味づけを与えて
いくということである。 
概念 19 新たな課題 
定義 協働の内容が当初と変わったために発生した問題 
具体例  既に設立している現地拠点同士での貿易活動に伴う問題 
概念 20 協働の高度化 
定義 チームの共有ビジョンに向かってチーム活動したことで、チーム活動の意味
づけが変わってきたこと 
具体例  シンガポールにおいて業務提携先やローカル企業とのネットワークを
強化していく。 
 チーム活動を通して海外展開のあり方が見直され、香港に現地法人を設
立するが外食事業の運営は地元の有力企業に任せることがチームとし
て提案された。 
理論的メモ  Y 社の海外展開の実行戦略は輸出事業の確立であったが、チームの協働
の成果は、それに加えて多様な海外展開戦略を示唆するものとなった。 
概念 21 意味を発信するリーダーシップ 
定義 チーム・パフォーマンスを効果的に演出するリーダーシップ 
具体例  海外チームの活動が Y 社のビジョンと密接に関連していることをメン
バーにも全社的にも繰り返し強調した。 
 「1000t という数字の持つ意味を色々な側面から訴えましたね。」 
 積極的にマスコミの取材を設定。 
 Z 協議会総会に中央官庁からの参加を企画する等により、チーム活動が
国の農業政策ともタイアップしていることを強調し、チーム活動を支援
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することをトップに働きかけた。 
 「重要案件だと思ったら短時間でトップに話をつける」 
理論的メモ  上への働きかけだけではないので、「上に働きかけるリーダーシップ」
ではない。 
(出所：筆者作成) 
 
(2)カテゴリー化と分析結果 
データから、「企業戦略」、「実行戦略」、「チームの目的」、「チームの目標」、「チーム活動
の責任者」、「チーム・リーダー」、「環境整備のリーダーシップ」、「チームの協働開始」、「チ
ーム課題」、「メンバーのスキル」、「チームの協働」、「学習」、「協働の拡大」、「タスク推進の
リーダーシップ」、「スキルの補完」、「集団的な学習」、「環境の再認識」、「意味を付与するリ
ーダーシップ」、「新たな課題」、「協働の高度化」、「意味を発信するリーダーシップ」の 21
個の概念を生成した。 
それぞれの概念は相互に関連付けられており、カテゴリー化されるものがある。まず、時
系列に沿った概念は、「企業戦略」、「実行戦略」、「チームの目的」、「チームの目標」、「チー
ムの協働開始」、「チームの課題」、「チームの協働」、「協働の拡大」、「協働の高度化」である。
次に、「メンバーのスキル」、「学習」という 2 つの概念は、「チームの協働」がなされている
ときに見られ、「協働の拡大」を可能にしているという関係にある。また、「スキルの補完」、
「集団的な学習」、「環境の再認識」、「新たな課題」という概念も、これらがチーム活動にお
いて観察されるときに、チームの協働内容が質的に変化する「協働の高度化」を生じさせて
いるという関係にある。そして、「協働の高度化」から「企業戦略」への働きかけがあった
ことが観察された。 
 また、「チーム活動の責任者」、「チーム・リーダー」と「環境整備のリーダーシップ」、「タ
スク推進のリーダーシップ」、「意味を付与するリーダーシップ」、「意味を発信するリーダー
シップ」は影響主体とチーム活動への影響内容という関係にある。もっとも「チーム活動の
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責任者」については、特に実際のチーム活動プロセスに対する影響作用は見られたわけでは
なかったが、チーム活動全体について最終責任を負っていた。「環境整備のリーダーシップ」
は、「チームの協働開始」時点に観察され、メンバーのタスクに直接影響を与えていたわけ
ではない。「タスク推進のリーダーシップ」は、チーム活動の初期からメンバーのスキルや
タスクに働きかけられていた。「意味を付与するリーダーシップ」は、「協働の拡大」後、「協
働の高度化」に至るまでのプロセスで観察された。「意味を発信するリーダーシップ」につ
いては、「協働の高度化」によって得られた情報や知識を背景に、トップや外部ネットワー
クへ働きかけられていた。以上の概念とカテゴリーから、Y 社の海外拠点開拓におけるチー
ム活動のプロセスを記述すると次のようになる。 
 Y 社は米穀の国内流通を中心的な生業とする食品卸売企業であり、米穀売上高において
業界首位にたっている。Y 社は、業界の経営環境と自社の経営状況から、次世代の経営戦略
として、輸出事業を中心とした海外進出及び外食産業との業務提携の拡大に関する「企業戦
略」をたてるようになった。そのための「実行戦略」として、他企業と協力して補助金を獲
得するための Z 協議会を立ち上げ、輸出事業の模索を始めたが、結局補助金獲得に失敗し
た。そこで、2010 年に再度「実行戦略」のコンテクストに沿って、輸出事業化の見通しを
たてることを「チームの目的」とした海外拠点開拓チームが発足し(「チームの協働開始」)、
「チーム活動の責任者」と「チーム・リーダー」が置かれた。「チームの目標」は、Z 協議
会の実質を強化すること、輸出用に生産されるコメを全量契約・全量輸出することの 2 つ
であった。当初の「チーム課題」は、国内商社を通した輸出業務と北京の現地法人での製造・
販売の遂行であった。輸出手続きに関する知識を獲得しながら(「メンバーのスキル」)、「チ
ームの協働」が展開されていく。 
チームの協働開始後しばらくは、チーム・リーダーによって、チームの物理的な環境を整
えることによってメンバーの協働を促すための「環境整備のリーダーシップ」がとられてい
た。また、メンバーのタスクと責任を明確にし、タスク期日については厳しいプレッシャー
をかける「タスク推進のリーダーシップ」がとられていた。 
 203 
 
チーム・メンバーは、輸出取引上のルールやノウハウについての「学習」を重ねる中で、
直接貿易や三国間貿易を手掛けるようになる(「協働の拡大」)。輸出業務の専門的知識や、
ローカルな情報がメンバーに蓄積された(「スキルの補完」)。同時に、チーム活動を進める
中で「集団的な学習」を通して地域の文化が理解され、現地企業との提携の重要性がチーム
の共通認識となった(「環境の再認識」)。相手のコンテクストの中で戦略的な意味づけを与
えていく「意味を付与するリーダーシップ」が機能しており、メンバーによって主体的に現
地企業とのネットワークが構築されていった。 
チームの協働内容は、海外展開として輸出事業化にむけた活動だけではなく、より現地に
密着した海外展開に向けた活動へと変容していく(「協働の高度化」)。このようなチーム活
動の成果を Y 社の企業戦略のコンテクストに埋め込むべく、チーム・リーダーによって、
チーム・パフォーマンスを効果的に演出する「意味を発信するリーダーシップ」が機能して
いた。 
概念間の関係をカテゴリー化し、概念とカテゴリーを暫定的なモデルによって図式化し
たのが図 7-2 である。 
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図 7-2 M-GTA による分析結果図 
 
(出所：筆者作成) 
 
第 4 節 小括 
 前章に続いて本章では、企業の組織能力が具体的なチーム活動を起点とした場合、どのよ
うな組織プロセスを通して発現しているのかという問いについて、Y 社における海外拠点
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開拓チームの事例によって検討してきた。食品卸売で国内流通のシェアを押さえている企
業が、輸出事業の展開に向けて海外市場を開拓していくという市場開拓の事例である。 
 チーム活動において、メンバーが輸出ノウハウを学習しながらスキルを高めるとともに、
グローバル市場とローカルな文化のバランスの重要性を認識し、現地でのネットワークを
形成していくプロセスが観察された。ここでは、輸出事業を安定的に行えるようにするため
の組織の実行能力に関するプロセスが形成されると同時に、新たな戦略形成に関わるチー
ムの成果が見られる。本研究では企業トップがチーム活動の成果をどのように取り込んで
いくのかというプロセスについては分析の対象外である。しかし結果として、事例ではチー
ム活動の成果を受けて企業が新たな海外戦略を形成し、輸出事業の展開という当初の戦略
から現地拠点でのネットワークを生かした業務提携、現地と密着した海外展開に向けた企
業シナリオを描くようになったのである。 
 このチーム活動においては、前章のアルミニウム高純度化技術開発チームや HD メディ
ア技術開発チームで見られた「率先垂範のリーダーシップ」や「ビジョナリー・リーダーシ
ップ」といったチーム活動全期間にわたって見られるリーダーシップは観察されていない。
他方、初期のチームの協働段階、協働が進み集団的な学習が行われている段階では、それぞ
れチーム活動を継続していくための環境を整えたり、メンバーのコンテクストに自分のア
イデアを組み込んでいくといった異なる有効なリーダーシップ態様が働いていることも観
察された。また、チームが現地拠点でのビジネスを構築していくに伴い、チーム・リーダー
は、外部ネットワークやマスコミ等を利用しながらチームのパフォーマンスを効果的に演
出するという役割を担っていた。 
 次章では、前章と本章合わせて 4 つのチーム活動プロセスの分析から導出した暫定的モ
デルの検討・考察によって、さらに概念やカテゴリーの統合を図られる。その上で本研究に
おける「日本企業における組織能力の発現メカニズム」を表す統合的なモデルが構築される。
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第 8 章 考察 
 
第 1 節 はじめに 
 第 6 章、第 7 章では、企業の組織能力が具体的なチーム活動を起点とした場合、どのよ
うなプロセスを通して発現しているのか、またチーム活動プロセスにおいてどのようにリ
ーダーシップが機能しているのかという問いの下、4 つのチームとしたース・スタディを行
ってきた。4 つのチームは、製品―市場の視点から分けられる①技術・製品開発、②多角化、
③市場浸透、④市場開拓の 4 象限のそれぞれに位置づけられた。 
本章では、事例分析から導出した 4 つの暫定的なモデルについて、各概念やカテゴリー
を比較的に検討し、統合的なモデルを提示することとしたい。 
 
第 2 節 分析結果の考察 
第 1 項 基本的前提の考察 
 ケース・スタディでは、データの収集にあたって「チームの活動プロセスには、チーム活
動の初期から、チームが目的を達成しさらに新たに目的を作りだしていくという時系列に
沿った組織的な流れが見られるものであり、また、チームの効率性及び戦略性の観点からい
くつかの変革ステージがある」ということを前提とした。また、データの分析にあたっても、
「チーム・リーダーシップがチームの協働を促進させているのではないか」、「チームの協
働を促進させる有効なチーム・リーダーシップは、チームの活動プロセスの各ステージにお
いて異なっているのではないか」という視点から、概念化・カテゴリー化を行った。 
 
 (1)チーム活動の段階 
 チームの活動プロセスには何ステップかに分けて段階があるという基本的前提について、
事例では、チームの活動内容の変化という点から「協働の効率化」、「協働の拡大」、「協
働の高度化」というステージが抽出された。「協働の効率化」とは、メンバーのタスクのル
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ーティン化が図られることであり、「協働の拡大」とは、タスクが実行されるにしたがい、
課題に向けて当初よりチームとしてできる範囲が広がることであり、「協働の高度化」とは、
チームの協働内容が実行戦略をより強化する、または新たな戦略形成への契機となる等、戦
略的コンテクストの関係においてチーム活動の意味づけが変わってきたことである。 
分析されたどのチーム活動も、企業の現在の実行戦略のコンテクストに沿って開始され
た。企業組織は分業と調整の体系であって、組織目的を達成するために大目的を小目的に細
かく分割し、組織メンバーに分担させる。分業によって個々人の分担するタスクの範囲が限
定されることで、メンバーはその範囲のタスクについて深い熟練を形成し高度な専門的知
識を身につけていく。チームは、企業の実行戦略を受けて小目的を担い、何回かに分けて目
標を設定しながら目的達成に向けて活動するのである。 
チームの中では、更にチーム目標を達成するべく、メンバーが各タスクを受け持つという
分業構造がとられている。ただし、チームの目的によってはメンバーのタスクを完全に分け
ることのできない場合もある。また、タスクが明確に割り当てられていた場合であっても、
一旦分割されたタスクはメンバー同士のコミュニケーションによって再度統合され、本来
のチームの目的にフィードバックされていく。つまり、企業の実行戦略とチームの目的を受
けたチームの目標が、メンバーのタスクに落とし込まれフィードバックを繰り返しながら
再設定される。このタスクは単なる手分けではなく、コミュニケーションを通した協働によ
ってチーム目標が達成されるのである。「協働」という概念を用いているのはこの理由から
である。 
タスクは単純な繰り返しではなく、実践の中で学習によって手直しされ効率化が図られ
る。さらに、事例では、協働の中でも当初できなかったところまでチームとしてできるよう
になったという量的変化が起こる段階(「協働の拡大」)、協働内容自体が企業の戦略的コン
テクストの関係において変わってきたという質的変化(「協働の高度化」)が観察された。そ
して、「協働の高度化」が引き起こされる前には、チーム内でいわば「物の見方が変わった」
という状態が生じているということも事例から明らかになった。言い換えると、チームを取
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り巻く状況とこれまでの協働の結果とを関係づけることによって、チーム活動を捉え直し
ているということである。これを「環境の再認識」という概念を用いてチームの活動が変わ
る段階の一つに抽出した。 
以上から、チーム活動は、「協働の効率化」、「協働の拡大」、「環境の再認識」、「協
働の高度化」という各ステージを上がりながらチーム目的を達成することが導出された。ま
た、チームの「協働の効率化」、「協働の拡大」、「協働の高度化」を辿るプロセスは、企
業の実行戦略を着実に実行しており、その中でも特に「協働の高度化」まで至ると、実行戦
略の強化、あるいは新たな戦略を形成しうる契機を提供していることが考察された。 
 
(2)チーム・リーダーシップ機能とチーム活動プロセスの関係 
基本的前提の「チーム・リーダーシップがチームの協働を促進させているのではないか」
という点については、チーム・リーダーシップが発揮された場合とされなかった場合とを比
較してチームの協働に生じる差を観察するということは現実的ではない。ケース・スタディ
においては、実験室実験とは異なり実際に生じたプロセスが分析されるからである。チー
ム・リーダーシップが機能しているプロセスが生じている場合には、仮にチーム・リーダー
シップが機能していなければ生じうる異なったチームの協働プロセスが推測されえたとし
ても、それを検証することはできない。 
しかし、チーム活動においてチーム・リーダーシップが本質的機能を担っていることは多
くの理論・実証研究によって明らかになっている。本ケース・スタディにおいても、当該リ
ーダーシップが機能しているからこそ特定のチーム活動が可能になっているという関係に
あれば、チーム・リーダーシップが働くことでチームの協働が促進されているということが
できると考える。この観点から事例を検討すれば、チーム・リーダーとチーム・リーダーよ
り上位にいるチーム活動の責任者の意思決定や言動がチーム活動に直接的・間接的な影響
を与えていることが観察されている。 
チームの協働を促進させる有効なチーム・リーダーシップについて、事例では、チーム活
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動の全体を通して機能し続けたリーダーシップと、チーム活動の各ステージにおいて機能
しているリーダーシップとが観察された。チーム活動の全体を通して機能し続けたリーダ
ーシップとして、「ビジョナリー・リーダーシップ」、「率先垂範のリーダーシップ」を概
念化している。これらは、アルミニウム高純度化技術開発におけるチーム活動、HD 薄膜形
成技術開発におけるチーム活動の 2 つの事例で見られた。この 2 つの事例はどちらも技術
開発活動に関わるチーム活動であったが、技術開発活動において特に「ビジョナリー・リー
ダーシップ」や「率先垂範のリーダーシップ」が機能するということではなく、両チームが
プロジェクト化されたチームであるという特性によっていると捉えるのが自然であろう。
プロジェクトチームにおいては、とりわけ、チーム活動の当初からリーダーが変革型の行動
を先頭に立って見せ続けていくことがより重要であるということが示唆されており
(Sivasubramaniam, Murry, Avolio and Jung, 2002)、本ケース・スタディからも確認され
た。これらのリーダーシップは、チーム活動のある特定のタスクや協働内容に限って直接的
な影響を及ぼしていたわけではない。むしろ、チーム活動の大きな方向性を決定づけたり、
チーム全体の信頼感やメンバーのモチベーションを高めたりするという働きであった。 
チームの協働が開始された初期の頃には、「間接的なリーダーシップ」、「環境整備のリー
ダーシップ」といったチームの体制を整備し、チーム環境を整えていく間接的な影響力とし
てのリーダーシップが機能していた。また、「協働の拡大」に働きかけるリーダーシップと
して、「指導型リーダーシップ」、「タスク推進のリーダーシップ」が見られた。さらに、「協
働の高度化」を導くような「環境の再認識」段階においては、チーム活動の意味づけに関わ
る「意味を組み込むリーダーシップ」、「意味を引き出すリーダーシップ」、「意味を付与する
リーダーシップ」がチームの集団的学習に大きく影響していることが観察された。 
チーム・パフォーマンスを効果的に演出し、上位のトップ・マネジメントに働きかけてい
く「チームへの支援活動」、「意味発信のリーダーシップ」が HD メディアの薄膜形成技術開
発におけるチーム活動、海外拠点開拓におけるチーム活動でそれぞれ観察された。この 2 つ
の事例は、チーム活動が現行戦略のコンテクストに合わせて開始されているが、実際のチー
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ムの協働が現行戦略の枠内に収まらないチームの知識が蓄積されたため、これを戦略との
関係で新たに意味づけ直す必要があったのである。すなわち、HD 技術開発チームの場合に
は、X 社にとって未知の業界に参入するために必要な新たな技術開発活動が行われた。化学
品企業 X 社が自社の資源を活用しながら形成する現行戦略と表面的には関係の希薄な分野
において、チームの協働が展開された。そのため、プロジェクトマネージャーによってチー
ムの獲得した技術・知識についての意義が積極的にアピールされている。また、海外拠点開
拓チームの場合には、チーム発足当初の Y 社の企業戦略は輸出事業における海外進出を図
ることであり、そのための実行戦略は、現地拠点をつくって輸出事業の足掛かりとし、また
輸出事業に関するノウハウを確立させることであった。しかし、現地拠点での海外戦略展開
に向けたチーム活動が行われ、現地のネットワークが構築されていく。このように蓄積され
たチームの知識を再び Y 社の戦略に意味づけるべく、チーム・リーダーがトップに多様な
海外展開の方法を提案する必要があったのである。このようなチーム・パフォーマンスを効
果的に演出する対外的なリーダーシップは、チーム活動が事業の多角化や、市場開拓に関わ
る場合には、チーム活動が新たな戦略へ働きかけする段階において特に有効に機能すると
考えられる。 
 
第 2 項 各事例についての考察 
(1)アルミニウム高純度化技術開発におけるチーム活動 
 アルミニウム高純度化技術開発におけるチーム活動では、チームの協働が開始されてか
ら、「協働の拡大」を経て「協働の高度化」に至るプロセスが観察された。具体的には、コ
ストダウンしたアルミニウム製品をつくるためのチームの技術開発活動が、新製品の量産
化活動へと展開された結果、高純度アルミニウム箔のコストダウンを図るという企業の意
図的な実行戦略が形成されたのである。「協働の高度化」によって、何らかの方法でアルミ
ニウム製造のコストダウンを行うという企業の現行戦略へのフィードバックが行われてお
り、その内容は、実行戦略の強化である。その結果、Xs’社の戦略は、高純度アルミニウム
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をいかに安定して大量に製造していくかという生産能力をテーマに形成されていくことと
なる。 
 本事例の特徴は、アルミニウムの高純度化工程におけるコストダウンというチームの目
的が明確に定められていたこと、それを克服さえすれば Xs’社の実行戦略に直結することが
明らかであったという点にある。したがって、チーム・リーダーシップは主に対外的な働き
かけ(「上に働きかけるリーダーシップ」)よりむしろチームの協働をいかに進めていくかと
いうチーム内におけるリーダーシップが大きく機能していたといえる。 
 
(2)HD メディアの薄膜形成技術開発におけるチーム活動 
 HD メディアの薄膜形成技術開発におけるチーム活動では、まず、チームの協働が開始さ
れてから、「協働の拡大」と「協働の高度化」によって新たな戦略形成の契機となるような
チームの協働プロセスが観察された。次に、X 社において新たな戦略となった HD 事業戦
略の下で、チームの協働が継続され「協働の高度化」によって実行戦略が強化されるという
戦略へのフィードバックが行われている。 
 プロセスの一巡目では、チームの協働開始時点においては必ずしも当時の X 社の実行戦
略に沿ったものであったとはいえない。それは、第 6 章第 4 節第 3 項でも記述されたが、
X 社内には蓄積されていなかった全く新しい技術の開発活動が行われていたことからも窺
える。しかし、HD 市場の潜在的な需要や技術の伸びる方向性に関する環境認識の下、迅速
なチームの技術開発活動が行われプロジェクト化に成功する。その結果、HD メディア製造
は、X 社の新たな戦略に位置づけられていくことになる。 
 プロセスの二巡目では、X 社として、HD 事業が新たな戦略となり大幅な資金投入が行わ
れていく。この HD 事業戦略の下で、チームの協働が継続される。ここにおける「環境の再
認識」は、記録密度競争が続くということと、顧客への迅速かつ真摯な対応の重要性を再確
認したという意味である。それに伴い、高記録密度を可能にする技術革新に向けてチーム活
動が展開されていった。したがって、「協働の高度化」についても、開発した技術がさらに
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高度化していくということである。 
技術革新に特化したチーム活動であったということが本事例の大きな特徴である。この
理由は、第一に、1956 年に IBM 社が初めて HDD を開発して以来、60 年近くで記録密度
は 2 億倍をはるかに超えているが、一方で、ディスクに情報を記録していくという記録方
式は従来から現在に至るということが挙げられる。それゆえ、いわゆるイノベーションのジ
レンマ(cf. Christensen, 1997)は生じなかった。第二に、情報の記録密度が無限に上がって
いったため、完全に技術勝負の競争が展開されたということである。このようなチーム活動
の特徴から、チームの課題が数量として現われやすく「タスク推進のリーダーシップ」は、
タスクの内容そのものに働きかけられていたのである。 
 プロセスの 2 巡目において、X 社の HD 事業戦略は、資金の投入と他社との技術競争で
優位を獲得することであった。この戦略の下で、チームの技術革新活動が行われている。チ
ームは記録密度競争に焦点を絞った技術開発活動を展開する中で、2005 年に従来の方法と
は異なった大幅な記録容量を可能にする垂直磁気記録方式を開発し、HD メディア製造の競
争優位を実現することとなる。このプロセスにおいては、チーム活動の成果が直ちに X 社
の実行戦略を強化するものであったということができる。 
 
(3)海外営業拠点におけるチーム活動 
 海外営業拠点におけるチーム活動では、チームの協働が開始されてから、協働の効率化、
協働の拡大という段階が観察されたが、協働の内容が質的に変わる協働の高度化には至っ
ていない。これは、チーム活動の特性が定型的要素の強い業務活動であることから、ある程
度は予測されていた。その上であえて海外拠点における販売活動を調査のターゲットにし
たのは、定型的な業務活動であっても、チーム活動が行われている地域・文化が異なれば、
コミュニケーションやリーダーシップの態様に何らかの違いが生じるかもしれないと考え
たからであった。 
調査からは、海外営業拠点における販売活動では、チーム・リーダーシップが特にチーム
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の協働に対して直接的な影響力を及ぼしているわけではなく、またチームの協働内容が質
的に変化することはないという結果が得られている。しかし、この結果から製品販売に関わ
るチーム活動において、「チーム活動プロセスには各ステージがある」という本研究の基本
的前提が当てはまらないということを直ちに導くことはできない。それは、次のような理由
による。 
X 社の海外グループ会社は、生産・販売を合わせて 30 社以上あり、広くアジア、北米、
ヨーロッパにわたっている。これらの海外拠点の中には、製造・販売を共に展開していると
ころと、製造や技術開発拠点は日本の X 社に残し販売活動のみおこなっているところとが
ある。本調査で対象とした Xe 社のエラストマーグループは、拠点に生産機能を持たず、販
売活動のみ行うという活動形態をとっている。この点、本社と各国拠点間また各国拠点同士
を繋ぎ、海外で展開されている各種事業活動を分業・調整するメカニズムについて、生産拠
点と販売拠点とで性質が少し異なっている。これが、エラストマーグループの活動内容の特
徴を理解する上で重要な点になると思われる。 
 海外拠点で生産が行われている場合について、大木・中川(2010)は、各国拠点間での受注
競争体制という組織内競争が多国籍企業にもたらす効果を分析している。これによれば、多
国籍企業の内部では各国拠点が異なる立地優位性に基づき構築した異質な組織能力をもと
に組織内競争が行われており、これによって企業全体の環境適応可能性が上がりうる。 
X 社 HD メディア事業では、2003 年と 2004 年に続けて競合他社を買収した結果、日本、
シンガポール、台湾に 3 つの拠点で量産体制が擁立されている。そして、コア技術開発につ
いては国内の技術開発拠点に集約するものの、それ以外はこの 3 拠点が独立した事業体と
して相互に競争する関係として位置付けられているという(9 頁)。それは、顧客別に棲み分
けるのではなく同じ顧客に対しても、能力的異質性をもった複数拠点が競争的に受注を争
うというようなグループ内での競争である。このように、生産拠点では、各拠点の文化や地
域特性、補完産業の存在、市場特性といった差異から生じる立地優位性を重視した事業活動
が行われているのである。各拠点で独立した事業体が存立しているという関係性は、グルー
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プ会社としての一体感という観点から述べられた X 社広報室長 G の言葉からも伺われる。 
 
「シンガポールの従業員とかは世界最大の HD(メディア)メーカーの社員だとしか思
ってないですよね。彼らにとってはしっくりくるし実態もそうですから。HD の仕事
しかしていないし、他の仕事に転勤する可能性もない。 
…X グループの従業員は、45％くらいが外国に住んでおられる方なんですよ。海外
の従業員の方は、例えば X 社子会社の○○会社の社員っていう意識はあるんですけ
ど、X グループの社員であるっていう意識はあんまりないんですよね。それをグルー
プとしての一体感、どのように方向付けしていくのかというのは、実務上は問題はな
いですけれど、グループ経営としての課題だとは思います。」(X 社広報室長、G) 
 
他方、製造機能を持たない販売拠点においては、X グループにおける各種事業活動のグル
ープ内役割を棲み分けるものの、製造拠点を持つ国内に主導権を持たせ X 社グループとし
て統合していく傾向にある。Xe 社内に製造拠点をもたないエラストマーグループも、日本
国内にある開発・生産・営業拠点とのコミュニケーションを重視したチーム活動が行われて
いるのである。以上から、製品販売活動の中でも、社内に製造拠点を持たないチームの製品
販売活動の場合には、チーム活動に自己裁量がほとんどないため、戦略的コンテクストとの
関係においてチーム活動の内容が質的に変化する「協働の高度化」が生じないということが
できる。 
 もっとも、チーム活動に「協働の高度化」段階は観察されなかったが、事例では、チーム
活動が複数の現地拠点とのネットワークなく行われているということについての「環境の
再認識」がメンバーに形成されていた。顧客企業や本社とのコミュニケーションを通して環
境が再認識されているが、定型的要素の強い業務活動であるため「協働の高度化」が生じに
くいということができる。このことは、定型的要素の強い日常業務活動が行われている現場
においては、認識された環境から、おそらくは企業の戦略にとって本質的かもしれない情報
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を掴んでいたにもかかわらず、より上位の階層には発信されない可能性があるということ
を示唆している。 
 
(4)海外拠点開拓におけるチーム活動 
海外拠点開拓におけるチーム活動では、チームの協働が開始されてから「協働の拡大」か
ら「環境の再認識」を経て「協働の高度化」へと至るプロセスが観察された。具体的には、
Y 社の輸出事業を確立するという企業戦略の下で海外拠点開拓チーム活動が行われたが、
チームによる現地拠点での海外展開の提案が、Y 社の新しい海外戦略形成の契機になった。
アルミニウムの高純度化技術開発、HD メディアの薄膜形成技術開発の事例と異なり、「協
働の高度化」が、輸出事業に関する知識がより高められたというにとどまらず、業務提携先
やローカル企業とのネットワークを強化していくという協働内容に変容している。これに
より、現行戦略の着実な実行ではなく、海外展開の方向性に関する X 社戦略の新たな意味
づけが行われているのである。 
 この事例において特徴的なのは、第一に、他の事例に比べてチーム目標が曖昧であり、課
題設定も含めてチームの自己裁量が極めて大きいということが挙げられる。第二に、Y 社が
ファミリービジネスの企業であるということである。トップ、本社役員はファミリー一族が
占めており、また組織構造もその時々の経営課題に合わせて柔軟に変化させていくという
特徴を有している。元々フラットな組織構造で、すでに存在している組織構造へ人員を配置
していくのではなく、メンバーに合わせて組織を作ったり変形したりするということが頻
繁に行われている。この場当たり的ともいえる組織構造の柔軟な改変が、海外拠点開拓チー
ムの自己裁量の大きさや、活動内容の柔軟性に少なからず影響を与えていると思われる。 
 
第 3 節 4 つの暫定的モデルの統合に向けた考察 
本項では、4つの事例分析から得られた暫定的なモデルを比較した上で、共通している部
分と、各チーム活動に限って構成された概念を区別した整理を行っていく。 
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第 1 項 チーム活動プロセスの各段階 
 4 つの事例から抽出した概念のうち、チーム活動プロセスのステージあるいは状態を示し
ているものは、「チームの協働開始」、「チームの協働」、「学習」、「協働の効率化」、「協働の
拡大」、「事業への働きかけ」、「集団的な学習」、「チームの自律的行動」、「環境の再認識」、
「協働の高度化」である。 
 第一に、「チームの協働」、「学習」、「集団的な学習」については、チーム活動のプロセス
そのものであって、チーム活動が次の段階に移行するために行われている状態であるとい
うことができる。そこで、これらの概念は、チーム活動の段階ではなく当該段階で何が行わ
れているのかを説明するものとする。 
 第二に、「事業化への働きかけ」、「チームの自律的行動」については、HD メディアの薄
膜形成技術開発の事例からのみ抽出された概念である。まず、「チームの自律的行動」はデ
ータの「やるべきことは自ずから限られてくる」や「阿吽の呼吸で動いていた」という部分
から構成された概念であった。もっとも、これは端的に言うとチームが集団的な学習を通し
て共有ビジョンに向かって活動を変えていくことを指しているため、「集団的な学習」に統
合することとする。 
「事業化への働きかけ」のうち「事業化」は、HD メディアの薄膜形成技術開発の事例に
特殊的な用語であり他の事例にも説明できるより抽象度の高い概念を検討する。つまり、他
の事例においても、「協働の高度化」段階で、既存の戦略を強化する方向にせよ何らかの戦
略に対するアクションは行われている。そこで、他の事例も包含できる「戦略へのフィード
バック」という概念を用いることとする。具体的には、「戦略へのフィードバック」は、現
行戦略の強化や新規事業化への働きかけ、新たな実行戦略または企業戦略への提案といっ
たヴァリエーションを包含する概念であると考える。 
 第三に、「協働の効率化」は、海外営業拠点におけるチーム活動においてのみ抽出された
概念である。もっとも、「協働の効率化」とは、メンバーのタスクのルーティン化が図られ
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ていくことであってそれ自体はチーム活動に限らず通常の組織活動においては一般的に見
られる。そこで、「協働の効率化」については、「チームの協働開始」から行われる「チーム
の協働」に吸収させることとし、「チームの協働」の一つとして、を具体的に説明するもの
とする。 
 以上より、チームの活動段階を表すものとして、「チームの協働開始」、「協働の拡大」、「環
境の再認識」、「協働の高度化」、「戦略へのフィードバック」という概念を用いることにする。
この 5 つの概念は、表 8-1、8-2、図 8-1 のチーム活動の 5 つの段階として表される。 
 
第 2 項 チーム・リーダーシップの態様  
 4 つの事例から抽出した概念のうち、チーム・リーダーシップに関わるものは、「チーム
活動の責任者」、「プロジェクトマネージャー」、「チーム・リーダー」、「チームへの支援活動」、
「間接的なリーダーシップ」、「上に働きかけるリーダーシップ」、「環境整備のリーダーシッ
プ」、「ビジョナリー・リーダーシップ」、「率先垂範のリーダーシップ」、「指導型リーダーシ
ップ」、「タスク推進のリーダーシップ」、「意味を組み込むリーダーシップ」、「意味を引き出
すリーダーシップ」、「意味を与えるリーダーシップ」、「意味発信のリーダーシップ」であっ
た。 
 第一に、「チーム活動の責任者」、「プロジェクトマネージャー」、「チーム・リーダー」に
ついては、リーダーシップの影響主体として一つにカテゴリー化される。また、その中でも、
「プロジェクトマネージャー」は、チーム・リーダーの上位にいるマネージャーであって、
チーム活動全体に責任を負っている人であるので、「チーム活動の責任者」に統合する。 
 第二に、「ビジョナリー・リーダーシップ」、「率先垂範のリーダーシップ」が見られた 2
つの事例では、チーム活動の特定のステージにのみ有効に機能しているというわけではな
く、チーム活動を通して常に観察できた。そこで、この 2 つのリーダーシップ概念について
は、他のリーダーシップと別のカテゴリーにまとめる。 
 第三に、「間接的なリーダーシップ」、「環境整備のリーダーシップ」については、チーム
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活動の初期にのみ見られ、またその内容は、対内的にチーム体制を整備したり物理的な環境
を整えたりしていくというものであった。そこで、これらを統一した適切な概念として「環
境整備のリーダーシップ」に統合する。 
 第四に、「指導型リーダーシップ」、「タスク推進のリーダーシップ」は、どちらもメンバ
ーのスキルないしタスクに直接的な働きかけとして機能していた。また、「上に働きかける
リーダーシップ」の内容は、チームより上位のマネージャーに根回しし資金や人を獲得する
対外的な働きかけであった。メンバーのタスクに直接的な影響を与えているわけではない
が、チーム活動の中期以降、タスクを進める上で欠かすことのできないものであったという
点でメンバーのタスクを間接的に推進させていたといえる。以上より、「指導型リーダーシ
ップ」、「上へ働きかけるリーダーシップ」をチームの協働の拡大というステージにおいて機
能しているリーダーシップとして「タスク推進のリーダーシップ」に統合する。 
 第五に、「意味を組み込むリーダーシップ」、「意味を引き出すリーダーシップ」、「意味を
与えるリーダーシップ」は、チームが集団的学習を通して環境を再認識し協働を高度化して
いくステージにおいて機能していた。このステージは、メンバー同士の相互的なコミュニケ
ーションから、チームの組織的知識を創りだし意味づけていくというプロセスであった。そ
れぞれのリーダーシップは、具体的に知識の意味づけに対して、自分のコンテクストに相手
のアイデアを組み込んでいく。メンバーのアイデアを引き出していく、相手のコンテクスト
に合わせて自分のアイデアを意味づけていくという態様である。これらのリーダーシップ
態様は先行研究でいわれている「分散型リーダーシップ」の具体的な内容であるが、チーム
の知識として意味づけていくという態様を適切に表すものとして「意味創造のリーダーシ
ップ」という概念を設定する。 
 第六に、「意味発信のリーダーシップ」は、チームのパフォーマンスを効果的に演出し、
トップ・マネジメントに向けて対外的に働きかけていくという機能を担っていた。具体的に
は、事業化への働きかけや社外のネットワークを駆使したチーム活動の意義のアピール等
である。チーム活動で蓄積された知識が全体戦略の再形成の契機になる場合には、このよう
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なリーダーシップ態様が機能しているのである。このリーダーシップは、「環境の再認識」
あるいは「協働の高度化」のステージからチーム活動として「戦略へのフィードバック」が
行われるステージにおいて見られる。 
これらを統合し、表 8-1 にリーダーシップ態様とチーム活動の各ステージとの対応関係
を示している。また、表 8-2 に本ケース・スタディから得られた結果をまとめている。 
 
表 8-1 リーダーシップの態様 
 リーダーシップ 
対内的働きかけ 
 
対外的働きかけ チーム・リーダー
シップ 
チ
ー
ム
活
動 
チームの 
協働開始 
チーム体制、物理的環
境を整える 
 環境整備 
協働の 
拡大化 
タスクへのプレッシャ
ーをかける 
資金や人などの資源獲得
を行う 
タスク推進 
協働の 
高度化 
メンバーの活動に意味
を与える 
 意味創造 
戦略への 
フィードバック 
 チーム・パフォーマンス
を効果的に演出する 
意味発信 
(出所：筆者作成) 
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表 8-2 事例分析結果のまとめ 
 
(出所：筆者作成) 
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第 4 節 モデルの提示 
 前節より、チームの活動プロセスが①チームの協働開始、②協働の拡大、③環境の再認識、
④協働の高度化、⑤戦略へのフィードバックという 5 つの段階で捉えられることが考察さ
れた。これを各ステージに分けて具体的に説明する。 
① チームの協働開始 
チームは、企業の現行戦略を受けて発足しチームの目的に向けて協働を開始する。チ
ームが発足すると、チームの目標を達成するために、チームの課題が設定される。チー
ムの発足当初は、メンバー同士の協働はそれほどうまくなされないかもしれない。その
ため、チームの目的・目標に対する理解が確保されなければならない。チーム・リーダ
ーは、チームが活動を進めていく前提として職場環境やチーム体制の整備、タスクの割
り当てなどを行っている。このようなチーム内環境への働きかけは、メンバーのタスク
に直接的な影響を及ぼすわけではなく、間接的にチーム活動を支えるものである。本モ
デルではこのようなリーダーシップを「環境整備のリーダーシップ」とした。チームの
協働開始からしばらくの間は、このリーダーシップが機能する。 
チーム活動(実践)は一面では学習活動である。メンバーは、目標達成に向けて課題に
取り組み試行錯誤を繰り返しながら学習する中で得たコツや知識を駆使するようにな
る。そして、メンバーは、もとからある知識に加えて付加的知識を獲得しスキルを高め
ていくのである。ルーティンが実践の中で改善され、協働の効率性が高まっていく。 
 
② 協働の拡大 
 チームでタスクが試行錯誤と学習を繰り返しながら実行されるに従い、知識の蓄積、
ルーティン化が進むと協働が効率化されるだけでなく、協働当初よりチームとして取り
組める範囲が広がる。メンバーのスキルが高められること、新たなメンバーの参加によ
るスキルが補完されることによって、協働範囲が広がっていくのである。当初設定され
ていたチーム課題がクリアされ、チーム目標により近い課題へとタスクが設定されるよ
 222 
 
うになる。チーム活動の責任者あるいはチーム・リーダーは、課題、タスク、フィード
バックがチーム活動に適しているように目を配る。チーム・リーダーシップとして、チ
ーム活動を目標、課題、タスクに適したものにするために、対外的には資金・人を獲得
するなどの働きかけが行われており、対内的にはタスクと責任を明確にした上で、メン
バーのスキルを向上させるための指導が行われることもある。また、タスクへの直接的
な働きかけが行われている。チーム活動の特性によってタスク内容に強いプレッシャー
がかけられる場合もあれば、タスクの期日へのプレッシャーがかけられることもある。 
 
③ 環境の再認識 
チーム活動において、チームを取り巻く状況とこれまでの協働の結果とを関係づける
ことによって、チーム活動を捉えなおす段階が見られる。ここでは、公式・非公式なコ
ミュニケーションによってメンバー同士の相互交流が深められる中、得られた情報の解
釈が行われ(集団的学習)、それをチーム活動に意味づけていくのである。集団的学習は、
チームの共有ビジョンを描き、それに向かって現在の状態から変わっていくプロセスで
ある。この共有ビジョンについて、チーム・リーダーの強いビジョンや思いがチームの
協働の最初から一貫して働いているために、チーム活動の方向性が決定づけられている
場合もある。しかし、そうでない場合にはメンバーの相互的なコミュニケーションから
チームの活動の方向性が決められていく。 
この環境の再認識段階では、情報や知識をチーム活動へ意味づけることが行われてい
るのであるが、このチーム活動プロセスを促進させるリーダーシップによる様々な働き
かけが機能している。まず、チーム・リーダー(もしくはその時のチーム・タスクを担う
中心的メンバー)が自己のアイデアに次々とメンバーの知識やアイデア、情報を組み込
んでいくという態様がある。次に、誰のタスクであってもよってたかって取り組みアイ
デアを絞り出すという態様がある。これは、チームの中に更にグループを置いている場
合であってもグループを越えてメンバーの知識を供出させ一丸となって取り組む中で
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チーム活動に意味づけを行っていくというものである。最後に、チーム・リーダーが相
手のコンテクストに沿って自己のアイデアを提示し、意味を与えていくという態様であ
る。このリーダーシップは、相手に合わせるようにしながら(相手が気付かないうちに)
少しずつ意味合いを変えさせていくというものであった。これらの態様による「意味創
造のリーダーシップ」は、チーム活動が環境認識段階にある場合に有効に機能している。 
 
④ 協働の高度化 
③を通して得た知識をもとに、チーム内で調整基準がつくりかえられ実行レベルで協
働の質が高められる。特定の行動パターンが更新され、独自のスキルやノウハウがます
ます強化される。 
 
⑤ 戦略へのフィードバック 
一単位組織に過ぎないチームの活動現場で獲得される知識量は限られているが、実践を
通した環境の再認識(③)から企業組織全体の戦略形成に向けた信号がしばしば発生する。さ
らに、チームとして獲得した知識が、リーダーシップ次第では、チーム外に波及しうる(④)。
もっとも、チームの知識が実際に戦略形成に影響するかどうかは、企業の階層構造、事業の
種類や重要度、他チームとの関係等の様々な要因に左右されるから、段階⑤で捉えられるチ
ームの活動は「戦略へのフィードバック」である。 
チームの成果(蓄積した知識)をもって何らかのアクションが行われるということは、現行
の戦略をますます強化するという働きかけ、もしくは現行の戦略を再形成するという働き
かけを意味している。前者の場合には、チーム活動の方向性はそのまま組織全体の方向性で
あるから、リーダーシップを意識することはさほどない(アルミニウム高純度化技術開発の
事例参照)。しかし、チームの知識を戦略との関係で新たに意味づけていく必要がある後者
の場合には、チーム・パフォーマンスを効果的に演出するという「意味発信のリーダーシッ
プ」が大きく機能しているのである。 
 224 
 
このようなチームを起点とする組織能力の発現メカニズムにおいて、協働の質を決定す
る調整基準の変革はチーム内での実行レベル(①②③間)でなされるだけでなく、全社的な戦
略的意思決定レベル(③と④間)でも行われうる。チームの現場で獲得した知識は、それ自体
は企業組織全体の中の細部であっても、この 2 つの調整基準変革の契機となるのである。 
以上に示した統合的なモデルを図式化したものが、図 8-1 である。 
 
図 8-1 チームの協働とリーダーシップによる組織能力の発現モデル 
 
(出所：筆者作成)
 
 
 
⑤戦略への 
フィードバック 
④協働の 
高度化 
③環境の 
再認識 
①チームの 
 
協働開始 
現行戦略 
集団的学習 
リーダーシップ 
意味発信 
意味創造 タスク推進 
環境整備 
新たな戦略 
②協働の 
拡大 
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結章 結論と含意 
 
第 1 節 本研究の要約と結論 
 本研究におけるこれまでの分析を通じて、日本企業の組織能力の発現プロセスにおいて
チームの協働を起点とした場合、チーム活動の各ステージにおいてチーム・リーダーシップ
がどのように機能しているのかについて実証的に検討された。結章では、本研究のまとめと
してこれらの分析結果を総合的に要約し、本研究の発見事実が理論的・実践的にいかなる示
唆を与えどのような意義を有しているのかについて検討する。そして最後に、本研究の限界
と今後に残された課題について述べることとする。 
 
第 1 項 プロセス思考の組織能力 
 序章では、本研究における主題とアプローチ全般について叙述された。日本企業が自社の
組織能力を働かせることによって、環境変化に適応し持続的成長をはかっていくプロセス
を明らかにするということが本研究の目的であった。何ゆえ「組織能力」に着目した研究を
行うのか、また、組織能力の発現プロセスについて「チームの協働」と「リーダーシップ」
の視点からの分析が必要であることが示された。 
企業の環境適応現象は、組織能力概念によって適切に捉えられる。もっとも、組織能力は
極めて包括的な概念であるため、その内実を明らかにするには組織能力が現われ同時に再
形成されている組織活動プロセスを詳細に分析する必要がある。本研究では、これをプロセ
ス思考の組織能力と措定した。プロセス思考の組織能力では、組織で行われる諸活動を通し
て新規事業や製品、戦略体系といったアウトプットを生み出していくプロセスが組織能力
として分析される。本研究では、プロセス思考の組織能力を分析するにあたって、現場の協
働とトップ・マネジメントの戦略構想能力を分離せず、チームにおける組織メンバーの日々
の協働を通して環境が認識・解釈され、現場の協働が戦略的コンテクストに埋め込まれてい
くという組織能力の発現プロセスに着目してきた。その分析にあたっては、チームの協働プ
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ロセスで機能するリーダーシップにとりわけ焦点があてられた。協働の局面に応じた影響
作用としてのリーダーシップ、チームの協働プロセスとの関係を検討することによって、よ
り具体的かつ操作的に、協働の質が変容しまた協働の成果が戦略的に意味づけられていく
という組織現象を観察することができるからである。 
 このようなアプローチから、本研究では、「日本企業において、チームの協働を起点とし
た組織能力はどのようなプロセスで現れるのか」という研究課題が設定された。 
 
第 2 項 組織能力の動態性と学習メカニズム 
第Ⅰ部では、本論文の主題である「日本企業における組織能力の発現メカニズム」に関連
する先行諸研究がレビューされた。まず、第 1 章においては、経営戦略論における組織能力
研究の展開についての先行研究が学史的に整理された。経営戦略論、とりわけ
Penrose(1959)を起源とする RBV から展開された組織能力論は、企業の競争優位の源泉と
して、経営資源が活用され学習によって知識が蓄積されていくプロセスを重視する。ここか
ら、組織能力の本質的要素として組織学習のメカニズムと能力の動態性が導かれる。さらに、
Teece(2007a)では、ルーティンの改善によっても回避できないケイパビリティの硬直化を回
避するべく、ケイパビリティ自体を更新し組織内外の資源をコーディネートすることによ
って環境に適応していくダイナミック・ケイパビリティの概念が導入されている。 
第 2 章では、第 1 章における先行研究のレビューを通して行われた議論が、日本企業
の組織能力のコンテクストの下でより具体的に検討された。本研究で対象とする日本企
業の組織能力を企業の競争力との関係で捉えた場合、業務レベルでの「戦略実行能力」と
戦略レベルでの「戦略構想能力」に大別される。日本企業における組織能力の動態性及び
学習メカニズムは、主に藤本(1997、2003)によって提唱されてきた「ものづくりの組織能
力」つまり現場レベルでの「戦略実行能力」によく現われる。また、第 2 章では、現在の
日本企業の組織能力について「戦略構想能力」の構築が喫緊の課題であるとされているこ
とについても吟味された。このような日本企業が直面している課題に鑑みて、日常的業務
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活動としての戦略実行プロセスから新たな戦略を構想していくというダイナミックな組
織能力の形成プロセスを検討する必要性が示唆された。 
 
第 3 項 組織能力とリーダーシップ 
 続く第 3 章では、第 1、2 章の帰結を踏まえて組織能力の形成プロセスとリーダーシップ
がどのように関係づけられ議論されてきたのかという観点から先行研究のレビューが行わ
れた。従来の組織能力の多くは企業レベルのケイパビリティを研究対象としていることも
あり、組織能力の生じるプロセスが重視されながらも、そのプロセスに本質的な機能を担う
リーダーシップが明確に位置づけられてこなかった。DCF においても、ミドル・現場レベ
ルのリーダーシップは機会を活用するプロセスの一部で参照されているに過ぎず、多くの
機能をトップの経営者に担わせる。他方、知識創造理論においては、知識が創造されるプロ
セスでトップによる「集中型リーダーシップ」とミドル・現場レベルの「場」において機能
する「分散型リーダーシップ」が共存しており、状況に応じて適切なリーダーシップがとら
れるという。 
 組織能力論において、組織能力のミクロ的基礎となる組織プロセスとリーダーシップの
関係が未だほとんど明らかにされていない現状から、第 3 章では、組織能力が現われる集
団活動プロセスにおけるリーダーシップについての先行研究が整理された。集団活動にお
けるリーダーシップの源流として Likert(1961)から、集団目標に沿って業務を円滑に進め
ていくためのリーダーシップの態様が考察された。さらに、先行研究からグループレベルで
の協働の成果や知識を戦略的に形成するために対外的に働きかけていくリーダーシップ(金
井、1991)についても、検討が加えられた。集団活動におけるリーダーシップは、「分散型リ
ーダーシップ」だけで捉えられるものではない。本研究においても、集団目標に向かってメ
ンバーを方向付け業務を円滑に遂行させるリーダーシップ、集団活動を戦略的に形成し対
外的に影響を及ぼすリーダーシップが分析枠組に取り入れられなければならないことが明
らかにされた。 
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第 4 項 チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセス 
 第Ⅱ部では、本研究における組織能力の発現プロセスの分析方法が吟味された。第 4 章
では、既存研究の到達点と限界を踏まえて、組織能力概念の再定位が行われた。組織能力概
念は学習による組織能力の再形成性を本質的要素とするが、なぜ組織能力が再形成される
といえるのか。つまり、組織能力が再形成されるというには、その自己変容メカニズムを明
らかにすることが必要である。本研究では、協働と調整の表裏一体の関係性に着目し、ある
調整基準の下で行われる協働が、いかに調整するのかという学習を通して調整基準をかえ
ていくという組織能力の自己変容性への説明としている。また、組織能力と知識の関係につ
いても検討が加えられ、組織能力が発現するプロセスが理論的に考察された。 
 本研究の分析の対象は、チームの協働プロセスであった。そこで、チームの協働を起点と
した組織能力の発現プロセスを分析するためのフレームワークが構築された。具体的には、
チームの協働において「学習」、「環境認識」、「集団的学習」の各プロセスが分析される。こ
れらのプロセスと、①チーム・リーダーによるチームの効率性を高めるリーダーシップ、②
メンバーと共有するリーダーシップ、③戦略的かつ対外的に働きかけていくリーダーシッ
プからなるチーム・リーダーシップ機能との関係を実証研究によって明らかにしていくこ
ととされた。 
 
第 5 項 発見事実 
 第Ⅲ部においては、ケースとして選定された 4 つの異なる活動形態を有するチームの
協働プロセスが M-GTA によって分析され、暫定的なモデルとして示された。さらに、4 つ
のモデルを比較的に考察した上で、統合的なモデルが導出された。このモデルを示すことが、
とりもなおさず本研究の発見事実を明らかにすることである。 
本研究における発見事実をまとめると、第一に、チームの協働を起点とする組織能力の発
現プロセスは、①チームの協働開始、②協働の拡大、③環境の再認識、④協働の高度化、⑤
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戦略へのフィードバックという 5 つのステージを辿るということ、第二に、それぞれのス
テージに応じて機能する異なるリーダーシップがあり、①には環境整備のリーダーシップ、
②にはタスク推進のリーダーシップ、③④には意味創造のリーダーシップ、⑤には意味発信
のリーダーシップがそれぞれ有効であるということである。 
チームの協働開始とは、企業の現行戦略を受けてチームが発足しチームの目的に向けて
協働を開始するステージであった。このステージの初期の頃には、チーム内環境への働きか
けとして、「環境整備のリーダーシップ」が機能している。チームの協働の拡大とは、タス
クが試行錯誤と学習を繰り返しながら実行される中で、メンバーのスキルの向上とスキル
の補完によって、知識の蓄積・ルーティン化が進み、協働当初よりチームとして取り組める
範囲が広がるというステージであった。このステージでは、タスクを推進させるべく、タス
クへの直接的な影響作用、対外的な資金の獲得等によりタスクが推進されやすい状況の構
築といった「タスク推進のリーダーシップ」が機能している。環境の再認識とは、チームを
取り巻く状況とこれまでの協働の結果とを関係づけることによって、チーム活動を捉え直
すステージであり、メンバーの相互的なコミュニケーションが行われている。この環境の再
認識によって得られた情報や知識をチーム活動へ意味づけるプロセスにおいて、チームの
知識を意味づける「意味創造のリーダーシップ」が機能している。この集団的学習のプロセ
スを経て、チームは協働の高度化というステージに至る。さらに、環境の再認識段階、協働
の高度化段階で獲得された情報や知識が、リーダーシップ次第では戦略的コンテクストに
積極的に意味づけられ、チーム外に波及しうる。このステージが戦略へのフィードバックで
ある。戦略へのフィードバックが行われる場合、現行の戦略をますます強化するという働き
かける、もしくは現行の戦略を新たに再形成するという働きかけが見られる。特に後者の場
合において、チーム・パフォーマンスを効果的に演出するという「意味発信のリーダーシッ
プ」が大きく機能している。以上が、本研究から導かれる結論である。 
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第 2 節 本研究の含意 
第 1 項 理論的な含意 
(1)組織能力論における含意 
本研究は、組織能力が発現されている状態を組織活動プロセスから詳細に分析すること
で、組織能力とは何か、組織能力が発揮されているとはどういう状態を指すのかについて具
体的に示してきた。殆ど実証研究が進められていない組織能力論において、組織能力の基礎
をなす諸概念を具体化し事例分析によって丹念に検討してきた。例えば、チームの協働とい
う視点からではあるが、「環境の再認識」や「協働の高度化」といった概念を提示し、組織
能力が自らを再形成していくことの具体的な意味を明らかにした。 
第 1 章でも述べてきたように、組織能力は、経営戦略論の領域で 1990 年代以降、企業の
持続的競争優位を説明する概念として注目され、「コア・コンピタンス」(Praharad and 
Hamel, 1990)、「統合ケイパビリティ」(Kogut and Zander, 1992)、「コア・ケイパビリティ」
(Leonard-Barton, 1992)、「ダイナミック・ケイパビリティ」(Teece et al., 1997)といった諸
概念によって説明されてきた。その特徴は、機会や脅威を捉え、企業内部のケイパビリティ
を外部環境変化に適応させるような学習プロセスをケイパビリティのミクロ的基礎として
重視することにある(Teece, 2007a)。ここにおいて、組織能力論の主題は組織の学習プロセ
スないし組織能力の再形成プロセスの解明へと移行しているのである。 
 本研究では、これをさらに進めて組織能力が現に生じているプロセスそのものに焦点を
当てて、組織能力概念の考察を行ってきた。それは、組織の学習プロセスから組織能力のダ
イナミズムを描くという意図のもとになされた。組織能力の(再)形成に関わる「環境認識」、
「学習」という諸概念を分析枠組の中に取り入れ、組織能力の発現プロセスを事例によって
分析していった。したがって、本研究は組織の活動プロセスを詳細に分析することによって、
ともすれば単なる美辞麗句に終わりがちな組織能力という概念の内実に示唆を与えるもの
である。 
また、本研究は、チームの活動プロセスとリーダーシップの関係を分析し、チーム活動の
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局面によって異なる有効なリーダーシップが見られることを明らかにした。第 2 章で述べ
てきたように、従来の組織能力研究では、組織能力は経営者の能力に帰属させて考えられて
おり(Teece, 2007a)、組織能力とリーダーシップを同一次元上で捉えた議論はほとんど見ら
れなかった。これに対して本研究では、組織能力に内包されたリーダーシップ機能を考察し、
具体的な組織活動のプロセスにおいてリーダーシップがどのように機能しているのかにつ
いて分析してきた。その結果として明らかになったことは組織能力を上手く発現させてい
くためにはリーダーシップが重要な機能を果たしているということであった。本研究では、
リーダーではなく、プロセスに対する影響作用としてリーダーシップ機能をモデルの中に
組み込んでいる。もっとも、リーダーシップは、実際にはミドルのチーム・リーダーもしく
はより上位のマネージャーによる働きかけであることが多い。このことから、組織能力の向
上には、チームの協働を促進させつつチームが蓄積した知識に戦略的な意味づけを与え、さ
らにそれを対外的に発信させていく人的資源(リーダー)の重要性が示唆される。 
 
(2)チーム論に対する貢献 
本研究は、組織能力の発現プロセスについて、それをチームの協働とリーダーシップの分
析視点から考察してきた。チームを分析対象としながらも、上位の戦略形成とチームの協働
の関係を分析枠組の中に取り込んだ考察を行うことによって、チーム内の協働に留まらな
いチーム活動の戦略性に焦点が当てられた。このことは、チーム内の活動の効率性をいかに
上げていくかという議論にとどまりがちであったチーム研究の射程の拡大にも示唆を与え
るものである。 
チーム論においては、チーム活動の効率性を向上させるためには、チーム・リーダーシッ
プが必須の機能であること、チーム活動の局面においてリーダーシップ・スタイルを変えて
いくべきであることが既に繰り返し指摘されてきた。また、チーム・リーダーシップについ
ては、チーム・メンバーの参加という観点からリーダーシップを共有することの重要性が強
調されている。本研究は、これらの先行研究で示されてきたチーム・リーダーシップ機能を
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実証によって確認するとともに、共有型リーダーシップがチームの協働を戦略的に意味づ
けていくという点からも重要な機能を有していることを明らかにした。 
 
第 2 項 実践的な含意 
 本研究では、チーム活動のプロセスをデータ密着型の解釈によって概念化し、5 つの活動
ステージに分けた上で、それぞれの段階で必要となる有効なリーダーシップ態様を示して
きた。データに基づいた理論の提供であるという点から、企業のマネジメントに対して実践
的示唆を与えることができると思われる。 
第一に、本研究では理論的サンプリングにより、製品・技術開発、多角化、市場浸透、市
場開拓という製品―市場の 4 象限より選定しており、それぞれのチーム活動プロセスから、
M-GTA 分析によって協働内容が変わる段階を概念化した。それぞれ抽出した諸概念の関係
を検討し暫定的なモデルを設定した上で、さらに概念・カテゴリーを統合したモデルを提示
した。このようにして示されたモデルは抽象度が高いものではあるが、モデルからカテゴリ
ー、概念、解釈、データと遡ってみればモデルが妥当であるかどうかの判断可能性は担保さ
れているのではないかと考えている。 
このようなデータ密着型の分析手法をとりながらモデルを構築した理由は、実践的な活
用のための理論化を目指してきたからである。この「実践的」という意味は、理論に応用者
の主体的な関与の余地を残すということである。導出された研究結果をもとに、応用者(実
践者)が自己の状況特性を考慮しながら必要な修正を施し、最適な使い方に工夫し創造的に
実践していく。また、実践者は、モデルからデータまで遡っていけば、具体的にいかなるチ
ーム活動が行われているときにどのようなリーダーシップがとられているのかということ
を知ることができるのである。 
第二に、本研究は、チーム活動がどのように目的を達成するのか、活動内容が変わるとす
ればどのようにプロセスを経て変容するのか、またそれが自社の戦略にとってどのような
意味を持つのかという現場のマネジメントからの問いにも応えたものとなっている。組織
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活動ないしチーム活動にいくつかのレベルアップする段階があり、それに応じてマネジメ
ントのやり方やリーダーシップ・スタイルも変えていかなければならないということにつ
いては、多くの研究で明らかになっている。また、実務上も多くの人がそのように体感して
いると思われる。しかし、実際に組織内部にいる人間は状況が変化しているということにつ
いてわかっていても、どのような局面にいるのか、適切に立ち位置を把握することは容易で
はない。この点で、特に、本研究がチーム活動の中で環境を再認識する段階、チームの協働
に新たな意味づけを行って協働の高度化を導く段階を明示したことの実践的含意は大きい
と考える。  
また、本研究は、チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスをモデル化したもの
であるが、チーム活動におけるステージとその時に必要なリーダーシップとの関係を提示
することで、ミドルのキャリアアップの道筋を示していると持捉えられる。すなわち、ミド
ルは、組織から与えられた役割としてチーム・マネジメントを行う。リーダーとしてまずや
らなければならないことは、チーム内のタスクの割り当てと指導・監督であるが、チーム・
マネジメントを成功させるためには、状況が進むにつれて人や資金の獲得に関わる対外的
な働きかけも行っていかなければならないのである。チーム・マネジメントからチームの成
果をチームの目的・目標より上位の戦略に意味づけていくことができた時に、結果としてミ
ドルのリーダーのキャリアアップにもつながっている。以上より、チーム・マネジメントを
行うにあたって本研究が提示するモデルは有用であると考えている。特に、ミドルのリーダ
ーにとって、チームがどの段階にあるのか、どのようなリーダーシップを機能させればいい
のかということを把握する実践的一助になると思われる。 
 
第 3 節 本研究の限界と残された課題 
第 1 項 本研究の限界 
 本研究では、チーム活動を起点とする組織能力の具体的なプロセスとリーダーシップの
関係を実証分析する方法として 4 つのチームについてのケース・スタディが用いられた。
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この点について本論文は、アルミニウム高純度化技術開発のチーム活動及び HD メディア
開発チーム活動に関して、データの収集方法上の限界を有している。 
本論文の第 5 章第 3 節第 3 項で述べられたように、ヒアリング調査では Xa 研究所長 A、
グループ・リーダーB、C、D への予備的なインタビューを踏まえた上で、アルミニウム高
純度化技術開発のチーム活動について、当時メンバーであった X 社 Xa 研究所グループ・リ
ーダーB、Xs 事業所生産技術統括・製造部長 J へのインタビューが行われた。また、HD メ
ディア開発のチーム活動について、当時チームのメンバーであった X 社研究開発部スタッ
フ・マネージャーK へのインタビューが行われた。 
このように、予備的なヒアリング調査や現在の事業所メンバーへのインタビューによっ
てチーム活動の概要が把握され調査課題が設定されたとはいえ、本調査においてはそれぞ
れチーム活動に実際に参加しているメンバー1 名のみへのインタビューが行われたに過ぎ
ない。しかし、分析の信頼性の点からして、データ収集の際には文書や資料記録、インタビ
ュー、観察といった複数のデータ収集源によることが必要である。本ケース・スタディでは、
収集データの多くがインタビューによる一次資料であり、これを社内資料等で捕捉してい
る。したがって、本ケース・スタディにおいては、チーム活動に参加していたメンバーの複
数にインタビューするのでなければ、データの正確性・信頼性が担保されないのである。ア
ルミニウム高純度化技術開発のチーム活動、HDメディア開発のチーム活動に関しては、こ
れらの点においてケース・スタディの方法上の問題がある。このような本研究の限界から、
今後は複数メンバーへの追加的インタビューもしくは他の資料によるデータの裏付けをと
ることが必要となる。 
 
第 2 項 残された課題 
チームの協働を起点とした組織能力の発現プロセスにおける統合的なモデルの構築とい
う本研究の関心と志向からして、本研究で分析することのできなかった検討課題が、今後の
研究へ向けていくつか残されている。 
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 第一に、本研究は、組織能力が組織活動を通してどのように生じているのかということを
明らかにする目的の下、組織能力の発現プロセスをチーム活動の各ステージに分けて分析
してきた。そのため、組織構造、組織制度・価値といった、企業の組織能力に少なからず影
響を与えていると思われる要因についてはモデルにおいて提示されなかった。組織構造、組
織制度・価値は、組織能力の生じたプロセスについて、なぜそのような組織能力を生じさせ
ることができたのかという問いに関わるものである。組織能力は、組織活動プロセスを通し
て発現しているが、その活動とは組織構造によって与えられた役割行為のことである。また、
組織活動は、組織価値にも規定されている。もちろん、組織活動を通して価値・判断基準が
変わり新たな戦略の下で組織構造が変わることもある。このような組織全体の変革プロセ
スを検討する場合には、組織能力、組織構造、組織制度・価値を取り込んだ新たな分析枠組
が必要になると思われる。 
 第二に、本研究の分析対象はチームである。そのため、分析枠組もチームの組織能力に限
定している。つまり、チームの協働が開始されてから、チームが協働の質を変容させながら
協働の成果を戦略的コンテクストにフィードバックするというところまでが分析の範囲と
なっている。したがって、トップの戦略的意思決定能力と現場レベルの実行能力との連携と
いう問題に対しては、現場及びミドルレベルのチーム活動で蓄積された知識がいかに戦略
的に発信されていくのかという側面から応えるものになった。しかし、組織能力が最終的に
どのように企業の競争力に結び付くのかという昨今の日本企業が抱える問題に照らせば、
チームが蓄積している知識や現場で認識されている情報を、企業の戦略的意思決定レベル
としていかに取り込んでいくのかというトップ・マネジメントの問題についても検討して
いくことが今後の理論的課題として残されている。  
第三に、本研究では、チームの階層的特性を特に限定せずに分析を行っている。しかし、
チームの階層レベルという点からは、現場レベル、ミドルレベル、スタッフレベル、トップ
レベルといった各レベルによってチーム活動内容に違いがあり、チームの自己裁量の範囲
はこのようなチームのレベルによって大きく異なる。当然に予想されるのは、現場レベルに
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なれば、チーム活動として既存戦略の方向性とは異なるアクションを起こすのは難しいと
いうことである。現場レベルでは、分業で与えられたタスクを着実にこなすことがチームと
して求められる。日本企業の現場レベルにおいて QC サークル等の小集団活動で見られた
自律的学習サイクルと改善は、基本的には組織の分業体制をより強固にするものとして機
能していた。反対に、トップレベルのマネジメントチームであれば、チーム活動内容そのも
のが戦略的意思決定に関わる。今後は、チームの階層レベルやチームデザインから生じるチ
ーム活動プロセスの違いを詳細に分析し、本研究で導出したモデルの精緻化を図っていか
なければならない。 
第四に、本研究での調査対象は日本企業の中から化学品製造企業から 3 チームと食品卸
売企業から 1 チームであり、他の業界を含めたチーム活動プロセスについての事例分析は
なされていない。しかし、チーム活動プロセスとリーダーシップとの関係を真に検討しよう
とするのであれば、自動車産業、エレクトロニクス産業など他の諸産業におけるチーム活動
についても調査・分析対象とし概念化を図っていることが必要であろう。
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